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概 要 

最終更新日 2023 年 11 月 22 日 

プロジェクト名 水素社会構築技術開発事業／大規模水素エネルギー利用技術開発 プロジェクト番号 P14026 

担当推進部/ 

ＰＭｇｒ 

及び METI 担当課 

○担当推進部/ＰＭｇｒ 
新エネルギー部                吉積  潔 （2014 年 6 月 ～ 2017 年 7 月） 
新エネルギー部                大平英二 （2017 年 8 月 ～ 2018 年 3 月） 
次世代電池・水素部            大平英二 （2018 年 4 月 ～ 2021 年 7 月） 
スマートコミュニティ・エネルギーシステム部 大平英二 （2021 年 8 月 ～ 2023 年 9 月） 

〇METI 担当課 
資源エネルギー庁 省エネルギー・新エネルギー部 水素・アンモニア課 

０．事業の概要 

・将来、水素発電等の形で水素を本格的に利活用するためには、安価で安定的な水素の調達が必要。 

・液化水素、有機ハイドライド等の水素の輸送・貯蔵技術の基礎が確立されつつある中、褐炭や副生水素

等の海外の未利用エネルギーを活用する水素調達が検討されている。 

・このような状況の中で、以下の実証により将来の大規模な水素サプライチェーンの構築を目指す。 

①液化水素輸送、脱水素化等をはじめとする要素技術実証。 

②海外の未利用エネルギーや余剰再生可能エネルギーからの水素製造、輸送、貯蔵、利用に至るサプラ

イチェーン実証。 

③水素発電等に関する技術実証 

１．意義・アウトカム（社会実装）達成までの道筋 

1.1  本事業の位置

付け・意義 

本事業では、現在、化学プラントの副生や天然ガス改質で製造されている水素を、より大規模に、より安

価に、よりＣＯ２排出の少ない形に切り替えていき、現在の天然ガスと同程度の価格や規模で流通できるよ

うにしていくことを目指している。具体的には、世界に先駆けて、水素発電の本格的な導入及び大規模な水

素サプライチェーンを構築のための技術開発に主として取組み、水素源の権益や輸送・貯蔵関連技術の特

許等の多くを掌握し、産業競争力の強化とエネルギーセキュリティの向上に貢献する。 

 

1.2 アウトカム達成ま

での道筋 

水素製造・利活用拡大技術等の研究成果を活かし、水素利活用装置の技術開発に反映して実証事業

等を実施することにより、着実な水素利活用社会の拡大を図る。 

1.3 知的財産・標準

化戦略 

①成果の普及 

得られた研究開発の成果は、機構及び実施者ともに普及に努める。 

②知的基盤整備事業又は標準化等との連携 

得られた研究開発の成果については、知的基盤整備事業又は国際標準化等との連携を図るため、デー

タベースへのデータ提供、標準技術情報（TR）制度ヘの提案等を戦略的かつ積極的に行う。 

③知的財産権の帰属 

委託研究開発の成果に関わる知的財産権については、「国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総

合開発機構新エネルギー・産業技術業務方法書」第 25 条の規定等に基づき、原則として、すべて委託

先に帰属させることとする。なお、本プロジェクトの当初から、事業化を見据えた知財戦略を検討・構築し、

適切な知財管理を実施する。 

④関連事業との連携 

本事業は、技術のシステム化により社会への実装を図るものであり、構成する要素技術については、

NEDO の他事業「水素利用等先導研究開発事業」等の進捗状況について把握しつつ、必要に応じて成

果の活用を図る。また、社会受容性の確保に向けて「水素利用技術研究開発事業」と連携し、必要な

情報を共有する。 
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２．目標及び達成状況 

2.1 アウトカム目標及

び達成見込み 

目標 発電分野等における水素の利活用が抜本的に拡大。２０３０年頃には世界に先駆け本格的な

水素サプライチェーンを構築するとともに、エネルギー供給システムの柔軟性を確立し、エネルギーセ

キュリティの確保に貢献する。 

仮に１００万 kW 規模の水素専焼発電が導入された場合、約２４億Ｎｍ３の水素需要（燃

料電池自動車で約２２０万台に相当）が創出される。 

達成

度 

・世界初の液化水素輸送用タンクシステムを搭載した水素運搬船を建造し、船籍及び船級の取得

に成功した。 

・日豪間航行試験を実施し、輸送用タンクシステムの構造健全性を確認した。 

・水素を混焼あるいは専焼で発電する技術に関しては、商用レベルを見据えた技術を確立した。 

・本事業の終了後も要素技術の研究開発及び技術実証については「競争的サプライチェーン構築に

向けた技術開発事業」により、また大規模化・商用化実証については「GI 基金事業」により、継続し

て取組んでおり、アウトカム目標達成が大いに期待できる。 

2.2 アウトプット目標及び達成状況 

 研究開発項目Ⅱ (イ)未利用エネルギー由来水素サプライチェーン構築 

 

最終

目標 

２０３０年頃の安定的かつ大量な水素供給体制確立を目指し、２０２０年において商用レベルの１／１００程度

のプロトタイプ規模（数千万Ｎｍ３規模）のサプライチェーンを構築しシステムとして技術を確立する。システムを構成す

る技術目標（水素製造効率、輸送効率等）に関しては、水素製造方法や水素キャリア毎の特性に応じ、個別に設定

する。（２０２３年度迄） 

達成

状況 
〇 

説明 

＜有機ﾊｲﾄﾞﾗｲﾄﾞｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ＞ (次世代水素エネルギーチェーン技術研究組合:AHEAD) 

・水素化/脱水素化反応器スケールアップの設計手法を確立し、実証設備の反応器設計に反映した。 

・発電燃料供給チェーンとしての設備仕様、オペレーション要件を確立した。 

・ブルネイでの水素化、日本での脱水素化を行うサプライチェーン実証を行い、商用化に向けた準備として、各種データを

取得出来た。 

 

＜液化水素サプライチェーン＞ (技術研究組合ＣＯ２フリー水素サプライチェーン推進機構:HySTRA) 

・世界初の液化水素輸送用タンクシステムを搭載した水素運搬船を建造し、船籍及び船級の取得に成功した。 

・合計 2 回の日豪間航行試験を実施し、輸送用タンクシステムの構造健全性及び目標値以下の BOR であることを確

認した。 

・世界初の液化水素用フレキシブルホース型及び鋼管型ローディングアームシステムを用いた荷役技術を開発した。 

・基地に建設した液化水素貯蔵タンクについて目標値以下の BOR であることを確認した。 

・豪州にて世界初の褐炭用ガス化設備を建設し、純度 99.999％の液化水素の製造に成功した。また、試験データを

使用しシミュレーションモデルを開発した。 

・液化水素を神戸液化水素荷役実証ターミナルから神戸コージェネレーションシステムプラントへコンテナにて輸送し、約 3

時間の 100%水素発電実証を問題無く実施した。 

 

＜液化水素の輸送貯蔵機器大型化および受入基地機器に関する開発＞ 

・商用 5 万 m3 クラスの大型貯蔵容器で BOR が 0.26%/日を達成する断熱構造を確立した。(川崎重工業) 

・BOR が 0.4%/日となる 4 万 m3 級の海上輸送用液化水素タンクの基本構造、設計技術等を確立した。(川崎重

工業) 

・大口径船陸継手について、操作容易な重量 500Kg 以下とし、目標(事業目標:1ton 以下)を達成した。また、試

作機の試験にも合格し、製品化の目途を付けた。(TB グローバルテクノロジーズ) 
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・シールガスの液化を防ぐ軸シール構造および摺動部材の開発において、試作機の実ガス試験にて、構造の妥当性を確

認し、シール性に優れた高寿命の商用摺動部材の目途を付けた。(IHI 回転機械エンジニアリング) 

・液化水素を用いた小型試作機の運転試験を行い、所定の性能(揚程、動力等)、機能(バランス機構、材料健全性)

を満足することを確認し、液化水素昇圧ポンプの設計技術を確立した。(荏原製作所) 

 

＜液化水素貯槽の大型化＞（トーヨーカネツ） 

・大型貯槽に適用可能な真空排気システムを考案し、実験にて所要真空度への到達を実証した。 

・貯槽底部断熱構造に対して、モデル化手法や断熱材の熱定数を決定し、精度の高い伝熱解析手法を確立した。 

・破壊靭性、水素脆化、繰返し荷重に関する試験を行い、設計した SUS316L の溶接継手が十分安全であることを確

認した。 

 

＜バルブ関連＞ 

・液化水素用バタフライバルブ(300A)の試作し、LH2 実液試験においてシール性及び真空断熱性を確認し、300A サ

イズの同バルブの技術を確立した。更に耐久試験(開閉 2,000 回)を実施し、シール構造の耐久性に問題無いことを確

認した。（中北製作所） 

・液化水素用バタフライバルブ(500A)を試作し、LH2 実液試験において耐久試験(開閉 500 回)を実施し、シール性

能が確保されていることを確認した。（ササクラ） 

・液化水素用 500A のボール遮断弁、スイング式逆止弁を試作し、液化水素の実流体にて外部封止、内部封止の性

能評価試験を実施し、目標性能を達成した。（キッツ） 

研究開発項目Ⅱ (ロ)水素エネルギー利用システム開発 

最終

目標 

水素を混焼あるいは専焼で発電する技術に関して商用レベルも見据えて既存の燃料と同等の発電効率、耐久性及び

環境性を満たす技術を確立する。あわせて、様々な水素キャリアを利用した水素発電等を組み込んだエネルギーシステム

について、市場化に必要な技術を確立する。（２０２２年度迄） 

達成

状況 
〇 

説明 

＜水素専焼 GT 発電＞ 

・世界初の実用レベルのドライ方式水素専焼ガスタービンによる発電装置の実証を完了。水素発電所としての実運用を

開始し、定格運転において発電端効率 27%以上と、一部の負荷領域において NOx 排出値 35ppm 以下を達成し

た。（川崎重工業／大林組） 

・モデルバーナ、セグメントバーナ試験において、高圧条件下で安定燃焼を実現し、ターゲット計画条件にて NOx 

50ppm (15％O2 換算)以下を達成し、燃焼器の重要な構成要素であるノズル設計のベースを確立した。（三菱重

工業） 

・大型燃焼器の設計においては、高温高圧下の燃焼試験で水素専焼を達成するとともに、実用化に向けた課題を明ら

かにし、改良の設計指針を得た。（三菱重工業） 

 

＜高濃度水素混焼／水素専焼焚きボイラ・発電設備＞（三菱パワーインダストリー） 

・産業ボイラ用水素焚きバーナを開発し、水素ガス供給圧力の高圧化(最大 900kPa)、NOx 低減(60ppm 以下)等

の最終目標を全て達成した。 

・ガスタービン用廃熱回収ボイラ付設水素焚きダクトバーナを開発し、水素ガス供給圧力の高圧化(最大 900kPa)、低

酸素雰囲気(排ガス酸素濃度 10%以下)での安定した水素燃焼等の最終目標を全て達成した。 

 

＜ＣＯ２フリーアンモニア利用ＧＴＣＣ＞（三菱パワー） 

・天然ガスとアンモニア分解ガス模擬燃料の混焼(水素体積割 20%)条件で 1,650℃級燃焼器の 100%負荷から

50%負荷の範囲で燃焼振動やフラッシュバックが発生しないことを確認した。 
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＜水素燃焼エンジン発電＞（川崎重工業） 

・エンジン仕様の変更及び制御パラメータの最適化により、短時間ながら、平均有効圧 1.85MPa 且つ 95％混焼(事

業目標:平均有効圧 1.6MPa 以上且つ 95％以上混焼)の水素燃焼を達成した。 

・水素燃焼単筒試験設備にて天然ガス・水素の混焼条件にて約 4 時間、安定した燃焼状態を維持し、連続運転が出

来ることを確認した。 

 

＜液化水素冷熱の利用を可能とする中間媒体式液化水素気化器＞（神戸製鋼所） 

・液化天然ガス気化器で実績のある中間媒体式気化器(IFV)の要素技術をベースにして冷熱回収型液化水素気化

器の小型実証機を設計・製作し、実際に液化水素を用いて実証試験を行い、目標とした所定の性能(気化ガス量、気

化ガス温度、循環水取出し温度等)を安定して達成出来ることを確認した。 

・30,000Nm3/h の中規模 IFV の試設計を行い、機器サイズは従来の LNG 用 IFV の実績の範囲内であり、製作上

の問題点は無いことを確認した。 

３．マネジメント 

3.1 実施体制 

  

経産省担当原課 
資源エネルギー庁 省エネルギー・新エネルギー部 

新エネルギーシステム課 水素・燃料電池戦略室 

プロジェクト 

リーダー 
― 

プロジェクト 

マネージャー 

新エネルギー部 吉積潔 （2014 年 6 月～2017 年 7 月） 
新エネルギー部 大平英二 （2017 年 8 月～2018 年 3 月） 
次世代電池・水素部 大平英二 （2018 年 4 月～2021 年 7 月） 
スマートコミュニティ・エネルギーシステム部 大平英二（2021 年 8 月～2023 年 9 月） 

助成先 

(イ)未利用エネルギー由来水素サプライチェーン構築（助成事業） 

(1) 有機ケミカルハイドライド法による未利用エネルギー由来水素サプライチェーン実証（次世代水素エネ

ルギーチェーン技術研究組合／参加企業 4 社:千代田化工建設㈱、三菱商事㈱、三井物産㈱、

日本郵船㈱） 

(2) 未利用褐炭由来水素大規模海上輸送サプライチェーン構築実証事業（技術研究組合ＣＯ２フ

リー水素サプライチェーン推進機構／参加企業 4 社:川崎重工業㈱、岩谷産業㈱、シェルジャパン

㈱、電源開発㈱） 

(3) 液化水素の輸送貯蔵機器大型化および受入基地機器に関する開発（川崎重工業㈱、ＴＢグロー

バルテクノロジーズ㈱、㈱ＩＨＩ回転機械エンジニアリング、㈱荏原製作所、(国研)宇宙航空研究開

発機構、㈱IHI） 

(4) 液化水素貯槽の大型化に関する研究開発（トーヨーカネツ㈱、(大)北海道大学） 

(5) 液化水素用大口径バタフライバルブの技術開発（㈱中北製作所、(国研)宇宙航空研究開発機

構） 

(6) 液化水素用バタフライバルブの開発（㈱ササクラ、(国研)宇宙航空研究開発機構） 

(7) 液化水素用大型バルブの技術開発（㈱キッツ、(国研)宇宙航空研究開発機構） 

 

(ロ) 水素エネルギー利用システム開発（助成事業） 

(1) ドライ低ＮＯｘ 水素専焼ガスタービン技術開発・実証事業（川崎重工業㈱、㈱大林組、(大)大

阪大学、(学)関西大学） 

(2) ＣＯ２フリーアンモニア利用ＧＴＣＣシステムの技術開発（三菱パワー㈱、三菱重工業㈱、三菱重

工エンジニアリング㈱） 

(3) 低炭素社会実現に向けた水素専焼対応型 DryLowNOx 高温ガスタービン発電設備の研究開発

（三菱重工業㈱） 
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(4) 高濃度水素混焼／水素専焼焚きボイラ・発電設備の技術開発（三菱重工パワーインダストリー㈱、

(学)帝京大学） 

(5) 大出力水素燃焼エンジン発電システムに関する技術開発（川崎重工業㈱） 

(6) 液化水素冷熱の利用を可能とする中間媒体式液化水蒸気気化器の開発（㈱神戸製鋼所） 

3.2 受益者負担の考え方 

事業費推移(会計・勘定別に NEDO が負担した実績額(単位:百万円)) 

 

 

主な実施事項 
2014 

Fy 迄 

2015 

fy 

2016 

fy 

2017 

fy 

2018 

fy 

2019 

fy 

2020 

fy 

2021 

fy 

2022 

fy 

2023 

fy 
 

研究開発項目 (イ)            

研究開発項目 (ロ)            

会計・勘定 
2014 

Fy 迄 

2015 

fy 

2016 

fy 

2017 

fy 

2018 

fy 

2019 

fy 

2020 

fy 

2021 

fy 

2022 

fy 

2023 

fy 
総額 

一般会計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

特別会計（需給） 0 115 1,322 4,976 4,619 6,147 4,441 3,228 4,555 625 30,028 

開発成果促進財源 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

総 NEDO 負担額 0 115 1,322 4,976 4,619 6,147 4,441 3,228 4,555 625 30,028 

助成率 1/2 又は 2/3 

3.3 研究開発計画 

 
中間評価結

果への対応 

指摘 対応 

【１】個別設定された目標については定性的目標

設定が多く、また、個別のテーマがプロジェクト全体

として初期の目標へどう結びついているのかが少し

判りにくい。全体目標からブレイクダウンして個別目

標を設定することで、個別テーマの目標値として、

根拠を明確にしていくとともに、競争上秘匿が必

要なものを除き、極力目標値を明確にしていくこと

が望ましい。 

【１】外部有識者によるレビューや日々の進捗確認を通じて、

個別テーマの目標値及びその達成度について PM が俯

瞰的に検討・見直しを行った。具体的には、個別の進捗

を見つつ、ローディングアーム、液化水素のバルブ等につい

て、将来求められるよりハイレベルな定量的目標を設定

し、実行した。 

【２】NEDO のプロジェクトは、海外に先行して着

実に進められてきたと思われるが、昨今の海外の

水素への取組が大規模化し、加速してきている状

況から、可能な限り前倒しなどが図られることを期

待する。 

【２】外部有識者によるレビューや日々の進捗確認を通じて、

前倒し可能な取組があれば実施計画の見直しを検討し

た。また、グリーンイノベーション基金事業（大規模水素

サプライチェーンの構築）を開始させることによって、さらな

る大型化・商用化に向けた加速的な取組みを行った。 

【３】目標とする経済性（水素コスト）を達成す

るために何が必要であるのかが判りづらく、実証が

終了した後に、すぐ実用化につながる規模での事

業展開は難しいと思われるため、今回の実証と実

用化時点での達成すべき技術的課題、経済的

課題、諸条件等をできるだけ合理的な根拠に基

づいて定量化して示しつつ、2030 年までの実用

【３】外部有識者によるレビューや日々の進捗確認を通じて、

実用化を想定した各種課題の洗い出しを行い、導入シ

ナリオを検討した。2021 年度より、グリーンイノベーション

基金事業が開始されたことにより、個々の研究開発成果

が、どのように統合されシステムになり、大型化・商用化に

つながるのかということについて実プロジェクトを通じてシナリ

オを示すことができた。さらには、国内だけではなく技術の
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化に至る導入シナリオを明確にしていくことが望ま

れる。 

海外展開のため、海外実証に向けた FS 調査を別事業

と連携する形で実施し、先行する海外市場での検討を

通じて、実用化への道筋を明らかにした。 

 

【４】また、その本実証後の実用化に向けたシナリ

オ、スケールアップの定量的な手段が、対外的に判

りやすく発信されることも期待する。 

【４】NEDO が主催する成果報告会やニュースリリースなどを

通じて、実用化シナリオを含めた本事業成果を広く情報

発信した。 

評価に関す

る事項 

事前評価 2014 年度 実施 

中間評価 2016 年度 中間評価実施 

中間評価 2020 年度 中間評価実施 

終了時評価 2023 年度 終了時評価実施 

別添 

 

投稿論文 26 件、うち査読付き 14 件 

特 許 出願済 182 件（うち国際出願 PCT41 件、海外出願 48 件） 

その他の外部発表 

（プレス発表等） 

口頭発表 34 件、うち査読付き 13 件 

ポスター発表 1 件 

講演講師 487 件 

メディアでの取り上げ 224 件 

基本計画に関する

事項 

作成時期 2014 年 9 月 作成 

変更履歴 

2015 年 3 月 改訂（研究開発項目Ⅱ「大規模水素エネルギー利用技術開発」を追加、お

よび研究開発の実施期間を 2020 年度までに延⾧。研究開発項目Ⅰ(ロ) 

水素利用発電システム等技術開発は、研究開発項目Ⅱ(ロ) 水素エネル

ギー利用システム開発に移行。 

2016 年 3 月 改訂（評価の実施について研究開発項目Ⅰを制度評価に変更。研究開発

項目Ⅱの中間評価時期を 2016 年度に変更。また、PM の氏名を追記。） 

2017 年 8 月 改訂（PM の氏名及び所管の研究開発項目を変更。また、別紙の研究開

発項目Ⅰ「水素エネルギーシステム技術開発」研究開発スケジュールを詳細

な表示に修正。） 

2018 年 4 月 改訂（担当部を新エネルギー部から次世代電池・水素部に変更。） 

2019 年 2 月 改訂（(2) 研究開発の目標及び(3) 研究開発の内容に液化、水素の受

け入れ基地に必要な機器の大型化に関する開発及び様々な水素キャリアを

利用した水素ガスタービンに関する開発を追記。また、(別紙) 研究開発スケ

ジュールを更新。） 

2019 年 7 月 改訂（和暦表記を西暦表記に変更。） 

2020 年 2 月 改訂（研究開発の実施期間を 2022 年度までに延⾧。あわせて研究開発

項目Ⅰ及びⅡの中間評価時期を 2020 年度に追加、事後評価時期を

2023 年度に変更。また、(別紙) 研究開発スケジュールを更新。） 

2021 年 2 月 改訂（研究開発項目Ⅲ「地域水素利活用技術開発」を追加、研究開発

の実施期間を 2025 年度までに延⾧。） 
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2021 年 11 月 改訂（研究開発項目Ⅳ(イ) の内容に、大規模水素供給インフラ整備に

関する技術基準策定に向けた研究を追加。また、部署名及び役職名の変

更並びに PM の交代を反映。） 

2023 年 2 月 改訂（研究開発項目Ⅰの実施期間を 2025 年度までに延⾧。あわせて、

研究開発項目Ⅰの中間評価時期に 2023 年度を追加、事後評価時期に

2026 年度を追加。また、(別紙) 研究開発スケジュールを更新。） 

2023 年 3 月 改訂（研究開発項目Ⅱ(イ) の実施期間を 2023 年度までに延⾧し、(別

紙) 研究開発スケジュールを更新。） 
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プロジェクト用語集
(イ)未利用エネルギー由来水素サプライチェーン構築

 (イ) - (1) 有機ケミカルハイドライド法による未利用エネルギー由来水素サプライチェーン実証
（次世代水素エネルギーチェーン技術研究組合／参加企業4社:千代田化工建設㈱、三菱商事㈱、三井物産㈱、日本郵船㈱）

読み方 用語 解説
GTCC GTCC Gas Turbine Combined-Cycle
HRSG HRSG Heat Recovery Steam Generator、ガスタービン用排熱回収

ボイラ。ガスタービンと組み合わせ「ガスコンバインドサイクル発電」を構
成する設備の一つでもある。

PSA PSA ガス分離技術の一つ。Pressure Swing Adsorption、圧力変動
吸着法。ガス分圧を利用し選択的にガスを吸着材に脱着する事で
ガスを分離する技術。

キエキヘイコウ 気液平衡 液体から気体になる蒸発、気化反応と、気体から液体になる凝縮、
液化反応の速度が等しくなり、結果、液体と気体の量が変化しなく
なっているように見える状態。

キュウチャクブンリホウ 吸着分離法 気体や液体中のある特定の成分を多孔質個体（吸着剤）に吸着
させて、分離・濃縮・除去・回収を行う方法を指す。

タカンシキハンノウキ 多管式反応器 円筒状のシェルの中に、触媒を充填された管（反応管）を複数配
置した形式の反応器。

ネツインテグレーション 熱インテグレーション 今回のケースでは、発電タービンからの放熱を、吸熱反応である脱水
素プラントへ供給し熱の有効利用をする事を指す。

バッフルプレート バッフルプレート 容器の中で、流体の流れ中に設ける流れを制御する板。
マクブンリホウ 膜分離法 液体または気体を、選択性を持つ隔壁（膜）に圧力差、濃度差、

電位差により通すことで目的物を濾し分ける操作の総称である。
ユウキケミカルハイドライドホ
ウ

有機ケミカルハイドライド法 触媒反応を介して水素を可逆的に放出する有機化合物（メチルシ
クロヘキサン・シクロヘキサン・デカリン等）を利用した水素を常温・常
圧の液体で貯蔵/運搬する技術。千代田化工建設では、トルエンに
水素添加したメチルシクロヘキサンを採用。

リュウドウカイセキ 流動解析 目で直接見られない容器内部の流体の状態をシミュレーションする
技術。流体解析（CFD:Computational Fluid Dynamics）
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プロジェクト用語集
(イ)未利用エネルギー由来水素サプライチェーン構築
(イ) - (2) 未利用褐炭由来水素大規模海上輸送サプライチェーン構築実証事業
（技術研究組合ＣＯ２フリー水素サプライチェーン推進機構／参加企業4社:川崎重工業㈱、岩谷産業㈱、シェルジャパン㈱、

　電源開発㈱）

読み方 用語 解説

BOG BOG
Boil Off Gasの略。液化水素含む低温液化ガスが、外部からの入
熱等の影響で蒸発したガス。一般に、発生するBOGは低温液化ガ
スと同程度に低温である。

CCS CCS
Cargo Containment Systemの略。すなわち、貨物格納設備
を意味し、本プロジェクトでは液化水素を格納する蓄圧式タンクシス
テムのことをいう。

EAGLE EAGLE

多目的石炭ガス製造技術開発（coal Energy Application
for Gas, Liquid and. Electricityの略）。化学原料用、水素
製造用、合成液体燃料用、電力用等幅広い用途への適用が可能
な石炭ガス化技術及びガス精製技術の確立等を目的とする技術開
発。

EPA EPA
環境保全協定（Environmental Protection Agreementの
略）。

FEM FEM
Finite Element Methodの略。すなわち、有限要素法。数値解
析手法のひとつである。

GCU GCU

Gas Combustion Unitの略で余剰ガス燃焼装置のこと。
液化水素運搬船の場合、液化水素タンク内で発生する蒸発ガス
（Boil Off Gas ）によりタンク内の圧力が上昇する。
この圧力がタンク安全弁の最大許容圧力に達する前に、Boil Off
Gas を本装置で燃やし圧力を下げ、タンク内の圧力を安全な範囲
内に収める目的を持つ。Boil Off Gasを燃焼させた燃焼ガスはベン
トスタックを通じて大気に放出される。

GFRP GFRP
Glass Fiber Reinforced Plasticの略。すなわち、ガラス繊維強
化プラスチック。軽量ながらも高強度で、熱伝達率が低い特性を持
つ。

HAZID HAZID

Hazard Identification Studyの略。過去の事故事例やガイド
ワードから事故シナリオを想定し、その過程において潜在するハザード
を特定。抽出したハザードの深刻度を見積り、リスクランキングに応じ
て追加安全対策を検討するというリスク分析・評価手法。

HAZOP HAZOP

Hazard and Operability Studyの略。各オペレーションにおい
て、圧力高/低、流量増/減など設計意図のずれに対して、その要
因、影響・結果を分析し、安全対策を検討するというリスク分析・評
価手法。

IMO

IMO

国際海事機関（International Maritime Organization）の
略称。
国連の下部機構の一つで、各国政府の代表によって構成され、海
上における人命、財産の安全に関する事項及び海洋環境の保護を
主体に協議する国際機関である。また、その結果は条約や勧告の
形で公表されて各国政府の法律に取り入れられる。

IGCコード IGCコード

液化ガスのばら積運送のための船舶構造および設備に関する国際
規則（International Code for the Construction and
Equipment of Ships Carrying Liquefied Gases in Bulk）
のことでIGCコードとも呼ばれる。

MLI MLI Multi-Layer Insulationの略。すなわち、積層断熱材。
MHF MHF 危険物取扱（Major Hazard Facilitiesの略）。
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アウトガス アウトガス
海上輸送用タンクを構成する部材に含まれる物質のこと時間と共に
部材から揮発し、真空断熱層の真空度を悪化させるおそれがある。

アゲニ 揚荷
船舶に積載された貨物を、陸上側受け入れ設備へ移動すること。本
事業においては、液化水素輸送船から液化水素荷役基地へ、液
化水素を移送するプロセスをいう。

アツリョクソンシツ 圧力損失
流体が配管、機器等を流動する際に摩擦抵抗等により圧力が減少
する現象。

アンゼンリカクキョリ 安全離隔距離
可燃性ガス等を取り扱うにあたり、法規の要求やシミュレーションに
従って、当該設備から対象までの離隔距離を定めたもの。

エキカスイソポンプ 液化水素ポンプ
海上輸送用タンク内部に設置され、液化水素をタンクから移送する
ために用いられる、浸漬・電動式ポンプ。

エキカスイソチョゾウタンク 液化水素貯蔵タンク
陸上基地において、液化水素を貯蔵するために設置されるタンク。
液化水素の貯蔵タンクにおいては、BOG発生を抑制するため断熱
性能を有する。

カッタン 褐炭
石炭の中でも石炭化度が低く、水分や不純物の多い、低品位なも
のを指す。

ガスセイセイ ガス精製 生成ガスの純度を高めるプロセス。

キエキニソウリュウ 気液二相流

物質の複数の相が混ざり合って流動する混相流の一種であり、気体
と液体が混ざり合った流動状態をいう。管内を液体が流動する際、
外部からの入熱等により液体の一部が気化し、気液二相流が生じ
る。

キュウケイシンクウニジュウカク球形真空二重殻

液化水素貯蔵タンクにおける構造の一種。内部流体を保持する球
形の内殻と、断熱層を形成するための球形の外殻の二重構造を取
る。内殻-外殻間に形成される空間は真空状態であり、断熱性能を
有する。

ゲンタン 原炭 原料となる石炭。

コウカンガタローデイングアー
ム

鋼管型
ローディングアーム

流体やガスを船から陸上のタンク、またはタンクから船に輸送する際に
用いる装置。スイベルジョイントを採用することでフレキシブルホース式
ローディングアームと比べてシステム全体がコンパクトで有り大型化に
有利。

サンソブキセキタンガスカロ 酸素吹石炭ガス化炉
空気分離装置を用いて酸素を生成し、酸素雰囲気下で石炭のガ
ス化を行うガス化炉。生成ガスの主成分はH2、COであり、CO2分
離回収しやすいという特徴がある。

ジョウハツソンシツ 蒸発損失 低温液化ガスにおいて、蒸発して失われるガスのこと。

ジョウハツリツ 蒸発率
低温液化ガスの貯蔵タンクにおいて発生するBOGの、貯蔵量に対す
る比率をいう。本事業では1日当たり重量比（wt%/日）で表す。

シンクウソウ 真空層
断熱性能を持たせるために真空にされた、二十殻構造の間の空間
のこと。

シンクウド 真空度
極低圧状態の真空の程度のこと。 真空度は残存する気体の圧力
で表わされる。すなわち、真空槽内の圧力が高い場合、真空度は低
い。逆に圧力が低い場合、真空度は高い。

シンクウニジュウ
フレキッシブルホース

真空二重フレキシブルホース
液化水素を通液するのに必要な断熱性能を満たすため、真空二重
構造としたフレキシブルホース。本事業のローディングシステムに採用し
ている。

シッタン 湿炭 水分を含んだ石炭。

スイソサプライチェーン 水素サプライチェーン
豪州側にて水素製造～水素液化～液化水素積荷を行い、日本
側において揚荷～水素ガスタービン発電を行う製造・貯蔵・輸送・
利用一体となったチェーンをいう。

センキュウ 船級
船級協会が船舶などの海上構造物の船体・搭載機器などの設計
図面の審査及び承認や一定の規定に基づいて検査し証明する、資
格・等級。保険・売買などのための国際的標準となる。

タイキフィンシキネツコウカンキ大気フィン式熱交換器
拡大伝熱面を有する管内を流動する物質と、大気との間で熱交換
を行う機器。
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ダイレクトクエンチホウシキ ダイレクトクエンチ方式
生成ガスに直接水を吹きかけることで、生成ガスの冷却を行う方式の
こと。

チカン 置換
設備内の物質を、他の物質に置き換える作業をいう。
本事業においては、種々の目的に応じ、窒素⇔水素、窒素⇔空気
といった置換を行う。

チクアツシキタンク 蓄圧式タンク
海上輸送用タンク内の液化水素から発生するBOGにより、タンク内
部は加圧される。蓄圧式タンクは、設計圧力まではこの加圧状態を
許容するように設計されている。

ツミニ 積荷
陸上側設備に貯蔵した貨物を、船舶へ移動すること。
本事業においては、液化水素荷役基地から液化水素輸送船へ、
液化水素を移送するプロセスをいう。

ドームコウゾウ ドーム構造
海上輸送用タンクの上部に設置され、主に配管類の貫通と構造の
固定及び拘束のために必要となる。タンク内部への検査なども、ドー
ムを通ることを予定している。

ニエキ 荷役 揚荷・積荷をあわせたプロセス。

ネツリュウソク 熱流束
単位時間あたりに単位面積を横切る熱量で、単位はW/m2。
この値が低いほど、海上輸送用タンクの断熱性能が良い。

ハカイジンセイシケン 破壊靱性試験

破壊靭性とは、亀裂または亀裂状の欠陥を有する材料に力学的な
負荷が加わったときの、破壊に対する抵抗を意味する。低温環境下
では一般的に低温脆性が問題となるので、低温環境下での破壊靭
性を把握する必要がある。破壊靭性試験はこの破壊靭性値を得る
ための試験で、様々な試験方法があり、荷重の負荷形式や部材形
状により異なる破壊靭性値が得られる。

ハサイキ 破砕機 対象を目的の大きさまで破砕する機器。

バイオネットツギテ バイオネット継手
真空二重管の接続に用いられる継手。通常の継手と異なり、フラン
ジ面も真空二重層となっており、外部からの入熱を低減できる。

バラストコウカイ バラスト航海

貨物を運ばない代わりに、船体内部に海水等を取り入れて船体姿
勢を安定させた状態でおこなう航海のこと。取り入れた海水などはバ
ラストとよび、また貨物艙とは別の専用艙を設けてバラストを積みつけ
ることが一般的である。

バースマスター バースマスター
荷役基地に入港する船の離着岸や荷役作業の指示監督を行う海
技専門家のこと。元はLNG船等の船⾧経験者が多い。

パーライト パーライト
火山岩として算出するパーライト原石や珪藻土等を高温で処理した
人口発泡体。軽量・多孔質であり、断熱材としても用いられる。本
事業においては、液化水素貯蔵タンクの真空断熱層に充填される。

ビーオージーアッシュクキ BOG圧縮機
液化水素貯蔵タンクから発生するBOGを、BOGホルダーへ圧入する
圧縮機。本プロジェクトではレシプロ式を採用している。

ビーオージーカシツキ BOG加温器
BOG圧縮機、ベントスタックへ送られるBOGを加温する大気フィン式
熱交換器。

ビーオージーホルダー BOGホルダー
BOG圧縮機で圧縮されたBOGを貯蔵するタンク。
貯蔵されたBOGは、船舶のガス置換等に使用される。

フィジビリティスタディ フィジビリティスタディ プロジェクトの実現可能性を事前に調査・検討すること。
ブリケット ブリケット 石炭粉などを圧縮・成型して作る燃料のこと。

ベントスタック ベントスタック
BOGを廃棄する煙突状の設備。水素は可燃性ガスであることから、
周囲への影響を低減するため、放出口高さを十分に取ることを目的
とする。

マンサイコウカイ 満載航海
海上輸送用タンクが積み付け率上限まで液化水素を貯蔵した状態
で輸送されること。

ミル ミル 石炭を微粉状に粉砕する装置。

ヨレイシステム 予冷システム

低温水素ガスや少量の液化水素を用いて設備を徐々に冷却するた
めの一連のシステム。液化水素は極低温であるため、常温状態の設
備に通液すると接液部が急激に冷却され、設備の損傷等が発生す
る恐れがある。
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レシプロシキアッシュクキ レシプロ式圧縮機
ピストンの往復運動を利用した圧縮機。圧縮比を高めやすいが、大
容量化が難しいという特徴がある。

レイガスコウリツ 冷ガス効率 ガス化に使われた発熱量が生成ガス発熱量に転換した割合。

ローデイングシステム ローディングシステム
船舶と陸上設備間において、LNG、石油等の液体を荷役する際に
用いる設備。本事業においては、世界初の液化水素用ローディング
システムの実証を行う。
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プロジェクト用語集
(イ)未利用エネルギー由来水素サプライチェーン構築
(イ) - (3) 液化水素の輸送貯蔵機器大型化および受入基地機器に関する開発
（川崎重工業㈱、ＴＢグローバルテクノロジーズ㈱、㈱ＩＨＩ回転機械エンジニアリング、㈱荏原製作所、
　(国研)宇宙航空研究開発機構、㈱IHI）
読み方 用語 解説
1D CAE 1D CAE 1次元 Computer Aided Engineeringの略。設計支援の考え

方、手法、ツールの一つで、 機能ベースで対象とする製品全体を表
現し、評価解析可能とすることにより、製品開発上流段階での全体
適正設計を可能とする。

BOG BOG Boil Off Gas（蒸発ガス）の略
BOR BOR Boil-off rateの略。タンク内の液満載時の容積に対する1日当たり

の液蒸発率（タンクの断熱性能の指標）
CCJ® CCJ® CRYOCOUP Jointの略。ステンレスパイプとアルミニウムパイプを溶

接一体構造とする配管用異材継手（旭化成㈱製）
SSRT SSRT Slow Strain Rate Testingの略。低ひずみ速度試験
STJ® STJ® Structural Transition Jointの略。アルミニウム合金部と炭素鋼

またはステンレス鋼部の溶接を可能とする構造用異材継手（旭化
成㈱製）

アンカーストラップ アンカーストラップ 熱収縮や地震時にタンク側板の浮き上がりを防止するために、側板
から基盤に設置される構造部材

エキカスイソショウアツポンプ 液化水素昇圧ポンプ 液化水素を加圧することを主目的とした遠心式ポンプ
エキクウ 液空 液体空気の略。圧縮または冷却にて液化した空気
カイテンツギテ 回転継手 スイベルジョイントの項を参照願います。
キンキュウリダツキコウ 緊急離脱機構 突風や潮流等によるタンカーの急激な移動、地震による津波の襲

来、火災等の不測の事態が発生した場合に、海上用ローディング
アーム内の流体をパージすることなく、短時間でタンカーから安全に切
り離すシステムのこと。

サーマルブレーキ サーマルブレーキ 外部からスカートを通して球形タンクに侵入する熱量を低減させるた
めに、スカートに挟む熱を通しにくい（熱伝導率の低い）部品

シールガス シールガス ロッドパッキン部から漏れる微量なガスが、圧縮機フレームに入るのを
防ぐために封入される不活性ガス

ジクスラストバランスキコウ 軸スラストバランス機構 回転体に発生する軸方向の力(軸スラスト)を自律的に釣り合わせ
てゼロにする機構。羽根車周囲の圧力差やポンプ回転体の自重に
よって釣り合わせる。

ジクスラスト 軸スラスト ポンプなどの回転機械の回転体（軸や羽根車を組立てた部品）に
発生する軸方向の力。　内部の圧力差や部品重量などによって発
生する。

シリンダ シリンダ 往復動圧縮機の圧縮ガスを納める筒のことで、その内部でピストンが
往復動することにより、ガスが圧縮される。

スイコミセイノウ 吸込性能 必要吸込ヘッドのことで、概略としては、ポンプが揚程低下なく運転
できるポンプ入口圧力の最小値。

スイベルジョイント スイベルジョイント スイベルジョイントとは、360度回転する継手で、圧力のある流体や
大気圧以下の流体を輸送するにあたって、その配管を回転・上下・
左右・前後の任意の方向に移動させる必要のある時に使用される
継手のこと。

スカート スカート 球形タンクを支持固定するための円筒状の構造部品
ゼイカ 脆化 金属が脆くなる現象。材料によっては極低温や水素ガス環境で生じ

る場合がある。
タイリュウデンネツ 対流伝熱 流体の流れによって熱が伝えられる現象
チュウカントウ 中間筒 往復動圧縮機のフレームとシリンダ間に設置され、シリンダ側のガスと

フレーム側の潤滑油を隔離する。
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テイカクリュウリョウ 定格流量 ポンプ定格運転時の流量。
ニヤク 荷役 トラック・貨車・船舶・航空機などの物流過程における物の取扱いに

関する作業。
バイヨネット バイヨネット 常温部（外表面）と低温部（低温水素ガス接触部）の伝熱距

離を細く⾧くとることで入熱量を低減することを目的とした継手
ハネグルマ 羽根車 ポンプや水車などに用いられる羽根をもった回転部品。ポンプの場

合、遠心力等で液体に圧力および運動エネルギーを与える。扇風機
の風を生む部品と同類のもの。   

パラスイソ パラ水素 水素分子の核スピンが反対称のもの。水素分子は核スピンの方向に
よりオルト水素，パラ水素に分類され、液化水素はほぼパラ水素で
存在する。

ピストンリング ピストンリング 往復動圧縮機のピストンに装着され、シリンダ内の圧力をシールする
摺動部材

ベローズ ベローズ 蛇腹とも言い、紙・布・プラスチック・金属などの膜や板状の部材で作
られ、山折りと谷折りの繰り返し構造で、伸縮性・気密性・バネ性を
持たせたもの。液化水素用配管では真空二重構造で、内管と外管
に温度差が生じることから、内管と外管の間で熱収縮による寸法差
が発生するため、これを吸収するために使用する。

メンブレン メンブレン タンクの気密性および変位吸収特性を有する薄板の鋼材
ヨウテイ 揚程 ポンプの性能を表すのに最も重要な指標で、そのポンプが流体を何

mの高さまで持ち上げられる力があるかを示した数値。 揚程に流体
の密度を乗じた数値が圧力になる。

ライダーリング ライダーリング 往復動圧縮機のピストンに装着され、ピストンの自重を支える摺動
部材

ロッドパッキン ロッドパッキン ピストンロッドのシリンダ貫通部をガスシールする摺動部材
ローディングアーム ローディングアーム タンカーから液体を荷揚げまたはタンカーに積み込みするために用いる

設備。タンカーの揺動に対し、スイベルジョイントとパイプを組み合わせ
ることで円滑に追従する機能を有する。
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プロジェクト用語集
(イ)未利用エネルギー由来水素サプライチェーン構築
(イ) - (4) 液化水素貯槽の大型化に関する研究開発
（トーヨーカネツ㈱、(大)北海道大学）

読み方 用語 解説
ASMEキカク ASME規格 ASMEは”American Society of Mechanical Engineers”

(アメリカ機械学会) の略であり、ASMEが発行する代表的な規格で
ある「ASMEボイラ及び圧力容器基準」を意味する。

GFRP GFRP Glass Fiber Reinforced Plastics の略称で一般的にFRPと呼
ばれている。 ガラス繊維と強化材、熱硬化性樹脂を母材とする複合
材料である。

JICシケン JIC試験 切欠き(先端は疲労き裂)を有する試験片に荷重を与えて、破壊が生ず
る際に材料が示す破壊抵抗値を測定する破壊靭性試験の一種。

SSRT SSRT “Slow Strain Rate Technique”の略。低歪速度による応力負荷に
より強制破断させる方法であり、水素脆化感受性を評価するための方
法。

SUS 316L SUS 316L 18%のクロム(Cr)と12%のニッケル(Ni)を含み、更にモリブデン(Mo)を添
加することで耐食性を上げたオーステナイト系ステンレス鋼の一種。

ガスホウシュツ ガス放出 真空において物質の表面に吸着していた水や、油などの有機化合
物が蒸発や昇華することによって、気相中に徐々に放される現象のこ
と。特に多孔質材料は表面積が大きく、真空装置において、ガス放
出の原因となることが多い。

スイソゼイカ 水素脆化 金属材料中に吸収された原子状の拡散する水素より、材料の延性又は
靭性が低下する現象。

シンクウダンネツ 真空断熱 密閉空間内を負圧状態にして熱移動因子であるガスを除去し、断熱を
する方法。

ボザイ 母材 溶接においては、溶接される金属材料そのものを指し、溶接の熱によって
金属組織や特性が変化していないオリジナル部分である。

ヨウセツキンゾク 溶接金属 溶接中に溶融して凝固した金属を意味する。
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プロジェクト用語集
(イ)未利用エネルギー由来水素サプライチェーン構築
(イ) - (5) 液化水素用大口径バタフライバルブの技術開発
（㈱中北製作所、(国研)宇宙航空研究開発機構）

読み方 用語 解説
Cv Cv バルブ全開時の単位時間あたりにバルブを通過する流体の体積(容

量)で15.6℃(60℉)の清水が1psiの差圧でバルブを流れる時の流
量をUSgal/minで表した数値。

NKセンキュウ NK船級 日本海事協会による船舶の設計や製造、運行に係る国際的な規
則が適用されていることを検査し認証する制度。

オオガタシサクヒン 大型試作品 製品の大型化による機能や性能を評価するための試作品。
グローブバルブ グローブバルブ 一般に球形の弁箱をもち、入口の中心線と出口の中心線とが一直

線上にあり、流体の流れがS字状となるバルブ。
ゲンリシサクヒン 原理試作品 製品における一部要素の機能や性能を評価する為の試作品。
コウアツガスホアンホウ 高圧ガス保安法 高圧ガスによる災害を防止するため、高圧ガスの製造や貯蔵、輸送

等を規制する法律。
シールメンアツ シール面圧 流体を閉止する部位に発生する応力。
ジツエキシケン 実液試験 実際の使用流体（今回は、液体水素）を用い、機器類の性能を

確認する試験。
ジッキシサクヒン 実機試作品 製品の機能や性能を評価する為の試作品。
シンクウジャケット 真空ジャケット 機器や管を密閉空間となる様に覆い、内部を負圧状態にすることで

熱移動因子であるガスを除去し断熱をする構造。
バタフライバルブ バタフライバルブ 短円筒形の弁箱内でディスクが回転するバルブの総称。
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プロジェクト用語集
(イ)未利用エネルギー由来水素サプライチェーン構築
(イ) - (6) 液化水素用バタフライバルブの開発
（㈱ササクラ、(国研)宇宙航空研究開発機構）

読み方 用語 解説
JAXA JAXA 宇宙航空研究開発機構
LNG LNG 液化天然ガス
LN2 LN2 液体窒素
LH2 LH2 液体水素
He He ヘリウム

グランドブ グランド部
弁本体(弁軸)と駆動部との接合部から流体が外部へ漏洩するのを防ぐ
ためにシール等で構成された部位

シンクウジャケット 真空ジャケット
バルブ本体、配管等の外側に取付けるジャケット管で、その間を真空にす
ることで高い断熱性能を発揮する

シンセキホウ 浸漬法 冷媒に浸して試験を行う方法
シンレイシケン 深冷試験 冷媒を用いて極低温に冷却して行う試験
スイソゼイセイ 水素脆性 鋼材中に水素が吸収されることによって、鋼材が脆くなる現象
ベンホンタイ（イッタイガタ） 弁本体(一体型) 弁箱を一つの部品で製作するもの
ベンホンタイ（ブンカツガタ） 弁本体(分割型) 弁箱を複数の部品を組み合わせて製作するもの
ベンザ 弁座 流体をシールする部分の総称

ベンバコ 弁箱
バルブを構成する主要部品(弁座を有する)の一つで主に流体が流れる
部位(バルブのケーシング)

リュウロナイフウニュウ 流路内封入
浸漬法とは別の試験方法で弁箱の流体が流れる部位に冷媒を封入す
ること
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プロジェクト用語集
(イ)未利用エネルギー由来水素サプライチェーン構築
(イ) - (7) 液化水素用大型バルブの技術開発
（㈱キッツ、(国研)宇宙航空研究開発機構）

読み方 用語 解説

バルブ・ベン バルブ・弁
流体を通したり、止めたり、制御したりするため、流路を開閉すること
ができる可動機構をもつ機器の総称

KHK KHK 高圧ガス保安協会の略称
トップエントリー トップエントリー 弁上部から主要部品を組み立てる構造

デンシビームヨウセツ 電子ビーム溶接
電子ビームを使い局所的に高温にすることで、周囲への熱影響が少
ない溶接が可能な方法

シンクウダンネツ 真空断熱
バルブの外観をジャケットで覆い、真空にすることで断熱する方法
水筒の魔法瓶などで利用されている

ネツデンドウリツ 熱伝導率 物質ごと固有の熱の伝わりやすさを表す値
ボールベン ボール弁 弁体が球形のボールのような形をした弁
スイングシキギャクシベン スイング式逆止弁 弁体が左右にスイングすることで開閉する逆止弁
10B 10B バルブサイズを表す。Bはインチ呼び。
AXA JAXA 宇宙航空研究開発機構の略称
ナイブフウシ 内部封止 バルブを閉にし、流路内を封止すること
ガイブフウシ 外部封止 バルブから外部への漏れを封止すること

19



 

   

 

 

プロジェクト用語集
(ロ) 水素エネルギー利用システム開発（助成事業）
(ロ) - (1) ドライ低ＮＯｘ　水素専焼ガスタービン技術開発・実証事業
（川崎重工業㈱、㈱大林組、(大)大阪大学、(学)関西大学）

読み方 用語 解説

CGS CGS

コージェネレーションシステム（Co-Generation System）の略号
で、熱源より電力と熱を生産し供給するシステムの総称であり、国内
では「コージェネ」あるいは「熱電併給」、海外では、 ”Combined
Heat ＆ Power” あるいは ”Cogeneration” 等と呼ばれる。
CGSには内燃機関（エンジン、タービン）や燃料電池で発電を行っ
てその際に発生する熱を活用する方法、蒸気ボイラーと蒸気タービン
で発電を行って蒸気の一部を熱として活用する方法がある。（コー
ジェネ財団HPより一部引用）

DLE DLE Dry Low Emissionの略号。一般的に水や蒸気を使用しない低
NOx化技術をいう。

Dryネンショウホウシキ Dry（ドライ）燃焼方式 水や蒸気を使用しないNOx排出低減燃焼方式をいう。（⇔Wet
燃焼方式）

EMS EMS エネルギーマネジメントシステム（Energy Management
System）の略号。ビルや工場などで省エネを図るため、IT
（Information Technology、情報技術）を活用してエネルギー
を最適制御するシステムのこと。

GT GT ガスタービン（Gas-Turbine）の略号。
MicroMix MicroMix 微小火炎燃焼方式
MMX MMX MicroMixの略号
Wetネンショウホウシキ Wet（ウェット）燃焼方

式
水や蒸気を使用したNOx排出抑制燃焼方式をいう。（⇔Dry燃
焼方式）

コージェネ コージェネ 「CGS」参照。
コージェネレーションシステム コージェネレーションシステム 「CGS」参照。
ジョウキフンシャホウシキ 蒸気噴射方式 Wet（ウェット）燃焼方式を参照。
ミズフンシャホウシキ 水噴射方式 Wet（ウェット）燃焼方式を参照。
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プロジェクト用語集
(ロ) 水素エネルギー利用システム開発（助成事業）
(ロ) - (2) ＣＯ２フリーアンモニア利用ＧＴＣＣシステムの技術開発
（三菱パワー㈱、三菱重工業㈱、三菱重工エンジニアリング㈱）

読み方 用語 解説

CFD CFD

計算流体力学（Computational Fluid Dynamics）のこと。偏
微分方程式の数値解法等を使用して流体の運動方程式（オイ
ラー方程式、ナビエ-ストークス方程式、またはその派生式）を計算
機で解くことで流れを観察するシミュレーション手法。

Fuel NOx Fuel NOx 燃料中に含まれる窒素分が起因となる酸化窒素物で、環境汚染
物質のこと。Nitrogen Oxides（NOx）。

GTCC GTCC ガスタービンコンバインドサイクル(Gas Turbine Combined
Cycle)のこと。ガスタービンの出力で発電機を駆動するだけでなく、ガ
スタービン排ガスを排熱回収ボイラーに導き、その熱回収によって蒸
気を発生させ、蒸気タービンを駆動する高効率な発電システム。

LNG LNG Liquefied Natural Gasの略語であり、天然ガスを－162℃まで
冷却して液化し、遠隔地への輸送や貯蔵をしやすくしたもの。

NOx NOx Nitrogen Oxides（NOx）。酸化窒素の総称で、環境汚染物
質のこと。

Thermal NOx Thermal NOx 空気中の窒素分が起因となる酸化窒素物で、環境汚染物質のこ
と。Nitrogen Oxides（NOx）。

1ジゲンソウリュウヨコンゴウ
カエン

1次元層流予混合火炎 燃料と空気の混合ガスを燃やした際に形成される平面火炎のこと。
火炎の基本的な特性を評価する際に使用する。

カエン 火炎 燃料や物が燃えるときの、光や熱を出している部分。
ガスタービン ガスタービン 原動機の一種。燃料の燃焼により生成した高温の燃焼ガスでタービ

ンを回転させ回転運動エネルギーを得る内燃機関。
カセキネンリョウ 化石燃料 地質時代にかけて堆積した動植物などの死骸が地中に堆積し、⾧

い年月をかけて地圧・地熱などにより変成されてできた化石物のう
ち、人間の経済活動で燃料として用いられる（または今後使用が検
討されている）ものの総称。

ギャッカ 逆火 火炎が上流、特に燃料噴射ノズルまで遡ること。逆火によりノズルが
損傷するリスクがある。フラッシュバック。

キリュウシケン 気流試験 燃料と空気を供給し、燃焼させずに気流の流動や混合を調べる試
験。

ショウサイハンノウメカニズム 詳細反応メカニズム 燃焼現象を表す化学反応式のこと。天然ガスの燃焼は数百から数
千からなる多段の化学反応式で表される。

スイソセンショウ 水素専焼 燃料として水素100%で燃焼させること。
タコウフンリュウネンショウホウシキ多孔噴流燃焼方式

（クラスタバーナ）
空気流中に燃料を噴射して空気と燃料を混合する混合管１本を
基本構成要素とし、これを複数本備えるバーナ。

ダッショウ 脱硝 窒素酸化物をアンモニア等を用いて還元し、窒素と水に変えて無毒
化すること。

チッソサンカブツ 窒素酸化物 酸化窒素の総称で、環境汚染物質のこと。Nitrogen Oxides
（NOx）。

チャッカ 着火 燃料が空気中の酸素と酸化反応し燃焼を始めること。
テイイハツネツリョウ 低位発熱量 燃料の燃焼により得ることができる熱量であり、燃焼で生成する水蒸

気の凝結による凝結潜熱を差し引いた値。Lower Heating
Value（LHV）

テンネンガス 天然ガス 地中から天然に産出するガスの総称。通常、炭化水素類を主成分
とする可燃性ガスをさし、化学工業原料・工場燃料・都市ガスなどに
利用される。
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ドライテイNOxネンショウキ ドライ低NOx燃焼器 乾式低NOx（Dry Low NOx）燃焼器のことで、乾式とは水や蒸
気、窒素などの希釈剤を使用せずに低NOxを図る燃焼器のこと。

ナイカクフSIP 内閣府SIP 内閣府が推進する戦略的イノベーション創造プログラム(Cross-
ministerial Strategic Innovation Promotion Program)。

ニダンネンショウホウシキ 二段燃焼方式 燃料過濃燃焼と燃料希薄燃焼を単一の燃焼器でおこなう方式
（リッチリーン燃焼方式）。

ネンショウシンドウ 燃焼振動 燃焼器内の圧力変動と火炎による発熱変動が同期して圧力変動
が増大する共鳴現象であり、燃焼振動が発生すると燃焼器、さらに
はガスタービンが破損するリスクがある

ネンショウソクド 燃焼速度 未燃焼混合気に対する火炎面の相対速度として定義され、燃焼性
を直接表す指標。この速度が速いほど燃えやすく、逆火しやすい。

ノズル ノズル 空気流中に燃料を噴射して空気と燃料を混合する装置。
ハツデンタンコウリツ 発電端効率 発電機が発電した電力を燃料の投入熱量で除したグロス効率。所

内動力を考慮した送電端効率(ネット効率)と区別して用いる。
ヒテイジョウネンショウCFDカイセキ非定常燃焼CFD解析 時間とともに変化する燃焼現象を予測するために、時間を刻んで計

算する解析手法。
ヨコンゴウネンショウキ 予混合燃焼器 乾式低NOx（Dry Low NOx）燃焼器のことで、乾式とは水や蒸

気、窒素などの希釈剤を使用せずに低NOxを図る燃焼器のこと。
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プロジェクト用語集
(ロ) 水素エネルギー利用システム開発（助成事業）
(ロ) - (3) 低炭素社会実現に向けた水素専焼対応型DryLowNOx高温ガスタービン発電設備の研究開発
（三菱重工業㈱）

読み方 用語 解説
Dry Low NOx Dry Low NOx 乾式低NOx（Dry Low NOx）燃焼器のことで、乾式とは水や蒸

気、窒素などの希釈剤を使用せずに低NOxを図る燃焼器のこと。
NOx NOx 窒素酸化物。酸化窒素の総称で、環境汚染物質のこと。

Nitrogen Oxides（NOx）。
インフラ インフラ インフラストラクチャーの略。インフラとは道路、鉄道、上下水道、電

気、電話網、通信網など生活や産業などの経済活動を営む上で不
可欠な社会基盤となる施設の総称

ガスタービン ガスタービン 原動機の一種。燃料の燃焼により生成した高温の燃焼ガスでタービ
ンを回転させ回転運動エネルギーを得る内燃機関

ギャッカ 逆火 火炎が上流、特に燃料噴射ノズルまで遡ること。逆火によりノズルが
損傷するリスクがある。フラッシュバック。

クラスタバーナ クラスタバーナ 空気流中に燃料を噴射して空気と燃料を混合する混合管１本を
基本構成要素とし、これを複数本備えるバーナ

クロスフロー（ノズル） クロスフロー（ノズル） 混合管内に直交噴流で燃料を供給するノズル方式
コンゴウカン 混合管 クラスタバーナの基本構成要素。空気流中に燃料を噴射して空気と

燃料を混合する管のこと。
スイソセンショウ 水素専焼 燃料として水素100%で燃焼させること
セイギョベン 制御弁 燃料の流量をコントロールするバルブ
セグメントバーナ セグメントバーナ 燃焼器のバーナの一部を切り出した要素バーナ
テンネンガス 天然ガス 地中から天然に産出するガスの総称。通常、炭化水素類を主成分

とする可燃性ガスをさし、化学工業原料・工場燃料・都市ガスなどに
利用される。

ドウジクノズル 同軸ノズル 燃料と空気を混合させる混合管と、混合管に対し燃料ノズルを同軸
上に配置して構成されるノズル方式

ネンショウシェル 燃焼シェル 燃焼器を取付け、高圧条件下の試験を可能にするための圧力容
器。ガスタービンの燃焼器周りの流れを模擬している

ネンショウシンドウ 燃焼振動 燃焼器内の圧力変動と火炎による発熱変動が同期して圧力変動
が増大する共鳴現象であり、燃焼振動が発生すると燃焼器、さらに
はガスタービンが破損するリスクがある

ネンリョウステージング 燃料ステージング 着火から定格負荷条件まで各燃料系統に燃料を供給していく計画
のこと

ノズル ノズル 空気流中に燃料を噴射して空気と燃料を混合する装置
ヒネンショウシケン
（キリュウシケン）

非燃焼試験（気流試験）燃料と空気を供給し、燃焼させずに気流の流動や混合を調べる試
験

フラッシュバック フラッシュバック 逆火のこと
ブローダウンシケンセツビ ブローダウン試験設備 空気源として空気タンクに貯めた空気を使用し、貯留空気を燃焼器

に供給することで数分間の燃焼試験が可能な設備。
モデルバーナ モデルバーナ 混合管を複数本備えた構造
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プロジェクト用語集
(ロ) 水素エネルギー利用システム開発（助成事業）
(ロ) - (4) 高濃度水素混焼／水素専焼焚きボイラ・発電設備の技術開発
（三菱重工パワーインダストリー㈱、(学)帝京大学）

読み方 用語 解説
CF型バーナ CF型バーナ センターファイアリング（Center Firing）型バーナの略
I1 I1 燃焼振動レベルを評価するための共鳴周波数成分の振幅
LPG LPG Liquefied Petroleum Gas:液化石油ガスで、プロパンガスとブタ

ンガスを総称して呼ぶ。
MS型バーナ MS型バーナ マルチスパッド（Multi Spud）型バーナの略
R型バーナ R型バーナ 矩形(Rectanglar)型バーナの略
TDR TDR Turn Down Ratioの略:バーナ最大負荷と最小負荷の比率。
1次空気 １次空気 低NOx燃焼を目的として燃焼用空気をバーナ内で分割する場合、

バーナ中心部に導入する空気。
一軸混焼 一軸混焼 混焼する燃料を予め混合し、１系統のバーナノズルで燃焼させる混

焼方法。
矩形型バーナ 矩形型バーナ 旋回燃焼方式ボイラに適用する⾧方形形状のバーナ。
サーマルNOx サーマルNOx 燃焼用空気中の窒素と酸素とが高温状態において反応し、NOとな

ることで生成するNOxをいう。
自己排ガス再循環 自己排ガス再循環 燃焼用空気に燃焼ガスを混合して、NOxを低減する手法として排ガ

ス再循環法があるが、バーナ単体の機構で本再循環を行うこと。
センターファイアリング型
バーナ

センターファイアリング型
バーナ

バーナ中央部にバーナノズル１本を設置し、その外周に保炎器を配
置した壁面燃焼用バーナ。

ダクトバーナ ダクトバーナ ガスタービン用排熱回収ボイラに付設する助燃用バーナ。
低振動高圧ノズル 低振動高圧ノズル 高圧（最大900kPaG）の供給圧力条件下で、安定燃焼可能な

バーナノズル。
2次空気 2次空気 低NOx燃焼を目的として燃焼用空気をバーナ内で分割する場合、

バーナ中心部に導入する１次空気の外周側に導入する空気。
二軸混焼 二軸混焼 混焼する燃料を個別の系統で供給し、２系統のバーナノズルで燃

焼させる混焼方法。
マルチスパッド型バーナ マルチスパッド型バーナ 保炎器の外周に複数のバーナノズルを同心円状に配置した壁面燃

焼用のバーナ。
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プロジェクト用語集
(ロ) 水素エネルギー利用システム開発（助成事業）
(ロ) - (5) 大出力水素燃焼エンジン発電システムに関する技術開発
（川崎重工業㈱）

読み方 用語 解説
EGR EGR 排気ガス再循環（Exhaust Gas Recirculation）。排気ガ

スの一部を給気側に戻し、燃焼時の最高温度を下げるこ
と。

ヘイキンユウコウアツリョク 平均有効圧力 エンジンの1サイクル当たりの仕事量を排気量で除して，圧力の単位
で示した値を平均有効圧力という。
平均有効圧力は、エンジンの回転速度や排気量の大きさの影響を
排除してエンジンの性能を相互に比較することができる。

スイソゼイカ 水素脆化 金属材料中に水素が吸収されることによって、延性が低下する現象。
タントウキ 単筒機 エンジンの１シリンダ分を切り出し、主に燃焼室の内部の現象を評価

するための試験エンジン。たくさんのテスト部品を製造せずとも，テスト
部品の効果を定量化することができ、評価時間・コストを抑制するこ
とができる。

リスクアセスメント リスクアセスメント 作業における危険性又は有害性を特定し、それによる被災の程度とその
災害が発生する可能性の度合いを組み合わせてリスクを見積もり、そのリ
スクの大きさに基づいて対策の優先度を決めた上で、リスクの除去又は低
減の措置を検討し、その結果を記録する一連の手法。
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プロジェクト用語集
(ロ) 水素エネルギー利用システム開発（助成事業）
(ロ) - (6) 液化水素冷熱の利用を可能とする中間媒体式液化水蒸気気化器の開発
（㈱神戸製鋼所）

読み方 用語 解説
チュウカンバイタイシキキカ
キ

中間媒体式気化器 低温液化ガスと水等の熱源との熱交換を、プロパン等の媒体を介し
て行うタイプの気化器

リンカイアツリョク 臨界圧力 臨界温度で液化の起こり始める圧力（臨界温度:圧力を加えるこ
とによって液化が起こる限界の温度）

IFV IFV Intermediate Fluid Vaporizerの略称
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１．意義・アウトカム（社会実装）達成までの道筋 

1.１ 事業の位置づけ・意義 
①政策的な重要性 

水素は、これを燃料とした場合に二酸化炭素を排出しないという環境特性に加え、エネルギーキャリアとして

再生可能エネルギー等を貯蔵、輸送、利用することができる特性（貯蔵性、可搬性、柔軟性）を有する。

このため、水素を有効利用することで従来は利用困難であった海外の豊富な再生可能エネルギー資源や未

利用エネルギー資源等を活用するとともにＣＣＳ適地等を利用することが可能となる。これは水素が、エネ

ルギー資源の乏しい我が国にとってエネルギー安全保障と温暖化対策の切り札となる重要なカギとなることを

意味する。 

水素を日常の生活や産業活動で利活用する社会、すなわち“水素社会”を世界に先駆けて実現していく

ためには、水素を再生可能エネルギーと並ぶ新たなエネルギーの選択肢とすべく、環境価値を含め、水素の

調達・供給コストを従来エネルギーと遜色のない水準まで低減させていくことが不可欠である。また、近年で

は水素の利活用が現実味を帯びて議論される中で様々な文脈で水素が語られ、エネルギーとしての利用だ

けでなく、化学品の原料や製鉄の還元剤等としても期待されている。 

2023 年 6 月に改定された『水素基本戦略』（再生可能エネルギー・水素等関係閣僚会議）では、国

内外の情勢を踏まえつつ、2050 年カーボンニュートラルを達成するために、官民での共通認識として必要な

ビジョンを示しながら、課題認識と取組方針を明示している。 

 

 
（出典:再生可能エネルギー・水素等関係閣僚会議（第４回）） 

図表１ 水素基本戦略 
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②世界の取組状況 

水素は脱炭素化に向けたキーテクノロジーとして国際的にも注目を集めており、欧米をはじめとする先進国

のみならず、中国等のエネルギー需要の増大が続く新興国においても水素利用に向けた様々な取組が進め

られている 

政策的には、米国は 2022 年 8 月にインフレ抑制法が成立し、水素の生産と投資に⾧期かつ大規模な

税額控除制度を創設した。また、インフラ投資・雇用法(2021 年 11 月成立)に基づき、クリーン水素の地

域ハブ構築に 2022～2026 年の 5 年にかけて総額 80 億ドルが投じられることが決まっており、2023 年

10 月に 7 つの水素ハブの選定が発表された。欧州においては、2022 年 3 月に REPowerEU 計画が公

表され、2030 年の水素導入量目標として域内製造で 1000 万 t、域外からの輸入で 1000 万 t の合計

2000 万 t を掲げた。また、2023 年２月には「グリーンディール産業計画」を発表しており、その政策メニュー

の一つとして「欧州水素銀行」（EU Hydrogen Bank）を創設した。同銀行においては、再生可能エネ

ルギー由来水素の域内製造を支援するため、10 年間にわたり、製造した再生可能エネルギー由来水素１

kg あたり固定されたプレミアムを補助するための競争的入札を、2023 年秋に実施することを予定してい

る。ドイツでは、入札を通じて水素の購入・販売を行う「H2Global」を導入し、初回入札を 2022 年 12 

月より開始しており、2023 年度予算は 35 億€。中国では、2022 年３月に水素エネルギー産業発展中

⾧期規画を策定し、2025 年迄に FCV５万台、再生可能エネルギー由来水素製造年間 10～20 万ト

ン、CO2 排出削減量 100～200 万トン/年の実現を目指している。また、2020 年９月に FCV の支援

について、モデル都市群を選定し、車両・基幹部材のサプライチェーン整備に応じて補助金を拠出する政策

を発表しており、現在までに北京、天津、河北省、上海、広東など 5 か所のモデル都市群が選定され、 

2025 年までに年間最大 17 億元（約 340 億円）を助成する。韓国では、2019 年 1 月に「水素経済

活性化ロードマップ」を公表し、水素の供給量とコストとして 2040 年には 526 万トン/年、3,000 ウォン(約

284 円)/kg を目指している。2021 年 10 月に「水素先導国家ビジョン」を公表し、クリーン水素製造量と

して 2030 年には 100 万トン（グリーン 25 万トン、ブルー75 万トン）、2050 年には 500 万トン（グ

リーン 300 万トン、ブルー200 万トン）という目標を掲げている。また、2022 年 11 月に水素経済政策を

発表し、成⾧戦略である「3up（スケールアップ、ビルドアップ、レベルアップ）戦略」 を公表した。2022 年 6

月に水素法改正を行い、クリーン水素の認定・生産・流通・活用に向けた制度を包含した。2023 年 8 月

にはクリーン水素発電義務化制度（CHPS）の第１回オークションを実施し、715GWh（全体で

1.3TWh のうち半分）相当の 5 事業への投資を決定した。 

近年のこれらの政策の動きに呼応して、欧米を始め世界各国において、再生可能エネルギー由来の電力

を水素に変換する Power to Gas のプロジェクトが多数発表されているほか、水電解技術の開発も活発に

行われている。米国では、DOE が新プロジェクト「Hydrogen Shot」を立ち上げ、「今後 10 年で水素製造

コストを 1$/kg とする」という野心的目標に向けて、水電解や化石燃料改質+CCS の他にもあらゆる製造

技術の可能性を追求、複数の製造技術の開発を推進する計画である。欧州では Clean Hydrogen 

Joint Undertaking のプログラムにおいて固体高分子形水電解のほか、近年は固体酸化物型水電解

（SOEC）やアニオン交換膜型（AEM）の研究開発も目立ち始めた。また、IEA AFC TCP Task 30

等のワークショップでは、水電解技術に関する情報交換が定期的に行われている。 

企業の動向として、水素製造技術に関しては、アルカリ水電解技術において Nel、Thyssenkrupp 

Nucera 等が大規模開発・実証を推進しており、固体高分子型水電解においては、Siemens、Nel、

28



 

   

 

Cummins、ITM Power 等が大規模開発・実証を推進している。また、豪州 Hazer 社は、天然ガス及び

類似のメタン原料に鉄鉱石触媒を利用して水素及びグラファイトに転換するプロセスを開発している。 

水素輸送貯蔵技術に関しては、欧米では 100～200km 規模の水素専用パイプラインが複数整備され

ており、ノルウェーは水素戦略において、水電解や天然ガス改質等で製造した水素をパイプラインや船舶で

輸出する可能性に言及している。 

水素利用技術に関しては、例えば、オランダでは 440MW 天然ガス発電所のうちの 1 つを、水素専焼に

転換する可能性調査を行っている。米国においてＧＥ社は、米国エネルギー省（DOE）の Advanced 

Energy Systems /Hydrogen Turbine プログラムに参画し、水素ガスタービンの研究開発を行ってい

る。当該プロジェクトでは 2035 年頃までに 1,700℃級の水素タービンの開発・実証を予定している。 

我が国には、こうしたグローバルな動向を適切に把握して世界と協調しつつ、水素社会の実現へ向けて世

界をリードしていくことが求められる。 
 

③我が国の状況 

化石燃料等の天然資源に恵まれない我が国は、1970 年代の二度の石油危機以来、国民生活と産業

活動の血脈であるエネルギーを海外に依存する構造的脆弱性を抱え続けている。加えて、2016 年 11 月

のパリ協定の発効を受け、深刻化する地球温暖化問題に対し、我が国としての責任を一層果たしていくこと

が求められている。一次エネルギーのほぼ全てを海外の化石燃料に依存する我が国においては、エネルギー

安全保障の確保と温室効果ガスの排出削減の課題を解決していくことが必要である。 

このような課題解決に向けた具体的な我が国の取り組みとして、2021 年 6 月 18 日に「2050 年カーボ

ンニュートラルに伴うグリーン成⾧戦略」が策定され、2050 年に向けて成⾧が期待される 14 の重点分野を

選定し、2 兆円のグリーンイノベーション基金を造成した。本基金は、10 年間で技術開発から実証・社会実

装まで一気通貫で支援するもので、水素関連のプロジェクトは 2021 年夏に事業を開始し、カーボンニュー

トラルの実現において水素は数多くの重点分野にて重要な位置を占めている。また、2023 年に水素基本

戦略が改定されたことは前述の通りである。 

 

④本事業の目的 

本事業では、現在、化学プラントの副生や天然ガス改質で製造されている水素を、より大規模に、より安

価に、よりＣＯ２排出の少ない形に切り替えていき、現在の天然ガスと同程度の価格や規模で流通できる

ようにしていくことを目指している。具体的には、世界に先駆けて、水素発電の本格的な導入及び大規模な

水素サプライチェーンを構築のための技術開発に主として取組み、水素源の権益や輸送・貯蔵関連技術の

特許等の多くを掌握し、産業競争力の強化とエネルギーセキュリティの向上に貢献する。 

 

1.２. アウトカム達成までの道筋 

発電分野等における水素の利活用が抜本的に拡大し、2030 年頃には世界に先駆け本格的な水素サプ

ライチェーンを構築するとともに、エネルギー供給システムの柔軟性を確立し、エネルギーセキュリティの確保に貢

献するというアウトカム目標に対して、GI 基金事業（大規模水素サプライチェーンの構築）及び競争的な水

素サプライチェーン構築に向けた技術開発事業等を通じて、次の主な４つに取組む。①更なる大容量、高効
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率、低コストとなる技術開発の達成、②社会実装の実証事業を計画・実施し、耐久性の確認及び経済性見

通しの獲得、③発電における水素利用量を増加させることにより業務・産業等の様々な分野における水素利

活用の加速、④それぞれの地域に応じた水素利活用モデルの実現。 

 

 

1.３. 知的財産・標準化戦略 

本事業は助成事業であり、各事業者は、各々の技術開発分野に関する知見・経験を有している。本事業

を通じて、競争域における知財情報の公開・秘匿化の適切なコントロールを行い、日本が世界に先駆け水素

利活用社会を実現するとともに、技術面での国際競争力を保持することが期待される。 

 

①成果の普及 

得られた研究開発の成果は、機構及び実施者ともに普及に努める。 

②知的基盤整備事業又は標準化等との連携 

得られた研究開発の成果については、知的基盤整備事業又は国際標準化等との連携を図るため、デー

タベースへのデータ提供、標準技術情報（TR）制度ヘの提案等を戦略的かつ積極的に行う。 

③知的財産権の帰属 

委託研究開発の成果に関わる知的財産権については、「国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総

合開発機構新エネルギー・産業技術業務方法書」第 25 条の規定等に基づき、原則として、すべて委託先

に帰属させることとする。なお、本プロジェクトの当初から、事業化を見据えた知財戦略を検討・構築し、適

切な知財管理を実施する。 

④関連事業との連携 

本事業は、技術のシステム化により社会への実装を図るものであり、構成する要素技術については、

NEDO の他事業「水素利用等先導研究開発事業」等の進捗状況について把握しつつ、必要に応じて成

果の活用を図る。また、社会受容性の確保に向けて「水素利用技術研究開発事業」と連携し、必要な情

報を共有する。 

30



 

   

 

２．目標及び達成状況 

2.1. アウトカム目標及び達成見込み 
（１）アウトカム目標の設定 

本事業の基本計画上のアウトカム目標は、「2030 年頃には世界に先駆け本格的な水素サプライ

チェーンを構築するとともに、エネルギー供給システムの柔軟性を確立し、エネルギーセキュリティの確保に貢

献する。」としており、この設定根拠は、第 6 次エネルギー基本計画、水素基本戦略等である。 

 

第 6 次エネルギー基本計画の抜粋（2021 年 10 月 閣議決定） 

5. 2050 年を見据えた 2030 年に向けた政策対応（７）火力発電の今後の在り方 

アンモニア・水素等の脱炭素燃料の火力発電への活用については、2030 年までに、ガス火力への

30％水素混焼や、水素専焼、石炭火力への 20％アンモニア混焼の導入・普及を目標に、実機を

活用した混焼・専焼の実証の推進、技術の確立、その後の水素の燃焼性に対応した燃焼器や

NOx を抑制した混焼バーナーの既設発電所等への実装等を目指す。こうした取組を通じ、2030

年時点では国内で水素の年間需要を最大 300 万ｔ、うちアンモニアについては年間 300 万ｔ

（水素換算で約 50 万ｔ）の需要を想定する。また、2030 年度の電源構成において、水素・ア

ンモニアで１％程度を賄うことを想定する。 

 

水素基本戦略の抜粋（2023 年 6 月 6 日 再生可能エネルギー・水素等関係閣僚会議） 

4-2．水素産業戦略 (1) 水素供給  

B) 水素サプライチェーンの構築 

2030 年を見据えて大量に水素を輸送することを念頭に置き、輸送設備等の拡充を視野に入

れ、国際競争力を強化すべく、国内での生産設備の増強や関連分野の人材育成に力を入れる。

また、海外においては、パートナー企業との連携やトップセールスによって欧州をはじめとした市場にお

けるプレゼンス向上を狙う。また、水素等の品質規格の標準化や、サプライチェーン上の各プロセスの

技術・ノウハウのライセンス化などの取組を進め、海外市場の獲得も狙う。 

4-2．水素産業戦略 (2) 脱炭素型発電  

水素発電は既存設備を活かしながら、電力部門の脱炭素化に資する技術である。ガス火力への

混焼割合の向上や専焼化に関しては各国、各企業の脱炭素のロードマップに応じて、様々な選択

肢を提供することが国際競争力強化の観点からも重要である。既に小型のガスタービンにおいては、

混焼から専焼への選択が可能であるが、日本企業がトップシェアを占める大型のガスタービン市場に

おいても、海外の政策動向を注視しながら、柔軟に対応していく。 
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（２）アウトカム目標の達成見込み 
 

アウトカム目標 現状 
達成 

見込み 

達成の根拠 

／解決方針 

2030年頃には世界に

先駆け本格的な水素

サプライチェーンを構築

す ると と もに 、 エ ネル

ギー供給システムの柔

軟性を確立し、エネル

ギーセキュリティの確保

に貢献する。 

・世界初の液化水素輸送用タンクシステムを

搭載した水素運搬船を建造し、船籍及び船

級の取得に成功した。 

・日豪間航行試験を実施し、輸送用タンクシ

ステムの構造健全性を確認した。 

・水素を混焼あるいは専焼で発電する技術

に関しては、商用レベルを見据えた技術を確

立した。 

〇 

本事業の終了後も要素技術の研究

開発及び技術実証については、「競争

的サプライチェーン構築に向けた技術開

発事業」により、また大規模化・商用

化実証については、「GI 基金事業」に

より、継続して取組んでいるおり、アウト

カム目標達成が大いに期待できる。 
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2.2. アウトプット目標及び達成状況 

２．２．１ アウトプット目標及び達成状況 

研究開発 

項目 

(イ)未利用エネルギー由来水素サプライチェーン構築 

目標 ２０３０年頃の安定的かつ大量な水素供給体制確立を目指し、２０２０年において

商用レベルの１／１００程度のプロトタイプ規模（数千万Ｎｍ３規模）のサプライ

チェーンを構築しシステムとして技術を確立する。システムを構成する技術目標（水素製

造効率、輸送効率等）に関しては、水素製造方法や水素キャリア毎の特性に応じ、個

別に設定する。（２０２３年 9 月迄） 

成果 

（実績） 

＜有機ﾊｲﾄﾞﾗｲﾄﾞｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ＞ (次世代水素エネルギーチェーン技術研究組合:

AHEAD) 

・水素化/脱水素化反応器スケールアップの設計手法を確立し、実証設備の反応器設計

に反映した。 

・発電燃料供給チェーンとしての設備仕様、オペレーション要件を確立した。 

・ブルネイでの水素化、日本での脱水素化を行うサプライチェーン実証を行い、商用化に向

けた準備として、各種データを取得出来た。 

 

＜液化水素サプライチェーン＞ (技術研究組合ＣＯ２フリー水素サプライチェーン推進機

構:HySTRA) 

・世界初の液化水素輸送用タンクシステムを搭載した水素運搬船を建造し、船籍及び船

級の取得に成功した。 

・合計 2 回の日豪間航行試験を実施し、輸送用タンクシステムの構造健全性及び目標

値以下の BOR であることを確認した。 

・世界初の液化水素用フレキシブルホース型及び鋼管型ローディングアームシステムを用い

た荷役技術を開発した。 

・基地に建設した液化水素貯蔵タンクについて目標値以下の BOR であることを確認した。 

・豪州にて世界初の褐炭用ガス化設備を建設し、純度 99.999％の液化水素の製造に

成功した。また、試験データを使用しシミュレーションモデルを開発した。 

・液化水素を神戸液化水素荷役実証ターミナルから神戸コージェネレーションシステムプラ

ントへコンテナにて輸送し、約 3 時間の 100%水素発電実証を問題無く実施した。 

 

＜液化水素の輸送貯蔵機器大型化および受入基地機器に関する開発＞ 

・商用 5 万 m3 クラスの大型貯蔵容器で BOR が 0.26%/日を達成する断熱構造を確

立した。(川崎重工業) 

・BOR が 0.4%/日となる 4 万 m3 級の海上輸送用液化水素タンクの基本構造、設計

技術等を確立した。(川崎重工業) 
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・大口径船陸継手について、操作容易な重量 500Kg 以下とし、目標(事業目標:

1ton 以下)を達成した。また、試作機の試験にも合格し、製品化の目途を付けた。(TB

グローバルテクノロジーズ) 

・シールガスの液化を防ぐ軸シール構造および摺動部材の開発において、試作機の実ガス

試験にて、構造の妥当性を確認し、シール性に優れた高寿命の商用摺動部材の目途を

付けた。(IHI 回転機械エンジニアリング) 

・液化水素を用いた小型試作機の運転試験を行い、所定の性能(揚程、動力等)、機能

(バランス機構、材料健全性)を満足することを確認し、液化水素昇圧ポンプの設計技術

を確立した。(荏原製作所) 

 

＜液化水素貯槽の大型化＞（トーヨーカネツ） 

・大型貯槽に適用可能な真空排気システムを考案し、実験にて所要真空度への到達を

実証した。 

・貯槽底部断熱構造に対して、モデル化手法や断熱材の熱定数を決定し、精度の高い

伝熱解析手法を確立した。 

・破壊靭性、水素脆化、繰返し荷重に関する試験を行い、設計した SUS316L の溶接

継手が十分安全であることを確認した。 

 

＜バルブ関連＞ 

・液化水素用バタフライバルブ(300A)の試作し、LH2 実液試験においてシール性及び真

空断熱性を確認し、300A サイズの同バルブの技術を確立した。更に耐久試験(開閉

2,000 回)を実施し、シール構造の耐久性に問題無いことを確認した。（中北製作所） 

・液化水素用バタフライバルブ(500A)を試作し、LH2 実液試験において耐久試験(開閉

500 回)を実施し、シール性能が確保されていることを確認した。（ササクラ） 

・液化水素用500Aのボール遮断弁、スイング式逆止弁を試作し、液化水素の実流体に

て外部封止、内部封止の性能評価試験を実施し、目標性能を達成した。（キッツ） 

達成度 〇 

達成の 

根拠／ 

解決方針 

― 

 

研究開発 

項目 

(ロ)水素エネルギー利用システム開発 

目標 水素を混焼あるいは専焼で発電する技術に関して商用レベルも見据えて既存の燃料と同

等の発電効率、耐久性及び環境性を満たす技術を確立する。あわせて、様々な水素キャ

リアを利用した水素発電等を組み込んだエネルギーシステムについて、市場化に必要な技

術を確立する。（２０２３年 3 月迄） 
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成果 

（実績） 

＜水素専焼 GT 発電＞ 

・世界初の実用レベルのドライ方式水素専焼ガスタービンによる発電装置の実証を完了。

水素発電所としての実運用を開始し、定格運転において発電端効率 27%以上と、一部

の負荷領域において NOx 排出値 35ppm 以下を達成した。 

（川崎重工業／大林組） 

・モデルバーナ、セグメントバーナ試験において、高圧条件下で安定燃焼を実現し、ターゲッ

ト計画条件にて NOx 50ppm (15％O2 換算)以下を達成し、燃焼器の重要な構成要

素であるノズル設計のベースを確立した。（三菱重工業） 

・大型燃焼器の設計においては、高温高圧下の燃焼試験で水素専焼を達成するととも

に、実用化に向けた課題を明らかにし、改良の設計指針を得た。（三菱重工業） 

 

＜高濃度水素混焼／水素専焼焚きボイラ・発電設備＞（三菱パワーインダストリー） 

・産業ボイラ用水素焚きバーナを開発し、水素ガス供給圧力の高圧化(最大 900kPa)、

NOx 低減(60ppm 以下)等の最終目標を全て達成した。 

・ガスタービン用廃熱回収ボイラ付設水素焚きダクトバーナを開発し、水素ガス供給圧力

の高圧化(最大 900kPa)、低酸素雰囲気(排ガス酸素濃度 10%以下)での安定した

水素燃焼等の最終目標を全て達成した。 

 

＜ＣＯ２フリーアンモニア利用ＧＴＣＣ＞（三菱パワー） 

・天然ガスとアンモニア分解ガス模擬燃料の混焼(水素体積割 20%)条件で 1,650℃級

燃焼器の 100%負荷から 50%負荷の範囲で燃焼振動やフラッシュバックが発生しないこ

とを確認した。 

 

＜水素燃焼エンジン発電＞（川崎重工業） 

・エンジン仕様の変更及び制御パラメータの最適化により、短時間ながら、平均有効圧

1.85MPa 且つ 95％混焼(事業目標:平均有効圧 1.6MPa 以上且つ 95％以上混

焼)の水素燃焼を達成した。 

・水素燃焼単筒試験設備にて天然ガス・水素の混焼条件にて約 4 時間、安定した燃焼

状態を維持し、連続運転が出来ることを確認した。 

 

＜液化水素冷熱の利用を可能とする中間媒体式液化水素気化器＞（神戸製鋼所） 

・液化天然ガス気化器で実績のある中間媒体式気化器(IFV)の要素技術をベースにし

て冷熱回収型液化水素気化器の小型実証機を設計・製作し、実際に液化水素を用い

て実証試験を行い、目標とした所定の性能(気化ガス量、気化ガス温度、循環水取出し

温度等)を安定して達成出来ることを確認した。 

・30,000Nm3/h の中規模 IFV の試設計を行い、機器サイズは従来の LNG 用 IFV の

実績の範囲内であり、製作上の問題点は無いことを確認した。 

達成度 〇 
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達成の 

根拠／ 

解決方針 

― 
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２．２．2 研究開発項目毎の達成状況 

(イ)未利用エネルギー由来水素サプライチェーン構築 

(イ) - (1) 有機ケミカルハイドライド法による未利用エネルギー由来水素サプライチェーン実証 

（次世代水素エネルギーチェーン技術研究組合／ 

参加企業 4 社:千代田化工建設㈱、三菱商事㈱、三井物産㈱、日本郵船㈱） 

実施項目毎の成果と達成度 

実施項目 最終目標 成果 達成度 補足説明 

水素化プラ

ント関連 

コンピュータシミュレーション/実証

運転を通じて、大型反応器設

計手法の確立。不純物除去の

設備仕様の確定。 

商業規模へのス

ケールアップが問題

ないことを確認でき

た。 

〇  

脱水素プラ

ント関連 

コンピュータシミュレーション/実証

運転を通じて大型反応器設計

手法の確立、負荷追従検討、

商業用触媒製造工程における

主要管理指標の確立。 

商業規模へのス

ケールアップは可能

であることが確認で

きた。 

〇  

サプライ

チェーン運

用関連 

シミュレーション/実証運転を通

じて汎用トルエンの利用可能性

検討、負荷変動への対応方法

明確化、チェーン全体の信頼性

確認、設備構成の確認 

第 1 期の成果を踏

まえ、実機を建設、

運用し商用化への

準備が出来た 

〇  
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(イ) - (2) 未利用褐炭由来水素大規模海上輸送サプライチェーン構築実証事業 
（技術研究組合ＣＯ２フリー水素サプライチェーン推進機構／ 

参加企業 4 社:川崎重工業㈱、岩谷産業㈱、シェルジャパン㈱、電源開発㈱） 
 
実施項目毎の成果と達成度 
【Ⅰ．液化水素の⾧距離大量輸送技術の要素技術の開発】 

実施項目 最終目標 成果 達成度 補足説明 

a) 液 化 水 素

海 上 輸 送

シ ステムの

要 素 技 術

の開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

b) 輸送用タン

ク シ ス テ ム

の開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①搖動環境下で

適用する断熱

材の開発 

   

 

②高真空度維持

システムの開発 

 

 

 

 

 

 

③タンク構造の最

適化 

 

④搖動環境下で

適用する内槽

支持構造の耐

久性評価 

①海上輸送時の

液化水素蒸発

予測・制御技

術の開発 

②タンクシステム

の構造健全性

の検証 

 

 

③検査対応ガス

置換技術の開

発 

 

・断熱材性能試験やアウトガス量測定

を実施し、 

10-1Pa の真空条件でタンクへの熱流

束が 1W/m2 となる断熱構造を得

た。 

・内槽の極低温部の表面積と真空度

との関係者を定量的に把握した。タン

ク構造材を使用した試験結果から放

出ガス量を測定し、実サイズでの真

空層に残存するガス成分の量を計算

した。この結果、所定の真空度を維

持することに十分な断熱性能を発揮

できること確認した。 

・輸送用タンクドーム部の拘束機構を

検討し、FEM 解析を実施し基本設

計を完了した。 

・内槽支持構造材の疲労試験を実施

し、本部材が熱変形及び搖動による

疲労に耐えうることを確認した。 

 

・液化水素満載航行試験にて、液化

水素の蒸発率は当初の設計値を下

回ることを確認した。 

 

・液化水素満載航行において航行中

に輸送用タンクの真空層に真空度異

常等が見られなかったため輸送用タン

クの支持構造は健全であると判断し

た。 

・Hy touch 神戸において重力置換法

により輸送用タンク内の窒素ガスを水

素ガスに置換したところ 18 時間（計

算では 27 時間）で置換が完了し

〇 

 

 

 

 

〇 

 

 

 

 

 

 

 

〇 

 

 

〇 

 

 

 

〇 

 

 

 

〇 

 

 

 

 

〇 
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c) 輸送用タン

ク シ ス テ ム

の設計・製

作・検査 

 

 

d) 実 証 試 験

の実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

e) 液 化 水 素

の ⾧ 距 離

大 量 輸 送

 

 

 

④周辺機器・計

装品類の健全

性の検証 

 

輸送用タンクシス

テ ム の 設 計 ・ 製

作・検査 

 

 

 

①安全対策シス

テムの開発 

 

 

 

 

 

 

②輸送タンクシス

テムの真空防

熱性能の追加

評価 

③タンク状態制

御方法の評価 

 

 

④代替荷揚手段

の開発 

 

 

 

⑤輸送タンク安

全機構の評価 

 

G7 札幌気候・エ

ネルギー・環境大

臣会合（4 月中

た。このことから、輸送用タンクのガス

置換作業は現実的な時間で実施可

能であることがわかった。 

・周辺機器・計測品類（液化水素ポ

ンプ、期待水素圧縮機、加温気、蒸

発器及び液面計等）が液化水素中

でも健全に動作することを確認した。 

・2017年度に基本設計、2019年度

に製作、船体への搭載を完了した。

2020 年度に艤装後の機能確認を

行い、2021 年度に液化水素の満

載試験を実施し、船級及び船籍を

取得した。 

・液化水素を使用した荷役操作を通

じて各水素取扱い機器の動作確認

を行い、すべての機器が問題なく使

用できることを確認した。 

・合計 2 回の日豪航行試験を実施し

た。1 回目の航行試験では豪州にて

豪州で製造した液化水素を荷役し

た。 

・第 1 回と第 2 回の日豪航行試験お

いて輸送用タンクは設計蓄圧性能を

満足していることを確認した。 

 

・輸送用タンクの内圧制御には GCU

（貨物ガス燃焼装置）が効果的で

あることを確認した。 

 

・輸送用タンク内のポンプが壊れたこと

を想定した加圧方式での荷揚につい

て、問題なく実施できることを確認し

た。 

 

・GCU に関して連続 80 時間の運転

試験を実施し、⾧時間問題なく使用

できること確認した。 

・G7 札幌では、小樽港にて西村経産

大臣、米国 DOE ⾧官、EU 環境大

臣等への視察を実施した。 

 

 

 

〇 

 

 

 

〇 

 

 

 

 

 

〇 

 

 

 

〇 

 

 

 

〇 

 

 

 

〇 

 

 

 

〇 

 

 

 

 

〇 

 

 

〇 
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技 術 開 発

の 成 果 発

信 

旬 開 催 ） 、 G7

広島サミット（5

月下旬開催）、

首 相 中 東 歴 訪

（ 7 月 中 旬 実

施）などの会場

近傍へ液化水素

運 搬 船 を 廻 航

し、各国首脳、大

臣、要人等へ紹

介するとともに、

水素利用に対す

る各国国民の理

解と支持の取得 

G7 広島では、廿日市港にてベトナム

首相の視察を実施した。 

・中東歴訪では、サウジアラビア、UAE

及びオマーンの３カ国を訪問した。サ

ウジアラビアでは、エネルギー大臣の視

察を実施するなどして、海外へ向け広

く液化水素サプライチェーン技術の成

果を発信した。 

 

 

〇 

【Ⅱ．液化水素荷役技術の開発】 

実施項目 最終目標 成果 達成度 補足説明 

a) 液 化 水 素

の陸上-海

上 間 移 送

技術実証 

 

 

 

b)荷役基地に

おけるオペレ

ーション技術

の開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①搖動環境下に

おける液化水

素荷役の実現

性検証 

 

 

 

①液化水素荷役

時の蒸発量予

測手法の開発 

 

 

 

 

②貯蔵タンク及び

配管類の予冷

システムの開発 

 

 

 

 

 

 

 

・フレキシブルホース型ローディングアー

ムシステムについては 2020 年度に設

置を終え、数多くの荷役作業を実施

し、搖動環境下での荷役作業を問

題なく実施できることを実証した。 

 

 

・荷役基地の液化水素貯蔵タンクでの

液化水素の蒸発量は、設計値以下

となった。 

・積荷及び揚荷オペレーションでの液

化水素の送液量と蒸発量を計測し、

送液量に対する蒸発量の割合の知

見を得た。 

・大口径の液化水素配管において、

設定した温度管理値内で配管予冷

操作を実施することで、予冷及び通

液前後において、配管にボウイング現

象による損傷や外観上及び運用上

の不具合が発生しないことを確認し

た。 

 

 

 

〇 

 

 

 

 

 

 

〇 

 

 

〇 

 

 

 

〇 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ボ ウ イ ン グ 現

象;大口径配

管などで断面方

向に大きな温度

差が発生すると

配管上面と仮

面で熱膨張差

が発生し、弓な

りの変形を生じ

る現象。 
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c) 代 替 揚 荷

手段の開発 

d) 液 化 水 素

からの水素

ガス製造方

法の実証 

 

 

e) 鋼管型ロー

ディングアー

ムシステムの

荷役技術の

開発 

③液化水素の管

内流動状況の

検証 

 

 

 

 

④貯蔵タンク及び

配管の蒸発率

評価 

 

 

 

 

⑤貯蔵タンク内

部状況の評価 

 

 

 

 

⑥荷役流量と配

管圧力損失の

関係性評価 

 

代替荷役手段を

実証する。 

液化水素に使用

可能なオープンラ

ック型気化器の

設計を行う。 

 

 

搖動環境下での

鋼管型ローディン

グアームシステム

による荷役作業

を実施する。 

・液化水素を移送する際、弁開度調

整などの操作によって、計画した流量

での液化水素の積荷及び揚荷オペレ

ーションが可能であることを確認した。

この知見を活用することにより、過大

なサイズの機器選定となることを避け

られる。 

・貯蔵タンク液位３パターン（高、中、

低）について、タンク内の蒸発量を計

測したところ、適切な測定期間を設

定してタンク内の蒸発率を計測したと

ころ、いずれの液位においてもタンク断

熱性能が目標値を満足していること

を確認した。 

・貯蔵タンクを自己加圧した後に、貯

蔵タンク内の液化水素を払い出す操

作においては、払い出される貯蔵タン

ク底部の液化水素の状態は自己加

圧前後で大きな変化が無いことを確

認した。 

・配管内を流れる液化水素に関して

は、流動により極端に大きく配管圧

力損失を増大させるような気液二相

流は発生していないことを確認した。 

・Ⅰ-d)-④で記載済み 

 

・世界初の液化水素用オープンラック

型気化器の設計を完了した。 

 

 

 

 

・搖動環境下にて一連の荷役作業を

実施できることを確認した。 

〇 

 

 

 

 

 

 

〇 

 

 

 

 

 

 

〇 

 

 

 

 

 

〇 

 

 

 

〇 

 

〇 

 

 

 

 

 

〇 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（機器仕様） 

・寸法:L２m

× W2m ×

H8m 

・ 流 量 :

0.15t/h 
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【Ⅲ．褐炭ガス化技術の開発】 

実施項目 最終目標 成果 達成度 補足説明 

a)EAGLE 炉へ

の豪州褐炭

の適用性評

価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

b)化学原料製

造 向 け ガ ス

化技術の検

証 

 

 

 

 

 

 

 

c)豪州褐炭ガ

ス化運用技

術の検討 

 

d)褐炭-バイオ

マス混合体に

対するガス化

特性評価 

①褐炭前処理技

術の検討 

 

 

 

②褐炭ガス化評

価 

 

 

 

 

 

③EAGLE 炉への

適用性評価 

 

 

 

①CO2 による褐

炭運搬システム

の検討 

 

②ダイレクトクエン

チ方式を用い

た褐炭ガス化

技術の検討 

 

 

 

大型炉への課題

抽出 

 

 

バイオマスのガス

化特性への影響

の把握 

・褐炭に含まれる不純物（木質系異

物）に適した不純物除去装置を調

整できたことにより、全運転期間を通

し、問題なく豪州褐炭を粉砕・乾燥

できることを確認した。 

・豪州小型ガス化炉にて 6 種類の豪

州褐炭、3 種類のバイオマスと豪州

褐炭混合原料でのガス化特性の取

得及び水素製造を実施した。全試

験期間での累計ガス化運転時間は

339 時間、約 10 トンの褐炭を処理

し、約１トンの水素を製造した。 

・若松研究所小型炉試験設備にて豪

州褐炭を用いてガス化試験を実施

し、EAGLE 炉においても問題無くガ

ス化運転が可能であることを確認し

た。 

・豪州小型ガス化試験設備にて搬送

ガスとして CO2 と窒素を使用して試

験したところガス化効率に関して大き

な差異が生じないことを確認した。 

・若松研究所の小型炉試験設備にて

ガス化炉の熱回収部への直接水噴

霧「ダイレクトクエンチ」によるガス冷却

を行い、生成ガス温度を安定して制

御可能であることを確認した。本方法

を採用することによりガス化炉ガス冷

却器を合理化できる。 

・豪州小型ガス化試験設備及び若松

研究所小型炉試験設備にてガス化

試験を実施し、商用設計に考慮すべ

き項目を明確にした。 

・３種類のバイオマス（無炭化、半炭

化、炭化）と豪州褐炭の混合原料

でガス化試験を実施し、問題なくガス

化が行われ水素の製造が可能である

ことを確認した。 

〇 

 

 

 

 

〇 

 

 

 

 

 

 

〇 

 

 

 

 

〇 

 

 

 

〇 

 

 

 

 

 

 

〇 

 

 

 

〇 
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【Ⅳ．液化水素利活用技術の開発】 

実施項目 最終目標 成果 達成度 補足説明 

a) 日 豪 間 輸

送 後 の 液

化 水 素 の

利 活 用 の

実証 

Hy touch 神戸か

ら神戸コージェネレ

ーションシステムプ

ラ ン ト （ 神 戸

CGS）へ液化水

素を共有し、発電

試験の実施 

・Hy touch 神戸から神戸 CGS へ液

化水素をコンテナにて輸送・供給し、

発電試験が問題なく実施できること

を確認した。 

 

〇 （試験概要） 

・ 共 有 液 化 水

素 量 : 約

590kg 

・ 水 素 専 焼 運

転時間:3 時

間 

達成度は、『◎:大いに上回って達成 ○:達成 △:一部未達 ×:未達』 
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(イ) - (3) 液化水素の輸送貯蔵機器大型化および受入基地機器に関する開発 

（川崎重工業㈱、ＴＢグローバルテクノロジーズ㈱、㈱ＩＨＩ回転機械エンジニアリング、㈱荏

原製作所、(国研)宇宙航空研究開発機構、㈱IHI） 

 

実施項目毎の成果と達成度 

① 大型輸送・貯蔵技術の開発 

実施項目 最終目標 成果 達成度 今後の課題 

a)大型貯

蔵 容 器 の

開発 

蒸発率（Boil Off Rate: 

BOR）が 0.26%/日とな

る 5 万 m3 級の貯蔵容

器の基本構造を確立させ

る。 

商用 5 万 m3 クラスの貯蔵

容器で断熱性能 0.26%/日

を達成する断熱構造を確立

した。 

○ ― 

a) 断熱材の開発 

・断熱構造の確立 

・断熱性能評価済 

・断熱構造選定済 
○ ― 

b) 材料評価 

・適用可能性の目途 
・材料特性データ取得済 ○ ― 

b)海上輸

送用大型

液化水素

タンクの開

発 

蒸発率が 0.4％/日となる

4 万 m3 級タンクの基本

構造、設計技術などを確

立させる。 

蒸発率が 0.4％/日となる 4

万 m3 級タンクの基本構造、

設計技術などを確立した。 

○ ― 

a)断熱システム方式 

・断熱システムの基本仕

様の確定 

・断熱方式／構造を選定済 

・基本仕様選定済 
○ ― 

b)タンク構造 

・基本構造決定 

・強度/揺動評価 

・基本構造／支持構造を選

定済 

・強度評価済 

○ ― 

c)タンク構造材料 

・材料選定/データ取得 

・材料選定済 

・材料特性データ取得済 
○ ― 

d)配管との接続方法 

・方法選定/強度評価 

・方法選定済 

・強度特性データ取得済 
○ ― 

e)タンクシステムの検証 

・試験タンク製作によるタン

ク及び断熱構造の製作

性・施工性確認 

・低温性能試験を実施し

設計データを取得 

・試験タンク製作によるタンク

及び断熱構造の製作性・施

工性確認済 

・低温性能試験を実施し設

計データを取得済 

○ ― 
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② 商用ローディングアームの開発 

 

③ 低温水素ガス圧縮機の開発 

実施項目 最終目標 成果 達成度 今後の課題 

a)液空生

成に対し

安全性を

確保する

構造 

外表面に液体空気が発

生せず、熱変位を吸収す

るサポート構造の確立 

低温水素ガスを用いた試作

機の実ガス試験にて圧縮機

外表面に液空が発生すること

なく、最低表面温度は-30℃

以上(解析結果と概ね一致)

で、振動は 10μm 程度で損

傷なし 

〇 

・商用大型化

に伴う高荷重

化に対する解

析による健全

性確認 

・組立性・メン

テナンス性向

上を図る真空

容 器 構 造 の

改良 

実施項目 最終目標 成果 達成度 今後の課題 

a)大口径

緊急離脱

機 構 の 開

発 

 

 

 

・切離時の外部流出量を

125ℓ以下とする。 

・試作機を製作して、所定

の試験に合格する。 

 

理論外部流出量は目標値

以下の 5ℓ程度となった。試

作機を製作してテストしたが、

低温強度試験でリークがあっ

た為改善が必要となり今後検

討する。 

低温切離し試験では、正常

な切離しが行われ切離し性

能が確認された。 

製品化に向けては課題が残っ

たが、今回の試験を通じて技

術的価値の高い内容が得ら

れ、今後の製品開発に大きな

成果となった。 

△ 

クランプ能力

向上（対策

実施の上で切

離し性能とシ

ール性能は検

証が必要） 

 

 

b)大口径 

船陸継手 

重量が 1ton 以下で 2～

3 人で操作可能な構造と

する。 

・試作機を製作して、所定

の試験に合格する。 

重量は目標値の 1ton 以下

に対し、500Kg 程度になり目

標を達成した。 

試作機を製作してテストを行

い合格し製品化への目途がつ

いた。 

〇 
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b)シールガ

スの液化を

防ぐ軸シー

ル 構 造 お

よ び 摺 動

部材 

窒素シールガスが中間筒

内にて液化しない構造の

確立 

試作機の実ガス試験にて中

間筒内に液化がないこと、お

よびロッドパッキンの異常摩耗

がないことを確認 

〇  

高寿命およびシール性に

優れた摺動部材の目途

付け 

ラボ試験から選定した２種類

の摺動部材にて実ガス運転を

実施し、商用機で使用可能

な材料の目途を付けた 

〇 

商 用 化 実 証

において⾧時

間運転による

寿命の確認 

c)商用機

の 設 計 技

術 お よ び

性能評価

技 術 の 開

発 

低温水素ガス温度域での

運転データ計測技術・性

能評価技術の確立 

試作機の実ガス試験にて吸

入ガス温度をパラメータとして

変化させ、流量計含む各計

測値の妥当性を確認 

〇  

1D CAE を用いた商用機

の吐出温度・性能予測技

術の確立 

各吸入ガス温度における流量

と吐出温度の有効データを取

得し、1D CAEにフィードバック

し、精度ある解析手法を確立 
〇 

大 型 商 用 機

の性能予測と

運転データ蓄

積による性能

予 測 精 度 の

更なる向上 

 

④ 液化水素昇圧ポンプの開発 

実施項目 最終目標 成果 達成度 今後の課題 

a)軸スラスト

バランス機

構の検討 

軸スラストバランス機構

の確立 

軸スラストバランス機構が機

能することを 

計算及び試験で確認 

〇  

b)ポンプ材

料の選定 
ポンプ材料の確立 

ポンプ材料及び構造設計の

健全性を試験で確認 
〇  

c)液化水素

での 

ポンプ性能/

機能の 

評価・分析 

液化水素昇圧ポンプ設

計技術の確立 

小型試作機による液化水素

を用いた運転試験を行い、設

計の妥当性を確認し、設計

技術を確立 

〇  

達成度は、『◎:大いに上回って達成 ○:達成 △:一部未達 ×:未達』 
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(イ) - (4) 液化水素貯槽の大型化に関する研究開発 

（トーヨーカネツ㈱、(大)北海道大学） 

 

実施項目毎の成果と達成度 

実施項目 最終目標 成果 達成度 補足説明 

Ⅰ:真空排気シ

ステムの確立 

大型貯槽に適用可

能な真空排気シス

テムを確立する。 

大型貯槽に適用可能な真空排

気システムを考案するとともに、実

験により所要真空度に到達する

ことを実証した。 

〇 

 

Ⅱ:内槽底部へ

の入熱量算定手

法の確立 

底部構造の精度良

い伝熱解析手法を

確立する。 

実測値と解析値とを比較・分析

することにより、底部構造の精度

良い伝熱解析手法を確立した。 

〇 

 

Ⅲ:SUS316Lの

溶接材料を使用

した 溶接施工

法の確立 

液化水素貯槽の使

用環境下でも安全

な SUS316L の継

手となる溶接施工

法を確立する。 

破壊靭性、水素脆化、繰り返し

荷重に関する試験を行い、当社

が設計する SUS316L 溶接継手

が十分安全であることを確認し

た。 

〇 

 

達成度は、『◎:大いに上回って達成 ○:達成 △:一部未達 ×:未達』 
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(イ) - (5) 液化水素用大口径バタフライバルブの技術開発 

（㈱中北製作所、(国研)宇宙航空研究開発機構） 

 

実施項目毎の成果と達成度 

実施項目 最終目標 成果 達成度 補足説明 

1 ． 市 場

調査 

顧客ニーズ並びに関連

法規の適用範囲を把

握し、原理設計・実機

設計に展開する。 

受入基地や運搬船に求めら

れるバルブの要求仕様や使

用・環境条件、メンテンス方

法・周期を調査。関連法規の

適用範囲を確認。 

〇 引き続き大規模

実証を進める事

業者と協議を重

ね、他口径のバ

ルブラインナップ拡

充に繋げる。 

2 ． 原 理

開発 

原理試作品の試験結

果と解析値から、実機

バルブを製作するため

の構造・解析手法を確

立する。 

原理試作品(300A)を製作

し、LH2 実液試験を実施。試

験データと解析データを比較

検証し、構造・解析手法を確

立。 

〇  

3 ． 実 機

開発 

バルブ実機における実

液試験にて各目標値

を達成し、300A サイ

ズにおける液化水素用

大口径バタフライバルブ

の技術を確立する。 

実機試作品(300A)を製作

し、LH2 実液試験を実施。

300A サイズにおける液化水

素用大口径バタフライバルブ

の技術を確立。 

〇  

4 ． 大 型

化検証 

実機開発で構築した

「シール性能」と「真空

断熱性能」を 800A サ

イズに展開し、実液試

験での目標値を達成

する。 

大型試作品(800A)を製作

し、LH2 実液試験を実施。真

空断熱性能は目標値を達成

したもの、シール性能について

は逆圧(2 次側)で改良の余

地を残した。 

△ 正圧(1 次側)に

加え逆圧(2 次

側)も十分に封

止できるシール構

造の改良を進め

る。 

達成度は、『◎:大いに上回って達成 ○:達成 △:一部未達 ×:未達』 
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(イ) - (6) 液化水素用バタフライバルブの開発 

（㈱ササクラ、(国研)宇宙航空研究開発機構） 

 

実施項目毎の成果と達成度 

実施項目 最終目標 成果 達成度 補足説明 

①バルブ大型化に

よる性能確保 

試作バルブの構造

検討、浸漬･流路

内封入(LN2)によ

る性能確保 

20B での試作バルブ完了 

浸漬・流路内封入（LN2）

による性能が確保できているこ

とを確認 

〇  

②液化水素として

維持可能な構造 

真空ジャケット大型

化 

構造検討を行い大型化(試

作)することができた 

〇  

③水素の外部漏れ

に対する安全 
流路外漏洩量 

LNG 仕様相当 

高感度可燃ガス検知器を用

い、リーク検知孔から水素の

外部漏洩が無いことを確認 

〇  

④使用材料による

加工とコスト LNG 仕様バルブ 

加工費 1.2 倍 

試作バルブの製作には LNG

用途弁の約 1.8 倍のコストが

かかった 

△ 材 料 入

手・加工な

どコストダウ

ン検討 

⑤液化水素条件

下における性能確

保 

JAXA 殿設備にお

いて性能確認 

➀の試作バルブで流路内封

入（LH2）による性能が確

保できていることを確認 

〇  

達成度は、『◎:大いに上回って達成 ○:達成 △:一部未達 ×:未達』 
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(イ) - (7) 液化水素用大型バルブの技術開発 

（㈱キッツ、(国研)宇宙航空研究開発機構） 

 

実施項目毎の成果と達成度 

実施項目 最終目標 成果 達成度 補足説明 

① 弁種の検討 
大口径化実現可能な

弁種、構造の選定 

トップエントリー型ボー

ル弁、スイング式逆止

弁を選定 

〇 

弁種、サイズ

ラインナップ拡

大が必要 

② 封止技術開発 

a) 外部封止 

構造の検討 

流体温度を考慮した外

部封止構造の選定 

解析により、想定温度

を考慮した封止位置と

することで、既存技術

の流用が可能 

〇  

b) 内部封止 

構造の検討 

流体温度を考慮した内

部封止構造の選定 

低温域で使用実績の

ある樹脂材を選定し、

熱収縮を考慮した構

造とした 

〇 
耐 久 回 数 の

検討が必要 

c) 部分試作評価 
内部封止構造の部分

試作評価を実施 

液化水素での実温評

価試験で、目標性能

確保を確認 

〇  

③ 弁製造方法 

の検討 

a) 大型化精密 

加工の検討 

実施可能な製造方法を

検討、性能を確立できる

構造設計を行う 

分割構造も含めた構

造とすることで、大型部

品の精密加工を実現 

〇 
量 産 工 程 の

確立が必要 

b) 分割構造 

の検討 

熱影響の少ない溶接施

工法で、性能確立でき

る構造設計を行う 

部分試作評価より、熱

影響の少ない電子ビー

ム溶接で実現可能で

あることを確認 

〇  

c) 鋳物化の検討 

鋳物化によるコストダウン

を想定し、鋳物へ展開

できる目途を立てる 

治具による真空断熱

性能確認で、鋳物展

開が可能であることが

確認できた 

〇 

高圧ガス認定

取 得 の た め

に、事前評価

が必要 

④ 真空断熱 

構造の検討 

a) 組立・分解 

の検討 

ジャケット外、弁上部から

組立・分解できる構造と

し、現地メンテナンスを考

慮する 

トップエントリー、および

治具により、実機にて

組立・分解可能である

ことを確認 

 

〇 

現地メンテナ

ンスに向けた

治具の改良が

必要 
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b) 断熱性能検討 

真空ジャケットによる二

重配管構造とし、十分

な保冷性能を有する構

造とする 

解析より入熱量を想

定しジャケット形状を決

定 

〇 

客先要求ごと

のジャケット形

状 検 討 が 必

要 

c) 弁保持構造 

の検討 

入熱を考慮した弁自重

を保持する構造を検討

する 

熱伝導率、強度等と

解 析 結 果 か ら

GFRP(強化ガラス繊

維)を選定した 

〇 

保 持 構 造 を

有するジャケッ

ト施工方法の

調整が必要 

⑤ 弁試作評価 

a) 弁の試作 

確立した要素技術をもと

に弁の試作を行う 

中間口径、最大口径

ともに弁の試作を行っ

た 

〇 

量産工程、試

験 設 備 の 確

立が必要 

b) 治工具の検討 

組立・分解を可能とする

治具、および現地メンテ

ナンス方法の確立 

縮小モデルから組立治

具を考案し、試作品

組立にて実現性を確

認 

〇 

現地メンテナ

ンスに向けた

治具の改良が

必要 

c) 性能試験 

試作品に対して性能試

験を実施し、目標性能

を満足することを確認す

る 

中間口径で行った改

良設計をもとに、最大

口径で目標性能達成

を確認 

〇 

社 内 試験 設

備の確立が必

要 

d) 弁サイズ展開

検討 

市場要求されるサイズか

ら、サイズ展開設計を行

う 

顧客要求を調査し、サ

イズ展開設計を順次

進行中 

△ 

顧客要求によ

り、新たな仕

様、弁種を検

討中 

達成度は、『◎:大いに上回って達成 ○:達成 △:一部未達 ×:未達』 
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(ロ) 水素エネルギー利用システム開発（助成事業） 

(ロ) - (1) ドライ低ＮＯｘ 水素専焼ガスタービン技術開発・実証事業 

（川崎重工業㈱、㈱大林組、(大)大阪大学、(学)関西大学） 

 

実施項目毎の成果と達成度 

開発項目 最終目標 成果 達成度 補足説明 

1. 設備改修 

1-1 燃 料 供

給系の改修設

計 

(川崎重工) 

燃料供給系の改修

設計を完了し、設備

改修に必要な機器お

よび工事の発注を完

了する。 

2019 年 10 月までに、

燃料供給系の改修設

計を完了し、設備改修

に必要な機器および工

事の発注を完了。 

○ 課題なし 

1-2 運 転 制

御システムの改

修設計 

(川崎重工) 

運転制御システムの

改修設計を完了し、

設備改修に必要な工

事 の 発 注 を 完 了 す

る。 

2019 年 12 月までに、

運転制御システムの改

修設計を完了し、設備

改修に必要な工事の

発注を完了。 

○ 課題なし 

1-3 統 合 型

EMSの改修設

計(大林組) 

統合型 EMS の改修

設計を完了し、設備

改修に必要な工事の

発注を完了する。 

川崎重工業の監視制

御項目のうち、ウェット

方式燃焼器からドライ

方式燃焼器への改造に

伴い変更（確定）とな

る項目を確認・調整し、

EMS 改造計画をまとめ

た。 

○ 課題なし 

1-4 機 器 調

達・製作 

(川崎重工) 

設備改修に必要な機

器の調達・製作を完

了する。 

2020 年 4 月までに、

設備改修に必要な機

器 の調達 ・製 作 を完

了。 

○ 課題なし 

1-5 改 修 工

事の実施(川

崎重工/ 

大林組) 

設備の改修工事を完

了し、運転試験実施

のための設備動作確

認に移行する。[川崎

重工] 

2020 年 4 月までに設

備の改修工事を完了

し、運転試験実施のた

めの設備動作確認に移

行。[川崎重工] 

○ 課題なし 
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開発項目 最終目標 成果 達成度 補足説明 

現地（エネルギーセンタ

ー）で EMS 装置のソフ

トウェアの設定変更作

業、および、クラウドの設

定変更作業を行った。

[大林組] 

 

  

2. 実機搭載用燃焼器の製作 

2-1 詳 細 設

計 

(川崎重工) 

実証試験に使用する

実機搭載用燃焼器

の設計を完了する。 

2019 年 10 月/12 月

/2020 年 1 月までに、

実機搭載用燃焼器３

基 （ 供 試 体 ① / ② /

③）の設計を順次完

了。 

○ 課題なし 

2-2 製作 

(川崎重工) 

実機搭載用燃焼器

の製作を完了する。 

2020 年 1 月/3 月/5

月までに、実機搭載用

燃焼器３基（供試体

①/②/③）の製作を

順次完了。 

○ 課題なし 

2-3 工 場 内

試験 

ー燃焼器単体 

(川崎重工) 

工場内の燃焼器試

験設備において、実

機搭載用燃焼器の

水素による燃焼試験

を実施し、燃焼器単

体での性能と健全性

の確認を完了する。 

2020 年 2 月/4 月/6

月までに、実機搭載用

燃焼器３基（供試体

①/②/③）の水素によ

る燃焼試験を実施し、

燃焼器単体での性能と

健全性の確認を順次

完了。 

○ 課題なし 

2-4 工 場 内

試験 

ー始動性確認 

(川崎重工) 

工場内のガスタービン

試験設備において、

実機搭載用燃焼器

の天然ガスによる始動

試験を実施し、始動

2020 年 2 月/4 月/6

月までに、実機搭載用

燃焼器３基（供試体

①/②/③）の天然ガス

による始動試験を実施

○ 課題なし 
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開発項目 最終目標 成果 達成度 補足説明 

安定性と安全性の確

認を完了する。 

し、始動安定性と安全

性の確認を順次完了。 

2-5 改良 

(川崎重工) 

実証試験の結果をう

けて、要すれば燃焼

器 の 改 良 を 実 施 す

る。 

2020 年 5 月より開始

した実機に搭載しての

実 証 運 転 試 験 の 結

果、安定運転に障害と

なる「燃焼振動」が発

生したことから、燃焼器

の改良を実施し、「燃

焼振動」を大幅に抑制

するとともに、効率につ

いても向上させる技術

の開発に成功。 

 

  

○ 課題なし 

3. 実証運転 

3-1 動作確認 

(川崎重工/ 

大林組) 

設備の改修部分につ

いて、機器および制御

システムの動作確認を

実施し、ドライ燃焼器

による運転が可能であ

ることの確認を完了す

る。 

2020 年 4 月末まで

に、機器および制御シ

ステムの動作確認を完

了し、ドライ燃焼器によ

る運転が可能であること

の確認を完了。 

○ 課題なし 

3-2 ド ラ イ 低

NOx 実 証試

験 

(川崎重工) 

起動時およびアイドル

運転時において、水

素燃焼での失火や逆

火が発生しない安定

燃焼の達成 

2020 年 5 月 12 日～

10 月 6 日までに起動/

アイドルを 58 回実施

し、全く問題なし。安定

燃焼を達成。 

○ 課題なし 

ガスタービンの実運用

で想定される急激な

負荷変動、燃料の急

遮断等の条件におい

て、水素燃焼での失

2020 年 5 月 12 日～

10 月 6 日までに実運

用で想定される急負荷

変動/急遮断等の様々

な運転パターンを実施

○ 課題なし 
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開発項目 最終目標 成果 達成度 補足説明 

火や逆火が発生しな

い安定燃焼の達成 

し、全く問題なし。安定

燃焼を達成。 

標準大気条件/発電

負荷 100％における

発電端効率 27%以

上の達成 

2020 年 10 月現在、

負荷 100%で発電端

効率 27.0%以上を達

成 

○ 課題なし 

NOx 濃 度

35ppm( 残 存 酸 素

16%換算値)以下の

達成 

2020 年 10 月現在、

低 負 荷 領 域 で は

35ppm 以下を達成。

ただし、高負荷領域に

おいて目標の NOx 値

35ppm 以下が未達成

（ 法 律 上 の 制 限 値

[70ppm]は十分クリア

している。） 

△ 

目標達成には

「燃焼振動」の

発生抑制が必

要 。「 燃 焼 振

動」の抑制には

燃焼器の形状

の見直しが必

要だが、燃焼

器を改良する

ことにより目標

達成できると見

込んでいる。 

※次期助成事

業「水素 CGS

の 地域 モデ ル

確立に向けた

技術開発・研

究（2021 年

7 月 26 日～

2023 年 2 月

28 日）」改良

を 実 施 し 、 全

負荷領域にお

いて目標達成

済。 

3-3 EMS 実

証試験（大林

組） 

水噴射方式よりもドラ

イ方式の方が環境性

や事業性が優位であ

2020 年 11 月、2021

年1月に実証運転を実

施し、水噴射方式より

○ 

課題なし 

通年のデータが

得られていない
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開発項目 最終目標 成果 達成度 補足説明 

ることを確認 もドライ方式の方が環

境性や事業性が優位

であることの確認を完

了。 

ため事業性検

討シミュレーショ

ンに搭載してい

るガスタービン

の性能データの

乗 せ 換 え は 、

次年度夏期の

データ取得後

に行う。 

3-4 混 焼 運

転対応に向け

た 課 題 抽 出

（川崎重工） 

ドライ燃焼器におい

て、水素／天然ガス

の「混焼運転」対応の

ための課題の抽出が

完了している。 

2020 年 7 月から課題

抽出のための混焼運転

を開始し、安定運転に

支障となる「燃焼振動」

の発生領域と、天然割

合が増加時の保炎可

能領域を特定し、「混

焼運転」実現のための

課題の特定が完了し

た。 

○ 

本事業で課題

として抽出され

た 、 「 燃 焼 振

動」の更なる抑

制 と 天 然 ガス

割合が高い時

の保炎性の確

保に向けた要

素開発を進め

る必要がある。 

Ｂ．冷熱活用システム検討 

1  冷熱利用

熱交換器の基

礎検討 

液化水素の気化冷

熱を活用してタービン

給気を冷却する場合

の効果と課題を抽出

し、その解決策を検討

する。 

液化水素の蒸発器は、

着霜問題を解決でき、

冷熱回収もできる、中

間媒体式を採用した。

また、冷熱をガスタービ

ン吸気冷却に利用する

場合、空気冷却器の

着霜を考慮した運用が

重要であることを確認し

た。 

○ 

霜の形成過程

は複雑で、これ

まで具体的な

知見は見受け

られないため、

実験を通した

検討が必要で

ある。 

2  蒸 発 器 の

着霜防止効果

を定量評価 

蒸発器の着霜防止

効果を定量的に確認

する。 

蒸発器は、着霜しない

熱交換器である、中間

媒体式を採用した。 
○ 

課題なし 

液化水素の冷

熱を回収でき

るため、熱交換
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開発項目 最終目標 成果 達成度 補足説明 

器としての機能

も併せ持つ。 

3  空気冷却

器の着霜発生

条件を把握 

空気冷却器の着霜

発生条件を確認す

る。 

着霜実験を行い、空気

冷却器での吸気の面

風速による熱伝達係数

の特性、着霜による圧

力損失の特性等を確

認した。 
○ 

課題なし 

実験にて求め

た熱伝達率、

圧力損失をプ

ロセスシミュレー

ションに組み込

むことで着霜時

の吸気冷却効

果を精度よく予

想できた。 

4  冷熱利用

の経済合理性

の検討 

冷熱利用によるガスタ

ービンの発電出力向

上効果を定量的に確

認し、経済合理性を

検討する。 

1MW クラスの水素ガス

タービンの発電出力向

上効果を試算した。さら

に、液化水素冷熱活

用システムの試設計・

工事費見積を行い、発

電出力向上効果と合

わせて経済合理性を検

討した。 

○ 課題なし 

達成度は、『◎:大いに上回って達成 ○:達成 △:一部未達 ×:未達』 
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(ロ) - (2) ＣＯ２フリーアンモニア利用ＧＴＣＣシステムの技術開発 

（三菱パワー㈱、三菱重工業㈱、三菱重工エンジニアリング㈱） 

 

実施項目毎の成果と達成度 

実施項目 最終目標 成果 達成度 補足説明 

①システム

構 成 の 検

討 

他の CO2 フリーシス

テムと比較して経済

的 に優位 (目 標:

17 円/kWh 以下

(2030 年))で運用

性に優れたシステム

構成/運転条件の検

討 

定格負荷だけでなく、部分負荷

においてもNH3分解装置に必要

な熱を供給できる NH3 分解ガス

混焼システム/専焼システムの構

成、運転条件を明らかにした。 

○ 実用化への課

題として NH3

分解装置と水

蒸気源を組み

合わせた実証プ

ラントによる検

証がある。 

②アンモニ

ア 分 解 装

置の検討 

・NH3 分解装置の

機器構成の決定、

分解後の残留 NH3

濃度 0.38%以下 

・触媒の実使用環境

を考慮した寿命や性

能評価 

・アンモニア分解装置全体のシス

テム構築及び物質収支計算を

実施した。 

・NH3 分解触媒の NH3 曝露試

験(2,000 時間)を実施し、被毒

物質の生成や比表面積の大きな

変化は見られなかった。 

○ 実用化への課

題として、アンモ

ニア分解装置に

用いられる材料

の耐窒化性の

検証がある。 

 

③燃焼器

の検討 

NH3 分解ガス混焼

条件(水素体積割

合 20%)における実

圧燃焼器の NOx 性

能の検証 

・天然ガスと NH3 分解ガス模擬

燃 料 の混 焼( 水素 体積割 合

20%)条件で1650℃級燃焼器

の 100%～50%負荷の範囲で

燃焼振動やフラッシュバックは無し

を確認。 

・燃料中の残留 NH3 の NOx 転

換率を導出。 

○ 実用化への課

題として、実証

プラントによる検

証がある。 

達成度は、『◎:大いに上回って達成 ○:達成 △:一部未達 ×:未達』 
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(ロ) - (3) 低炭素社会実現に向けた水素専焼対応型 DryLowNOx 高温ガスタービン発電設備

の研究開発 

（三菱重工業㈱） 

 

実施項目毎の成果と達成度 

実施項目 最終目標 成果 達成度 補足説明 

A.  燃焼器安定運転を可能にする燃焼器設計技術 
A－1  
モデルバーナ

の設計技術 

高温高圧燃焼試験
にて、逆火なく安定
燃焼が可能で、かつ
燃 焼 器 出 口
NOx50ppm 以下を
達成 

・燃焼試験により、高圧、低
流速条件で、逆火の発生
無くターゲット計画条件にて
NOx 50ppm (15％O2
換算)以下を達成 

〇 

 

A－2 
シングルセグ
メ ン ト の 設
計技術 

高温高圧燃焼試験
にて、逆火なく安定
燃焼が可能で、かつ
燃 焼 器 出 口
NOx50ppm 以下を
達成 

・燃焼試験により、高圧条
件で、逆火の発生無くター
ゲット計画条件にて NOx 
50ppm (15％O2 換算)
以下を達成した 

〇 

 

A－3 
大型ガスタ
ービン燃焼
器設計 
技術 

・クラスタバーナ計画
図の完成および燃焼
器全体計画図完成 

・燃焼器の詳細設計完了 
 

〇 

 

B.  燃焼器安定運転範囲検証技術 
B－1 
大容量供給
設備を含め
た燃焼試験
設備設計技
術 

・土建工事完了 
・水素蓄圧器設置・
電気工事・保温工
事の完了 
・試運転の完了 

・土建工事・水素蓄圧器設
置・電気工事・保温工事、
全て完了し、法定検査合
格 
・燃焼試験を実施し、設備
の検証まで完了。 

〇 

 

B－2 
高温高圧下
での燃焼器
燃焼試験 

・実圧燃焼試験に
て、計画運転条件に
おいて逆火の発生な
く 、 燃 焼 器 出 口 で
NOx 50ppm 以下 

・高温高圧下の燃焼試験
で水素専焼を達成し、実用
化に向けた課題を明確にし
た。 
・目標の NOx 50ppm 以
下は達成できず。 

△ 

・実燃焼器において
もモデルバーナと同
等の濃度分布を実
現可能なノズル、
燃焼器構造を検
討する 

達成度は、『◎:大いに上回って達成 ○:達成 △:一部未達 ×:未達』 
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(ロ) - (4) 高濃度水素混焼／水素専焼焚きボイラ・発電設備の技術開発 

（三菱重工パワーインダストリー㈱、(学)帝京大学） 

 

実施項目毎の成果と達成度 

実施項目 最終目標 成果 達成度 補足説明 

産業ボイラ

用水素焚

きバーナの

開発 

 

1.最大供給圧力 

 900kPaG 

2.I1(*1)≦50Pa 

3.NOx≦60ppm 

4.逆火現象なし 

5.低 O2 運用 

 

 

6.多種燃料との混

焼 

1.900kPaG での安定 

燃焼を実証 

2.I1≦10Pa（振動なし） 

3.NOx≦10ppm 

4.逆火現象なし実証 

5.排ガス O2 濃度 

0.1％での安定燃焼 

を実証 

6.水素/LPG、水素/石炭と

の良好な混焼特性を実証 

1.  〇 

 

2.  〇 

3.  ◎ 

4.  〇 

5.  〇 

 

 

6.  〇 

3.水素を高圧供給

することで低 NOx 化

を実証。 

・各低 NOx 手法単

独で 30ppm 以下、

組 合 せ る こ と で

10ppm 以 下 を実

証。 

・矩形型バーナ単独

で 30ppm 以下を実

証。 

（今後の課題） 

・産業用ボイラへの早

期適用 

・本燃焼技術の工業

炉等への適用拡大 

水 素 焚 き

ダクトバー

ナの開発 

 

1.最大供給圧力 

 900kPaG 

2.排ガス酸素濃度 

 10%以下 

 

3.TDR(*2) ≦

1/10 

4.NOｘ低減 

1.900ｋPaG での安定 

燃焼を実証 

2.排ガス酸素濃度 

7.2%での安定燃焼 

を実証 

3.TDR:1/350 実証 

4.ダクトバーナ内での 

NOx 還元機構実証 

1.  〇 

 

2.  〇 

 

 

3.  ◎ 

4.  ◎ 

3.従来型ノズルのプ

ロパンでの TDR は

1/10 に対し、本事

業 発 明 ノ ズ ル で は

1/20 を実証。 

さ ら に 水 素 で は

1/350 を実証 

4.これまで、ダクトバ

ーナ内での NOx 還

元は未知であった。

今回NOx還元現象

を実証した。 

（今後の課題） 

排熱回収ボイラへの

早期適用 
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燃焼解析 1.水素の高圧供

給による低 NOx 化

のメカニズム解明 

 

 

 

 

 

 

2.矩形型バーナ単

独で低NOx化する

メカニズム解明 

1.メカニズム解明済 

高圧化により噴射半径方

向の水素濃度拡散し中心

軸近傍の濃度低減 

→中心軸近傍の火炎温度

減 

→NOx 低減 

2.メカニズム解明済 

矩形型バーナは１次空気と

2 次空気の投入位置が離

れており、その空間に燃焼

排ガスが導入される 

→排ガスの導入で酸素濃

度の低減による緩慢燃焼を

促進 

→NOｘ低減 

 

1.  ◎ 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.  ◎ 

1.水素高圧化の目

的は配管小径化等

設備コスト低減であ

った。高圧化による新

たなメリットとして低

NOx 化を明確化し

た。 

 

 

2. バ ー ナ 単 独 で

NOx60ppm以下を

達成するのは極めて

困難であった。 

自己排ガス再循環

効果により、低 NOx

燃焼可能とした成果

は大きい。 

（今後の課題） 

ダクトバーナのスケー

ルアップ時の性能評

価 

 

（＊１）I1:燃焼振動を評価する共鳴周波数 

（＊２）TDR（Turn Down Ratio）:バーナの最大負荷と最低負荷の比率 

達成度は、『◎:大いに上回って達成 ○:達成 △:一部未達 ×:未達』 
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(ロ) - (5) 大出力水素燃焼エンジン発電システムに関する技術開発 

（川崎重工業㈱） 

 

実施項目毎の成果と達成度 

実施項目 最終目標 成果 達成度 補足説明 

①-1 

既存の天然ガ

ス燃焼単筒機

での水素燃焼

試験 

大出力エンジンに

おける水素燃焼の

特徴を抽出 

水素燃焼における異常燃焼等の発

生条件を把握 

〇  

①-2 

排ガス再循環

（EGR）等に

よる燃焼速度

低減手段の効

果確認試験 

大出力エンジンに

おける EGR 等によ

る燃焼速度低減

効果を確認し、水

素燃焼単筒機の

要目・仕様を選定 

筒内異常燃焼を回避し、平均有効

圧力（エンジン出力）向上に寄与

する下記成果を獲得 

・EGR による燃焼速度低減（異常

燃焼抑制）効果を確認 

・異常燃焼抑制に効果のあるパラメ

ータ（エンジン仕様・制御）を把握 

〇  

①-3 

試験による水

素燃焼の最適

化検討 

平 均 有 効 圧 :

1.6MPa の 実 現

目途付け 

エンジン仕様変更、制御パラメータの

最 適 化 を 組 合 わ せ 、 平 均 有 効

圧:1.85MPa を達成（短時間確

認） 

◎ 目 標 を 上

回 る 平 均

有 効 圧 を

達成 

②-1 

適用材料の水

素環境下での

強度試験 

燃焼室周縁部に

適用する材料の水

素脆化を考慮した

強度特性を把握

し、部材を選定 

低ひずみ引張試験結果および当社

の材料研究の知見を用いて、候補

部材の水素混合環境下での使用

可否を判定し、適用する部材を選

定 

〇  

②-2 

燃焼室状態の

数値解析 

給気経路や燃焼

室及び燃料供給

手段の仕様を検

討・選定するため

の数値解析手法

を確立 

水素燃焼エンジンの仕様を検討・選

定するための数値解析手法を確立 

〇  

②-3 

水素燃焼単筒

機の設計 

事業①、②-1,2

で得た成果を制約

なく実証できるエン

ジンを設計 

エンジン内部で水素滞留の可能性

の高い箇所（クランクケースなど）の

換気・爆発対策を施したエンジンを

設計。また、水素燃焼エンジンに最

〇  
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適な燃焼室（シリンダヘッド、ピスト

ンなど）を設計。 

②-4  

水素燃焼単筒

試験設備の整

備 

水素燃焼試験を

効率的に実施でき

る試験設備を整

備 

開発項目③にて実施したリスクアセ

スメントの成果を反映した水素燃焼

単筒試験設備（エンジン・周辺設

備）を設計・整備完了 

〇  

②-5 

試験による水

素燃焼の最適

化 

水素を利用した 

A.既存単筒機で

の取得データと 

B.水素燃焼単筒

機での取得データ

の 

両者を分析し、水

素燃焼最適化の

目途を得る 

・本設備の特徴である⾧時間の水

素供給能力を活かし、天然ガス・水

素混焼条件にて約４時間の連続

運転における燃焼安定性評価を実

施した結果、安定した燃焼状態を

維持できることを確認 

・既存単筒機とのデータ比較により、

水素燃焼単筒試験設備の燃焼は

正常であることを確認 

〇  

③-1  

水素燃焼エン

ジンにおけるリ

スク要因の抽

出 

水素利用を想定し

て、単筒エンジン

本体だけでなく試

験設備全体のリス

ク要因抽出を実施

する事で、試験設

備の要求仕様の

明確化 

水素利用を想定したリスクアセスメン

トによって以下の要求仕様を決定

し、基本設計完了 

・エンジン本体を含むハードウェアに

実装すべき安全装置の要求仕様を

決定 

・防爆エリア設定などの運用システム

として安全を担保するための要求仕

様を決定 

〇  

③-2 

水素燃焼エン

ジン運用システ

ムの構築およ

び評価 

・水素燃焼エンジ

ンの事業化を見据

え、天然ガス燃焼

エンジンと同様のリ

スクレベルにて運用

可能な制御システ

ムの確立 

・抽出したリスクへ

の対策を機器・制

御に織り込んだ設

備・制御システムの

構築 

・③-1 で決定した要求仕様に加え、

天然ガスエンジン同等のリスクレベル

で運用可能なシステムの確立を目

標としたリスクアセスメントを実施し、

新たに潜在リスクを抽出し、その安全

対策を立案 

・要求仕様及び潜在リスクへの安全

対策を設備内の安全設備・制御シ

ステムに反映して実装 

〇  

達成度は、『◎:大いに上回って達成 ○:達成 △:一部未達 ×:未達』 
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(ロ) - (6) 液化水素冷熱の利用を可能とする中間媒体式液化水蒸気気化器の開発 

（㈱神戸製鋼所） 

 

実施項目毎の成果と達成度 

実施項目 最終目標 成果 達成度 補足説明 

実証気化

器の設計・

製作 

1,200Nm3/h の 気

化量を有する中間媒

体式気化器（IFV）

の設計・製作および試

験設備の建設 

高圧ガス保安法に基づき設計・製

作した IFV および液化水素貯槽

他、試験に必要な設備を完成させ

た。 

〇  

気化性能

の確認 

連続運転でも出口気

化ガス温度が低下する

ことなく安定的に液化

水素を気化できる 

１時間以上の連続運転において

出口気化ガス温度が低下すること

なく安定的に気化できることを確認

した。 

〇 今後、臨界

圧以上の運

転圧力での

検証が課題 

中間媒体

（ プ ロ パ

ン ） の 挙

動確認 

液化水素が伝熱管内

を流れても，管外の中

間媒体（プロパン）が

氷結しない 

サイトグラスからの目視確認および

出口ガス温度の確認により、中間

媒体（プロパン）が氷結しないこと

を確認した。 

〇  

冷熱利用

の 可 能 性

確認 

冷熱利用に向けて安

定した冷熱が取り出せ

る 

入口温度に対して 10℃以上低下

した冷水を１時間以上連続して取

り出せることを確認した。 

〇  

応力解析

結 果 と 実

際 の 発 生

応 力 と の

比較 

熱応力解析の結果と

実運転における応力

歪を実測・比較し，解

析による寿命評価精

度の向上を図る 

解析結果は概ね実温度分布をト

レースできており、応力も概ね実測

に合った解析になっていることを確

認した。ただし一部では実測値と乖

離している部分もあり、原因調査し

て解析精度向上を目指す。 

〇  

中規模水

素利用用

気 化 器 の

試設計 

中規模水素利用用の

水素発電向け中間媒

体式気化器の試設計

を行う 

30,000Nm3/hの中間媒体式気

化器の試設計を行い、従来の

LNG 気化器実績範囲内サイズで

あること確認した 

〇  

達成度は、『◎:大いに上回って達成 ○:達成 △:一部未達 ×:未達』 
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３．マネジメント 

３.１実施体制 

（１）NEDO が実施する意義 

2030 年に向けた大規模な水素サプライチェーンの確立と水素発電の本格導入を目指すための技術

開発は、以下の観点から NEDO が持つ知識、実績を活かして推進すべき事業である。 

 

・ エネルギー政策上の重要度が高く、社会的必要性が大きい。 

・ 日本の水素利活用産業の競争力強化、エネルギー・環境分野の国際協調に貢献し得る。 

・ 水素サプライチェーン構築、水素エネルギー利用システム開発における各事業が連携することで効果的

に開発を進めることが可能である。 

・水素サプライチェーン・インフラ整備について、市場構築初期は市場範囲が限定的であることから、 民間

単独では開発リスクが大きい。 

 

（２）実施体制 

本事業のプロジェクトマネージャー（以下「ＰＭｇｒ」という）に、ＮＥＤＯ スマートコミュニティ・エネル

ギーシステム部 大平英二 ストラテジーアーキテクト（燃料電池・水素分野担当）を任命し、プロジェクト

の進行全体を企画・管理や、そのプロジェクトに求められる技術的成果及び政策的効果を最大化させ

た。本研究開発は、本邦の企業、研究組合、公益法人、大学等の研究開発機関（原則、国内に研

究開発拠点を有していること。なお、国外企業等（大学、研究機関を含む）の特別な研究開発能

力、研究施設等の活用又は国際標準獲得の観点から国外企業等との連携が必要な部分を国外企業

等との連携により実施することができる。）から公募により実施者を選定して実施した。また、ＮＥＤＯは

必要に応じて実施テーマごとに第三者である外部専門家としてアドバイザーを選定し、各実施者は客観

的立場からの技術的助言を受けそれぞれの研究テーマについて研究開発を実施した。 

本事業の運営管理においては、経済産業省、アドバイザー、研究開発実施者等と緊密に連携し、適

切に実施した。また、推進助言委員会等を設置し、外部有識者の意見を運営管理に反映させた。 
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NEDO 他事業との関係（１） 

 
 

NEDO 他事業との関係（２） 
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（イ）未利用エネルギー由来水素サプライチェーン構築（7 事業） 

 
 

 

（ロ）水素エネルギー利用システム開発（7 事業(内、1 事業は 2020 年中間評価にて終了)） 
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（３）個別事業の採択プロセス 

公募後の採択審査委員会に際しては、以下を採択審査基準として実施した。 

 

① 【目標設定】:提案・申請内容が本事業の目的、目標に合致しているか。事業意義が明確か。 

② 【技術の新規性】:提案・申請された方法に新規性があり、技術的に優れているか。 

③ 【研究計画の妥当性】:提案・申請内容および研究計画に妥当性はあるか。 

④ 【計画遂行力】:提案・申請者は本事業を遂行するに足る能力を有するか。 

⑤ 【提案の経済性】:提案・申請内容の経済性は優れているか。開発予算は妥当であるか 

⑥ 【実用化・経済波及効果】:提案・申請内容における実用化の見込み、企業化計画に妥当性は

あるか。また国民生活や経済社会への波及効果は期待できるか 

 

また、各公募や採択数については下表の通り実施した。 

 

公募実施時期と採択数 
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３.２予算及び受益者負担 

本事業の各年度の予算実績は以下の通り。助成率については、技術の不確実性の高い事業は 2/3、より

実用化に近い事業を 1/2 としている。 

 

 

３.３研究開発計画 

３．３．１ 研究開発スケジュール 

本事業の研究開発スケジュールは以下の通り。 

 
 

  

予算実績一覧 （百万円）
NEDO 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 総額
負担率 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度

(イ)未利用エネルギー由来水素サプライ
チェーン構築

（5事業） 1/2 0 0 0 0 0 190 795 917 675 0 2,578

（2事業） 2/3 0 114 1,222 3,894 4,541 5,814 3,038 1,840 1,868 625 22,956

（7事業） 計 0 114 1,222 3,894 4,541 6,004 3,833 2,757 2,543 625 25,533

(ロ)水素エネルギー利用システム開発

（4事業） 1/2 0 0 0 0 0 0 177 471 2,012 0 2,660

（3事業） 2/3 0 2 100 1,081 79 143 430 0 0 0 1,835

（7事業） 計 0 2 100 1,081 79 143 607 471 2,012 0 4,495

研究開発項目Ⅱ（14事業）
「大規模水素エネルギー利用技術開発」

計 0 115 1,322 4,976 4,619 6,147 4,441 3,228 4,555 625 30,028

契約請求番号
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３．３．２ 進捗管理 

（１）中間評価結果への対応 

2020 年度の中間評価における指摘事項への対応状況は以下のとおり。 

 
「研究開発マネジメント」の指摘事項 

【１】「個別設定された目標については定性的目標設定が多く、また、個別のテーマがプロジェクト全体とし

て初期の目標へどう結びついているのかが少し判りにくい。全体目標からブレイクダウンして個別目標を

設定することで、個別テーマの目標値として、根拠を明確にしていくとともに、競争上秘匿が必要なも

のを除き、極力目標値を明確にしていくことが望ましい。」 

→外部有識者によるレビューや日々の進捗確認を通じて、個別テーマの目標値及びその達成度につい

て PM が俯瞰的に検討・見直しを行った。具体的には、個別の進捗を見つつ、ローディングアーム、液

化水素のバルブ等について、将来求められるよりハイレベルな定量的目標を設定し、実行した。 

 

「研究開発成果」の指摘事項 

【２】「NEDO のプロジェクトは、海外に先行して着実に進められてきたと思われるが、昨今の海外の水素へ

の取組が大規模化し、加速してきている状況から、可能な限り前倒しなどが図られることを期待す

る。」 

→外部有識者によるレビューや日々の進捗確認を通じて、前倒し可能な取組があれば実施計画の見

直しを検討した。また、グリーンイノベーション基金事業（大規模水素サプライチェーンの構築）を開

始させることによって、さらなる大型化・商用化に向けた加速的な取組みを行った。 

 

「成果の実用化・事業化に向けた取り組み及び見通し」の指摘事項 

【３】目標とする経済性（水素コスト）を達成するために何が必要であるのかが判りづらく、実証が終了し

た後に、すぐ実用化につながる規模での事業展開は難しいと思われるため、今回の実証と実用化時

点での達成すべき技術的課題、経済的課題、諸条件等をできるだけ合理的な根拠に基づいて定量

化して示しつつ、2030 年までの実用化に至る導入シナリオを明確にしていくことが望まれる。 

→外部有識者によるレビューや日々の進捗確認を通じて、実用化を想定した各種課題の洗い出しを行

い、導入シナリオを検討した。2021 年度より、グリーンイノベーション基金事業が開始されたことによ

り、個々の研究開発成果が、どのように統合されシステムになり、大型化・商用化につながるのかという

ことについて実プロジェクトを通じてシナリオを示すことができた。さらには、国内だけではなく技術の海外

展開のため、海外実証に向けた FS 調査を別事業と連携する形で実施し、先行する海外市場での

検討を通じて、実用化への道筋を明らかにした。 

 

【４】また、その本実証後の実用化に向けたシナリオ、スケールアップの定量的な手段が、対外的に判りやす

く発信されることも期待する。 

→NEDO が主催する成果報告会やニュースリリースなどを通じて、実用化シナリオを含めた本事業成果

を広く情報発信した。 
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4．目標及び達成状況の詳細 

概要 
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自
己
評
価

研
究
成
果

実
施
内
容

実
施
項
目

〇
商
業
規
模
へ
の
ス
ケ
ー
ル
ア
ップ
が

問
題
な
い
こ
とを
確
認
で
き
た
。

コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
シ
ミュ
レ
ー
シ
ョン
を
用
い
て
反
応
器
内
部
の
温

度
・流
速
を
解
析
。
シ
ミュ
レ
ー
タ
を
用
い
て
不
純
物
除
去
の

設
備
仕
様
を
検
討
。

水
素
化

プ
ラ
ン
ト
関

連

〇
商
業
規
模
へ
の
ス
ケ
ー
ル
ア
ップ
は

可
能
で
あ
る
こ
とが
確
認
で
き
た
。

コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
シ
ミュ
レ
ー
シ
ョン
を
用
い
た
大
型
反
応
器
設
計

手
法
の
確
立
、
動
的
シ
ミュ
レ
ー
シ
ョン
に
て
負
荷
追
従
検

討
、
商
業
用
触
媒
製
造
工
程
に
お
け
る
主
要
管
理
指
標

の
確
立
。

脱
水
素

プ
ラ
ン
ト
関

連

〇
第
1期
の
成
果
を
踏
ま
え
、
実
機
を

建
設
、
運
用
し
商
用
化
へ
の
準
備

が
出
来
た

汎
用
ト
ル
エ
ン
の
利
用
可
能
性
検
討
、
シ
ミュ
レ
ー
シ
ョン
に

よ
る
チ
ェー
ン
全
体
の
信
頼
性
確
認
、
設
備
構
成
の
確
認
、

第
２
期
の
適
切
な
規
模
・形
態
・実
施
時
期
の
検
討

サ
プ
ラ
イ

チ
ェー
ン
運

用
関
連

●
成
果
ｻﾏ
ﾘ（
実
施
期
間
:
平
成
26
年
度
～
令
和
2年
度
）

・水
素
化
プ
ラ
ン
ト
関
連
:
商
業
規
模
へ
の
ス
ケ
ー
ル
ア
ップ
が
問
題
な
い
こ
とを
確
認
で
き
た
。

・脱
水
素
プ
ラ
ン
ト
関
連
:
商
業
規
模
へ
の
ス
ケ
ー
ル
ア
ップ
が
問
題
な
い
こ
とを
確
認
で
き
た
。

・サ
プ
ラ
イ
チ
ェー
ン
運
用
関
連
:
第
1期
の
成
果
を
踏
ま
え
第
２
期
に
つ
い
て
は
水
素
源
・需
要
地
そ
れ
ぞ
れ
プ
ラ
ン
ト
を
建
設
、
運
用
、
各
種
デ
ー
タ
を
取
得
し
、
商
用
化
へ
の
準
備
が
出
来
た
。

●
背
景
/研
究
内
容
･目
的

●
こ
れ
ま
で
の
実
施
内
容
／
研
究
成
果
ま
とめ

●
今
後
の
課
題

目
標

実
施
項
目

コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
シ
ミュ
レ
ー
シ
ョン
/実
証
運
転
を
通
じ
て
、
大
型

反
応
器
設
計
手
法
の
確
立
。
不
純
物
除
去
の
設
備
仕
様

の
確
定
。

水
素
化
プ
ラ

ン
ト
関
連

コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
シ
ミュ
レ
ー
シ
ョン
/実
証
運
転
を
通
じ
て
大
型

反
応
器
設
計
手
法
の
確
立
、
負
荷
追
従
検
討
、
商
業
用

触
媒
製
造
工
程
に
お
け
る
主
要
管
理
指
標
の
確
立
。

脱
水
素
プ
ラ

ン
ト
関
連

シ
ミュ
レ
ー
シ
ョン
/実
証
運
転
を
通
じ
て
汎
用
ト
ル
エ
ン
の
利

用
可
能
性
検
討
、
負
荷
変
動
へ
の
対
応
方
法
明
確
化
、

チ
ェー
ン
全
体
の
信
頼
性
確
認
、
設
備
構
成
の
確
認

サ
プ
ラ
イ

チ
ェー
ン
運

用
関
連

●
研
究
目
標

●
実
用
化
・事
業
化
の
見
通
し

将
来
の
水
素
需
要
に
対
応
可
能
な
、
海
外
の
未
利
用
資
源
か
ら
製
造
し
た

水
素
を
有
機
ケ
ミカ
ル
ハ
イ
ド
ラ
イ
ド
法
に
よ
り
大
量
に
輸
送
す
る
サ
プ
ラ
イ
チ
ェー
ン

の
実
証
運
用
を
行
う
。
第
1
期
、
第
2
期
か
ら
構
成
さ
れ
、
第
1期
で
は
サ
プ
ラ
イ
チ

ェー
ン
の
運
用
に
必
要
な
基
盤
技
術
の
検
証
を
①
水
素
化
プ
ラ
ン
ト
、
②
脱
水
素

プ
ラ
ン
ト
、
③
サ
プ
ラ
イ
チ
ェー
ン
全
体
運
用
の
3つ
の
領
域
に
て
進
め
た
。
合
わ
せ
て

、
実
証
運
用
チ
ェー
ン
の
適
切
な
規
模
・形
態
・実
施
時
期
に
つ
い
て
検
討
し
た
。

第
2
期
で
は
第
１
期
の
成
果
を
活
か
し
て
、
実
証
チ
ェー
ン
の
運
用
し
、
技
術
・非

技
術
両
面
で
の
課
題
抽
出
と
対
応
策
検
討
を
行
う
こ
と
で
基
盤
技
術
の
深
耕
を

目
指
し
た
。

●
実
施
体
制
及
び
分
担
等

第
１
期
の
成
果
を
活
か
し
て
第
2期
で
は
実
証
チ
ェー
ン
の
運
用
を
行
い
、
技
術
・非
技
術
両
面
で
の
課
題
抽
出
と
対
応
策
検
討
を

行
う
こ
とで
基
盤
技
術
の
深
耕
を
目
指
し
つ
つ
、
実
用
化
・事
業
化
の
見
通
し
で
も
記
載
し
た
コ
ス
ト
低
減
を
目
指
す
。

第
1期
の
成
果
に
よ
り、
プ
ロ
ト
タ
イ
プ
サ
プ
ラ
イ
チ
ェー
ン
の
構
築
に
つ
い
て
は
一
定
の
目
処
が
得
ら
れ
た
と考
え
ら
れ
る
。
そ
の
先
の

ゴ
ー
ル
で
あ
る
大
規
模
商
業
水
素
サ
プ
ラ
イ
チ
ェー
ン
の
実
現
に
向
け
て
は
（
１
）
信
頼
性
の
確
立
、
（
２
）
コ
ス
ト
の
低
減
、

（
３
）
市
場
環
境
の
醸
成
の
３
要
件
が
必
要
と考
え
る
。

（
１
）
信
頼
性
の
確
立

第
２
期
に
お
け
る
チ
ェー
ン
運
用
に
て
課
題
抽
出
と対
応
策
検
討
を
行
い
、
需
要
家
の
ニ
ー
ズ
に
適
合
し
た
信
頼
性
の
高
い
水

素
サ
プ
ラ
イ
チ
ェー
ン
の
構
築
・運
用
を
実
現
す
る
為
の
、
技
術
的
基
盤
が
確
立
す
る
も
の
と期
待
さ
れ
る
。

（
２
）
コ
ス
ト
の
低
減

a.
チ
ェー
ン
形
態
・規
模
の
適
正
化
に
よ
る
ス
ケ
ー
ル
メ
リッ
ト
最
大
化

b.
触
媒
改
良
に
よ
る
輸
送
効
率
向
上
・操
業
費
用
低
減

c.
熱
イ
ン
テ
グ
レ
ー
シ
ョン
・排
熱
利
用
等
に
よ
る
熱
コ
ス
ト
低
減

（
３
）
市
場
環
境
の
醸
成

実
証
チ
ェー
ン
運
用
を
通
じ
て
、
社
会
に
対
し
て
の
課
題
提
起
を
関
係
者

とと
も
に
継
続
的
に
行
って
い
き
た
い

千
代
田
化
工
建
設
・
三
菱
商
事
・三
井
物
産
・日
本
郵
船
に
て
次
世
代

水
素
エ
ネ
ル
ギ
ー
チ
ェ
ー
ン
技
術
研
究
組
合
を
設
立
し
、
実
証
事
業
の

遂
行
を
担
う
。

受
賞 等

外
部

発
表

論
文

発
表

特
許

出
願

0
13
8

0
0

4
-1
-1

「水
素
社
会
構
築
技
術
開
発
事
業
／
大
規
模
水
素
エ
ネ
ル
ギ
ー
利
用
技
術
開
発
／
有
機
ケ
ミ
カ
ル
ハ
イ
ド
ラ
イ
ド
法
に
よ
る

未
利
用
エ
ネ
ル
ギ
ー
由
来
水
素
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
実
証
」

助
成
先
:
次
世
代
水
素
エ
ネ
ル
ギ
ー
チ
ェー
ン
技
術
研
究
組
合
(A
H
EA
D
)
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助
成

先
:

技
術

研
究

組
合

C
O

2ﾌ
ﾘｰ

水
素

ｻﾌ
ﾟﾗ

ｲﾁ
ｪｰ

ﾝ推
進

機
構

（
H

yS
TR

A
）

●
背

景
/研

究
内

容
･目

的

●
研

究
成

果

目
標

実
施

項
目

•
液

化
水

素
輸

送
用

タ
ン

ク
の

要
素

技
術

の
開

発
な

ら
び

に
液

化
水

素
輸

送
用

タ
ン

ク
の

開
発

•
商

用
規

模
へ

の
ス

ケ
ー

ル
ア

ップ
に

必
要

な
知

見
の

取
得

Ⅰ
．

液
化

水
素

の
⾧

距
離

大
量

輸
送

技
術

の
開

発

•
液

化
水

素
荷

役
技

術
の

開
発

•
ロ

ー
デ

ィン
グ

ア
ー

ム
シ

ス
テ

ム
及

び
安

全
な

運
用

シ
ス

テ
ム

を
開

発
し

、
商

用
規

模
へ

の
ス

ケ
ー

ル
ア

ップ
に

必
要

な
知

見
の

取
得

Ⅱ
．

液
化

水
素

荷
役

技
術

の
開

発

•
褐

炭
ガ

ス
化

設
備

の
開

発
•

商
用

規
模

へ
の

ス
ケ

ー
ル

ア
ップ

に
必

要
な

知
見

の
取

得

Ⅲ
．

ガ
ス

化
技

術
の

開
発

•
豪

州
か

ら
輸

送
し

た
褐

炭
由

来
を

含
む

液
化

水
素

に
関

し
て

、
近

隣
水

素
設

備
へ

の
供

給
・利

用
の

実
証

Ⅳ
．

液
化

水
素

利
活

用
技

術
の

開
発

●
研

究
目

標

4
-1
-2

「水
素
社
会
構
築
技
術
開
発
事
業
／
大
規
模
水
素
エ
ネ
ル
ギ
ー
利
用
技
術
開
発

／
未
利
用
褐
炭
由
来
水
素
大
規
模
海
上
輸
送
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
構
築
実
証
事
業
」

20
30

年
頃

に
商

用
化

を
目

指
す

現
状

の
LN

G
と同

規
模

の
水

素
サ

プ
ラ

イ
チ

ェー
ン

（
水

素
製

造
・液

化
水

素
貯

蔵
・液

化
水

素
海

上
輸

送
・水

素
の

発
電

利
用

）
の

実
現

を
見

通
す

た
め

に
、
豪

州
で

の
褐

炭
ガ

ス
化

/水
素

製
造

、
液

化
水

素
の

⾧
距

離
大

量
海

上
輸

送
及

び
液

化
水

素
の

船
陸

間
荷

役
及

び
貯

蔵
に

関
す

る
そ

れ
ぞ

れ
の

技
術

を
開

発
し

、
サ

プ
ラ

イ
チ

ェー
ン

が
構

築
で

き
る

こ
とを

確
認

す
る

。

●
実

施
体

制
及

び
分

担
等

N
ED

O
H

yS
TR

A

（
実

施
項

目
Ⅰ

/Ⅱ
/Ⅲ

/Ⅳ
）

岩
谷

産
業

（
株

）
（

実
施

項
目

Ⅰ
/Ⅱ

/Ⅳ
）

ｼｪ
ﾙｼ

ﾞｬ
ﾊﾟ

ﾝ（
株

）
（

実
施

項
目

Ⅰ
/Ⅱ

/Ⅳ
）

電
源

開
発

（
株

）
※

（
実

施
項

目
Ⅲ

）

川
崎

重
工

業
（

株
）

（
実

施
項

目
Ⅰ

/Ⅱ
/Ⅳ

）

※
電

源
開

発
㈱

は
、
20

22
年

度
で

脱
退

成
果

概
要

実
施

項
目

輸
送

用
タ

ン
ク

シ
ス

テ
ム

を
搭

載
し

た
世

界
初

の
液

化
水

素
運

搬
船

“す
い

そ
ふ

ろ
ん

て
ぃ
あ

”を
建

造
し

、
船

籍
及

び
船

級
を

取
得

し
た

。
そ

の
後

、
二

回
の

日
豪

間
航

行
及

び
神

戸
液

化
水

素
荷

役
実

証
タ

ー
ミナ

ル
（

H
y 

to
uc

h神
戸

）
で

の
複

数
回

の
船

陸
間

荷
役

作
業

を
通

じ
、
輸

送
タ

ン
ク

を
含

む
関

連
機

器
が

健
全

に
機

能
す

る
こ

とを
確

認
し

た
。
ま

た
、
荷

役
作

業
の

最
適

化
に

向
け

た
落

圧
デ

ー
タ

・操
作

の
確

認
、
非

常
時

を
想

定
し

た
代

替
揚

荷
手

法
の

確
立

、
輸

送
用

タ
ン

ク
安

全
装

置
の

⾧
時

間
の

運
転

確
認

を
通

じ
、
液

化
水

素
運

搬
船

の
高

い
信

頼
性

、
安

全
性

を
実

証
し

た
。
さ

ら
に

、
G

7及
び

中
東

に
“す

い
そ

ふ
ろ

ん
て

ぃ
あ

”を
派

遣
し

、
日

本
の

液
化

水
素

関
連

技
術

を
広

く世
界

に
発

信
し

た
。

Ⅰ
:

液
化

水
素

の
⾧

距
離

大
量

輸
送

技
術

の
開

発

世
界

初
の

液
化

水
素

用
フ

レ
キ

シ
ブ

ル
ホ

ー
ス

型
及

び
鋼

管
型

ロ
ー

デ
ィン

グ
ア

ー
ム

シ
ス

テ
ム

に
て

液
化

水
素

運
搬

船
と搖

動
環

境
下

で
問

題
な

く接
続

で
き

、
健

全
に

荷
役

作
業

が
可

能
で

あ
る

こ
とを

実
証

し
た

。

Ⅱ
:

液
化

水
素

荷
役

技
術

の
開

発

6種
類

の
豪

州
褐

炭
及

び
3種

類
の

バ
イ

オ
マ

ス
と豪

州
褐

炭
との

混
合

原
料

の
ガ

ス
化

特
性

の
取

得
及

び
水

素
製

造
の

実
証

に
成

功
し

た
。
ま

た
得

ら
れ

た
ガ

ス
化

特
性

デ
ー

タ
か

ら
シ

ミュ
レ

ー
シ

ョン
モ

デ
ル

を
構

築
し

、
大

型
商

用
機

設
計

に
向

け
た

プ
ロ

セ
ス

計
算

が
可

能
と
な

った
。

Ⅲ
:

褐
炭

ガ
ス

化
技

術
の

開
発

液
化

水
素

の
利

活
用

と
し

て
近

隣
施

設
で

あ
る

神
戸

コ
ー

ジ
ェネ

レ
ー

シ
ョン

シ
ス

テ
ム

プ
ラ

ン
ト

（
神

戸
C
G

S）
へ

液
化

水
素

を
H

y 
to

uc
h神

戸
か

ら
コ

ン
テ

ナ
で

移
送

し
、

無
事

に
供

給
及

び
発

電
試

験
が

実
施

で
き

る
こ

とを
確

認
し

た
。
ま

た
、
他

の
N

ED
O

助
成

事
業

との
連

携
実

証
を

無
事

に
完

遂
し

た
。

Ⅳ
:

液
化

水
素

利
活

用
技

術
の

開
発

●
成

果
サ

マ
リ（

実
施

期
間

:
20

15
年

度
～

20
23

年
度

終
了

）
•

世
界

初
とな

る
液

化
水

素
運

搬
船

“す
い

そ
ふ

ろ
ん

て
ぃ
あ

”を
建

造
し

、
船

籍
、
船

級
を

取
得

で
き

た
とと

も
に

、
世

界
初

とな
る

液
化

水
素

用
ロ

ー
デ

ィン
グ

ア
ー

ム
シ

ス
テ

ム
（

フ
レ

キ
シ

ブ
ル

ホ
ー

ス
型

及
び

鋼
管

型
）

を
設

置
し

た
神

戸
液

化
水

素
荷

役
実

証
タ

ー
ミナ

ル
“H

y 
to

uc
h神

戸
”を

建
設

し
た

。
ま

た
、
世

界
初

とな
る

褐
炭

ガ
ス

化
設

備
を

豪
州

に
建

設
し

た
。

•
こ

れ
ら

の
設

備
を

使
用

し
液

化
水

素
を

陸
船

間
で

荷
役

す
る

とも
に

、
2回

の
日

豪
航

行
試

験
を

実
施

し
た

。
特

に
、
1回

目
の

航
行

試
験

で
は

、
褐

炭
由

来
水

素
を

含
む

豪
州

産
液

化
水

素
の

輸
送

実
証

に
成

功
し

、
サ

プ
ラ

イ
チ

ェー
ン

が
構

築
で

き
る

こ
とを

実
証

し
た

。
ま

た
、
神

戸
へ

輸
送

し
た

液
化

水
素

を
近

隣
水

素
利

用
施

設
で

あ
る

“神
戸

コ
ー

ジ
ェネ

レ
ー

シ
ョン

シ
ス

テ
ム

プ
ラ

ン
ト

”に
供

給
し

、
問

題
無

く発
電

試
験

が
で

き
る

こ
とを

確
認

し
た

。
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助
成

先
:

技
術

研
究

組
合

C
O

2ﾌ
ﾘｰ

水
素

ｻﾌ
ﾟﾗ

ｲﾁ
ｪｰ

ﾝ推
進

機
構

（
H

yS
TR

A
）

●
今

後
の

課
題

受
賞

等
外

部
発

表
論

文
発

表
特

許
出

願

4
37

1
9

34

自
己

評
価

成
果

内
容

実
施

項
目

〇

•
世

界
初

の
液

化
水

素
輸

送
用

タ
ン

ク
シ

ス
テ

ム
を

搭
載

し
た

水
素

運
搬

船
“す

い
そ

ふ
ろ

ん
て

ぃ
あ

”を
建

造
し

、
船

籍
及

び
船

級
の

取
得

に
成

功
し

た
。

•
合

計
2回

の
日

豪
間

航
行

試
験

を
実

施
し

、
輸

送
用

タ
ン

ク
シ

ス
テ

ム
の

構
造

健
全

性
及

び
目

標
値

以
下

の
B

O
R

で
あ

る
こ

とを
確

認
し

た
。

•
G

7関
連

行
事

及
び

首
相

外
遊

に
合

わ
せ

た
中

東
地

域
に

“す
い

そ
ふ

ろ
ん

て
ぃ
あ

”を
派

遣
し

、
各

国
の

要
人

に
液

化
水

素
関

連
技

術
の

開
発

状
況

と実
現

性
を

発
信

し
た

。

Ⅰ
:

液
化

水
素

の
⾧

距
離

大
量

輸
送

技
術

の
開

発

○
•

世
界

初
の

液
化

水
素

用
フ

レ
キ

シ
ブ

ル
ホ

ー
ス

型
及

び
鋼

管
型

ロ
ー

デ
ィ

ン
グ

ア
ー

ム
シ

ス
テ

ム
を

用
い

た
荷

役
技

術
を

開
発

し
た

。
•

基
地

に
建

設
し

た
液

化
水

素
貯

蔵
タ

ン
ク

に
つ

い
て

目
標

値
以

下
の

B
O

R
で

あ
る

こ
とを

確
認

し
た

。

Ⅱ
:

液
化

水
素

荷
役

技
術

の
開

発

〇
•

豪
州

に
て

世
界

初
の

褐
炭

用
ガ

ス
化

設
備

を
建

設
し

、
純

度
99

.9
99

％
の

液
化

水
素

の
製

造
に

成
功

し
た

。
ま

た
、
試

験
デ

ー
タ

を
使

用
し

シ
ミュ

レ
ー

シ
ョン

モ
デ

ル
を

開
発

し
た

。

Ⅲ
:

褐
炭

ガ
ス

化
技

術
の

開
発

〇
•

H
y 

to
uc

h神
戸

か
ら

液
化

水
素

を
神

戸
C
G

Sへ
コ

ン
テ

ナ
に

て
輸

送
し

、
約

3時
間

の
10

0%
水

素
発

電
実

証
を

問
題

無
く実

施
し

た
。

Ⅳ
:

液
化

水
素

利
活

用
技

術
の

開
発

●
研

究
成

果
ま

とめ

4
-1
-2

「水
素
社
会
構
築
技
術
開
発
事
業
／
大
規
模
水
素
エ
ネ
ル
ギ
ー
利
用
技
術
開
発

／
未
利
用
褐
炭
由
来
水
素
大
規
模
海
上
輸
送
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
構
築
実
証
事
業
」

●
実

用
化

・事
業

化
の

見
通

し

【実
施

項
目

Ⅰ
及

び
Ⅱ

】
IG

C
コ

ー
ド

改
正

を
目

指
し

た
更

な
る

航
行

・荷
役

試
験

を
実

施
し

、
各

種
デ

ー
タ

の
取

得
を

継
続

し
て

実
施

す
る

。
【実

施
項

目
Ⅲ

及
び

Ⅳ
】

特
に

な
い

液
化

水
素

運
搬

船
及

び
液

化
水

素
荷

役
タ

ー
ミナ

ル
に

対
す

る
規

格
・基

準
類

の
整

備
に

取
り組

む
。
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●
成

果
ｻﾏ

ﾘ（
実

施
期

間
:

２
０

１
９

年
７

月
～

２
０

２
３

年
３

月
）

・商
用

5万
m

3ク
ラ

ス
の

大
型

貯
蔵

容
器

で
断

熱
性

能
0.

26
%

/日
を

達
成

す
る

断
熱

構
造

を
確

立
し

た
。

・蒸
発

率
が

0.
4%

/日
とな

る
4万

m
3級

の
海

上
輸

送
用

液
化

水
素

タ
ン

ク
の

基
本

構
造

、
設

計
技

術
な

どを
確

立
し

た
。

助
成

先
:

川
崎

重
工

業
株

式
会

社

●
背

景
/
研

究
内

容
･目

的
●

こ
れ

ま
で

の
実

施
内

容
／

研
究

成
果

●
今

後
の

課
題

目
標

実
施

項
目

a)
 断

熱
構

造
の

確
立

b)
 材

料
適

用
可

能
性

の
目

途
づ

け
A
)大

型
貯

蔵
容

器

a)
断

熱
シ

ス
テ

ム
の

基
本

仕
様

の
確

定
b)

タ
ン

ク
基

本
構

造
決

定
、
強

度
/揺

動
評

価
c)

タ
ン

ク
構

造
材

料
選

定
／

デ
ー

タ
取

得
d)

配
管

との
接

続
方

法
選

定
／

強
度

評
価

e)
試

験
タ

ン
ク

製
作

に
よ

る
タ

ン
ク

及
び

断
熱

構
造

の
製

作
性

・施
工

性
確

認
/低

温
性

能
試

験
に

よ
る

設
計

デ
ー

タ
を

取
得

B
）

海
上

輸
送

用
大

型
液

化
水

素
タ

ン
ク

の
開

発

●
研

究
目

標

●
実

施
体

制
及

び
分

担
等

N
E
D
O

K
H
I

受
賞

等
外

部
発

表
論

文
発

表
特

許
出

願

0
1
8

1
6
8

●
研

究
成

果
ま

とめ

4
-1
-3
「水
素
社
会
構
築
技
術
開
発
事
業
／
大
規
模
水
素
エ
ネ
ル
ギ
ー
利
用
技
術
開
発
／
液
化
水
素
の

輸
送
貯
蔵
機
器
大
型
化
お
よ
び
受
入
基
地
機
器
に
関
す
る
開
発
」
①
大
型
輸
送
・貯
蔵
容
器
の
開
発

●
実

用
化

・事
業

化
の

見
通

し

＜
背

景
＞

大
量

の
水

素
を

国
際

輸
送

し
、
エ

ネ
ル

ギ
ー

利
用

す
る

た
め

に
重

要
な

機
器

とな
る

、
液

化
水

素
の

大
型

貯
蔵

容
器

お
よ

び
海

上
輸

送
用

大
型

液
化

水
素

タ
ン

ク
の

開
発

を
実

施
し

て
い

る
。

＜
研

究
内

容
・目

的
＞

貯
蔵

容
器

と海
上

輸
送

用
液

化
水

素
タ

ン
ク

の
大

型
化

に
向

け
た

構
造

、
材

料
、
断

熱
性

能
に

関
わ

る
各

種
特

性
デ

ー
タ

を
取

得
し

、
目

標
断

熱
性

能
を

満
足

す
る

基
本

構
造

を
確

立
す

る
。

A
)大

型
貯

蔵
容

器
a)

断
熱

性
能

を
評

価
し

、
断

熱
構

造
を

選
定

済
み

b)
構

造
材

料
の

極
低

温
、
水

素
ガ

ス
雰

囲
気

で
の

材
料

特
性

デ
ー

タ
を

取
得

済
み

本
開

発
で

得
ら

れ
た

設
計

技
術

を
も

と
に

、
商

用
規

模
の

実
証

を
行

い
、

性
能

を
検

証
す

る
こ

と
に

よ
り

、
事

業
化

に
結

び
付

け
る

。

B
)海

上
輸

送
用

大
型

液
化

水
素

タ
ン

ク
の

開
発

a)
断

熱
方

式
／

構
造

を
選

定
し

、
基

本
仕

様
選

定
b)

タ
ン

ク
構

造
の

基
本

構
造

／
支

持
構

造
を

選
定

し
、
強

度
評

価
を

完
了

c)
タ

ン
ク

材
料

を
選

定
し

、
材

料
特

性
デ

ー
タ

取
得

済
み

d)
配

管
との

接
続

方
法

を
選

定
し

、
強

度
特

性
デ

ー
タ

取
得

済
み

e)
試

験
タ

ン
ク

製
作

に
よ

る
タ

ン
ク

及
び

断
熱

構
造

の
製

作
性

・施
工

性
を

確
認

。
低

温
性

能
試

験
を

実
施

し
設

計
デ

ー
タ

を
取

得
済

み

な
し

自
己

評
価

成
果

内
容

実
施

項
目

○
a)

 断
熱

構
造

の
確

立
A
)大

型
貯

蔵
容

器
○

b)
 材

料
適

用
可

能
性

の
目

途
づ

け

○
a)

断
熱

シ
ス

テ
ム

の
基

本
仕

様
の

確
定

B
)海

上
輸

送
用

大
型

液
化

水
素

タ
ン

ク

○
b)

タ
ン

ク
基

本
構

造
決

定
、
強

度
/揺

動
評

価

○
c)

タ
ン

ク
構

造
材

料
選

定
／

デ
ー

タ
取

得

○
d)

配
管

と
の

接
続

方
法

選
定

／
強

度
評

価

○
e)

試
験

タ
ン

ク
製

作
に

よ
る

タ
ン

ク
及

び
断

熱
構

造
の

製
作

性
・

施
工

性
確

認
/低

温
性

能
試

験
に

よ
る

設
計

デ
ー

タ
を

取
得
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●
成

果
ｻﾏ

ﾘ（
実

施
期

間
:

２
０

１
９

年
７

月
～

２
０

２
３

年
３

月
・大

口
径

緊
急

離
脱

機
構

の
開

発
:

切
離

時
の

外
部

流
出

量
は

目
標

値
を

達
成

し
た

。
試

作
機

の
試

験
で

課
題

は
残

った
が

、
今

後
の

製
品

開
発

に
大

き
な

成
果

を
得

た
。

・大
口

径
船

陸
継

手
の

開
発

:
重

量
に

つ
い

て
は

目
標

値
を

達
成

し
、
試

作
機

の
試

験
に

も
合

格
し

製
品

化
の

目
途

が
立

った
。

助
成

先
:

TB
グ

ロ
ー

バ
ル

テ
ク

ノ
ロ

ジ
ー

ズ
株

式
会

社

●
背

景
/
研

究
内

容
･目

的

大
量

の
水

素
を

国
際

輸
送

し
、
エ

ネ
ル

ギ
ー

利
用

す
る

た
め

に
重

要
な

機
器

と
な

る
液

化
水

素
用

ロ
ー

デ
ィン

グ
ア

ー
ム

が
実

用
化

さ
れ

て
い

な
い

た
め

、
商

用
ロ

ー
デ

ィン
グ

ア
ー

ム
の

開
発

に
目

途
を

つ
け

る
。

●
こ

れ
ま

で
の

実
施

内
容

／
研

究
成

果

●
今

後
の

課
題

①
大

口
径

緊
急

離
脱

機
構

:
ク

ラ
ン

プ
能

力
向

上
（

対
策

実
施

の
上

で
切

離
し

性
能

とシ
ー

ル
性

能
は

検
証

が
必

要
）

②
大

口
径

船
陸

継
手

:
製

品
化

に
向

け
た

機
能

向
上

(プ
ロ

テ
ク

タ
ー

設
置

,ス
ト

レ
ー

ナ
ー

取
付

)

目
標

実
施

項
目

理
論

外
部

流
出

量
が

12
5ℓ

以
下

の
緊

急
離

脱
機

構
の

開
発

に
お

け
る

試
作

機
の

製
作

、
並

び
に

所
定

の
試

験
合

格

①
大

口
径

緊
急

離
脱

機
構

重
量

が
１

to
n以

下
で

操
作

容
易

な
船

陸
継

手
の

開
発

に
お

け
る

試
作

機
の

製
作

、
並

び
に

所
定

の
試

験
合

格

②
大

口
径

船
陸

継
手

●
研

究
目

標

●
実

施
体

制
及

び
分

担
等

N
ED

O
T
B
G

 (
実

施
項

目
①

.②
)

K
H

I 
(実

施
項

目
①

.②
)

JA
X

A
(実

施
項

目
①

.②
)

受
賞

等
外

部
発

表
論

文
発

表
特

許
出

願

0
0

0
2

自
己

評
価

成
果

内
容

実
施

項
目

△

理
論

外
部

流
出

量
は

目
標

値
以

下
の

5ℓ
程

度
と
な

った
。
試

作
機

を
製

作
し

て
テ

ス
ト

し
た

が
、
低

温
強

度
試

験
で

リー
ク

が
あ

った
為

改
善

が
必

要
と
な

り今
後

検
討

す
る

。
低

温
切

離
し

試
験

で
は

、
正

常
な

切
離

し
が

行
わ

れ
切

離
し

性
能

が
確

認
さ

れ
た

。
製

品
化

に
向

け
て

は
課

題
が

残
っ
た

が
、
今

回
の

試
験

を
通

じ
て

技
術

的
価

値
の

高
い

内
容

が
得

ら
れ

、
今

後
の

製
品

開
発

に
大

き
な

成
果

とな
った

。

①
大

口
径

緊
急

離
脱

機
構

〇

重
量

は
目

標
値

の
1t

on
以

下
に

対
し

、
50

0K
g程

度
に

な
り
目

標
を

達
成

し
た

。
試

作
機

を
製

作
し

て
テ

ス
ト

を
行

い
合

格
し

製
品

化
へ

の
目

途
が

つ
い

た
。

②
大

口
径

船
陸

継
手

●
研

究
成

果
ま

とめ

4
-1
-3
「水
素
社
会
構
築
技
術
開
発
事
業
／
大
規
模
水
素
エ
ネ
ル
ギ
ー
利
用
技
術
開
発
／
液
化
水
素
の

輸
送
用
貯
蔵
機
器
大
型
化
お
よ
び
受
入
基
地
機
器
に
関
す
る
開
発
」②
商
用
ロ
ー
デ
ィ
ン
グ
ア
ー
ム
の
開
発

●
実

用
化

・事
業

化
の

見
通

し
本

開
発

に
よ

り、
大

型
液

化
水

素
用

ロ
ー

デ
ィン

グ
ア

ー
ム

の
コ

ア
パ

ー
ツ

の
製

品
化

の
目

途
が

立
ち

、
大

型
液

化
水

素
用

ロ
ー

デ
ィン

グ
ア

ー
ム

の
製

品
化

が
促

進
さ

れ
た

。

①
大

口
径

緊
急

離
脱

機
構

・切
離

時
の

外
部

流
出

量
は

、
ア

ー
ム

側
弁

体
と船

側
弁

体
が

切
離

前
に

C
LO

S
Eす

る
構

造
に

し
た

為
、
5ℓ

とな
り目

標
値

を
達

成
し

た
。

・低
温

切
離

試
験

で
は

、
切

離
は

設
計

時
間

内
に

正
常

に
動

作
し

て
、
切

離
性

能
が

確
認

さ
れ

た
。

・低
温

強
度

試
験

に
お

い
て

、
切

離
面

か
ら

リー
ク

が
発

生
し

、
今

後
改

造
を

検
討

す
る

。

②
大

口
径

船
陸

継
手

・重
量

は
50

0K
g以

下
とな

り、
目

標
を

達
成

し
た

。
・試

作
機

を
製

作
し

て
試

験
を

実
施

し
た

。
・低

温
強

度
テ

ス
ト

に
お

い
て

、
1次

シ
ー

ル
及

び
2次

シ
ー

ル
か

ら
の

リー
ク

は
な

く、
合

格
し

た
。
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●
成

果
ｻﾏ

ﾘ（
実

施
期

間
:

２
０

１
９

年
７

月
～

２
０

２
３

年
３

月
）

・液
空

生
成

に
対

し
安

全
性

を
確

保
す

る
構

造
の

開
発

に
お

い
て

、
試

作
機

の
実

ガ
ス

運
転

に
て

圧
縮

機
外

表
面

に
液

空
発

生
は

な
く、

伝
熱

解
析

結
果

以
上

の
表

面
温

度
で

あ
る

こ
とを

確
認

し
た

。
・シ

ー
ル

ガ
ス

の
液

化
を

防
ぐ軸

シ
ー

ル
構

造
お

よ
び

摺
動

部
材

の
開

発
に

お
い

て
、
試

作
機

の
実

ガ
ス

運
転

に
て

シ
ー

ル
ガ

ス
の

液
化

が
な

い
こ

とを
確

認
し

、
ま

た
、
商

用
の

摺
動

部
材

の
目

途
を

付
け

た
。

・商
用

機
の

設
計

技
術

お
よ

び
性

能
評

価
技

術
の

開
発

に
お

い
て

、
吸

入
ガ

ス
温

度
を

パ
ラ

メ
ー

タ
とし

て
有

効
デ

ー
タ

を
取

得
、
1D

 C
A
Eに

フ
ィー

ド
バ

ック
し

、
精

度
あ

る
性

能
予

測
技

術
を

確
立

し
た

。

助
成

先
:

株
式

会
社

IH
I回

転
機

械
エ

ン
ジ

ニ
ア

リン
グ

●
背

景
/研

究
内

容
･目

的
●

こ
れ

ま
で

の
実

施
内

容
／

研
究

成
果

●
今

後
の

課
題

目
標

実
施

項
目

低
温

水
素

ガ
ス

を
吸

入
し

て
も

、
外

表
面

に
て

液
空

を
発

生
さ

せ
な

い
真

空
容

器
構

造
、
熱

変
位

を
吸

収
す

る
サ

ポ
ー

ト
構

造
を

確
立

す
る

a）
液

空
生

成
に

対
し

安
全

性
を

確
保

す
る

構
造

の
開

発

窒
素

シ
ー

ル
ガ

ス
を

中
間

筒
内

、
ロ

ッド
表

面
で

液
化

さ
せ

な
い

軸
シ

ー
ル

構
造

を
確

立
し

、
商

用
の

摺
動

部
材

の
目

途
を

付
け

る

b）
シ

ー
ル

ガ
ス

の
液

化
を

防
ぐ軸

シ
ー

ル
構

造
お

よ
び

摺
動

部
材

の
開

発

低
温

水
素

ガ
ス

温
度

域
に

て
有

効
デ

ー
タ

を
取

得
し

、
1D

 C
A
Eを

用
い

た
商

用
機

の
吐

出
温

度
・性

能
予

測
技

術
を

確
立

す
る

c）
商

用
機

の
設

計
技

術
お

よ
び

性
能

評
価

技
術

の
開

発

●
研

究
目

標

●
実

施
体

制
及

び
分

担
等

N
ED

O
IR

M
(実

施
項

目
a,

b）

JA
X
A

(実
施

項
目

c)

IH
I(

実
施

項
目

c)

受
賞

等
外

部
発

表
論

文
発

表
特

許
出

願

0
0

0
0

自
己

評
価

成
果

内
容

実
施

項
目

〇
・低

温
水

素
ガ

ス
を

用
い

た
試

作
機

の
実

ガ
ス

試
験

に
て

圧
縮

機
外

表
面

に
液

空
が

発
生

す
る

こ
とな

く、
振

動
は

10
μm

程
度

で
損

傷
な

い
こ

とを
確

認
し

た
a）

〇
・試

作
機

の
実

ガ
ス

試
験

に
て

中
間

筒
内

に
液

化
が

な
い

こ
と、

各
摺

動
部

材
の

異
常

摩
耗

が
な

い
こ

とを
確

認
し

、
商

用
の

摺
動

部
材

の
目

途
を

付
け

た
b）

〇

試
作

機
の

実
ガ

ス
運

転
に

て
各

吸
入

ガ
ス

温
度

に
お

け
る

流
量

と吐
出

温
度

の
有

効
デ

ー
タ

を
取

得
、
1D

 
C
A

Eに
フ

ィー
ド

バ
ック

し
、
精

度
あ

る
解

析
手

法
を

確
立

し
た

c）

●
研

究
成

果
ま

とめ

4
-1
-3
「水
素
社
会
構
築
技
術
開
発
事
業
／
大
規
模
水
素
エ
ネ
ル
ギ
ー
利
用
技
術
開
発
／
液
化
水
素
の

輸
送
貯
蔵
機
器
大
型
化
お
よ
び
受
入
基
地
機
器
に
関
す
る
開
発
」
③
低
温
水
素
ガ
ス
圧
縮
機
の
開
発

●
実

用
化

・事
業

化
の

見
通

し

◎
背

景
LN

G
基

地
に

お
い

て
貯

蔵
タ

ン
ク

か
ら

の
発

生
ガ

ス
を

圧
縮

し
て

発
電

設
備

に
供

給
す

る
場

合
、
大

容
量

・高
圧

で
負

荷
変

動
に

対
応

で
き

る
往

復
動

式
圧

縮
機

が
主

に
適

用
さ

れ
て

い
る

が
、
現

状
は

液
化

水
素

の
蒸

発
ガ

ス
温

度
に

対
応

で
き

る
当

該
形

式
の

圧
縮

機
は

存
在

し
な

い
。

◎
研

究
内

容
・目

的
本

事
業

で
は

、
LN

G
用

B
O

G
圧

縮
機

と同
程

度
の

安
全

性
、
耐

久
性

、
信

頼
性

を
有

す
る

大
容

量
・高

圧
の

低
温

水
素

ガ
ス

圧
縮

機
の

開
発

・実
用

化
の

た
め

に
必

要
とな

る
要

素
技

術
、
運

用
技

術
の

開
発

を
行

い
試

作
機

の
実

ガ
ス

運
転

に
て

実
証

試
験

を
実

施
す

る
。

共
同

研
究

共
同

研
究

20
20

年
代

半
ば

か
ら

の
液

化
水

素
サ

プ
ラ

イ
チ

ェー
ン

の
商

用
実

証
化

、
20

30
年

頃
の

商
用

化
に

合
わ

せ
、
国

内
外

問
わ

ず
、
低

温
水

素
ガ

ス
圧

縮
機

を
実

用
化

・事
業

化
し

て
い

く見
通

し
。

a)
 液

空
生

成
に

対
し

安
全

性
を

確
保

す
る

構
造

の
開

発
•

ガ
ス

入
口

部
に

は
バ

イ
ヨネ

ット
接

手
を

採
用

し
、
ガ

ス
シ

ー
ル

性
も

改
良

し
た

形
状

に
よ

る
伝

熱
解

析
に

て
真

空
容

器
表

面
が

液
空

温
度

(-
18

3℃
)以

上
で

あ
る

こ
とを

確
認

し
た

。
•

熱
応

力
解

析
お

よ
び

振
動

解
析

に
て

サ
ポ

ー
ト

や
容

器
の

各
部

の
応

力
が

各
部

材
の

疲
労

限
以

下
で

あ
る

こ
とを

確
認

。
•

試
作

機
の

実
ガ

ス
運

転
に

て
、
上

記
解

析
の

妥
当

性
お

よ
び

圧
縮

機
の

健
全

性
を

実
証

し
た

。
b)

 シ
ー

ル
ガ

ス
の

液
化

を
防

ぐ軸
シ

ー
ル

構
造

お
よ

び
摺

動
部

材
の

開
発

•
中

間
筒

・断
熱

材
の

追
加

に
よ

り、
窒

素
ガ

ス
に

て
軸

シ
ー

ル
構

造
が

成
立

す
る

こ
とを

伝
熱

解
析

に
て

確
認

し
た

。
•

低
温

水
素

ガ
ス

雰
囲

気
で

摺
動

部
材

の
摩

耗
試

験
を

実
施

し
、
候

補
材

料
を

選
定

し
、
構

造
・構

成
を

決
定

し
た

。
•

試
作

機
の

実
ガ

ス
運

転
に

て
、
上

記
解

析
の

妥
当

性
を

実
証

し
、
ま

た
、
商

用
の

摺
動

部
材

の
目

途
を

付
け

た
。

c)
商

用
機

の
設

計
技

術
お

よ
び

性
能

評
価

技
術

の
開

発
•

試
験

目
的

に
見

合
った

低
温

水
素

ガ
ス

供
給

設
備

を
構

築
、
流

量
計

型
式

変
更

に
よ

り計
測

精
度

を
向

上
し

た
。

•
LN

G
モ

デ
ル

で
の

改
良

と真
空

容
器

の
断

熱
効

果
を

反
映

し
た

上
で

、
試

作
機

の
1D

 C
A
Eモ

デ
ル

を
構

築
し

た
。

•
20

22
FY

に
シ

リン
ダ

を
早

期
に

冷
却

す
る

改
善

策
と内

部
漏

れ
低

減
の

改
良

を
実

施
し

た
上

で
、
各

吸
入

ガ
ス

温
度

に
お

け
る

流
量

と吐
出

温
度

の
有

効
デ

ー
タ

を
取

得
、
1D

 C
A
Eに

フ
ィー

ド
バ

ック
し

、
精

度
あ

る
解

析
手

法
を

確
立

し
た

。

・商
用

大
型

化
に

伴
う
高

荷
重

化
に

対
す

る
解

析
に

よ
る

健
全

性
確

認
・組

立
性

・メ
ン

テ
ナ

ン
ス

性
向

上
を

図
る

真
空

容
器

構
造

の
改

良
・商

用
化

実
証

に
お

け
る

摺
動

部
材

の
⾧

時
間

運
転

に
よ

る
寿

命
の

確
認

・大
型

商
用

機
の

性
能

予
測

と運
転

デ
ー

タ
蓄

積
に

よ
る

性
能

予
測

精
度

の
更

な
る

向
上
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●
成

果
ｻﾏ

ﾘ（
実

施
期

間
:

２
０

１
９

年
度

～
２

０
２

２
年

度
終

了
）

・液
化

水
素

昇
圧

ポ
ン

プ
用

軸
ス

ラ
ス

ト
バ

ラ
ン

ス
機

構
の

設
計

を
実

施
し

、
実

液
試

験
に

て
機

能
す

る
こ

とを
確

認
。

・材
料

試
験

に
て

選
定

し
た

液
化

水
素

昇
圧

ポ
ン

プ
用

材
料

を
用

い
た

ポ
ン

プ
の

構
造

健
全

性
を

確
認

。
・小

型
試

作
機

を
用

い
た

液
化

水
素

運
転

試
験

に
よ

りポ
ン

プ
性

能
/機

能
の

評
価

・分
析

が
完

了
。

・上
記

よ
り、

液
化

水
素

昇
圧

ポ
ン

プ
の

設
計

技
術

を
確

立
。

助
成

先
:

株
式

会
社

荏
原

製
作

所

●
背

景
/研

究
内

容
･目

的
＜

背
景

＞
水

素
発

電
設

備
の

一
つ

とし
て

、
発

電
設

備
に

液
化

水
素

を
昇

圧
し

て
供

給
す

る
、
大

容
量

液
化

水
素

昇
圧

ポ
ン

プ
の

開
発

が
必

要
で

あ
る

。
＜

研
究

内
容

・目
的

＞
大

容
量

高
圧

ポ
ン

プ
(商

用
機

)を
実

現
す

る
た

め
、
軸

ス
ラ

ス
ト

バ
ラ

ン
ス

機
構

や
ポ

ン
プ

材
料

選
定

とい
った

要
素

技
術

開
発

と試
作

機
の

設
計

/製
作

、
液

化
水

素
運

転
試

験
で

の
評

価
・分

析
よ

り液
化

水
素

昇
圧

ポ
ン

プ
の

設
計

技
術

を
確

立
す

る
。

●
こ

れ
ま

で
の

実
施

内
容

／
研

究
成

果
a)

軸
ス

ラ
ス

ト
バ

ラ
ン

ス
機

構
の

検
討

液
化

水
素

ポ
ン

プ
用

新
型

基
本

構
造

を
設

計
し

、
商

用
機

お
よ

び
小

型
試

作
機

の
仕

様
に

お
い

て
、

計
算

上
、
軸

ス
ラ

ス
ト

が
バ

ラ
ン

ス
す

る
こ

とを
確

認
し

た
。

b)
ポ

ン
プ

材
料

の
選

定
材

料
試

験
に

よ
り材

料
特

性
を

評
価

、
ポ

ン
プ

材
料

を
選

定
し

た
。

c)
ポ

ン
プ

性
能

/機
能

の
評

価
・分

析
・上

記
の

バ
ラ

ン
ス

機
構

、
材

料
を

反
映

し
た

小
型

試
作

機
を

製
作

。
・小

型
試

作
機

の
小

型
試

作
機

を
用

い
た

液
化

水
素

運
転

試
験

を
行

い
、
ポ

ン
プ

の
性

能
/機

能
を

評
価

。
⇒

所
定

の
性

能
（

揚
程

、
動

力
等

）
、
機

能
(バ

ラ
ン

ス
機

構
、

材
料

健
全

性
）

を
満

足
す

る
こ

とを
確

認
し

た
。

・上
記

結
果

よ
り液

化
水

素
昇

圧
ポ

ン
プ

の
設

計
技

術
を

確
立

し
た

。

目
標

実
施

項
目

軸
ス

ラ
ス

ト
バ

ラ
ン

ス
機

構
の

確
立

軸
ス

ラ
ス

ト
バ

ラ
ン

ス
機

構
の

検
討

ポ
ン

プ
材

料
の

確
立

ポ
ン

プ
材

料
の

選
定

液
化

水
素

昇
圧

ポ
ン

プ
設

計
技

術
の

確
立

ポ
ン

プ
性

能
/機

能
の

評
価

・分
析

●
研

究
目

標

●
実

施
体

制
及

び
分

担
等

N
ED

O
荏

原
製

作
所

JA
X
A

受
賞

等
外

部
発

表
論

文
発

表
特

許
出

願

0
12

0
2

自
己

評
価

成
果

内
容

実
施

項
目

〇
軸

ス
ラ

ス
ト

バ
ラ

ン
ス

機
構

が
機

能
す

る
こ

とを
計

算
及

び
試

験
で

確
認

軸
ス

ラ
ス

ト
バ

ラ
ン

ス
機

構
の

検
討

〇
ポ

ン
プ

材
料

及
び

構
造

設
計

の
健

全
性

を
試

験
で

確
認

ポ
ン

プ
材

料
の

選
定

〇

小
型

試
作

機
に

よ
る

液
化

水
素

を
用

い
た

運
転

試
験

を
行

い
、

設
計

の
妥

当
性

を
確

認
し

、
設

計
技

術
を

確
立

ポ
ン

プ
性

能
/機

能
の

評
価

・分
析

●
研

究
成

果
ま

とめ

4
-1
-3
「水
素
社
会
構
築
技
術
開
発
事
業
／
大
規
模
水
素
エ
ネ
ル
ギ
ー
利
用
技
術
開
発
／
液
化
水
素
の

輸
送
貯
蔵
機
器
大
型
化
お
よ
び
受
入
基
地
機
器
に
関
す
る
開
発
」
④
液
化
水
素
昇
圧
ポ
ン
プ
の
開
発

●
実

用
化

・事
業

化
の

見
通

し
20

30
年

頃
の

水
素

発
電

商
用

チ
ェー

ン
の

完
成

に
向

け
て

、
水

素
発

電
用

ポ
ン

プ
の

具
体

的
仕

様
検

討
と設

計
を

行
って

い
く。

共
同

研
究

液
化

水
素

試
験

設
備

の
設

計
/製

作
お

よ
び

運
転

試
験

の
実

施

◎
大

い
に

上
回

って
達

成
、
○

達
成

、
△

一
部

未
達

、
☓

未
達

●
今

後
の

課
題

・商
用

実
証

水
素

発
電

向
け

ポ
ン

プ
の

設
計

/製
作

及
び

実
証

運
転

・商
用

水
素

発
電

向
け

ポ
ン

プ
の

具
体

的
仕

様
検

討
及

び
設

計
。
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20
30
年
頃
の
水
素
発
電
の
商
用
化
に
向
け
た
、
安
定
的
か
つ
大
量

な
水
素
供
給
体
制
の
構
築
に
資
す
る
、
大
型
液
化
水
素
貯
槽
の
建

設
に
必
要
とな
る
要
素
技
術
の
開
発
を
行
う
。

本
事
業
着
手
以
前
は
、
平
底
円
筒
竪
形
の
大
型
貯
槽
の
真
空
断

熱
構
造
を
東
京
工
業
大
学
と
開
発
し
た
。
実
機
建
設
に
向
け
た
さ
ら

な
る
課
題
とし
て
、
「Ⅰ
:
真
空
排
気
シ
ス
テ
ム
の
確
立
」、
「Ⅱ
:
内

槽
底
部
へ
の
入
熱
量
算
定
手
法
の
確
立
」及
び
「Ⅲ
:
S
U
S
31
6L

の
溶
接
材
料
を
使
用
し
た
溶
接
施
工
法
の
確
立
」が
あ
る
た
め
、
本

事
業
に
お
い
て
こ
れ
ら
を
解
決
す
る
。

●
成
果
ｻﾏ
ﾘ（
実
施
期
間
:
２
０
１
９
年
７
月
～
２
０
２
３
年
３
月
終
了
）

・大
型
貯
槽
に
適
用
可
能
な
真
空
排
気
シ
ス
テ
ム
を
考
案
す
る
とと
も
に
、
実
験
に
よ
り所
要
真
空
度
に
到
達
す
る
こ
とを
実
証
し
た
。

・実
測
値
と解
析
値
とを
比
較
・分
析
す
る
こ
とに
よ
り、
底
部
断
熱
構
造
の
精
度
良
い
伝
熱
解
析
手
法
を
確
立
し
た
。

・破
壊
靭
性
、
水
素
脆
化
、
繰
り返
し
荷
重
に
関
す
る
試
験
を
行
い
、
当
社
が
設
計
す
る
SU
S3
16
Lの
溶
接
継
手
が
十
分
安
全
で
あ
る
こ
とを
確
認
し
た
。

助
成
先
:
ト
ー
ヨー
カ
ネ
ツ
株
式
会
社

●
背
景
/研
究
内
容
･目
的

●
こ
れ
ま
で
の
実
施
内
容
／
研
究
成
果

●
今
後
の
課
題

目
標

実
施
項
目

大
型
貯
槽
に
適
用
可
能
な
真
空
排
気
シ
ス
テ

ム
を
確
立
す
る
。

Ⅰ
:真
空
排
気
シ
ス
テ
ム

の
確
立

底
部
構
造
の
精
度
良
い
伝
熱
解
析
手
法
を

確
立
す
る
。

Ⅱ
:内
槽
底
部
へ
の
入
熱

量
算
定
手
法
の
確
立

液
化
水
素
貯
槽
の
使
用
環
境
下
で
も
安
全

な
SU
S
31
6L
の
継
手
とな
る
溶
接
施
工
法

を
確
立
す
る
。

Ⅲ
:S
U
S
31
6L
の
溶
接

材
料
を
使
用
し
た
溶
接

施
工
法
の
確
立

●
研
究
目
標

●
実
施
体
制
及
び
分
担
等

N
ED
O

ト
ー
ヨー
カ
ネ
ツ
株
式
会
社

北
海
道
大
学

実
施
項
目
Ⅰ
の

一
部
を
委
託

新
聞
・雑
誌
へ
の
掲
載

学
会
発
表
・講
演

論
文
発
表

特
許
出
願

1
1

1
1

自
己
評
価

成
果
内
容

実
施
項
目

〇
大
型
貯
槽
に
適
用
可
能
な
真
空
排
気
シ
ス
テ
ム
を
考
案

す
る
とと
も
に
、
実
験
に
よ
り所
要
真
空
度
に
到
達
す
る
こ

とを
実
証
し
た
。

Ⅰ

〇
実
測
値
と解
析
値
とを
比
較
・分
析
す
る
こ
とに
よ
り、
底

部
構
造
の
精
度
良
い
伝
熱
解
析
手
法
を
確
立
し
た
。

Ⅱ

〇
破
壊
靭
性
、
水
素
脆
化
、
繰
り返
し
荷
重
に
関
す
る
試
験

を
行
い
、
当
社
が
設
計
す
る
S
U
S3
16
Lの
溶
接
継
手
が

十
分
安
全
で
あ
る
こ
とを
確
認
し
た
。

Ⅲ

●
研
究
成
果
ま
とめ

4
-1
-4
「水
素
社
会
構
築
技
術
開
発
事
業
／
大
規
模
水
素
エ
ネ
ル
ギ
ー
利
用
技
術
開
発

／
液
化
水
素
貯
槽
の
大
型
化
に
関
す
る
研
究
」

●
実
用
化
・事
業
化
の
見
通
し

・こ
れ
ま
で
に
確
立
し
た
要
素
技
術
を
シ

ス
テ
ム
化
し
た
ベ
ン
チ
ス
ケ
ー
ル
タ
ン
ク
に

よ
り、
性
能
確
認
の
た
め
の
実
証
実
験

を
行
い
、
将
来
の
実
機
建
設
に
向
け
た

技
術
的
実
証
と技
術
課
題
の
抽
出
を

行
う
。

・2
03
0年
頃
か
ら
の
水
素
発
電
の

本
格
的
な
導
入
が
実
現
す
れ
ば
、
サ

プ
ラ
イ
チ
ェー
ン
構
築
に
必
須
の
製
品

で
あ
る
こ
とか
ら
、
事
業
拡
大
が
期
待

で
き
る
。

Ⅰ
:真
空
排
気
シ
ス
テ
ム
の
確
立

①
大
型
液
化
水
素
貯
槽
に
適
用
可
能
な
真
空
排
気
方
法
とし
て
、
ま
ず
、
第
１
段
階
とし
て
真
空
ポ
ン
プ
で
所
要
の
真
空
度
に
な
る
ま
で
排

気
し
た
後
、
第
２
段
階
の
液
化
窒
素
等
、
第
３
段
階
の
液
化
水
素
に
よ
る
内
槽
の
冷
却
過
程
に
お
い
て
、
ポ
ン
プ
に
よ
る
排
気
を
継
続
し
な
が

ら
、
内
槽
外
側
の
冷
却
面
に
ガ
ス
を
固
体
化
さ
せ
る
こ
とで
、
断
熱
層
内
の
ガ
ス
量
を
減
少
さ
せ
て
、
所
要
の
真
空
度
を
達
成
す
る
手
法
を
開
発

し
た
。

②
第
１
段
階
の
真
空
ポ
ン
プ
に
よ
る
効
率
的
な
排
気
を
実
現
す
る
た
め
に
は
、
底
部
断
熱
構
造
を
形
成
す
る
ブ
ロ
ック
（
以
下
、
真
空
断
熱
ブ

ロ
ック
）
側
面
に
排
気
用
孔
を
設
け
る
必
要
が
あ
り、
そ
の
必
要
孔
径
を
決
定
す
る
た
め
、
孔
径
に
応
じ
た
底
部
全
体
の
真
空
度
分
布
を
計
算

す
る
シ
ミュ
レ
ー
シ
ョン
ソ
フ
ト
を
開
発
し
た
。
ま
た
、
実
物
大
の
1/
3ス
ケ
ー
ル
の
真
空
断
熱
ブ
ロ
ック
試
験
体
の
集
合
体
の
排
気
実
験
を
行
い
、

シ
ミュ
レ
ー
シ
ョン
ソ
フ
ト
が
実
際
の
真
空
度
分
布
を
計
算
で
き
て
い
る
こ
とを
確
認
し
た
。

③
第
２
、
第
３
段
階
の
内
槽
の
冷
却
過
程
に
よ
り、
所
要
の
真
空
度
に
な
る
こ
とを
確
認
す
る
た
め
、
実
物
大
の
真
空
断
熱
ブ
ロ
ック
の
試
験

体
を
用
い
た
冷
凍
真
空
装
置
を
製
作
し
、
冷
却
面
に
真
空
断
熱
ブ
ロ
ック
内
の
ガ
ス
を
固
体
化
さ
せ
る
こ
とで
、
ブ
ロ
ック
内
の
真
空
度
が
目
標

値
以
下
に
到
達
す
る
こ
とを
確
認
し
た
。

④
真
空
断
熱
ブ
ロ
ック
が
、
貯
蔵
さ
れ
る
液
化
水
素
の
重
量
荷
重
に
耐
え
ら
れ
る
強
度
を
有
す
る
こ
とを
確
認
す
る
た
め
、
実
物
大
真
空
断
熱
ブ

ロ
ック
試
験
体
を
複
数
作
製
し
、
鉛
直
方
向
の
強
度
確
認
試
験
を
行
い
、
十
分
な
強
度
を
有
す
る
こ
とを
確
認
し
た
。

Ⅱ
:内
槽
底
部
へ
の
入
熱
量
算
定
手
法
の
確
立

内
槽
底
部
へ
の
入
熱
量
を
算
定
す
る
熱
解
析
の
精
度
向
上
を
図
る
た
め
、
実
物
大
の
1/
3ス
ケ
ー
ル
の
真
空
断
熱
ブ
ロ
ック
試
験
体
の
集
合

体
の
断
熱
性
能
を
実
測
し
、
得
ら
れ
た
実
測
デ
ー
タ
と解
析
値
とを
比
較
分
析
し
、
モ
デ
ル
化
手
法
や
断
熱
材
の
熱
定
数
を
決
定
し
た
。

Ⅲ
:S
U
S
3
1
6
Lの
溶
接
材
料
を
使
用
し
た
溶
接
施
工
法
の
確
立

破
壊
靭
性
試
験
（
JⅠ
C
試
験
）
、
水
素
脆
化
度
の
確
認
試
験
（
S
S
R
T
試
験
）
、
疲
労
試
験
、
疲
労
き
裂
進
展
試
験
を
実
施
し
、
当

社
が
設
計
す
る
S
U
S
31
6L
溶
接
継
手
が
十
分
安
全
で
あ
る
こ
とを
確
認
し
た
。
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①
市

場
調

査
液

化
水

素
キ

ャ
リア

に
お

け
る

サ
プ

ラ
イ

チ
ェー

ン
構

築
の

大
規

模
実

証
を

進
め

る
事

業
者

との
協

議
に

よ
り、

受
入

基
地

や
運

搬
船

に
求

め
ら

れ
る

バ
ル

ブ
の

要
求

仕
様

や
使

用
・環

境
条

件
、
メ

ン
テ

ン
ス

方
法

・周
期

を
把

握
。
ま

た
、
関

連
法

規
の

適
用

範
囲

に
つ

い
て

、
高

圧
ガ

ス
保

安
協

会
殿

や
日

本
海

事
協

会
殿

に
ヒ
ア

リン
グ

を
実

施
し

た
。

②
原

理
開

発

解
析

に
必

要
な

低
温

物
性

デ
ー

タ
の

収
集

を
実

施
し

、
封

止
性

能
と耐

久
性

能
を

兼
ね

備
え

た
シ

ー
ル

構
造

を
設

計
検

討
し

、
解

析
を

実
施

し
た

。
外

部
か

ら
の

入
熱

を
極

力
少

な
くし

た
検

証
設

備
、
並

び
に

、
シ

ー
ル

性
能

を
重

点
的

に
評

価
可

能
な

原
理

試
作

品
(3

00
A

)を
製

作
し

、
JA

X
A

能
代

ロ
ケ

ット
実

験
場

に
て

LH
2実

液
試

験
を

実
施

。
試

験
デ

ー
タ

と解
析

デ
ー

タ
を

比
較

検
証

し
、
実

機
試

作
品

を
製

作
す

る
た

め
の

構
造

・解
析

手
法

を
確

立
し

た
。

③
実

機
開

発
「シ

ー
ル

性
能

」と
「真

空
断

熱
性

能
」が

評
価

可
能

な
実

機
試

作
品

(3
00

A
)を

製
作

し
、
JA

X
A

能
代

ロ
ケ

ット
実

験
場

に
て

LH
2実

液
試

験
を

実
施

。
30

0A
サ

イ
ズ

に
お

け
る

液
化

水
素

用
大

口
径

バ
タ

フ
ラ

イ
バ

ル
ブ

の
技

術
を

確
立

し
た

。
④

大
型

化
検

証
実

機
開

発
に

て
構

築
し

た
「シ

ー
ル

性
能

」と
「真

空
断

熱
性

能
」を

大
規

模
実

証
で

必
要

とさ
れ

る
最

大
サ

イ
ズ

に
展

開
し

、
大

型
試

作
品

(8
00

A
)を

製
作

。
JA

X
A
能

代
ロ

ケ
ット

実
験

場
に

て
LH

2実
液

試
験

を
実

施
し

た
。

シ
ー

ル
性

能
に

お
い

て
は

正
圧

(1
次

側
)は

目
標

値
を

達
成

、
逆

圧
(2

次
側

)は
改

良
の

余
地

を
残

し
た

。
真

空
断

熱
性

能
は

、
30

0A
と

同
様

に
メ

ン
テ

ナ
ン

ス
性

を
考

慮
し

た
構

造
で

目
標

値
を

達
成

し
た

。

●
成

果
ｻﾏ

ﾘ（
実

施
期

間
:

２
０

２
０

年
７

月
～

２
０

２
３

年
３

月
）

・液
化

水
素

用
大

口
径

バ
タ

フ
ラ

イ
バ

ル
ブ

の
実

機
試

作
品

を
2サ

イ
ズ

(3
00

A
, 

80
0A

)製
作

し
、
-2

53
℃

の
液

体
水

素
を

用
い

た
実

液
試

験
を

実
施

・シ
ー

ル
性

能
に

お
い

て
は

、
正

圧
(1

次
側

)は
目

標
値

を
達

成
、
逆

圧
(2

次
側

)は
80

0A
に

お
い

て
改

良
の

余
地

を
残

し
た

・真
空

断
熱

性
能

は
、
メ

ン
テ

ナ
ン

ス
性

を
考

慮
し

た
構

造
で

目
標

値
を

達
成

助
成

先
:

株
式

会
社

中
北

製
作

所

●
背

景
/
研

究
内

容
･目

的
●

こ
れ

ま
で

の
実

施
内

容
／

研
究

成
果

●
今

後
の

課
題

目
標

実
施

項
目

顧
客

ニ
ー

ズ
並

び
に

関
連

法
規

の
適

用
範

囲
を

把
握

し
、
原

理
設

計
・実

機
設

計
に

展
開

す
る

①
:

市
場

調
査

複
数

の
シ

ー
ル

構
造

に
よ

る
原

理
試

作
品

の
試

験
結

果
と解

析
値

か
ら

、
実

機
バ

ル
ブ

を
製

作
す

る
た

め
の

構
造

・解
析

手
法

を
確

立
す

る

②
:

原
理

開
発

バ
ル

ブ
実

機
に

お
け

る
実

液
試

験
に

て
各

目
標

値
を

達
成

し
、

30
0A

サ
イ

ズ
に

お
け

る
液

化
水

素
用

大
口

径
バ

タ
フ
ラ

イ
バ

ル
ブ

の
技

術
を

確
立

す
る

③
:

実
機

開
発

実
機

開
発

で
構

築
し

た
「シ

ー
ル

性
能

」と
「真

空
断

熱
性

能
」を

80
0A

サ
イ

ズ
に

展
開

し
、
実

液
試

験
で

の
目

標
値

を
達

成
す

る
④

:
大

型
化

検
証

●
研

究
目

標

●
実

施
体

制
及

び
分

担
等

N
ED

O
(株

)中
北

製
作

所
(実

施
項

目
①

②
③

④
)

(国
研

)宇
宙

航
空

研
究

開
発

機
構

(実
施

項
目

②
③

④
に

お
け

る
試

験
)

受
賞

等
外

部
発

表
論

文
発

表
特

許
出

願

0
3

0
2

自
己

評
価

成
果

内
容

実
施

項
目

〇
顧

客
ニ

ー
ズ

、
関

連
法

規
の

適
用

範
囲

を
把

握
。

①
:

市
場

調
査

〇
原

理
試

作
品

(3
00

A
)で

実
液

試
験

を
実

施
。

②
:

原
理

開
発

〇
実

機
試

作
品

(3
00

A
)で

実
液

試
験

を
実

施
。
シ

ー
ル

性
及

び
真

空
断

熱
性

を
確

認
。

③
:

実
機

開
発

△
大

型
試

作
品

(8
00

A
)で

実
液

試
験

を
実

施
。
シ

ー
ル

性
能

に
課

題
が

残
った

。
④

:
大

型
化

検
証

4
-1
-5

「水
素
社
会
構
築
技
術
開
発
事
業
／
大
規
模
水
素
エ
ネ
ル
ギ
ー
利
用
技
術
開
発
／

液
化
水
素
用
大
口
径
バ
タ
フ
ラ
イ
バ
ル
ブ
の
技
術
開
発
」

●
実

用
化

・事
業

化
の

見
通

し

◎
背

景
水

素
社

会
の

実
装

に
際

し
、
貯

蔵
・運

搬
な

どの
サ

プ
ラ

イ
チ

ェー
ン

の
構

築
及

び
、
各

種
機

器
の

ス
ケ

ー
ル

ア
ップ

が
必

須
で

あ
り、

今
後

の
受

入
基

地
や

運
搬

船
の

大
型

化
に

対
応

す
る

た
め

の
液

化
水

素
用

バ
ル

ブ
に

は
、
軽

量
・省

ス
ペ

ー
ス

・大
口

径
に

も
対

応
で

き
る

バ
タ

フ
ラ

イ
バ

ル
ブ

で
の

技
術

開
発

が
必

要
で

あ
る

。
◎

研
究

内
容

・目
的

-2
53

℃
の

液
体

水
素

を
封

止
す

る
た

め
の

「シ
ー

ル
性

能
」と

、
メ

ン
テ

ナ
ン

ス
性

を
考

慮
し

た
構

造
で

液
体

酸
素

の
生

成
を

防
止

す
る

「真
空

断
熱

性
能

」の
確

立
が

開
発

課
題

で
あ

る
。

こ
れ

ら
2点

の
開

発
課

題
を

達
成

す
る

こ
とで

、
極

低
温

の
液

体
水

素
を

大
容

量
且

つ
安

全
に

貯
蔵

・輸
送

す
る

こ
との

で
き

る
大

口
径

バ
タ

フ
ラ

イ
バ

ル
ブ

の
技

術
が

確
立

し
、
水

素
サ

プ
ラ

イ
チ

ェー
ン

構
築

に
不

可
欠

な
受

入
基

地
や

運
搬

船
の

貯
蔵

・運
搬

能
力

の
向

上
に

寄
与

す
る

こ
とが

可
能

とな
る

。

●
研

究
成

果
ま

とめ

-2
53

℃
の

液
体

水
素

を
封

止
す

る
シ

ー
ル

性
能

に
つ

い
て

は
、
正

圧
(1

次
側

)に
加

え
逆

圧
(2

次
側

)も
十

分
に

封
止

で
き

る
構

造
の

ブ
ラ

ッシ
ュ
ア

ップ
が

必
要

。

水
素

サ
プ

ラ
イ

チ
ェー

ン
構

築
に

は
タ

ン
ク

等
を

始
め

とし
た

各
種

輸
送

・貯
蔵

機
器

の
ス

ケ
ー

ル
ア

ップ
が

必
須

で
、
大

規
模

輸
送

・貯
蔵

に
対

応
可

能
な

液
化

水
素

用
大

口
径

バ
タ

フ
ラ

イ
バ

ル
ブ

の
ニ

ー
ズ

は
高

ま
って

い
る

。
本

事
業

で
構

築
し

た
技

術
を

他
口

径
の

バ
タ

フ
ラ

イ
バ

ル
ブ

に
展

開
す

る
こ

とで
、
20

25
年

以
降

の
大

容
量

貯
蔵

が
可

能
な

陸
上

受
入

基
地

や
運

搬
船

へ
の

供
給

が
可

能
な

ラ
イ

ン
ナ

ップ
拡

充
を

目
指

す
。

80



●
成
果
ｻﾏ
ﾘ（
実
施
期
間
:
２
０
２
０
年
度
～
２
０
２
２
年
度
）

・2
02
0年
度
は
試
作
バ
ル
ブ
製
作
に
む
け
て
、
構
造
、
加
工
方
法
を
検
討
お
よ
び
製
作
準
備
を
行
った
。

・2
02
1年
度
に
試
作
バ
ル
ブ
を
製
作
完
了
、
20
22
年
度
に
性
能
評
価
を
完
了
し
、
性
能
が
目
標
値
内
で
あ
る
こ
とを
確
認
し
た
。

助
成
先
:
株
式
会
社
サ
サ
ク
ラ

●
背
景
/
研
究
内
容
･目
的

●
こ
れ
ま
で
の
実
施
内
容
／
研
究
成
果

●
今
後
の
課
題

●
研
究
目
標

●
実
施
体
制
及
び
分
担
等

受
賞
等

外
部
発
表

論
文
発
表

特
許
出
願

0
0

0
2

●
研
究
成
果
ま
とめ

4
-1
-6

「水
素
社
会
構
築
技
術
開
発
事
業
／
大
規
模
水
素
エ
ネ
ル
ギ
ー
利
用
技
術
開
発
／

液
化
水
素
用
バ
タ
フ
ラ
イ
バ
ル
ブ
の
開
発
」 ●
実
用
化
・事
業
化
の
見
通
し

政
府
計
画
に
よ
る
20
50
年
度
に
総
エ
ネ
ル
ギ
ー
量
の
20
%
を
水
素
とす
る
水

素
社
会
実
現
に
向
け
て
、
現
在
様
々
な
分
野
で
技
術
開
発
が
進
ん
で
い
る
が

、
超
低
温
流
体
へ
の
対
応
とし
て
そ
の
大
半
は
LN
G
の
関
連
技
術
か
ら
発
展

さ
せ
る
も
の
が
多
い
。
ま
た
基
地
に
お
い
て
は
LN
G
同
様
に
受
入
や
タ
ン
ク
周
辺

の
パ
イ
プ
ラ
イ
ン
に
は
流
量
調
整
に
適
し
て
い
る
バ
ル
ブ
とし
て
バ
タ
フ
ラ
イ
バ
ル
ブ

が
不
可
欠
で
あ
る
が
、
現
在
の
とこ
ろ
水
素
用
の
バ
タ
フ
ラ
イ
バ
ル
ブ
の
技
術
開

発
は
確
立
し
て
い
な
い
。

•当
社
は
こ
れ
ま
で
(1
97
2年
以
降
)初
の
国
内
メ
ー
カ
ー
とし
て
約
50
箇
所

の
LN
G
基
地
に
高
い
シ
ー
ル
性
を
誇
る
バ
タ
フ
ラ
イ
バ
ル
ブ
を
5,
00
0台
以
上

納
入
し
て
き
た
。
ま
た
、
JA
X
A
殿
の
基
地
に
も
ロ
ケ
ット
燃
料
系
パ
イ
プ
ラ
イ
ン

に
水
素
用
の
バ
ル
ブ
も
納
め
て
お
り、
こ
の
技
術
を
発
展
さ
せ
て
液
化
水
素
用

途
で
使
用
で
き
る
バ
タ
フ
ラ
イ
バ
ル
ブ
を
開
発
し
て
水
素
社
会
確
立
の
た
め
に
イ

ン
フ
ラ
基
盤
を
支
え
る
役
割
を
担
う
こ
とを
目
的
とす
る
。

目
標

実
施
項
目

流
路
外
漏
洩
量
:
0c
c/
m
in

正
流
5c
c/
m
in
/i
nc
h

逆
流
10
cc
/m
in
/i
nc
h

①
バ
ル
ブ
大
型
化
に
よ
る
性
能
確
保

真
空
ジ
ャ
ケ
ット
の
大
型
化

②
液
化
水
素
とし
て
維
持
可
能
な
構
造

流
路
外
漏
洩
量
:
0c
c/
m
in

③
水
素
の
外
部
漏
れ
に
対
す
る
安
全

LN
G
仕
様
バ
ル
ブ
の

加
工
費
1.
2倍

④
使
用
材
料
に
よ
る
加
工
とコ
ス
ト

正
流
5c
c/
m
in
/i
nc
h

逆
流
10
cc
/m
in
/i
nc
h

(耐
久
試
験
:
開
閉
50
0回
)

⑤
液
化
水
素
条
件
下
に
お
け
る
性
能
確
保

N
ED
O

株
式
会
社
サ
サ
ク
ラ

JA
X
A

(共
同
研
究
)

自
己
評
価

成
果
内
容

実
施
項
目

〇
20
B
で
の
試
作
バ
ル
ブ
完
了

LN
2に
お
い
て
性
能
が
確
保
で
き
て
い

る
こ
とを
確
認

①
バ
ル
ブ
大
型
化
に
よ
る
性
能
確
保

〇
構
造
検
討
、
強
度
計
算
の
実
施

②
液
化
水
素
と
し
て
維
持
可
能
な
構
造

〇
グ
ラ
ン
ド
部
の
構
造
検
討

③
水
素
の
外
部
漏
れ
に
対
す
る
安
全

△
20
20
年
度
に
調
達

④
使
用
材
料
に
よ
る
加
工
とコ
ス
ト

〇
➀
の
試
作
バ
ル
ブ
に
よ
る
、
LH
2で
の

性
能
が
確
保
で
き
て
い
る
こ
とを
確
認

⑤
液
化
水
素
条
件
下
に
お
け
る
性
能
確
保

20
25
年
に
販
売
開
始
予
定

➀
バ
ル
ブ
大
型
化
に
よ
る
性
能
確
保

ま
ず
、
LN
G
用
途
弁
と同
様
に
試
作
バ
ル
ブ
を
浸
漬
法
（
LN
2）
で
漏
洩
確
認
を
行
い
、
漏
洩
量
が
目
標
内
で
あ
った
こ
とが
確
認
で

き
た
。
続
い
て
試
作
バ
ル
ブ
に
LN
2を
封
入
し
て
漏
洩
確
認
を
行
い
、
こ
れ
も
漏
洩
量
が
目
標
内
で
あ
った
こ
とが
確
認
で
き
た
。

こ
の
こ
とに
よ
り、
試
作
バ
ル
ブ
に
液
化
水
素
を
封
入
し
て
行
う
試
験
に
移
行
が
可
能
とな
った
。

②
液
化
水
素
とし
て
維
持
可
能
な
構
造

実
績
と同
様
の
構
造
で
、
ジ
ャ
ケ
ット
の
支
持
部
（
部
材
、
溶
接
）
の
強
度
に
問
題
が
な
い
か
確
認
を
行
った
。

③
水
素
の
外
部
漏
れ
に
対
す
る
安
全

“①
バ
ル
ブ
大
型
化
に
よ
る
性
能
確
保
”に
お
い
て
、
グ
ラ
ン
ド
部
か
ら
の
水
素
ガ
ス
の
漏
洩
確
認
を
高
感
度
可
燃
性
ガ
ス
検
知
器
を

用
い
て
確
認
を
行
った

④
使
用
材
料
に
よ
る
加
工
とコ
ス
ト

バ
ル
ブ
本
体
の
構
造
（
一
体
型
、
分
割
型
）
検
討
を
行
い
、
コ
ス
ト
調
査
を
行
った
。
LN
G
用
途
弁
を
基
準
とし
て
約
1.
8倍
の
コ
ス
ト

が
か
か
った
。

特
に
バ
ル
ブ
本
体
は
鍛
造
材
の
削
り出
し
を
す
る
た
め
、
予
想
以
上
に
加
工
に
時
間
を
要
し
た
。

⑤
試
作
バ
ル
ブ
に
液
体
水
素
を
封
入
し
漏
洩
量
の
確
認
を
行
い
、
目
標
内
で
あ
った
こ
とが
確
認
で
き
た
。
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●
成
果
ｻﾏ
ﾘ（
実
施
期
間
:
２
０
２
０
年
7月
～
２
０
２
3年
3月
）

・大
口
径
化
実
現
可
能
な
弁
種
・構
造
の
決
定
（
遮
断
弁
:
ボ
ー
ル
弁
、
逆
止
弁
:
ス
イ
ン
グ
式
逆
止
弁
）

・要
素
技
術
（
封
止
技
術
）
に
関
す
る
設
計
検
討
お
よ
び
部
分
試
作
評
価
（
シ
ー
ル
位
置
・材
料
・構
造
・封
止
性
能
）

・真
空
断
熱
ジ
ャ
ケ
ット
に
よ
る
十
分
な
断
熱
性
能
を
持
つ
構
造
の
検
討

・中
間
口
径
、
最
大
口
径
で
の
試
作
弁
設
計
、
製
作
、
性
能
評
価
試
験
の
実
施

助
成
先
:
株
式
会
社
キ
ッツ

●
背
景
/研
究
内
容
･目
的

●
こ
れ
ま
で
の
実
施
内
容
／
研
究
成
果

●
今
後
の
課
題

目
標

実
施
項
目

大
口
径
化
実
現
可
能
な
弁
種
・構
造
の
選
定

弁
種
の
検
討

①

液
化
水
素
温
度
下
（
-2
53
℃
）
に
お
け
る
外
部
・

内
部
封
止
性
能
の
確
立

封
止
技
術

開
発

②

大
型
精
密
部
品
の
製
造
方
法
の
決
定

弁
の
製
造

方
法
の
検
討

③

弁
接
続
を
真
空
配
管
上
部
へ
配
置
す
る
構
造
確
立

断
熱
性
、
弁
保
持
方
法
の
決
定

真
空
断
熱

構
造
の
検
討

④

弁
の
試
作
、
組
立
・分
解
治
工
具
の
確
立

弁
に
要
求
さ
れ
る
性
能
評
価
試
験
を
実
施

弁
の
サ
イ
ズ
展
開
設
計
完
了

弁
試
作
評
価

⑤●
研
究
目
標

●
実
施
体
制
及
び
分
担
等

N
ED
O

株
式
会
社
キ
ッツ

JA
X
A

(共
同
研
究
)

自
己
評
価

成
果
内
容

実
施
項
目

〇
遮
断
弁
:
ボ
ー
ル
弁

逆
止
弁
:
ス
イ
ン
グ
式

弁
種
の
検
討

①

〇
解
析
よ
り、
シ
ー
ル
位
置
、
材
料
決
定

部
分
試
作
評
価
を
実
施

封
止
技
術
開
発

②

〇
別
体
分
割
構
造
を
部
分
試
作
で
評
価

鋳
物
の
真
空
性
能
評
価
を
実
施

弁
の
製
造
方
法

の
検
討

③

〇
縮
小
モ
デ
ル
よ
り組
立
分
解
方
法
を
検
討

入
熱
解
析
よ
りジ
ャ
ケ
ット
形
状
、
弁
保
持

構
造
、
弁
保
持
材
料
を
決
定

真
空
断
熱
構
造

の
検
討

④

〇
ボ
ー
ル
弁
、
チ
ャ
ッキ
弁
で
の
中
間
口
径
、

最
大
口
径
の
弁
試
作
、
評
価
を
実
施

弁
試
作
評
価

⑤

●
研
究
成
果
ま
とめ

4
-1
-7

「水
素
社
会
構
築
技
術
開
発
事
業
／

大
規
模
水
素
エ
ネ
ル
ギ
ー
利
用
技
術
開
発
／
液
化
水
素
用
大
型
バ
ル
ブ
の
技
術
開

発
」

●
実
用
化
・事
業
化
の
見
通
し

液
化
水
素
の
輸
送
貯
蔵
機
器
お
よ
び
受
入
基
地
機
器
の
大
型
化
に
伴
い
、

配
管
口
径
も
大
型
化
とな
る
こ
とが
必
要
で
あ
る
。

本
事
業
で
は
、
現
在
存
在
し
な
い
大
口
径
の
液
化
水
素
用
遮
断
弁
、
逆
止
弁

を
開
発
す
る
。

【2
02
0年
度
】

バ
ル
ブ
の
弁
種
・構
造
を
決
定
し
、
重
要
部
位
と
な
る
内
部
封
止
性
能
、
外

部
封
止
性
能
に
関
す
る
要
素
技
術
開
発
を
実
施
す
る
。

【2
02
1年
度
】

中
間
口
径
の
代
表
サ
イ
ズ
で
の
プ
ロ
ト
タ
イ
プ
弁
の
試
作
を
実
施
し
、
実
流
体

を
用
い
て
性
能
評
価
を
実
施
す
る
。

【2
02
2年
度
】

実
運
用
上
、
想
定
さ
れ
る
最
大
口
径
サ
イ
ズ
の
プ
ロ
ト
タ
イ
プ
弁
試
作
を
実
施

し
、
実
流
体
を
用
い
て
性
能
評
価
を
実
施
す
る
。

・2
02
5
年
大
型
商
用
実
証
プ
ラ
ン
ト
へ
採
用
さ
れ
る
た

め
に
、
社
内
製
造
、
販
売
体
制
の
構
築
を
行
い
、
実
証

実
現
へ
寄
与
す
る
。

・実
証
プ
ラ
ン
ト
後
は
、
商
用
実
証
プ
ラ
ン
ト
の
建
設
が
見

込
ま
れ
る
た
め
、
社
内
事
業
の
本
格
化
、
中
枢
事
業
とし

て
確
立
す
る
。

・水
素
イ
ン
フ
ラ
拡
大
の
実
現
に
向
け
て
バ
ル
ブ
メ
ー
カ
と

し
て
貢
献
す
る
。

・弁
自
動
化
の
検
討

・代
表
サ
イ
ズ
の
設
計
を
も
とに
、
サ
イ
ズ
展
開
設
計
を
行
い
、

フ
ル
ラ
イ
ン
ナ
ップ
を
目
指
す

・鋳
物
使
用
を
可
能
に
し
、
コ
ス
ト
ダ
ウ
ン
を
行
う
こ
とで
市
場

性
を
上
げ
る
。

・社
内
で
の
生
産
工
程
を
確
立
さ
せ
、
販
売
体
制
を
整
え
る
。

・ジ
ャ
ケ
ット
形
状
、
真
空
断
熱
性
能
な
ど、
客
先
要
求
に
柔

軟
に
対
応
す
る
べ
く、
現
状
設
計
の
モ
デ
ィフ
ァイ
や
、
新
た
な

弁
種
の
検
討
を
行
う
。

研
究
成
果

実
施
内
容

項
目

遮
断
弁
:
ボ
ー
ル
弁

逆
止
弁
:
ス
イ
ン
グ
式
逆
止
弁

大
口
径
化
実
現
可
能
な
弁
種
、
構
造
の
決
定

①
弁
種
の
検
討

・計
算
・解
析
等
を
用
い
て
外
部
封
止
位
置
の
決
定
、
既
存
技
術
流
用
可
能
と判
断
。

・解
析
に
よ
り内
部
封
止
構
造
、
使
用
樹
脂
材
料
の
決
定
。

・実
温
試
験
評
価
に
よ
り、
目
標
性
能
達
成
を
確
認
。

・熱
解
析
に
よ
る
外
部
封
止
構
造
の
検
討

・内
部
封
止
構
造
、
使
用
可
能
樹
脂
の
検
討

・部
分
試
作
品
製
作
、
性
能
評
価
を
実
施

②
封
止
技
術
開
発

・熱
影
響
の
少
な
い
溶
接
工
法
を
使
用
し
た
部
分
試
作
評
価
を
実
施
し
、
別
体
分
割
構

造
で
も
精
密
加
工
部
分
を
損
な
わ
な
い
こ
とを
確
認
。

・鋼
材
、
鋳
物
治
具
の
真
空
試
験
を
実
施
し
、
表
面
の
違
い
に
よ
る
性
能
差
が
わ
ず
か
で

あ
る
確
認
。

・精
密
加
工
可
能
な
製
造
方
法
の
検
討

・精
密
加
工
部
分
を
生
か
し
た
溶
接
等
の
別
体
分
割

構
造
の
検
討
、
部
分
施
策
に
よ
る
評
価
実
施

・鋳
物
化
検
討
とし
て
、
治
具
に
よ
る
真
空
試
験
を
実
施

③
弁
の
製
造
方
法
の
検
討

・ト
ップ
エ
ン
ト
リー
型
を
選
定
し
た
が
、
組
立
・分
解
が
可
能
で
あ
る
こ
とを
確
認
。

・入
熱
解
析
よ
り、
真
空
断
熱
ジ
ャ
ケ
ット
の
形
状
、
弁
保
持
構
造
、
保
持
材
料
を
決
定
。

・縮
小
モ
デ
ル
の
製
作
に
よ
り組
立
・分
解
の

シ
ミュ
レ
ー
シ
ョン
を
実
施

・解
析
に
よ
る
入
熱
計
算
か
ら
、
弁
保
持
方
法
を
検
討

④
真
空
断
熱
構
造
の
検
討

・④
で
検
討
し
た
組
立
・分
解
治
具
を
用
い
て
想
定
通
り
の
組
立
が
で
き
た
。

・中
間
口
径
で
は
、
チ
ャ
ッキ
弁
は
目
標
性
能
達
成
し
た
が
、
ボ
ー
ル
弁
で
性
能
未
達
で

あ
った
た
め
、
分
解
調
査
よ
り原
因
特
定
し
、
改
良
設
計
を
実
施
。

・上
記
改
良
設
計
を
も
とに
、
最
大
口
径
の
弁
試
作
を
行
い
、
ボ
ー
ル
弁
、
チ
ャ
ッキ
弁
とも

に
目
標
性
能
を
達
成
。

・中
間
口
径
、
最
大
口
径
の
弁
試
作
を
実
施

・液
化
水
素
を
用
い
た
試
験
で
性
能
評
価
を
実
施

⑤
弁
試
作
評
価

受
賞
等

外
部
発
表

論
文
発
表

特
許
出
願

0
2

0
18

82



A
.ド

ラ
イ

低
N

O
x水

素
専

焼
ガ

ス
タ

ー
ビ

ン
の

運
転

実
証

①
前

事
業

で
整

備
し

た
水

素
ガ

ス
タ

ー
ビ

ン
発

電
実

証
試

験
設

備
に

お
い

て
、
新

開
発

の
ド

ラ
イ

低
N

O
x水

素
専

焼
燃

焼
器

を
適

用
し

て
、
ガ

ス
タ

ー
ビ

ン
発

電
装

置
の

実
運

用
で

想
定

さ
れ

る
各

種
運

転
パ

タ
ー

ン
で

、
失

火
や

逆
火

が
発

生
し

な
い

燃
焼

安
定

性
の

確
認

を
完

了
し

、
20

20
年

10
月

に
は

「世
界

初
」と

な
る

ド
ラ

イ
方

式
燃

焼
器

を
適

用
し

た
「水

素
ガ

ス
タ

ー
ビ

ン
発

電
所

」と
し

て
運

用
を

開
始

す
る

こ
とに

よ
り、

実
用

レ
ベ

ル
の

ド
ラ

イ
方

式
水

素
ガ

ス
タ

ー
ビ

ン
発

電
装

置
の

運
転

実
証

を
完

了
し

た
。

②
定

格
運

転
条

件
に

お
い

て
発

電
端

効
率

27
%

以
上

を
達

成
し

た
。

③
一

部
の

負
荷

領
域

で
N

O
x排

出
値

35
pp

m
（

残
存

酸
素

濃
度

16
%

換
算

）
以

下
を

達
成

し
た

。
全

負
荷

領
域

で
の

達
成

に
向

け
た

課
題

抽
出

と課
題

解
決

の
た

め
の

方
策

の
検

討
を

完
了

し
た

。
④

ド
ラ

イ
低

N
O

x燃
焼

器
で

の
水

素
／

天
然

ガ
ス

の
「混

焼
運

転
」対

応
の

た
め

の
課

題
抽

出
を

完
了

し
た

。

B
.冷

熱
活

用
シ

ス
テ

ム
検

討
①

冷
熱

利
用

熱
交

換
器

（
液

化
水

素
/ブ

ラ
イ

ン
）

の
基

礎
検

討
を

行
い

、
液

化
水

素
の

気
化

冷
熱

を
活

用
し

空
気

を
冷

却
す

る
場

合
の

課
題

を
抽

出
し

、
そ

の
解

決
策

の
検

討
を

完
了

し
た

。
②

冷
熱

利
用

に
よ

る
蒸

発
器

の
着

霜
防

止
効

果
の

定
量

的
な

確
認

を
完

了
し

た
。

③
空

気
冷

却
器

の
模

型
着

霜
実

験
を

行
い

、
空

気
冷

却
器

に
お

け
る

着
霜

発
生

条
件

の
確

認
を

完
了

し
た

。
④

冷
熱

利
用

に
よ

る
ガ

ス
タ

ー
ビ

ン
の

発
電

出
力

向
上

効
果

の
定

量
的

な
確

認
を

完
了

し
た

。

●
成

果
ｻﾏ

ﾘ（
実

施
期

間
:

20
19

年
5月

～
20

21
年

2月
）

・
ド

ラ
イ

低
N

O
x水

素
専

焼
燃

焼
器

を
実

際
の

ガ
ス

タ
ー

ビ
ン

発
電

装
置

に
搭

載
し

、
実

運
用

で
想

定
さ

れ
る

様
々

な
運

転
条

件
に

お
い

て
、
失

火
や

逆
火

が
発

生
し

な
い

安
定

燃
焼

を
達

成
。

・
事

業
目

標
で

あ
る

発
電

端
効

率
27

%
以

上
（

定
格

）
と、

一
部

の
負

荷
領

域
に

お
い

て
N

O
x排

出
値

35
pp

m
以

下
を

達
成

。
・

冷
熱

利
用

に
つ

い
て

、
熱

交
換

器
の

基
礎

検
討

、
蒸

発
器

の
着

霜
防

止
効

果
の

定
量

評
価

、
空

気
冷

却
器

着
霜

発
生

条
件

の
把

握
、
冷

熱
利

用
の

経
済

合
理

性
の

定
量

評
価

を
完

了
。

助
成

先
:

川
崎

重
工

業
㈱

、
㈱

大
林

組

●
背

景
/研

究
内

容
･目

的
●

こ
れ

ま
で

の
実

施
内

容
／

研
究

成
果

●
今

後
の

課
題

目
標

実
施

項
目

①
安

定
燃

焼
の

達
成

②
発

電
効

率
27

%
以

上
(定

格
)を

達
成

③
N

O
x排

出
値

35
pp

m
以

下
の

達
成

④
「混

焼
運

転
」対

応
の

た
め

の
課

題
抽

出

A
:

「ド
ラ

イ
低

N
O

x水
素

専
焼

ガ
ス

タ
ー

ビ
ン

の
運

転
実

証
」

①
冷

熱
利

用
熱

交
換

器
の

基
礎

検
討

②
蒸

発
器

の
着

霜
防

止
効

果
を

定
量

評
価

③
空

気
冷

却
器

着
霜

発
生

条
件

を
把

握
④

冷
熱

利
用

の
経

済
合

理
性

の
定

量
評

価

B
:

「冷
熱

活
用

シ
ス

テ
ム

検
討

」

●
研

究
目

標

●
実

施
体

制
及

び
分

担
等

N
ED

O

㈱
大

林
組

(実
施

項
目

A
/B

)

川
崎

重
工

業
㈱

(実
施

項
目

A
)

大
阪

大
学

(※
実

施
項

目
B
)

受
賞

等
外

部
発

表
論

文
発

表
特

許
出

願

0
10

6
1

0

自
己

評
価

成
果

内
容

実
施

項
目

○

・
世

界
初

の
実

用
レ

ベ
ル

の
ド

ラ
イ

方
式

水
素

専
焼

ガ
ス

タ
ー

ビ
ン

に
よ

る
発

電
装

置
の

実
証

を
完

了
し

、
水

素
発

電
所

とし
て

の
実

運
用

を
開

始
・

発
電

端
効

率
27

%
以

上
を

達
成

A
:

「ド
ラ

イ
低

N
O

x水
素

専
焼

ガ
ス

タ
ー

ビ
ン

の
運

転
実

証
」

○

・冷
熱

利
用

の
基

礎
検

討
お

よ
び

シ
ミュ

レ
ー

シ
ョン

モ
デ

ル
の

作
成

が
完

了
。
発

電
出

力
お

よ
び

効
率

向
上

効
果

の
定

量
評

価
に

目
途

B
:

「冷
熱

活
用

シ
ス

テ
ム

検
討

」

●
研

究
成

果
ま

とめ

4
-2
-1

「水
素
社
会
構
築
技
術
開
発
事
業
／
大
規
模
水
素
エ
ネ
ル
ギ
ー
利
用
技
術
開
発
／

ド
ラ
イ
低
N
O
x
水
素
専
焼
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
技
術
開
発
・実
証
事
業
」

●
実

用
化

・事
業

化
の

見
通

し

◎
背

景
20

17
年

12
月

策
定

の
「水

素
基

本
戦

略
」に

は
、
「将

来
的

に
水

素
専

焼
発

電
を

実
現

す
る

た
め

に
は

、
N

O
x 

値
の

低
減

、
高

い
発

電
効

率
、
高

濃
度

な
水

素
混

焼
な

どを
同

時
に

達
成

可
能

とす
る

新
た

な
燃

焼
技

術
の

早
期

の
実

用
化

を
目

指
す

」こ
と
が

謳
わ

れ
て

お
り
、
「水

素
・燃

料
電

池
戦

略
ロ

ー
ド

マ
ップ

」に
は

20
20

年
頃

に
N

O
x排

出
値

35
pp

m
(残

存
酸

素
16

%
換

算
値

)以
下

お
よ

び
発

電
端

効
率

27
%

以
上

の
達

成
を

目
標

とし
て

掲
げ

ら
れ

て
い

る
。

◎
研

究
内

容
・目

的
ガ

ス
タ

ー
ビ

ン
発

電
に

お
い

て
、
水

素
専

焼
運

転
に

よ
る

更
な

る
高

効
率

化
とN

O
x排

出
量

の
低

減
の

達
成

を
目

指
し

た
、
水

を
使

用
し

な
い

ド
ラ

イ
方

式
の

低
N

O
x水

素
専

焼
ガ

ス
タ

ー
ビ

ン
の

運
転

実
証

を
実

施
す

る
。
ま

た
、
液

化
水

素
の

冷
熱

利
用

に
よ

る
ガ

ス
タ

ー
ビ

ン
の

発
電

出
力

、
発

電
効

率
向

上
効

果
を

定
量

的
に

確
認

す
る

こ
と

で
、
水

素
発

電
の

普
及

に
向

け
た

水
素

専
焼

運
転

で
の

更
な

る
高

効
率

化
、
低

コ
ス

ト
化

運
用

に
向

け
た

研
究

を
行

う
。

A
.

ド
ラ

イ
低

N
O

x水
素

専
焼

ガ
ス

タ
ー

ビ
ン

開
発

全
負

荷
領

域
に

お
い

て
、
N

O
x排

出
値

35
pp

m
以

下
の

達
成

と、
混

焼
運

転
対

応
に

向
け

た
改

良
開

発
の

実
施

が
必

要
。

B
.

冷
熱

活
用

シ
ス

テ
ム

検
討

タ
ー

ビ
ン

吸
気

冷
却

を
行

った
場

合
の

タ
ー

ビ
ン

側
の

課
題

を
抽

出
し

て
ゆ

くこ
とが

必
要

水
素

の
市

場
価

格
推

移
、
副

生
水

素
の

発
電

利
用

ニ
ー

ズ
を

注
視

し
つ

つ
、
20

20
年

代
初

頭
に

は
水

素
発

電
の

需
要

が
顕

在
化

し
、
本

格
的

な
事

業
化

に
至

る
と考

え
ら

れ
る

。
関

西
大

学
(※

)
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助
成

先
:

三
菱

パ
ワ

ー
委

託
先

:
三

菱
重

工
、
三

菱
重

工
エ

ン
ジ

ニ
ア

リン
グ

4
-2
-2

「水
素
社
会
構
築
技
術
開
発
事
業
／
大
規
模
水
素
エ
ネ
ル
ギ
ー
利
用
技
術
開
発
／

C
O
2
フ
リ
ー
ア
ン
モ
ニ
ア
利
用
G
TC
C
シ
ス
テ
ム
の
技
術
開
発
」

●
成

果
ｻﾏ

ﾘ（
実

施
期

間
:

20
19

年
8月

～
20

21
年

2月
）

(1
)

N
H

3分
解

ガ
ス

混
焼

シ
ス

テ
ム

/専
焼

シ
ス

テ
ム

の
構

成
、
起

動
要

領
を

検
討

す
る

とと
も

に
、
本

シ
ス

テ
ム

の
建

設
費

を
仮

定
し

た
場

合
の

発
電

コ
ス

ト
を

評
価

し
た

。
(2

)
混

焼
シ

ス
テ

ム
の

N
H

3分
解

反
応

器
の

構
造

も
含

め
た

試
設

計
を

実
施

、
20

00
時

間
の

曝
露

試
験

に
よ

りN
H

3分
解

触
媒

表
面

の
被

毒
物

質
等

を
分

析
し

た
。

(3
)

天
然

ガ
ス

とN
H

3分
解

ガ
ス

模
擬

燃
料

の
混

焼
(水

素
体

積
割

合
20

%
)条

件
で

16
50

℃
級

燃
焼

器
の

単
缶

試
験

を
実

施
し

、
燃

焼
振

動
や

フ
ラ

ッシ
ュ
バ

ック
が

無
い

こ
とを

確
認

し
た

。

●
背

景
/研

究
内

容
･目

的
●

こ
れ

ま
で

の
実

施
内

容
／

研
究

成
果

目
標

実
施

項
目

他
の

C
O

2フ
リー

シ
ス

テ
ム

と比
較

し
て

経
済

的
に

優
位

(目
標

:
17

 円
/k

W
h以

下
(2

03
0年

))
で

運
用

性
に

優
れ

た
シ

ス
テ

ム
構

成
/運

転
条

件
の

検
討

(1
)

シ
ス

テ
ム

構
成

の
検

討

•
N

H
3分

解
装

置
の

機
器

構
成

の
決

定
、
分

解
後

の
残

留
N

H
3濃

度
0.

38
%

以
下

•
触

媒
の

実
使

用
環

境
を

考
慮

し
た

寿
命

や
性

能
評

価

(2
) 

N
H

3分
解

装
置

の
検

討

N
H

3分
解

ガ
ス

混
焼

条
件

(水
素

体
積

割
合

20
%

)に
お

け
る

実
圧

燃
焼

器
の

N
O

x性
能

の
検

証
(3

) 
燃

焼
器

の
検

討

●
研

究
目

標

●
実

施
体

制
及

び
分

担
等

N
ED

O
三

菱
パ

ワ
ー

(実
施

項
目

(1
)～

(3
))

三
菱

重
工

エ
ン

ジ
ニ

ア
リン

グ
(実

施
項

目
(2

))

三
菱

重
工

(実
施

項
目

(1
)～

(3
))

【助
成

】

【委
託

】

•
水

素
キ

ャ
リア

とし
て

有
望

な
ア

ン
モ

ニ
ア

(N
H

3)
を

熱
分

解
に

よ
り
再

水
素

化
し

、
水

素
燃

焼
ガ

ス
タ

ー
ビ

ン
で

発
電

す
る

シ
ス

テ
ム

(下
図

)
を

対
象

とす
る

。
•

経
済

性
、
運

用
性

を
考

慮
し

た
改

良
シ

ス
テ

ム
構

成
の

検
討

、
N

H
3

分
解

装
置

の
大

型
化

、
分

解
触

媒
性

能
の

評
価

、
実

圧
燃

焼
試

験
に

よ
る

N
O

x転
換

特
性

の
検

討
を

実
施

し
、
本

シ
ス

テ
ム

の
実

用
化

に
必

要
な

技
術

を
開

発
す

る
こ

とを
目

的
とす

る
。

(1
)シ

ス
テ

ム
構

成
の

検
討

•
50

%
～

10
0%

負
荷

に
お

い
て

N
H

3分
解

装
置

に
必

要
な

熱
を

供
給

で
き

る
N

H
3分

解
ガ

ス
専

焼
シ

ス
テ

ム
の

機
器

構
成

、
運

転
条

件
を

明
ら

か
に

し
た

。
•

N
H

3分
解

ガ
ス

専
焼

シ
ス

テ
ム

の
起

動
時

の
燃

料
切

換
え

負
荷

を
検

討
し

、
起

動
停

止
手

順
を

検
討

し
た

。
•

発
電

コ
ス

ト
の

目
標

値
で

あ
る

17
 ¥

/k
W

h以
下

と
な

る
本

シ
ス

テ
ム

の
建

設
費

とア
ン

モ
ニ

ア
の

調
達

コ
ス

ト
の

範
囲

を
明

ら
か

に
し

た
。

(2
)

N
H

3分
解

装
置

の
検

討
•

ア
ン

モ
ニ

ア
分

解
反

応
器

の
試

設
計

を
行

い
、
反

応
器

の
概

略
仕

様
及

び
構

造
を

明
ら

か
に

し
た

。
•

ア
ン

モ
ニ

ア
分

解
装

置
全

体
の

概
略

必
要

配
置

エ
リ

ア
の

大
き

さ
を

明
ら

か
に

し
た

。
•

ア
ン

モ
ニ

ア
分

解
装

置
で

用
い

る
分

解
触

媒
お

よ
び

材
料

に
関

し
て

ア
ン

モ
ニ

ア
曝

露
試

験
（

2,
00

0時
間

）
を

実
施

し
、
触

媒
に

関
し

て
は

被
毒

物
質

の
生

成
は

確
認

さ
れ

ず
比

表
面

積
の

大
き

な
変

化
は

見
ら

れ
な

か
った

。

液
体

ア
ン
モ
ニ
ア

低
圧
蒸
気

ア
ン
モ
ニ
ア

回
収
装
置

燃
料
ガ
ス

分
解
反
応
器

熱
交
換
器

蒸
発
器

ポ
ン
プ

回
収
ア
ン
モ
ニ
ア

高
圧
蒸
気

図
ア

ン
モ

ニ
ア

分
解

装
置

の
概

略
プ

ロ
セ

ス
フ
ロ

ー

20
0 

k¥
/k

W
10

0 
k¥

/k
W

50
 k

¥/
kW

051015202530

0
10

0
20

0
30

0
40

0
50

0
60

0
70

0
80

0

発電コスト[¥/kWh]

ア
ン
モ
ニ
ア
価
格

[$
/t
]

建
設
費

17
 ¥

/k
W

h

IE
E
I

予
測

IA
E
予
測

図
ア

ン
モ

ニ
ア

価
格

と本
シ

ス
テ

ム
の

建
設

費
を

仮
定

し
た

場
合

の
発

電
コ

ス
ト

の
試

算
(2

03
0年

度
運

開
想

定
)

IE
EI

:
国

際
環

境
経

済
研

究
所

IA
E:

エ
ネ

総
工

研
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025507510
0

12
5

15
0

17
5

20
0 0.

00
0.

10
0.

20
0.

30
0.

40

燃焼器出口NOx濃度

燃
料
中

N
H

3 濃
度

[v
ol

%
]

転
換
率

89
.2

%

転
換
率

90
.4

%
転
換
率

91
.9

%

●
今

後
の

課
題

受
賞

等
外

部
発

表
論

文
発

表
特

許
出

願

1
10

10
1

自
己

評
価

成
果

内
容

実
施

項
目

達
成

定
格

負
荷

だ
け

で
な

く、
部

分
負

荷
に

お
い

て
も

N
H

3分
解

装
置

に
必

要
な

熱
を

供
給

で
き

る
N

H
3分

解
ガ

ス
混

焼
シ

ス
テ

ム
/専

焼
シ

ス
テ

ム
の

構
成

、
運

転
条

件
を

明
ら

か
に

し
た

。

(1
) 

シ
ス

テ
ム

構
成

の
検

討

達
成

・ア
ン

モ
ニ

ア
分

解
装

置
全

体
の

シ
ス

テ
ム

構
築

及
び

物
質

収
支

計
算

を
実

施
し

た
。

・N
H

3分
解

触
媒

の
N

H
3曝

露
試

験
(2

,0
00

時
間

)を
実

施
し

、
被

毒
物

質
の

生
成

や
比

表
面

積
の

大
き

な
変

化
は

見
ら

れ
な

か
った

。

(2
) 

N
H

3分
解

装
置

の
検

討

達
成

・天
然

ガ
ス

とN
H

3分
解

ガ
ス

模
擬

燃
料

の
混

焼
(水

素
体

積
割

合
20

%
)条

件
で

16
50

℃
級

燃
焼

器
の

10
0%

～
50

%
負

荷
の

範
囲

で
燃

焼
振

動
や

フ
ラ

ッシ
ュ
バ

ック
は

無
し

を
確

認
。

・燃
料

中
の

残
留

N
H

3の
N

O
x転

換
率

を
導

出
。

(3
) 

燃
焼

器
の

検
討

●
研

究
成

果
ま

とめ

●
実

用
化

・事
業

化
の

見
通

し
本

シ
ス

テ
ム

の
改

良
検

討
、
概

念
設

計
、
事

業
性

検
討

を
経

て
、

実
証

試
験

、
実

用
化

に
繋

げ
る

。

(1
)

N
H

3分
解

装
置

と水
蒸

気
源

を
組

み
合

わ
せ

た
実

証
プ

ラ
ン

ト
に

よ
る

検
証

(2
)

ア
ン

モ
ニ

ア
分

解
装

置
に

用
い

ら
れ

る
材

料
の

耐
窒

化
性

の
検

証
(3

)
実

証
プ

ラ
ン

ト
に

よ
る

燃
焼

器
の

検
証

(3
) 

燃
焼

器
の

検
討

•
既

存
の

実
圧

燃
焼

試
験

ス
タ

ン
ド

に
接

続
し

て
燃

料
中

の
残

留
ア

ン
モ

ニ
ア

を
模

擬
可

能
とす

る
設

備
を

設
計

、
製

作
し

た
。

•
天

然
ガ

ス
とア

ン
モ

ニ
ア

分
解

ガ
ス

模
擬

燃
料

の
混

焼
(水

素
体

積
割

合
20

%
)条

件
で

16
50

℃
級

燃
焼

器
の

10
0%

負
荷

か
ら

50
%

負
荷

の
範

囲
で

燃
焼

振
動

や
フ
ラ

ッシ
ュ
バ

ック
は

発
生

し
な

い
こ

とを
確

認
し

た
。

•
燃

料
中

の
残

留
ア

ン
モ

ニ
ア

の
N

O
x転

換
率

を
明

ら
か

に
し

た
。

図
非

貴
金

属
系

触
媒

の
比

表
面

積
変

化

高
温
・
高
圧
空
気

燃
料

排
ガ
ス

窒
素
6
.7
%

水
素

2
0
%

微
量
ア
ン
モ
ニ
ア

天
然
ガ
ス
7
3
.3
%

圧
縮

機
駆

動
用

ガ
ス

タ
ー

ビ
ン

圧
縮

機

燃
焼

シ
ェル

（
最

大
出

力
42

 M
W

）
図

定
格

負
荷

条
件

(タ
ー

ビ
ン

入
口

ガ
ス

温
度

:1
65

0℃
)

で
の

ア
ン

モ
ニ

ア
の

N
O

ｘ
へ

の
転

換
率

の
測

定
値

図
定

格
負

荷
条

件
(タ

ー
ビ

ン
入

口
ガ

ス
温

度
:1

65
0℃

)
で

の
燃

焼
振

動
の

圧
力

レ
ベ

ル

図
実

圧
燃

焼
試

験
の

概
略

系
統

図

0
0.

1
0.

2
0.

3
0.

4

燃焼振動レベル

燃
料

中
N

H
3濃

度
[v

ol
%

]管
理

値

0
10

00
20

00

比表面積

曝
露

時
間

（
hr

）

50
0℃

60
0℃
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B
.燃

焼
器

安
定

運
転

範
囲

検
証

技
術

A
.燃

焼
器

安
定

運
転

を
可

能
に

す
る

燃
焼

器
設

計
技

術

●
成

果
ｻﾏ

ﾘ（
実

施
期

間
:

２
０

２
０

年
７

月
～

２
０

２
３

年
３

月
）

・モ
デ

ル
バ

ー
ナ

、
セ

グ
メ

ン
ト

バ
ー

ナ
試

験
に

お
い

て
、
高

圧
条

件
下

で
フ
ラ

ッシ
ュ
バ

ック
の

発
生

無
く、

タ
ー

ゲ
ット

計
画

条
件

に
て

N
O

x 
50

pp
m

(1
5％

O
2換

算
)以

下
を

達
成

し
た

。
・高

温
高

圧
下

の
燃

焼
器

燃
焼

試
験

が
可

能
な

大
容

量
水

素
供

給
装

置
を

含
む

燃
焼

試
験

設
備

を
構

築
し

、
燃

焼
器

性
能

を
評

価
可

能
な

設
備

、
試

験
手

法
を

確
立

し
た

。
・大

容
量

水
素

供
給

設
備

か
ら

水
素

を
供

給
し

て
大

型
燃

焼
器

一
缶

の
燃

焼
試

験
を

実
施

し
、
高

温
高

圧
下

で
水

素
専

焼
を

達
成

し
た

が
、
N

O
x低

減
に

は
課

題
が

残
る

。

助
成

先
:

三
菱

重
工

業
株

式
会

社

●
背

景
/
研

究
内

容
・目

的
・地

球
温

暖
化

の
課

題
に

対
し

て
、
水

素
を

本
格

的
に

利
活

用
す

る
水

素
社

会
の

実
現

が
求

め
ら

れ
て

お
り、

水
素

イ
ン

フ
ラ

の
充

実
と普

及
拡

大
が

必
要

・水
素

専
焼

大
型

ガ
ス

タ
ー

ビ
ン

の
導

入
は

、
水

素
需

要
を

大
幅

に
拡

大
し

、
将

来
の

水
素

消
費

量
の

目
標

達
成

が
可

能
・水

素
は

燃
焼

速
度

が
速

く逆
火

リス
ク

が
高

い
た

め
、
高

い
逆

火
耐

性
を

も
つ

多
孔

噴
流

燃
焼

方
式

(ク
ラ

ス
タ

バ
ー

ナ
)が

有
効

・大
型

ガ
ス

タ
ー

ビ
ン

に
適

用
可

能
な

水
素

専
焼

ド
ラ

イ
低

N
O

x燃
焼

器
の

設
計

に
必

要
な

研
究

開
発

を
実

施
し

、
安

定
運

用
と低

N
O

x性
の

両
立

に
必

要
な

課
題

の
抽

出
と解

決
に

向
け

た
研

究
開

発
を

実
施

・大
容

量
水

素
供

給
装

置
を

含
む

燃
焼

試
験

設
備

を
構

築
し

、
燃

焼
器

燃
焼

試
験

で
燃

焼
器

性
能

を
検

証
す

る

●
実

施
内

容
／

研
究

成
果

●
今

後
の

課
題

・実
燃

焼
器

に
お

い
て

も
モ

デ
ル

バ
ー

ナ
と同

等
の

濃
度

分
布

、
燃

焼
性

能
を

実
現

可
能

な
ノ
ズ

ル
、
燃

焼
器

構
造

の
検

討
・燃

焼
振

動
の

抑
制

技
術

の
開

発
・実

用
化

・商
用

化
に

向
け

た
燃

焼
器

設
計

や
安

定
運

転
・制

御
方

法
の

構
築

目
標

実
施

項
目

A
. 

燃
焼

器
安

定
運

転
を

可
能

に
す

る
燃

焼
器

設
計

技
術

・高
温

高
圧

下
の

モ
デ

ル
バ

ー
ナ

燃
焼

試
験

に
て

、
逆

火
の

発
生

な
く、

燃
焼

器
出

口
で

N
O

x5
0p

pm
以

下
モ

デ
ル

バ
ー

ナ
の

設
計

技
術

A
‐1

・高
温

高
圧

下
の

セ
グ

メ
ン

ト
バ

ー
ナ

燃
焼

試
験

に
て

、
逆

火
の

発
生

な
く、

燃
焼

器
出

口
で

N
O

x5
0p

pm
以

下

シ
ン

グ
ル

セ
グ

メ
ン

ト
の

設
計

技
術

A
‐2

・ク
ラ

ス
タ

バ
ー

ナ
計

画
図

の
完

成
お

よ
び

燃
焼

器
全

体
計

画
図

完
成

大
型

ガ
ス

タ
ー

ビ
ン

燃
焼

器
設

計
技

術
A
‐3

B
.

燃
焼

器
安

定
運

転
範

囲
検

証
技

術 ・土
建

工
事

・水
素

蓄
圧

器
設

置
・電

気
工

事
・保

温
工

事
の

完
了

・試
運

転
の

完
了

大
容

量
供

給
設

備
を

含
め

た
燃

焼
試

験
設

備
設

計
技

術
B
‐1

・計
画

運
転

条
件

に
お

い
て

、
逆

火
な

く
燃

焼
器

出
口

で
N

O
x5

0p
pm

以
下

高
温

高
圧

下
で

の
燃

焼
器

燃
焼

試
験

B
‐2

●
研

究
目

標

●
実

施
体

制
及

び
分

担
等

N
ED

O
三

菱
重

工
業

株
式

会
社

受
賞

等
外

部
発

表
論

文
発

表
特

許
出

願
0

58
0

30

●
研

究
成

果
ま

とめ

4
-2
-3

「水
素
社
会
構
築
技
術
開
発
事
業
／
大
規
模
水
素
エ
ネ
ル
ギ
ー
利
用
技
術
開
発

低
炭
素
社
会
実
現
に
向
け
た
水
素
専
焼
対
応
型
D
ry
Lo
w
N
O
x
高
温
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
設
備
の
研
究
開
発
」

●
実

用
化

・事
業

化
の

見
通

し
・本

研
究

で
明

ら
か

に
な

った
課

題
に

対
し

、
自

社
費

用
に

て
継

続
的

に
開

発
を

進
め

、
本

研
究

で
構

築
し

た
水

素
燃

焼
試

験
設

備
を

用
い

て
燃

焼
器

の
性

能
検

証
、
改

良
し

、
20

25
年

頃
を

目
途

に
国

内
外

の
水

素
焚

き
火

力
発

電
所

へ
の

適
用

が
可

能
な

燃
焼

器
を

開
発

す
る

。

自
己

評
価

成
果

内
容

実
施

項
目

○
・燃

焼
試

験
に

よ
り、

タ
ー

ゲ
ット

計
画

条
件

に
て

N
O

x
50

pp
m

(1
5％

O
2換

算
)以

下
を

達
成

し
た

モ
デ

ル
バ

ー
ナ

の
設

計
技

術

〇
・燃

焼
試

験
に

よ
り、

タ
ー

ゲ
ット

計
画

条
件

に
て

N
O

x
50

pp
m

(1
5％

O
2換

算
)以

下
を

達
成

し
た

シ
ン

グ
ル

セ
グ

メ
ン

ト
の

設
計

技
術

〇
・燃

焼
器

の
詳

細
設

計
完

了
大

型
ガ

ス
タ

ー
ビ

ン
燃

焼

器
設

計
技

術

〇
・ 燃

焼
試

験
を

実
施

し
、
設

備
の

検
証

ま
で

完
了

大
容

量
供

給
設

備
を

含
め

た
燃

焼
試

験
設

備
設

計
技

術

△
・ 高

温
高

圧
下

で
水

素
専

焼
を

達
成

し
た

。
目

標
の

N
O

x5
0p

pm
以

下
は

達
成

で
き

ず
高

温
高

圧
下

で
の

燃
焼

器
燃

焼
試

験

・モ
デ

ル
バ

ー
ナ

、
セ

グ
メ

ン
ト

バ
ー

ナ
試

験
に

お
い

て
、
タ

ー
ゲ

ット
計

画
条

件
に

て
N

O
x5

0p
pm

以
下

を
達

成
し

た
。

・大
型

燃
焼

器
の

燃
焼

試
験

を
実

施
し

、
高

温
高

圧
下

で
水

素
専

焼
を

達
成

し
、
実

用
化

に
向

け
た

課
題

を
明

ら
か

に
し

た
。

・大
容

量
水

素
供

給
装

置
を

含
む

燃
焼

試
験

設
備

を
構

築
し

た
。
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●
成
果
ｻﾏ
ﾘ（
実
施
期
間
:
20
20
年
7月
～
20
23
年
3月
)

・産
業
用
ボ
イ
ラ
並
び
に
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
用
排
熱
回
収
ボ
イ
ラ
を
対
象
とし
、
安
全
、
低
N
O
x、
低
コ
ス
ト
で
水
素
を
混
焼
ま
た
は
専
焼
す
る
技
術
を
確
立
し
た
。

・水
素
の
バ
ー
ナ
入
口
供
給
圧
力
は
従
来
実
績
が
現
状
10
0k
Pa
以
下
で
あ
る
が
、
最
大
90
0k
Pa
G
とす
る
水
素
焚
き
バ
ー
ナ
を
開
発
し
た
。

・水
素
焚
き
ボ
イ
ラ
燃
焼
時
の
発
生
N
O
x6
0p
pm
以
下
の
目
標
を
達
成
す
る
低
N
O
x燃
焼
技
術
を
確
立
し
た
。

助
成
先
:
三
菱
重
工
パ
ワ
ー
イ
ン
ダ
ス
ト
リー
㈱

●
背
景
/研
究
内
容
･目
的

●
こ
れ
ま
で
の
実
施
内
容
／
研
究
成
果

●
今
後
の
課
題

目
標

実
施
項
目

供
給
圧
力
:
~
90
0k
Pa

1.
水
素
ガ
ス
供
給
圧
力
の
高
圧
化

I1
≦
50
Pa

(*
1)

2.
燃
焼
振
動
現
象
の
抑
制

N
O
x≦
60
pp
m

3.
N
O
x低
減

逆
火
・焼
損
回
避
条
件
の
明
確
化

4.
逆
火
現
象
の
防
止

●
研
究
目
標

●
実
施
体
制
及
び
分
担
等

N
ED
O

三
菱
ﾊﾟ
ﾜｰ
ｲﾝ
ﾀﾞ
ｽﾄ
ﾘｰ

（
小
型
燃
焼
炉
試
験
）

（
実
施
項
目
1,
2,
3,
4）

帝
京
大
学

(燃
焼
解
析
を
委
託
)

（
実
施
項
目
1,
2,
4）

受
賞
等

外
部
発
表

論
文
発
表

登
録
特
許

1
14

4
20

自
己

評
価

成
果
内
容

実
施

項
目

10
/1
0

水
素
供
給
圧
力
90
0k
Pa
G
で
の
低
N
O
x安
定
燃
焼
を
実
証
済

１

10
/1
0

低
振
動
ガ
ス
バ
ー
ナ
の
水
素
で
の
振
動
抑
制
効
果
を
実
証
済

２

10
/1
0

3種
類
の
低
N
O
x手
法
で
N
O
x6
0p
pm
以
下
を
実
証
済

矩
形
型
バ
ー
ナ
単
独
で
の
N
O
x6
0p
pm
以
下
を
実
証
済

３

10
/1
0

拡
散
燃
焼
方
式
適
用
に
よ
る
逆
火
現
象
防
止
を
実
証
済

４

●
研
究
成
果
ま
とめ

4
-2
-4

「水
素
社
会
構
築
技
術
開
発
事
業
／
大
規
模
水
素
エ
ネ
ル
ギ
ー
利
用
技
術
開
発

／
高
濃
度
水
素
混
焼
/水
素
専
焼
焚
き
ボ
イ
ラ
・発
電
設
備
の
技
術
開
発
」

●
実
用
化
・事
業
化
の
見
通
し

製
鉄
所
、
ソ
ー
ダ
工
場
、
化
学
プ
ラ
ン
ト
等
で
は
副
生
ガ
ス
と
し
て

低
濃
度
か
ら
10
0%
濃
度
ま
で
の
水
素
が
発
生
し
て
お
り、
産
業

用
ボ
イ
ラ
に
お
い
て
、
60
~
10
0%
の
高
濃
度
の
水
素
燃
料
の
燃

焼
ニ
ー
ズ
が
高
ま
って
い
る
。

本
事
業
は
、
産
業
用
ボ
イ
ラ
（
ユ
ー
テ
ィリ
テ
ィま
た
は
発
電
用
）

並
び
に
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
用
排
熱
回
収
ボ
イ
ラ
を
対
象
とす
る
。

そ
し
て
、
安
全
、
低
N
O
x、
低
コ
ス
ト
で
水
素
を
混
焼
ま
た
は
専
焼

す
る
技
術
を
確
立
し
、
ボ
イ
ラ
排
ガ
ス
中
の
C
O
2
排
出
量
の
低
減
ま

た
は
ゼ
ロ
エ
ミッ
シ
ョン
化
を
図
る
。

こ
れ
に
よ
り、
SD
G
sの
持
続
可
能
な
循
環
社
会
の
構
築
に
向
け

て
、
低
炭
素
化
さ
ら
に
は
脱
炭
素
化
に
寄
与
で
き
る
。

な
お
、
本
事
業
で
確
立
し
た
技
術
は
事
業
用
の
ガ
ス
焚
き
ボ
イ
ラ

並
び
に
工
業
炉
・加
熱
炉
に
も
適
用
可
能
で
あ
る
。

本
事
業
は
、
20
20
年
７
月
に
交
付
決
定
通
知
書
を
受
け
、
産
業
ボ
イ
ラ
並
び
に
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
用
排
熱
回
収

ボ
イ
ラ
用
の
水
素
専
焼
/混
焼
焚
き
バ
ー
ナ
の
開
発
を
20
23
年
3月
に
完
遂
さ
せ
た
。

(1
)産
業
ボ
イ
ラ
用
水
素
焚
き
バ
ー
ナ
の
開
発
(壁
面
燃
焼
用
バ
ー
ナ
２
種
及
び
旋
回
燃
焼
用
バ
ー
ナ
１
種
）

①
開
発
し
た
水
素
焚
き
バ
ー
ナ
を
適
用
し
た
燃
焼
試
験
に
よ
り、
以
下
の
開
発
課
題
は
全
て
目
標
を
達
成
。

a.
供
給
圧
力
の
高
圧
化
、
b.
N
O
x低
減
、
c.
燃
焼
振
動
抑
制
、
d.
逆
火
現
象
防
止

②
高
圧
化
(9
00
kP
aG
)を
実
証
し
た
こ
とで
、
設
備
の
小
型
化
が
可
能
とな
り
コ
ス
ト
面
で
の
改
善
が
可
能
。

③
各
種
低
N
O
x化
対
策
単
独
で
N
O
x6
0p
pm
以
下
を
実
証
、
組
合
せ
で
10
pp
m
以
下
を
実
証
済
。

④
矩
形
型
バ
ー
ナ
を
適
用
す
る
こ
と
で
、
バ
ー
ナ
単
独
で
30
pp
m
を
実
証
し
、
解
析
で
メ
カ
ニ
ズ
ム
解
明
済
。

⑤
バ
ー
ナ
最
低
負
荷
が
最
大
負
荷
の
約
1/
10
0で
燃
焼
可
能
な
こ
とを
実
証
済
。

⑥
火
炉
出
口
酸
素
濃
度
0.
1％
に
お
い
て
も
安
定
燃
焼
可
能
で
、
フ
ァン
動
力
低
減
可
能
な
こ
とを
実
証
済
。

⑦
水
素
と多
種
燃
料
（
ガ
ス
、
微
粉
炭
）
との
良
好
な
混
焼
特
性
を
実
証
済
。

(2
)ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
用
排
熱
回
収
ボ
イ
ラ
付
設
水
素
焚
き
ダ
ク
ト
バ
ー
ナ
の
開
発

①
高
温
・低
酸
素
雰
囲
気
の
燃
焼
排
ガ
ス
中
に
設
置
さ
れ
る
ダ
ク
ト
バ
ー
ナ
で
安
定
し
た
水
素
燃
焼
を
実
証
。

②
水
素
を
使
用
す
る
こ
と
で
，
ダ
ク
ト
バ
ー
ナ
部
で
の
高
温
還
元
反
応
に
よ
っ
て
，
N
O
x低
減
が
可
能
で
あ
る

との
新
た
な
知
見
を
習
得
。

③
LP
G
燃
焼
に
お
い
て
は
、
開
発
ノ
ズ
ル
の
適
用
で
、
従
来
ノ
ズ
ル
に
比
較
し
て
安
定
燃
焼
可
能
な
範
囲

（
低
温
・低
酸
素
雰
囲
気
）
が
大
幅
に
広
が
る
こ
とを
実
証
。

・現
在
、
海
外
よ
り既
設
ボ
イ
ラ
の
水
素

焚
き
燃
料
転
換
改
造
の
案
件
が
あ
る

・国
内
石
油
会
社
よ
り、
水
素
を
30
%

含
有
す
る
副
生
ガ
ス
焚
き
新
設
排
熱

回
収
ボ
イ
ラ
用
ダ
ク
ト
バ
ー
ナ
の
引
き
合

い
が
あ
り、
受
注
対
応
中
で
あ
る
。

・本
事
業
成
果
で
あ
る
水
素
燃
焼
技
術
を

産
業
用
ボ
イ
ラ
並
び
に
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
用

排
熱
ボ
イ
ラ
で
早
期
実
証
す
る
。

・本
燃
焼
技
術
を
点
火
ト
ー
チ
並
び
に
工

業
炉
・加
熱
炉
に
適
用
拡
大
す
る
。

*1
:共
鳴
周
波
数
成
分
の
振
幅
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助
成
先
:
川
崎
重
工
業
株
式
会
社

●
背
景
/研
究
内
容
･目
的

●
こ
れ
ま
で
の
実
施
内
容
／
研
究
成
果

●
今
後
の
課
題

目
標

実
施
項
目

•大
出
力
エ
ン
ジ
ン
に
お
け
る
水
素
燃

焼
の
特
徴
を
抽
出
し
、
水
素
燃
焼
単

筒
機
の
要
目
を
定
め
る

•水
素
燃
焼
試
験
を
行
い
、
従
来
実
績

を
上
回
る
図
示
平
均
有
効
圧
力

1.
6M
Pa
の
達
成
目
途
付
け
を
実
施

① 既
存
の
天
然
ガ
ス
燃
焼
単
筒
機

を
用
い
た
水
素
燃
焼
評
価
お
よ

び
最
適
化
目
途
付
け

•多
くの
量
の
水
素
を
貯
蔵
・供
給
が
で

き
る
水
素
燃
焼
専
用
試
験
運
転
設
備

を
整
備
す
る

•水
素
を
利
用
し
た
A
.既
存
単
筒
機
で

の
取
得
デ
ー
タ
とB
.水
素
燃
焼
単
筒

機
で
の
取
得
デ
ー
タ
の
両
者
を
分
析
し
、

水
素
燃
焼
最
適
化
の
目
途
を
得
る

② 水
素
燃
焼
単
筒
機
の
開
発
及

び
水
素
燃
焼
の
最
適
化

天
然
ガ
ス
燃
焼
エ
ン
ジ
ン
と同
様
の
安

全
性
に
て
運
用
可
能
な
運
用
・制
御

シ
ス
テ
ム
を
確
立
す
る

③ 水
素
燃
焼
単
筒
機
運
用
シ
ス
テ

ム
の
開
発

●
研
究
目
標

●
実
施
体
制
及
び
分
担
等

N
ED
O

川
崎
重
工
業
株
式
会
社

受
賞
等

外
部
発
表

論
文
発
表

特
許
出
願

0
1

0
2

自
己

評
価

成
果
内
容

実
施

項
目

◎
目
標
を
上
回
る
、
平
均
有
効
圧
1.
85
M
Pa
か
つ
95
％
混

焼
の
水
素
燃
焼
が
出
来
る
こ
とを
確
認

①

〇

•
主
要
部
材
の
水
素
脆
化
評
価
、
水
素
燃
焼
に
対
応

で
き
る
冷
却
強
化
を
施
し
た
燃
焼
室
の
設
計
、
③
の
リ

ス
ク
ア
セ
ス
メ
ン
ト
成
果
等
を
反
映
し
た
水
素
燃
焼
単

筒
試
験
設
備
を
設
計
・整
備

•
水
素
燃
焼
単
筒
試
験
設
備
に
て
天
然
ガ
ス
・水
素
の

混
焼
条
件
に
て
4時
間
程
度
、
安
定
し
て
連
続
運
転

が
出
来
る
こ
とを
確
認

②

〇
天
然
ガ
ス
燃
焼
エ
ン
ジ
ン
と同
様
の
リス
ク
レ
ベ
ル
に
て
運
用

可
能
な
水
素
燃
焼
エ
ン
ジ
ン
とな
る
よ
う
リス
ク
ア
セ
ス
メ
ン
ト

を
実
施
し
、
安
全
設
備
・制
御
シ
ス
テ
ム
に
反
映
し
て
実
装

③●
研
究
成
果
ま
とめ

4
-2
-5

「水
素
社
会
構
築
技
術
開
発
事
業
／
大
規
模
水
素
エ
ネ
ル
ギ
ー
利
用
技
術
開
発

／
大
出
力
水
素
燃
焼
エ
ン
ジ
ン
発
電
シ
ス
テ
ム
に
関
す
る
技
術
開
発
」

●
実
用
化
・事
業
化
の
見
通
し

①
:
水
素
ガ
ス
エ
ン
ジ
ン
に
最
適
な
燃
焼
室
設
計
、
EG
R
（
排
気
ガ
ス
再
循
環
）
適
用
に
よ
る
燃
焼
制
御
の

最
適
化
に
よ
り
、
目
標
（
平
均
有
効
圧
力
1.
6M
Pa
か
つ
水
素
混
焼
率
95
％
）
を
上
回
る
、
平
均
有

効
圧
力
1.
85
M
Pa
か
つ
95
％
混
焼
の
水
素
燃
焼
が
出
来
る
こ
とを
確
認

②
:

•
エ
ン
ジ
ン
に
用
い
る
部
材
に
つ
い
て
、
主
要
部
材
の
水
素
脆
化
評
価
を
実
施
し
選
定

•
エ
ン
ジ
ン
内
部
で
水
素
滞
留
の
可
能
性
の
高
い
箇
所
（
ク
ラ
ン
ク
ケ
ー
ス
な
ど）
の
換
気
・爆
発
対
策
を
施
し
た

エ
ン
ジ
ン
を
設
計
。
ま
た
、
水
素
燃
焼
エ
ン
ジ
ン
に
最
適
な
燃
焼
室
（
シ
リン
ダ
ヘ
ッド
、
ピ
ス
ト
ン
な
ど
）
を
設
計

•
③
の
リス
ク
ア
セ
ス
メ
ン
ト
成
果
を
反
映
し
た
水
素
燃
焼
単
筒
試
験
設
備
（
エ
ン
ジ
ン
・周
辺
設
備
）
を
設
計
・

整
備

•
同
設
備
の
特
徴
で
あ
る
⾧
時
間
の
水
素
供
給
能
力
を
活
か
し
、
天
然
ガ
ス
・水
素
混
焼
条
件
に
て
約
４
時
間

の
連
続
運
転
に
お
け
る
燃
焼
安
定
性
評
価
を
実
施
し
、
安
定
し
た
燃
焼
状
態
を
維
持
で
き
る
こ
とを
確
認

③
:
水
素
燃
焼
エ
ン
ジ
ン
の
事
業
化
を
見
据
え
、
天
然
ガ
ス
燃
焼
エ
ン
ジ
ン
と
同
様
の
リス
ク
レ
ベ
ル
に
て
運
用

可
能
な
シ
ス
テ
ム
を
確
立
す
る
こ
とを
目
標
とし
た
リス
ク
ア
セ
ス
メ
ン
ト
を
実
施
し
、
安
全
設
備
・制
御
シ
ス
テ
ム

に
反
映
し
て
実
装

水
素
を
主
燃
料
と
す
る
従
来
に
無
い
大
出
力
(2
～
8M
W
級
)の

水
素
燃
焼
エ
ン
ジ
ン
発
電
シ
ス
テ
ム
を
実
現
さ
せ
る
た
め
の
燃
焼
技

術
開
発
を
行
い
、
20
22
年
度
末
ま
で
に
終
了
さ
せ
る
。

具
体
的
に
は
、
①
既
存
の
天
然
ガ
ス
燃
焼
単
筒
機
を
用
い
た
水
素

燃
焼
評
価
及
び
最
適
化
目
途
付
け
②
水
素
燃
焼
単
筒
機
の
開

発
及
び
水
素
燃
焼
の
最
適
化
③
水
素
燃
焼
単
筒
機
運
用
シ
ス
テ

ム
の
開
発
、
の
３
項
目
の
実
施
に
よ
り燃
焼
技
術
を
構
築
す
る
。

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
余
剰
電
力

で
製
造
す
る
水
素
利
用
を
想
定
し
、
離

島
発
電
用
の
実
証
エ
ン
ジ
ン
を
開
発
す

る
計
画
。

直
近
で
は
、
G
I基
金
に
て
舶
用
向
け

の
水
素
燃
焼
エ
ン
ジ
ン
の
実
証
開
発
も

進
め
て
い
る
。

水
素
燃
焼
単
筒
試
験
機
に
て
、
①
で

短
時
間
運
転
を
達
成
し
た
平
均
有
効

圧
力
1.
85
M
Pa
か
つ
95
％
混
焼
の

水
素
燃
焼
に
つ
き
、
⾧
時
間
（
数
時

間
）
の
安
定
運
転
が
で
き
る
こ
と
を
確

認
す
る
。

●
成
果
ｻﾏ
ﾘ（
実
施
期
間
:
２
０
２
０
年
８
月
～
２
０
２
３
年
３
月

・目
標
（
平
均
有
効
圧
力
1.
6M
Pa
か
つ
水
素
混
焼
率
95
％
）
を
上
回
る
、
平
均
有
効
圧
力
1.
85
M
Pa
か
つ
95
％
混
焼
の
水
素
燃
焼
が
出
来
る
こ
とを
確
認
し
た
。

・天
然
ガ
ス
燃
焼
エ
ン
ジ
ン
と同
様
の
リス
ク
レ
ベ
ル
に
て
運
用
可
能
な
水
素
燃
焼
単
筒
試
験
設
備
（
エ
ン
ジ
ン
・周
辺
設
備
）
を
設
計
・整
備
し
た
。

・水
素
燃
焼
単
筒
試
験
設
備
の
特
徴
で
あ
る
⾧
時
間
の
水
素
供
給
能
力
を
生
か
し
、
天
然
ガ
ス
・水
素
の
混
焼
条
件
に
て
4時
間
程
度
、
安
定
し
て
連
続
運
転
が
出
来
る
こ
とを
確
認
し
た
。
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●
成

果
ｻﾏ

ﾘ（
実

施
期

間
:

２
０

２
２

年
３

月
～

２
０

２
３

年
３

月
・高

圧
ガ

ス
保

安
法

に
基

づ
き

設
計

・製
作

し
た

中
間

媒
体

式
液

化
水

素
気

化
器

（
IF

V
)お

よ
び

液
化

水
素

貯
槽

他
、
実

証
試

験
に

必
要

な
設

備
の

建
設

を
約

１
年

で
完

了
し

た
。

・中
間

媒
体

式
液

化
水

素
気

化
器

（
IF

V
)に

よ
る

液
化

水
素

の
気

化
実

証
を

行
い

、
目

標
と
し

た
所

定
の

性
能

を
安

定
し

て
達

成
出

来
る

事
を

確
認

し
た

。
・実

証
結

果
を

基
に

30
,0

00
N

m
3/

hの
IF

V
の

試
設

計
を

行
い

、
従

来
の

LN
G

気
化

器
実

績
範

囲
内

サ
イ

ズ
で

あ
り機

器
製

作
面

で
の

懸
念

は
無

い
こ

と
確

認
し

た
。

助
成

先
:

株
式

会
社

神
戸

製
鋼

所

●
背

景
/研

究
内

容
･目

的
●

こ
れ

ま
で

の
実

施
内

容
／

研
究

成
果

●
今

後
の

課
題

目
標

実
施

項
目

LN
G

用
気

化
器

の
実

績
を

ベ
ー

ス
に

液
化

水
素

気
化

器
を

設
計

・製
作

す
る

。
性

能
確

認
に

必
要

な
実

証
設

備
も

適
用

法
令

に
基

づ
き

設
計

・建
設

す
る

。

気
化

器
設

計
・

製
作

目
標

とし
た

所
定

の
性

能
（

気
化

ガ
ス

量
、
気

化
ガ

ス
温

度
、
循

環
水

取
出

し
温

度
等

）
を

安
定

し
て

達
成

出
来

る
事

を
確

認
す

る
。

実
証

試
験

10
,0

00
N

m
3/

hr
級

の
中

規
模

の
液

化
水

素
気

化
器

の
試

設
計

を
行

い
、
課

題
を

明
確

に
す

る
。

試
設

計

●
研

究
目

標

●
実

施
体

制
及

び
分

担
等

受
賞

等
外

部
発

表
論

文
発

表
特

許
出

願

0
1
1

0
0

自
己

評
価

成
果

内
容

実
施

項
目

〇
適

用
法

令
・規

則
に

従
い

設
計

・製
作

し
、
設

備
建

設
を

完
了

し
た

。
気

化
器

設
計

・製
作

〇
目

標
とし

た
所

定
の

性
能

を
安

定
し

て
達

成
出

来
る

事
を

確
認

し
た

。
実

証
試

験

〇
中

規
模

水
素

利
用

の
水

素
発

電
向

け
IF
V
の

試
設

計
を

完
了

し
た

。
試

設
計

●
研

究
成

果
ま

とめ

4
-2

-6
 「

水
素

社
会

構
築

技
術

開
発

事
業

／
大

規
模

水
素

エ
ネ

ル
ギ

ー
利

用
技

術
開

発
／

液
化

水
素

冷
熱

の
利

用
を

可
能

と
す

る
中

間
媒

体
式

液
化

水
素

気
化

器
の

開
発

」

●
実

用
化

・事
業

化
の

見
通

し

20
30

年
の

水
素

発
電

商
用

化
に

向
け

て
、
ガ

ス
タ

ー
ビ

ン
の

水
素

混
焼

・専
焼

実
証

が
計

画
さ

れ
て

お
り、

こ
れ

に
伴

い
大

型
の

液
化

水
素

気
化

器
も

必
要

と
な

る
。
そ

こ
で

、
液

化
天

然
ガ

ス
気

化
器

で
実

績
の

あ
る

中
間

媒
体

式
気

化
器

（
IF

V
)の

要
素

技
術

を
ベ

ー
ス

に
し

て
冷

熱
回

収
型

液
化

水
素

気
化

器
の

小
型

実
証

機
を

試
作

し
、
実

際
に

液
化

水
素

を
用

い
た

実
証

試
験

を
行

う
こ

とで
液

化
水

素
気

化
器

の
伝

熱
性

能
や

機
械

的
デ

ー
タ

を
取

得
し

、
大

型
化

に
向

け
た

基
盤

開
発

を
行

う。
ま

た
、
得

ら
れ

た
成

果
を

も
と
に

10
,0

00
N

m
3/

hr
級

の
中

規
模

の
液

化
水

素
気

化
器

の
試

設
計

を
行

う
こ

とで
、
大

規
模

水
素

エ
ネ

ル
ギ

ー
利

用
に

向
け

た
気

化
器

の
課

題
を

明
確

に
し

て
い

く。

(1
)
液

化
水

素
用

中
間

媒
体

式
気

化
器

（
IF

V
)の

設
計

・製
作

、
実

証
設

備
の

建
設

LN
G

用
IF

V
を

ベ
ー

ス
に

実
証

機
を

設
計

・製
作

し
、
運

転
に

必
要

な
実

証
設

備
を

完
成

さ
せ

た
。

(2
) 

実
証

試
験

液
化

水
素

が
伝

熱
管

内
を

流
れ

て
も

管
外

の
中

間
媒

体
（

プ
ロ

パ
ン

）
が

氷
結

し
な

い
こ

と、
連

続
運

転
に

お
い

て
出

口
気

化
ガ

ス
温

度
が

低
下

す
る

こ
とな

く安
定

的
に

液
化

水
素

を
気

化
で

き
る

こ
と
を

確
認

し
た

。
ま

た
冷

熱
回

収
に

つ
い

て
は

、
入

口
温

度
に

対
し

て
10

℃
以

上
低

下
し

た
冷

水
を

１
時

間
以

上
連

続
し

て
取

り出
せ

る
こ

とを
確

認
し

た
。

応
力

解
析

は
概

ね
実

温
度

分
布

を
ト

レ
ー

ス
で

き
て

お
り、

応
力

も
実

測
に

合
った

解
析

に
な

っ
て

い
る

こ
とを

確
認

し
た

が
、
一

部
で

は
実

測
値

と
乖

離
し

て
い

る
部

分
も

あ
り、

原
因

調
査

し
て

解
析

精
度

向
上

を
目

指
す

。

(3
) 

中
規

模
（

10
,0

00
N

m
3/

hr
ク

ラ
ス

）
用

気
化

器
の

試
設

計
30

,0
00

N
m

3/
hr

の
中

規
模

IF
V

の
試

設
計

を
行

い
、
機

器
サ

イ
ズ

は
従

来
の

LN
G

用
IF

V
の

実
績

の
範

囲
内

で
あ

り、
製

作
上

の
問

題
点

は
無

い
こ

とを
確

認
し

た
。

N
E
D
O

【委
託
先
】

株
式
会
社
神
戸
製
鋼
所

・
機
械
事
業
部
門
産
業
機
械
事
業
部
機
器
部

・
技
術
開
発
本
部

大
規

模
水

素
エ

ネ
ル

ギ
ー

利
用

先
の

１
つ

で
あ

る
水

素
発

電
に

お
い

て
は

、
水

素
供

給
圧

力
を

臨
界

圧
以

上
に

す
る

必
要

が
あ

る
。
そ

こ
で

N
ED

O
水

素
社

会
構

築
技

術
開

発
事

業
／

地
域

水
素

利
活

用
技

術
開

発
「水

素
C

G
Sの

地
域

モ
デ

ル
に

お
け

る
水

素
燃

料
供

給
シ

ス
テ

ム
の

効
率

化
・高
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４．１ 「未利用エネルギー由来水素サプライチェーン構築（7事業）」 

４．１．１ 「有機ケミカルハイドライド法による未利用エネルギー由来水素サプライチェーン実証」 

 

○研究開発概要 

水素発電の導入時の水素需要に対応可能な、安定的な大規模水素供給システムの確立を最終ゴールと

し、海外の未利用資源から製造した水素を、有機ケミカルハイドライド法により消費地まで輸送するサプライチェ

ーンの実証運用を行う。 

研究は第 1 期、第 2 期から構成されるフェーズドアプローチにより進めることとし、第 1 期では最終ゴールにお

けるサプライチェーンの運用に必要な基盤技術の検証を①水素化プラント、②脱水素プラント、③サプライチェー

ン全体運用の 3 つの領域において進めることとする。また、合わせて、実証運用チェーンの適切な規模・形態・実

施時期について検討する。 

第 2 期では第１期の成果を活かして、実際に実証チェーンの運用を長期（１年間程度）にわたり行うと共

に、同運用を通じて技術・非技術両面での課題抽出と対応策検討を行うことで基盤技術の深耕を目指す。 

(1)  実施者名、実施体制 次世代水素エネルギーチェーン技術研究組合 

千代田化工建設・三菱商事・三井物産・日本郵船にて次世代水素エネルギーチェーン技術研究組合を

設立し、実証事業の遂行を担う。 

(2) 期間 2015 年 7 月～2021 年 3 月 

(3) 予算 

 

(4) 実用化・事業化への道筋  

 

「○まとめおよび課題、事業化までのシナリオ」参照 

 

 

 

 

 

 

 

和暦 西暦 発生費用合計 助成対象費用
助成対象のうち

助成金

助成対象のうち

組合負担

平成27年度 2015年度 171,629,414 170,485,400 113,656,000 56,829,400

平成28年度 2016年度 399,029,126 351,752,000 234,500,000 117,252,000

平成29年度 2017年度 1,691,055,696 1,687,003,401 1,124,667,000 562,336,401

平成30年度 2018年度 2,534,197,391 2,482,321,400 1,654,880,000 827,441,400

令和元年度 2019年度 2,172,180,997 2,147,065,000 1,431,375,000 715,690,000

令和2年度 2020年度 745,480,882 745,480,882 496,987,254 248,493,628

合計 7,713,573,506 7,584,108,083 5,056,065,254 2,528,042,829
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(5) 最終目標に対する成果と達成状況（概要より引用） 

実施項目 最終目標 実施内容 研究成果 達成度 

水素化 
プラント

関連 

コンピュータシミュレーション/実証運

転を通じて、大型反応器設計手

法の確立。不純物除去の設備仕

様の確定。 

コンピュータシミュレーションを用いて

反応器内部の温度・流速を解析。

シミュレータを用いて不純物除去の

設備仕様を検討。 

商業規模へのスケールア

ップが問題ないことを確認

できた。 
〇 

脱水素 
プラント

関連 

コンピュータシミュレーション/実証運

転を通じて大型反応器設計手法

の確立、負荷追従検討、商業用

触媒製造工程における主要管理

指標の確立。 

コンピュータシミュレーションを用いた

大型反応器設計手法の確立、動

的シミュレーションにて負荷追従検

討、商業用触媒製造工程における

主要管理指標の確立。 

商業規模へのスケールア

ップは可能であることが確

認できた。 
〇 

サプライチ

ェーン運

用関連 

シミュレーション/実証運転を通じて

汎用トルエンの利用可能性検討、

負荷変動への対応方法明確化、

チェーン全体の信頼性確認、設備

構成の確認 

汎用トルエンの利用可能性検討、

シミュレーションによるチェーン全体の

信頼性確認、設備構成の確認、

第２期の適切な規模・形態・実施

時期の検討 

第 1 期の成果を踏まえ、

実機を建設、運用し商

用化への準備が出来た 
〇 

○研究開発目標 

(1) 目標設定の考え方 

第 1 期の研究開発目標は、前述の 3 領域（①水素化プラント、②脱水素プラント、③サプライチェーン全体

運用）において、次の二つの観点から取組みテーマと目標を設定する。 

チェーンの大規模化 

有機ケミカルハイドライド法については、弊社子安リサーチパーク内の技術実証プラントにて基本的な技術検証

が完了している。しかし、事業化に向けては数千倍程度への大規模化が必要となる為、これに資する技術開発

テーマを設定する 

エネルギー輸送チェーンの安定運用 

前述の通りプラントとしては基本的な技術検証が完了しているが、エネルギー輸送チェーンとしての品質（例えば

信頼性や負荷追従性）については、水素需要家のニーズに対応する為に改良・改善が必要と考えられる。こ

れに資する技術開発テーマを設定する。 

また、上記に加えて、第 2 期計画具現化の為の調査・検討についても別途テーマを設定する。設定したテーマ・

目標については表１に示す 4 群にグルーピングする。 

表１ テーマ・目標のグルーピング 

群 説明 テーマ・目標数 

①群 水素化プラントに関するもの 2 

②群 脱水素プラントに関するもの 4 

③群 チェーン全体運用に関するもの 3 

④群 第 2 期計画具現化に関するもの 1 
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(2) 水素化プラントに関する研究目標（テーマ①群） 

(2)-1 第 1 期では水素化プラントに関連しては表２-1 に示した 2 つの目標を設定した。 

表２-1 ①群の設定目標 

ﾃｰﾏ番号 テーマ名 設定目標 

①-1 水素化スケール

アップ検討 

コンピュータシミュレーションにより反応器内部の温度・流速を解析、1

基あたり 10 万 Nm3/h 程度の水素化反応器において触媒管流速

分布の偏りが概ね±5％程度に収まり、かつ反応熱除去が不十分な

領域を生じさせない設計手法（形状の工夫、バッフルプレートの配置

等）が確立していること。 

①-2 不純物除去設

備の仕様検討 

商業チェーンにおける運転時に不純物濃度を安定的にコントロールす

る為に、不純物除去設備の設備仕様（機器構成、運転条件等）

が明確になっていること。 

①-1 の研究開発目標は化学プラント設計における経験則に基づき設定している。①-2 の研究開発目標は技

術実証プラントの運転を通じ得られた知見に基づき設定している。また、H-1 の成果はチェーンの大規模化に、

①-2 の成果はエネルギー輸送チェーンの安定運用に資する。 

 

(2)-2 第 2 期 水素化プラントに関連しては表 2-2 に示した２つの目標を設定した 

                             表２－２ ①群の設定目標 

ﾃｰﾏ番号 テーマ名 設定目標 

①-1 水素化スケール

アップ検討 

商用規模の水素化設備の設計手法の確立。  

①-2 不純物除去設

備の仕様検討 

大規模水素チェーン向け不純物除去設備の設備仕様の明確化。 

 

(3) 脱水素プラントに関する研究目標（テーマ②群） 

(3)-1 第 1 期では脱水素プラントに関連しては表３-1 に示した以下の 4 つの目標を設定した。 

表３-1 ②群の設定目標 

ﾃｰﾏ番号 テーマ名 設定目標  

②-1 脱水素スケール

アップ検討 

コンピュータシミュレーションにより反応器内部の温度・流速を解析、1 基あ

たり 10 万 Nm3/h 程度の脱水素反応器において触媒管流速分布の偏

りが概ね±5％程度に収まり、かつ反応加熱が不十分な領域を生じさせな

い設計手法（形状の工夫、バッフルプレートの配置等）が確立しているこ

と。 

②-2 負荷追従性向

上策検討 

コンピュータシミュレーションによりプラント各所の運転条件（温度・流量・

圧力等）を解析、以下の想定需要要件において求められる負荷変動へ

の対応方法（必要となる設備構成、運転方法等）が明確になっている

こと。 
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【想定需要要件】 

「ﾛｰﾄﾞｱｯﾌﾟ 3.5％／分」および「ﾛｰﾄﾞﾀﾞｳﾝ 3.5％／分」 

(脱水素ﾌﾟﾗﾝﾄから事業用火力発電所への水素供給を想定) 

②-3 水素純度向上

策検討 

想定需要要件（FCV 向け水素供給を想定し C1 換算 2ppm）におい

て求められる、水素純度への対応方法（必要となる設備構成、運転方

法等）が明確になっていること。 

②-4 触媒商業生産

課題検討 

商業ラインにおいて脱水素触媒を製造した場合の性能が所定の性能指

標を満たし、触媒製造工程における主要管理指標が明らかになっているこ

と。 

（試作用小規模設備製造品と同等） 

②-1 の研究開発目標は化学プラント設計における経験則に基づき設定している。②-4 の研 

究開発目標は技術実証プラントの運転を通じ得られた知見に基づき設定している。②-2,② 

-3 の研究開発目標は文献調査・ヒアリング調査から想定した需要家ニーズに基づき設定し 

ているが、②-2 に関してはタービンメーカーの知見も反映した目標設定となっている。 

②-1、②-4 の成果はチェーンの大規模化に、②-2、②-3 の成果はエネルギー輸送チェーン 

の安定運用に資する。 

 

(3)-2 第 2 期では脱水素プラントに関連しては表３-2 に示した以下の 4 つの目標を設定した。 

 

表３-2 ②群の設定目標 

ﾃｰﾏ番号 テーマ名 設定目標 

②-1 脱水素スケール

アップ検討 

商用規模の脱水素設備の設計手法の確立。 

 

②-2 負荷追従性向

上策検討 

想定需要要件における負荷変動への対応方法の明確化。 

 

②-3 水素純度向上

策検討 

想定需要要件において求められる、水素純度への対応方法の明確化 

②-4 触媒商業生産

課題検討 

商業生産設備での触媒製造で所定の性能指標を満たすことの確認。 

 

 

(4) サプライチェーン全体運用に関する目標（テーマ③群） 

(4)-1 第 1 期ではサプライチェーン全体運用の領域においては表 4-1 に示した 3 つの目標を設定する。 
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表４-1 ③群の設定目標 

ﾃｰﾏ番号 テーマ名 設定目標  

③-1 商用トルエン運

転検証 

汎用的に調達可能なトルエンを使用した場合も、所定の性能指標を発

揮し、安定的なチェーンオペレーションが可能であることがデモプラントでの試

験運転により確認されること。 

水素チェーンに利用可能なトルエンのスペック（組成）が明確になっている

こと。 

③-2 ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ設備

構成検討 

サプライチェーン全体をモデル化したコンピュータシミュレーションにより、設備

構成がチェーンの信頼性に与える影響を定量的に分析出来ていること。 

需要家が求める信頼性を確保する為に適当な設備構成（タンクの容

量・構成、タンカーのサイズ・隻数等）を検討する手法が確立されているこ

と。 

③-3 設備仕様・ 

ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝ要件

検討 

事業用発電設備と連携運転をする為に、次の事項が明確になっているこ

と。 

✓ 燃料ガス（天然ガス・水素ガスの混合気体）中の不純物の析出によ

るガスタービン燃焼機などへのガム状物質付着可能性の定量的評価

手法 

✓ 脱水素プラントと発電タービンとの熱インテグレーション実施時の効果試

算と課題 

③-1 の研究開発目標は技術実証プラントの運転を通じ得られた知見に基づき設定している。③-2,③-3 の研

究開発目標は文献調査・ヒアリング調査から想定した需要家ニーズに基づき設定しているが、③-3 に関しては

タービンメーカーの知見も反映した目標設定となっている。 

また、③-1 の成果はチェーンの大規模化に、③-2、③-3 の成果はエネルギー輸送チェーンの安定運用に資す

る。 

(4)-2 第２期ではサプライチェーン全体運用の領域においては表 4-2 に示した４つの目標を設定した。 

l 表４-2 ③群の設定目標 

ﾃｰﾏ番号 テーマ名 設定目標  

③-1 商用トルエン運

転検証 

商用トルエンで安定的なチェーンオペレーションが可能である事の検証 

③-2 サプライチェーン

検討 

最適な設備構成を検討する手法の確立。 

③-3 発電燃料供給

チェーンとしての

設備仕様・オペ

レーション要件 

①ガスタービン燃焼機等へのガム状物質付着の定量評価手法の確立。 

②脱水プラントと発電タービンとの熱インテグレーション効果試算。 

 

③-4  サプライチェーン

効率化 

反応器運転モードの最適化。経済性向上に資する運転方法の試行。 
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(5) 第 2 期研究計画立案の為の調査研究(テーマ④群) 

また、前述までの 3 領域(①群、②群、③群)に亘る 9 つの研究目標に加えて、第 2 期研究計画の立案の為

に表５に示した研究目標を設定する。 

表５ ④群の設定目標 

ﾃｰﾏ番号 テーマ名 設定目標  

④-1 水素サプライチェ

ーンの将来形

態・第 2 期計

画具現化 

水素発電本格普及期における水素サプライチェーンの規模・形態・課題を整

理する。課題整理の一環として水素供給コスト(含む脱水素反応熱※1 の供

給コスト)低減シナリオを策定する。 

実証水素チェーン運用の為に、水素供給源、水素需要先、実証サイト等を

選定する。 

※１脱水素反応熱：脱水素プラントにおける脱水素反応は吸熱反応であり、外部から熱を供給する。供給さ

れた熱は水素の化学的エネルギーに変換される。 

 

○研究開発成果 

(1) 研究開発成果、達成度 

前項にて列記したテーマ毎に実施内容と成果を記載する。 

(1)-1 水素化スケールアップ検討(テーマ番号：①-1) 

① 第１期 

a.実施内容 

商業規模多管式反応器の実績調査に基づき、水素 化 反

応器の最大可能規模を反応器内径 9m と想定した。こ れ は

水素処理量として約 9 万 Nm3/h であり、千代田化工 子 安

のデモプラントの約 1,800 倍に相当する。水素化反応 器 の

概要を図１に示す。 

上記の規模での反応器及びプロセス条件の試設計を実施 し、こ

の結果をベースとして水素化反応器の流動解析を実施した。 実 施

したケーススタディ項目を表６に示す。 

 

b.解析結果 

流動解析結果の一例として、定格ロード時の触媒管体積

流量偏差を図 2 に示す。 

図 1 水素化反応器概念図 

表６ 流動解析ケーススタディ項目 

水素化反応器

胴内 触媒管

定格Load ● ●

低Load感度 ●

触媒充填差圧感度 ●

構造ｸﾘｱﾗﾝｽ感度 ●
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流動解析ケーススタディの主要な結果を以下に示す。  

・定格ロード時及び低ロード（40％）共に、全触媒管領域での製品体積流量偏差は±0.1% 

 以下となった。 

・触媒充填時の充填バラつきにより触媒管差圧に現状想定内の偏差が生じた場合でも、製品体積流量偏差

は±4％以下となった。 

・胴側上部に、蒸気のみが存在するため反応熱除去が不十分になる領域が生ずる可能性が示された。 

 

c. 成果及び達成度 

触媒管側流動解析結果により、触媒充填バラつきを現状想定内に収めることにより、触媒管の流量偏差

は目標である±5％以内を達成可能であることが示された。また胴側で生ずる可能性の有る若干の除熱不十

分も、現状計画している触媒充填法の工夫により十分回避が可能と考えられる。以上より、商業規模への

水素化反応器スケールアップの妥当性が確認された。 

 

② 第２期 

a. 実施内容 

Tube 側編流について、ターンダウン時性能低下有無を検証するために、原料水素流量及び原料トルエン流量をター

ンダウン時の流量に調整し、水素化反応器入出の流体をサンプリングし、トルエン/MCH 濃度を分析。 

 

データ取得断面位置 

図 2 定格ロード時の触媒管水平断面体積流量偏差 
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b. 試験結果 

ターンダウン運転結果（測定負荷 40%、60%、80%） 

 

c. 成果 

運転ロードによらず、転化率、選択率の基準以上の低下は見られないことから、ターンダウン時の性能維持を確認(各

ロード整定後に前項のサンプリング箇所から採取した液の分析結果より算出）。商業規模への水素化反応器スケー

ルアップの妥当性を確認し、設計手法を確立。実証設備の反応器設計に反映。 

 

(1)-2 不純物除去設備の仕様検討(テーマ番号：①-2) 

    ① 第１期 

a. 実施内容 

想定される不純物が蒸留設備設計に与える影響

度等を検討した上で、検証すべき不純物を特定し、こ

れら不純物を組み合わせた 2 成分系気液平衡データ

をラボスケール測定器により測定した。また、これら実測

データに合致するように、蒸留設計に使用するプロセス

シミュレーターの気液平衡推算パラメーターをチューニン

グした。 

更に、過去に子安デモプラントでの実証運転にて取

表７ 気液平衡データ取得状況 

Toluene MCH A B C D E

Toluene 文献データ有
取得済

（文献ﾃﾞｰﾀ無）
文献データ有

取得済

（文献ﾃﾞｰﾀ無）

取得済

（文献ﾃﾞｰﾀ無）
文献データ有

MCH
取得済

（文献ﾃﾞｰﾀ無）
文献データ有

取得済

（文献ﾃﾞｰﾀ無）

取得済

（文献ﾃﾞｰﾀ無）
文献データ有

A
取得済

（文献ﾃﾞｰﾀ無）

取得済

（文献ﾃﾞｰﾀ無）

取得済

（文献ﾃﾞｰﾀ無）

取得済

（文献ﾃﾞｰﾀ無）

B 文献データ有 文献ﾃﾞｰﾀ無 文献データ有

C 文献ﾃﾞｰﾀ無 文献ﾃﾞｰﾀ無

D
取得済

（文献ﾃﾞｰﾀ無）

E
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得した不純物含有トルエンを用い、ベンチスケールの連続式蒸留試験装置を使用して商業装置での蒸留設

備を模擬した運転試験を実施し、上述のパラメーターチューニングを実施したシミュレーターにより運転試験結

果を解析検証した。 

 

 b. 解析結果 

 プロセスシミュレーターに気液平衡データが内蔵されている成分系、及び試薬調達困難な成分系を除き、想

定される成分系の概ね全てについて気液平衡データを取得した。 

データの取得状況を表７に示す。また、パラメーターチューニング後の気液平衡シミュレーション結果と、チュ

ーニング前の推算パラメーターによるシミュレーション結果との比較例を図３に示す。 

更に、蒸留試験結果とパラメーターチューニング後のシミュレーション結果との比較例を図４に示す。 

 

c. 

成

果

及び

達

成

度 

上記のスタディにより、商業装置向け蒸留設備の現状設計仕様が概ね妥当であることを 

確認したと共に、設計品質を向上することが出来た。この結果、商業規模にて所定の性能 

を満たす蒸留設備が確実に設計可能であることが確認され、目標を達成した。 

 

② 第 2 期 

a.シミュレーション  

a-1.実施内容  

・ 蒸留設備設計に影響を与える不純物を特定し、必要な 2 成分系気液平衡データをラボスケール測定器によ

り測定し、蒸留設計に使用するプロセスシミュレーターの気液平衡推算パラメーターをチューニング。 

・ 技術実証プラントの不純物含有トルエンを用い、商業装置での蒸留設備を模擬した試験を実施。この試験

結果を上述のパラメーターチューニングを実施したシミュレーターにより解析検証。 

 

a-2. 試験・解析結果 

パラメーターチューニング前後（推算パラメーター/気液平衡シミュレーション結果）は図 5、蒸留試験結果とパラメータ

ーチューニング後のシミュレーション結果との比較例は図 6 に示す。 
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蒸留塔上部回収率 

図３ 蒸留シミュレーターへの気液平衡データ反映例 
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a-3. 成果 

パラメータチューニング及び蒸留試験から、蒸留設備の設計手法の精度を向上出来たと共に、現状の蒸留設備の設

計仕様が妥当であることが確認され、商用規模での蒸留設計が可能となった。 

 

b.サンプリング分析 

b-1. 実施内容 

実証運転時のトルエン・MCH 中軽質不純物蓄積挙動の検証として、水素化反応器にフィードするトルエン及び生成

MCH をサンプリングし組成を分析、水素化反応による不純物（反応で副生する芳香族／環状炭化水素。触媒劣

化に影響する成分／許容濃度を従来のラボ試験で特定済み）生成量を算出。 

 

 

b-2. 試験結果 

不純物の生成量算出結果（川崎側のトルエン/MCH 中の不純物量と比較し、分析結果の妥当性は定量的に確

認済み） 

図 6 
図 5 
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b-3. 成果 

軽質不純物トータル増加量が目標上限値以内を確認。運転期間中のトルエンおよびMCH中の軽質不純物の蓄積

速度の変化が得られ、これを商業設備の軽質不純物除去設備設計及び運転条件に反映できる。これにより設備性

能担保のために過剰な設計余裕を取る必要が無くなり、設備コスト，運転コストの最適化が期待できる。 

 

* 商用トルエン実証運転終了時,約 1500 時間での軽質不純物のトータル増加量を基準に決定。 

 

(1)-3 脱水素スケールアップ検討(テーマ番号：②-1) 

① 第 1 期 

a. 実施内容 

商業規模多管式反応器の実績調査に基づき、脱水素反

応器の最大可能規模を反応器内径 9m と想定した。これは

水素処理量として約 13 万 Nm3/h であり、千代田化工子

安のデモプラントの約 2,600 倍に相当する。脱水素反応器

の概要を図 7 に示す。 

上記の規模での反応器及びプロセス条件の試設計を実施

し、この結果をベースとして脱水素反応器の流動解析を実施

した。実施したケーススタディ項目を表８に示す。 

b. 解析結果 

図 7 脱水素反応器概念図 

Feed

熱媒油 触媒管

胴内

表８ 流動解析ケーススタディ項目 

脱水素反応器

胴内 触媒管

定格Load ● ●

低Load感度 ●

触媒充填差圧感度 ●

構造ｸﾘｱﾗﾝｽ感度 ●
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  流動解析結果の一例として、定格ロード時の触媒管体積流量偏差を図 8 に示す。 

流動解析ケーススタディの主要な結果を以下に示す。 

・定格ロード時及び低ロード（40％）共に、全触媒管領域での製品体積流量偏差は±1% 

 以下となった。 

・触媒充填時の充填バラつきにより触媒管差圧に現状想定内の偏差が生じた場合でも、製品体積流量偏差

は±6％以下となった。 

・触媒管とバッフルプレートとの隙間を熱媒油の一部が短絡流れする影響により、胴側上部に加熱不十分にな

る領域が生ずる可能性が示された。 

 

c. 成果及び達成度 

触媒管側流動解析結果により、現状想定の触媒充填偏差では触媒管流量偏差が最大 6%程度となる結

果となった。しかし、シミュレーションにおいては触媒充填時の充填密度のバラつきを厳しめに設定していることか

ら、実運用においては充填作業要領等の最適化により目標である±5％以内を達成することは十分可能であ

ると考えられる。また胴側で生ずる可能性の有る加熱不十分については、バッフルプレートの枚数や形状、熱媒

油入出ノズルの数等を最適化することにより回避可能と考えられ、大規模反応器の実現に向けて更なる検討

を行う。以上より、商業規模への脱水素反応器スケールアップは概ね妥当であり、更なる改善に向けての方向

性が確認された。 

② 第 2 期 

a. 実施内容 Tube 側偏流について、ターンダウン時性能低下有無の検証するために、ターンダウン運転時の脱水素

反応器入出の流体をサンプリングし、トルエン／MCH 濃度を分析。 

 

データ取得断面位置

Plane1

Plane2

Plane3

Plane0

データ取得断面位置 

図 8 定格ロード時の触媒管水平断面体積流量偏差 
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b. 試験結果 

ターンダウン運転結果（35%、40%、50%、80%） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

c. 成果 

運転ロードによらず、転化率、選択率の基準以上の低下は見られないことから、ターンダウン時の性能維持を確認(各

ロード整定後に前項のサンプリング個所から採取した液の分析結果より算出）。商業規模への脱水素反応器スケー

ルアップの妥当性を確認し、設計手法を確立。実証設備の反応器設計に反映。 

 

 

(1)-4 負荷追従性向上策検討(テーマ番号：②-2) 

①第 1 期 

a.実施内容 

最も厳しい負荷追従性を必要とする水素需要としてガスタービン発電を想定し、タービンメーカーへのヒアリン
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グを実施して脱水素設備目標負荷追従速度を 3.5%/min と設定した。また、現状最大級のガスタービン

での水素専焼発電を想定し、検討対象とする脱水素設備規模を 20 万 Nm3/h（最大規模反応器 2 系

列）と想定した。 

上記の条件に基づいて脱水素設備について試設計し、これをモデル化したダイナミックシミュレーションによるケ

ーススタディを実施することにより、現状計画設備仕様での負荷追従性、これを向上するための設備構成や

制御システムについて検討した。 

 

b.実施結果 

一連のケーススタディの内、主要な結果を以下に示す。 

ｂ-1 脱水素設備下流にバッファーとなる水素ガスホルダーを設置することにより、目標とした負荷追従性を

確保出来る。但し、現状計画設備仕様のままでは大容量のガスホルダーが必要となる。 

ｂ-2 脱水素設備の内、脱水素反応器を加熱す

るための熱媒加熱炉（標準仕様）が負荷追従

性の主な律速となっている。この加熱炉の負荷追

従性が向上できれば、ガスホルダー容積を大幅に

低減することが可能となる。解析の一例として、加

熱炉の目標とした負荷追従性を向上させ、かつガ

スホルダーを設置しない場合のロードアップシミュレ

ーション結果を図 9、図 10 に示す。 

c.成果及び達成度 

   一連のダイナミックシミュレーションの結果、水素ガスホル

ダーを設けることにより、現状計画設備仕様でもガス

タービン発電の要求負荷変動に追従出来ることが

確認された。更に、熱媒加熱炉の負荷追従性を向

上することにより、負荷追従に必要な水素ガスホルダ

ー容積を大幅に低減することが可能となる見通しを

得た。加熱炉の構成材や燃焼制御系の最適化により負荷追従性を向上することは十分に可能と見込まれる。 

②第 2 期 

 a.実施内容 

負荷変動（短時間でのターンダウン／ターンアップ）運転の実施、運転データ収集を行う。 

製品水素ラインの調節弁の開度を増減し、水素需要量の変動を模擬。負荷変動時の反応器入口温度・圧

力、反応器出口温度・圧力、触媒管温度分布、熱媒温度の経時変化を測定し、適正範囲内であることを

確認する。 

また、負荷変動時の反応器入口温度・圧力、反応器出口温度・圧力、触媒管温度分布、熱媒温度の経時

変化を測定し、適正範囲内であることを確認する。 

オンタイムの需要側要求の変動を検知した MCH 供給量制御方式よりも、需要変動を予め見越した MCH 供

給量制御方式の方が有利ではないかとの仮説の上、この方式での負荷追従試験を実施し、商業運転時の

運転ケースの多様化を図る。 

 

図 10 解析結果例 反応器内温度 
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図 9  解析結果例 製品水素流量 
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b.実施結果 

まず、水素需要変動を見越して脱水素設備への MCH 供給量を先行して調整する運転の模擬検討試験を

実施した。MCH 供給を短時間でターンダウン、ターンアップする運転を実施した結果、下図に示す通り目標と

する負荷追従速度 3.5%/min を達成し、主要温度・圧力の大きな変動は無く運転継続可能であることが

確認された。 
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一方、製品水素ラインの調整弁の開度を増減し、水素需要量の増減を模擬した検討試験では、短時間でタ

ーンダウン、ターンアップを行うと制御系の発散が生じ、安定した運転を継続することが出来なかった。この運転

についてダイナミックシミュレーションによるトレースシミュレーションを実施して改善策を検討した結果、MCH 気化

器の負荷追従性向上または製品水素ライン容量の増加を図ることで負荷追従が可能となることが判明した。 

c.成果及び達成度 

一連の負荷追従運転試験およびトレースシミュレーションを実施した結果、MCH 供給量を先行調整した運転

では目標とした負荷追従速度を達成可能であることを確認出来、また、製品水素量を調整した運転において

も負荷追従が可能となる設備構成案を確認し、目標を達成した。 

 

(1)-5 製品水素純度向上策検討(②-3)  

①実施内容 

脱水素設備にて製造される製品水素の純度を高める技術の調査、検討を行なった。 

水素は、その利用先の使用用途に応じた水素純度（グレード B～E）に適合する必要がある。メチルシク

ロヘキサンの脱水素により製造された粗水素は少量の不純物を含むことが明らかとなっているが、商業的にそ

の精製を実施した例はこれまでにはなく、技術的な対応可否の確認が課題である。本粗水素を対象とした

精製技術の調査、及び試験設備を用いた検証を実施した。 

②実施結果 

精製方法として、膜分離法、および吸着分離法の調査を実施した。また、吸着分離法については、実施

例がないことから、ラボスケールにて PSA（Pressure Swing Adsorption）の実験を行い確認した。 

表９に各種水素燃料の ISO 規格および当該規格に適合する精製方法について結果を示した。 

■適合する精製方法 ⇒ Grade B:冷却分離法、Grade D、および E：PSA 法 
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 ③成果及び達成度 

 脱水素設備から製造した水素は、冷却分離によりトルエン等を除去し、水素純度を 99.9％以上とするこ

とが出来ることから、水素発電用燃料（グレード B）に用いることが可能であることを確認した。 

PSA にて、水素中の不純物を除去し、グレード D,及びグレード E に規定されている値をクリアすることが出来

ることから、FCV 用、および定置用燃料電池に用いることができることを確認した。 

 

(1)-6 触媒商業生産課題検討(②-4) 

① 第 1 期 

a. 実施内容 

小規模設備で製造され、既に性能実証済みの脱水素触媒と同様の製造レシピ／仕様にて、実際の商業

規模生産設備を用いた数百 kg／ロットを超える規模での触媒試験製造（触媒担体製造及び触媒担持

調整）を実施し、ラボ反応試験により性能を評価した（一次試作）。 

この評価結果に基づいて、商業規模生産において触媒性能に影響する要因を抽出検証し、これを反映し

た製造レシピ／仕様に基づく二次試作を開始した。 

b. 実施結果 

今回実施した商業規模設備での脱水素触媒試作の概要を表 10 に示す。 

 

ISO 14987-2(2012)

Grade　A Grade B Grade C Grade D
内燃機関、
輸送用、住

宅用

発電等工業
用燃料

宇宙、航空
機用地上支

援
FCV用

Category 1 Category 2 Category 3
H2 ％ 98.0 99.90 99.995 99.97 50 50 99.9

Para-H2 ％ NS NS NS NS NS NS NS
Total non-hydrogen gases μmol/mol NC NC 50 300 50% 50% 0.1％

H2O μmol/mol b 5 NC NC NC
T-hydrocarbons (Methane basis) μmol/mol 100 b 2（ｇ） 10（ｈ） 2（i） 2（ｊ）

O2 μmol/mol a 100 c 5 200 200 50
He μmol/mol a 39 300

N2+Ar μmol/mol a 400 b 100

CO2 μmol/mol d 2 2

CO μmol/mol 1 d 0.2 10 10 0.2
Total sulfur compounds (H2S basis) μmol/mol 2 10 0.004 0.004 0.004 0.004

HCHO μmol/mol 0.01 3 0.01 0.01
HCOOH μmol/mol 0.2 10 0.2 0.2

NH3 μmol/mol 0.1 0.1 0.1 0.1
Total halogenated compounds μmol/mol 0.05 0.05 0.05 0.05

Hg 0.004
Maximum particulates concentration mg/kg f e e 1 1 1 1

50% 50% 0.1％

Included in total non-
hydrogen gases

ISO 14687-1(1999) ISO 14687-3FDIS(2013)
Type　Ⅰ

Grade E

定置用燃料電池

表９ 水素燃料規格と精製方法 
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表 10 触媒試作の概要 

 担体製造 

(アルミナ担体) 

触媒調製 

(活性種の担持) 

従来施策 商業生産設備 セミコマーシャル設備 

一次試作 商業生産設備 商業生産設備 

スケール比 1 10～100 

 

また、試作触媒の性能評価結果の一例を図 11 に示す。 

 

             図 11 商業生産触媒ラボ評価例 

         

 

 一連の試作評価の主要な結果を以下に示す。 

b-1.一次試作の触媒は小規模設備製造での触媒に比べ、初期活性が若干低い傾向を示したものの、長期

的な活性及び性能安定性はほぼ同等であった。 

b-2. 初期活性低下の原因を検証し、二次試作向けに触媒担持調整レシピ、及び設備の仕様の一部を更

新した。 

b-3. 二次試作の結果、小規模設備での性能と同等の能力を持つことが確認できた。 

c. 成果及び達成度 

  商業規模生産設備を用いた脱水素触媒試作の結果、小規模設備製造での触媒と概ね同等 

の性能を持つ大規模触媒製造が可能であることが確認された。 

d. 第 1 期完了までの取組 

    触媒製造レシピ及び製造設備仕様の一部を更新した二次試作は 2016 年 12 月に完了し、この結果をラボ

反応試験等により検証することで大規模製造触媒の更なる性能向上が期待出来る。 

 

②第 2 期 

a.実施内容 

商業規模触媒製造仕様で製造した触媒を使用し、脱水素設備を運転、運転データの収集をする。脱水

素反応器入出の液体をサンプリングして組成（トルエン、MCH、反応副生芳香族/環状炭化水素濃度）

を分析する。 
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また触媒管の温度分布の経時変化を測定し、脱水素触媒の劣化傾向を把握する（従来のデモプラント

運転により、触媒管温度分布変化と触媒劣化の相関を把握済み）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ.実施結果 

試験結果判断基準は、 

・触媒性能（運転期間を通じて転化率が目標値以上であること）や劣化速度が小規模試作の触媒を

使用したデモプラント運転と同等であること（各ロード整定後に前項のサンプリング個所から採取した液の

分析結果より算出）とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

脱水素反応器入出の流体をサンプリ

ング(サンプリング箇所①②)して組成

（トルエン、MCH、反応副生芳香族

／環状炭化水素濃度）を分析 

触媒管の温度分布(温度測定

箇所 T4)の経時変化を測定

し、脱水素触媒の劣化傾向を

把握（従来のデモプラント運転

により、触媒管温度分布変化と

触媒劣化の相関を把握済み） 

脱水素反応の転化率／選択率、不

純物濃度の経時変化を算出し、触

媒性能や劣化速度が小規模試作の

触媒と同等であることを確認。 
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デモプラント運転結果と傾向を比較 
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 c.成果及び達成度 

運転開始以降、転化率、選択率が目標値以上を維持していることから、商業規模触媒製造仕様で製造し

た触媒を使用し、所定の触媒性能が得られることが検証できた。 

 

 

(1)-7 商用トルエン運転検証(③-1) 

① 第 1 期 

a.実施内容 

子安デモプラントで実施する商用トルエン運転検証に使用するトルエンを選定するために、国内外の商用ト

ルエン供給社より 6 種のサンプルを調達し、ラボ反応試験によるスクリーニング評価を実施した。試験の結果

で不適合と判断されたトルエンについては、その原因を検証し、これを反映して商業規模導入トルエンの仕

様を策定した。 

上記の策定仕様、及び供給社のトルエン供給能力を考慮した上でトルエンを選定し、これを子安デモプラン

トに導入して運転検証を開始した。 

 

b.実施結果 

商用トルエンスクリーニング結果を表 11 に纏めて示す。また、子安デモプラントの検証運転状況を図 12 に

示す。 

 

 

 

表 11 商用トルエンスクリーニング結果 

供給元 起源*
生産能力
（万t/年）

規格/ｻﾝﾌﾟﾙ
純度,wt%

ｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞ結果
評価

水素化 脱水素

A社 COLO < 5 99.99 O O
2013年子安ﾃﾞﾓ実証済み、
供給ﾎﾟﾃﾝｼｬﾙが極めて低い

B社 Reformate < 5 91.20 X X
特定物質不純物濃度が高く、
不適合

C社（a工場） Pygas 5 ~ 10 99.96 O O 供給ﾎﾟﾃﾝｼｬﾙが低い

C社（b工場） Reformate > 20 99.96 O O
第一期検証・子安デモ機で
の実証に導入

D社（海外）
Reformate

& Pygas
> 20 99.98 X X

ｻﾝﾌﾟﾘﾝｸﾞ方法に起因する特
定物質のｺﾝﾀﾐにより不適合、
再調達・再評価が必要

E社 Reformate > 20 98.18 追加試験予定

*Reformate; 接触改質油（製油所）、Pygas; 熱分解油（化学（ｴﾁﾚﾝ）工場）、 
COLO; コークス炉軽油（製鉄所） 

図 12 子安デモプラント検証運転状
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一連のスタディの主要な結果を以下に示す。 

b-1.反応試験結果が良好であったこと、及び商業規模でのトルエン供給が十分可能である能力を有している

ことから、国内 C 社 b 工場のトルエンを最終選定した。 

b-2. 2 種のサンプルについては反応試験結果が不適合であったため、含有成分の詳細分析や検証試験を実

施して不適合要因を定量的に検証した。これまでの知見に更にこの結果を反映して商業規模導入トルエンの

仕様を策定した。 

b-3. 最終選定した商用トルエン約 30kL を、商業仕様での輸送手段／手順にて子安デモプラントに導入し、

2016 年 7 月より検証運転を開始し、現在まで安定に運転を継続中。 

c.成果及び達成度 

   一連の検証にて、商業規模で調達／使用可能なトルエンを選定することが出来た。また、設備の安定運転を可

能とするトルエン調達仕様を策定出来た。 

d.第 1 期完了までの取組 

   今後 2016 年 10 月末までデモプラントにて実証運転を実施し、その結果を評価確認することにより、商業チェー

ンにて大規模に調達可能な商用トルエンが使用可能であることを実証する。 

 

② 第 2 期 

a.実施内容 

スペック適合品の大規模購入トルエンでの実証運転実施と性能の検証を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【水素化プラント】 

水素化反応器入出の流体をサンプリング (水素化プラントサンプリング箇所③④) し組成（トルエン、

MCH、反応副生芳香族／環状炭化水素濃度）を分析。触媒管の温度分布（温度測定箇所

T5)の経時変化を測定。 
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b.実施結果 

大規模購入トルエンを使用した実証設備運転を実施した結果、以下の通り長期間に渡り転化率、選択率は

目標値以上を維持し、安定した運転が可能であった。 

 

 

 

 

 

ｃ.成果および達成度 

実証チェーン運転に商用トルエンを使用し、取得した運転データにより、チェーンとして所定の性能が得られること

を確認して目標を達成した。 

 

(1)-8 サプライチェーン設備構成検討(③-2) 

①実施内容 

需要家への水素供給の安定性には、水素源からの水素供給量変動、水素需要家個別の水素需要量

上記により水素化／脱水素反応の転化率／選択率、不純物濃度の経時変化を算出

し、触媒性能や劣化速度が商用トルエンを使用したデモプラント運転と同等であることを確

認。 

脱水素プラントにおいても、フィード MCH 及び生成トルエンのサンプリング・分析、触

媒管温度分布測定を実施。 
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変動、MCH／トルエン輸送の遅延など多くの事象が影響する。このため、水素サプライチェーン全体を見通

しての供給安定性を検証することが必要である。そこで、水素源から水素需要家までをカバーし得る水素サ

プライチェーン全体をモデル化し、想定される様々な事象発生に対するチェーン全体としての安定性を検証す

ると共に、安定性を向上するための各種設備の規模や冗長性の検討を行った。 

③ 実施結果 

 シミュレーション結果の一

例を図 13 に示す。タンカ

ーの輸送能力、航海の遅

延発生確率等を一定とし

たうえで、水素化・脱水素

設備の貯蔵能力と系内

のトルエン量を一定の刻

み幅で増減させた場合

の、サプライチェーン起因の

水素供給停止時間の発

生確率分布をグラフ化し

たものである。供給停止

時間分布の中央値に注

目した場合、Case3 と Case4 の間に変化点があることが見て取れる。ターゲットとする信頼性にも依るが、

本例においては上記変化点近傍が信頼性と設備コストのバランスが取れた設備構成と考えられる。 

③成果及び達成度 

本研究を通じて設備構成が供給安定性に与える影響を定量的に評価する基本的な手法が確立できたも

のと考えられる。 

④第 1 期完了までの取組 

当初構築したシミュレーションモデルは水素化基地、脱水素基地とも 1 拠点のシンプルなチェーンを対象とし

たものであったが、現在両拠点が複数存在するチェーンについてもシミュレーション可能なモデルへの機能強

化を実施中であり、完了後に追加のケーススタディを実施する。 

  

Case1 Case2 Case3 Case4 Case5 Case6 Case7 Case8

貯蔵能力 －4⊿ －3⊿ －2⊿ －1⊿ 基準値 +1⊿ +2⊿ +3⊿

最大値 252.34 87.10 19.66 10.90 4.62 6.28 1.93 0.28

95ﾊﾟｰｾﾝﾀｲﾙ値 244.67 67.11 18.74 6.48 2.45 1.00 0.80 0.00

中央値 171.66 33.00 6.72 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

最小値 126.83 10.90 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平均値 179.27 35.68 7.13 1.21 0.35 0.27 0.11 0.01

0
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←最大値

←最小値

←50パーセンタイル

←95パーセンタイル

Case1 Case2 Case3 Case4 Case5 Case6 Case7 Case8

図 13 シミュレーション結果の一例 
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(1)-9 発電燃料供給チェーンとしての設備仕様・オペレーション要件(③-3) 

① 脱水素設備による製品水素性状が商業規模発電 GT に及ぼす影響の検討 

a.実施内容 

脱水素設備からの製品水素は、微量のトルエン（TOL）やメチルシクロヘキサン（MCH）を含んでおり、こ

れら高分子炭化水素は、高温の重合反応でガム状生成物を生じ、燃料ガスとともに GT 燃焼器に導入さ

れ、燃焼器ノズルの閉塞原因となる。 

ガム状物質の生成量は原因物質の量だけでなく、温度・圧力および微量成分により影響を受ける。また、

天然ガス中にもガム状になる原因物質や影響物質が存在するため、混合ガス燃料におけるガム状物質生

成状況をラボ試験により把握する。 

b.実施結果 

2015 年度、脱水素設備からの製品水素品質から、必要な試験項目と方法を検討し、手順書を作成し

た。 

2016 年度、ガム状物質析出特性試験（図 12 参照）を実施して、予混合燃焼 GT への 20 vol%水

素混焼時の影響評価を行う。 

c.成果及び達成度 

2016 年 9 月末時点で、試験仕様の策定を終え、試験準備作業を進めている（当初予定通りのスケジュ

ール）。今後、2017 年 1 月まで試験を実施し、2 月に結果取り纏めの計画。 

2016 年 9 月以降、天然ガスに 20vol%の水素を混合し、ベースガスとした。 

想定される炭化水素を微量添加し、燃料配管中の析出物生成速度を測定。飽和炭化水素を低濃度に

て比較すると、トルエンより析出物生成速度が速く、析出しやすい事が判明した。トルエンベースの含有量制

限値(試験委託先機関での従来研究結果に基づく)を使用して、MCH 等の飽和環状炭化水素の含有制

限値を評価した。 
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② 脱水素反応熱を GTCC 発電所の HRSG から供給する方法の可能性検討 

a.実施内容 

GTCC（Gas Turbine Combined Cycle）発電所の HRSG（排ガスボイラー）に Hot Oil Heater 

(HOH)を設置し、熱媒により脱水素反応熱を供給する場合をシミュレーションにより検討する。検討条件は、

①GTCC は 450MW クラス予混合燃焼、②天然ガスへの水素混焼率を 70 vol%。 

b.実施結果 

シミュレーション検討により部分負荷時も含め HOH を設置した場合の、発電効率を比較したところ、若干の

効率向上が見られた。（図 14 参照）。本シミュレーションを通じ、①GT 起動時、②外気温変化時、③

混焼率変更時など、多彩な運転モードに対応できるシステム構築には課題があることも確認された（設備

運転制御が複雑化することなど）。 

c.成果及び達成度 

脱水素反応熱を GTCC 発電所の HRSG から供給することで、総合効率の改善の可能性があることが示

唆された。合わせて、その実現に向けた課題の頭出しを行うことができた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 14 HOH の有無による発電効率比較 

50 60 70 80 90 100

発
電
効
率
（％

）

GT負荷（％）

HOH有りと無しの発電効率検討

HOH統合無し

HOH統合有り Hot Oil Cooler

HOH統合有り Hot Oil Steam Generator

✓ 飽和炭化水素の含有量管理値を策定した。 

✓ 現状の脱水素工程にて、製品水素が商業規模発電 GT に使用可能であることを確認した。 
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(1)-10 サプライチェーン効率化（③-4） 

① 実施内容 

反応条件を調整して反応転化率を一定に維持した運転（シビアリティ管理）を実施し、触媒管の温度分

布の経時変化を測定する。 

② 実施結果 

反応器触媒管の温度分布の経時変化測定結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

反応器触媒管の温度分布の経時変化測定結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 成果および達成度 

反応転化率一定運転（シビアリティ管理）を検証し、商業運転時の運転方法へ適用可能であることを確

認した。 

 

(1)-11 水素サプライチェーンの将来形態検討と第 2 期計画具現化（④-1） 

① 水素源調査 

a.実施内容 

今回の調査では、将来の水素チェーンの有り得る姿(規模・形態)を考察する基礎情報として、経済面、環

判断基準 

Phase1 運転に比べて触媒の長寿命化傾向が観察されること。 
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境面から有望な水素源の検討と期待しうる水素源の規模、地域を整理し、ロングリストを作成するため、表

12 に示す水素源を対象に以下の STEP1、STEP2 のアプローチで有望水素源の調査を行う。 

ロングリストに記載された水素供給ポテンシャルは、目安として当該国の供給ポテンシャルの 7～8 割程度を

カバーするものとした。 

STEP1 潜在的な水素供給ポテンシャル（水素量に換算）高い国を 10 か国程度スクリーニング 

STEP2 スクリーニングされた 10 か国程度において、有望な水素源のリストを作成 

 

表 12 水素源一覧 

水素源 水素製造方法 

副生水素 電解プラント、メタノールプラント、エチレンプラントからの副生水

素 

褐炭 褐炭のガス化＋改質による水素製造 

油田随伴ガス(フレア) フレアリングされている油田随伴ガスを改質し水素製造 

油田随伴ガス(圧入利用) 油田の圧力維持の為に圧入されている油田随伴ガス 

（随伴ガスに依り水素を製造し、副生物として得られる二酸

化炭素を圧力維持の為の圧入ガスとして利用することを想

定） 

再生可能エネルギー 太陽光・風力・水力・地熱発電の電力を利用した水電解 

 

b.実施結果 

水素源毎に以下の調査結果を得た。途中計画である STEP1 の結果は省略し、STEP2 終了時の結果の

み記載する。 

➢ 副生水素（電解プラント、メタノールプラント、エチレンプラントからの副生） 

中国・米国・ロシアが供給ポテンシャル上位国であり、サウジアラビア、イラン、UAE 等の中東諸国が続

く。上位国では、十数万 Nm3/h 規模の水素の供給ポテンシャルがあることから当面の水素源として

期待できる。しかしながら、他の水素源に比べると規模が限定的であり、数十万 Nm3/h クラスのさら

に大規模な水素源としては厳しい。 

➢ 褐炭(ガス化により水素製造) 

インドネシア・オーストラリア・インド・トルコ等が有望候補と考えられる。供給量の面での制約が少なく数

十万 Nm3/h クラスの水素源としても期待できるが、CO2処理方法の検討、水素製造コスト低減の検

討を要する。 

➢ 油田随伴ガス(フレアガス) 

ロシア・イラン・イラク・インドネシア等が有望候補と考えられる。フレアガスの発生源が分散しがちな為、

水素源としての有望度は個別の油ガス井毎に精査が必要である。 

➢ 油田随伴ガス(油田圧入ガス) 

アラスカ・イラン・カナダ・UAE・イエメン等が有望候補と考えられる。数十万 Nm3/h クラスの水素源とし

ての利用が期待される地域も存在するが、圧力維持の為の圧入ガスとして CO2 を利用可否が油井工

学的見地から難しいケースもあり、より正確な有望度評価の為には個別の地域・油田毎の詳細調査

が必要となる。 
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➢ 再生可能エネルギー（太陽光・風力・地熱・水力） 

太陽光は、日射量、オフグリッド地域とのマッチング(人口密集地から離れている場所ほど有望とした)、

海岸までの距離(海岸部に近い程水素の積出しが容易であり有望度高とした)、地形とのマッチングで

評価、中東エリアのサウジアラビア、イエメン、オマーン、イラン等が有望地域として挙げられた。風力は、

平均風速、オフグリッド地域とのマッチング、海岸までの距離で評価、中国、ニュージーランド、インド、オ

ーストラリア、オマーンと、世界各地に有望地域が点在している。 

地熱／水力は賦存量の観点からはポテンシャルのある国はあるものの、陸続きの隣国への電力輸出が

可能なケースが多く、有望地域がアジア諸国やロシアに限定される。 

 

c.成果及び達成度 

水素源・地域ごとに概算レベルで供給ポテンシャルの評価をする事ができた。また、水素源・地域ごとに

供給ポテンシャル精査のポイントを明らかにする事が出来た。 

④ 第 2 期計画具体化（実証チェーンの具体化） 

a.実施内容 

前述までの研究成果、地理的制約や既存設備に関する調査結果、技術的な検討を踏まえて、実証チェ

ーンの規模、形態等を以下の通り定めた。なお、以下の検討結果は現時点での計画であり、今後のステ

ークホルダーとの協議により、実行段階においては一部が変更となる可能性もある。 

b.実施結果 

ｂ-1.規模 

水素化プラント、脱水素プラントそれぞれについて 300Nm3/h 程度の規模とする。大規模化の観点から

は、当社子安リサーチパーク内で稼働中の技術実証プラント(50Nm3/h)と初期の商業チェーン(数万

Nm3/h)との間をつなぐ位置付けとなるが、チェーン全体およびプラントの机上スケールアップの確実性と実

証コストを勘案し、チェーン規模を決定した。なお、1 年間の実証運転を通じて 200t 程度の水素(FCV

満タン換算で 4 万台分)を本チェーンより輸送する計画である。 

ｂ-2.水素源 

本章①にて述べた副生水素供給ポテンシャルに関するスクリーニング調査を通過し、詳細調査対象となっ

た H 国の L 化学工場からの副生水素を水素源とする。 

ｂ-3.形態 

年間の水素輸送量を踏まえ、経済性や現地固有の事情を勘案し輸送手段を検討した結 

果、メチルシクロヘキサン、トルエンに輸送は ISO コンテナを利用することとした。水素源から水素需要先ま

での大まかなフローを図 15 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

なお、国内に開設予定のコンテナ貯蔵拠点は、後述の通り脱水素プラントを既設石油精製工場内に設
図 15 実証チェーン概略フロー 
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置する為、敷地内の貯蔵容量が限定的な為、これを補完する為に設置するものである。 

ｂ-4.配置 

ｂ-4-1.海外 

東南アジアの資源国であるブルネイ・ダルサラーム国の工業団地内内に実証サイトを開設し、水素化プラン

トを設置する。なお、前述の水素源となるブルネイ LNG 工場も同工業団地内にあり、同工場と水素化プ

ラントの間を結ぶパイプラインも新たに建設する。 

ISO コンテナの荷役拠点としては同国内のムアラ港にあるコンテナターミナルを利用する。 

ｂ-4-2.国内 

首都圏川崎市の東亜石油京浜製油所内の一角を借用し、脱水素プラントを設置する。既設工場内に

設置することで、一部の用役(蒸気、圧縮空気等)については同工場から供給を受けることが可能となり、

実証コストの削減が期待できる。なお、水素需要先となる発電設備も同工場内に設置されている。 

ISO コンテナの荷役拠点としては川崎市内の川崎港にあるコンテナターミナルの利用を計画している。また、

前述の貯蔵基地については、物流事業者の倉庫、または川崎市内の工場跡地を活用する計画である。 

c.成果と達成度 

本検討の成果として、国内外の設備の規模・水素源・携帯・配置が決まり、設計作業に着手する事が可

能となった。 

 

(2) 成果の意義 

(2)-1 チェーンの大規模化の観点から 

表 13 に示した 4 つのテーマの成果から、有機ケミカルハイドライド法による水素サプライ輸送チェーンのコア要

素である脱水素触媒、トルエン、水素化・脱水素反応器に関して、数万～数十万 Nm3/h 規模の商業化

チェーンの実現化に必要な技術が概ね確立できたとものと考える。本研究第 2 期において、当該テーマの成

果を反映した実証チェーンの運用と技術検証を行うことで、商業水素チェーンの運用開始への技術面での

準備が整うものと期待できる。 

 

 

表 13 チェーン大規模化に関連するテーマの成果 

# テーマ名 成果 備考 

①-1 水素化スケール 

アップ検討 

反応器スケールアップの妥当性を確

認 

- 

②-1 脱水素スケール 

アップ検討 

反応器スケールアップの妥当性と改

善方向性を確認 

- 

②-4 触媒商業生産検討 大規模触媒製造が可能であることを

確認 

 

③-1 商用トルエン 

運転検証 

商業規模でのトルエン調達仕様を策

定 

 

 

(2)-2 エネルギー輸送チェーンの安定運用の観点から 

表 14 に示した 5 つのテーマの成果から、エネルギー輸送チェーンとしての安定運用に資する技術の確立に
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一定の目処が立ったものと考えられる（一部テーマについては実証チェーンでの技術検証を予定）。多くの

テーマが想定した需要家ニーズをベースに目標設定しているため、本研究の成果により直ちに商業水素チェ

ーンの準備が完了とは言えないが、需要家ニーズへ対応する為に必要な技術的な基盤が整えられたものと

考えられる。 

表 14 エネルギー輸送チェーンの安定運用に関連するテーマの成果 

# テーマ名 成果 備考 

①-2 不純物除去設備 

仕様検討 

蒸留設備仕様の妥当性を確認 - 

②-2 負荷追従性策向上 要求仕様(負荷追従性)への対応が

可能であることを確認 

- 

②-3 水素純度向上策検討 要求仕様(水素純度)への対応が可

能であることを確認 

- 

③-2 サプライチェーン 

設備構成最適化検討 

設備構成が供給安定性に与える影

響について基本的な定量評価手法

を確立 

ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝﾓﾃﾞﾙの機能

強化、追加ｹｰｽｽﾀﾃﾞｨ

を実施中 

③-3 設備仕様 

オペレーション検討 

脱水素反応熱の効率的な供給の

可能性を示唆 

 

 

(2)-3 実証チェーン具体化の観点から 

(1)(2)において記した通り、実証チェーン運用を通じて幾つかのテーマにおいては商業化に向けて本研究で

確立した基盤技術を検証する必要がある。「④-1：水素サプライチェーンの将来形態検討と第 2 期計画

具現化」においては、今後ステークホルダー各社との商務面の調整は必要ではあるものの、2020 年 1 月か

ら 1 年間の実証運転計画を策定、技術検証の場を確保することに一定の目処がついたと考えられる。 

 

(3) 成果の最終目標の達成可能性 

本研究の最終目標である「2030 年頃の安定的かつ大量な水素供給体制確立を目指した、プロトタイプ規模のサプ

ライチェーン構築」の実現に向けて、以下の課題を認識している。いずれも、最終目標の達成には解決することが必須

であり、各項にて述べるアプローチで着実に研究開発を推進していく。 

(3)-1 基盤技術 

第 1 期の研究テーマ全 10 件のうち、実証チェーンの構築にその成果を直接活用するのは表 15 に示した 6 テーマで

ある。 

表 15 実証チェーンに成果を活用するテーマの進捗状況 

# テーマ名 実証チェーン構築準備状況 

①-1 水素化スケールアップ検討 完了(目標達成) 

①-2 不純物除去設備の仕様検討 完了(目標達成) 

②-1 脱水素スケールアップ検討 完了(目標達成) 

②-2 負荷追従性向上 完了(目標達成) 

②-4 触媒商業生産検討 完了(目標達成) 

③-1 商用トルエン運転検証 完了(目標達成) 
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実証チェーンの構築準備という観点からは、4 テーマ(①-1,①-2,②-1,②-2)については、一部テーマで追加のケース

スタディが必要であるものの、初期の目標を達成し完了している。 

2 テーマ(②-4,③-1)については実施中であるが、既に完了した分析・評価作業から概ね目標通りの成果が期待でき

るものと考えている。引き続き適切なスコープ・進捗管理を継続し、第 1 期期間中の目標達成を目指していく。 

 

(3)-2 運用準備 

本実証においては、従来に類を見ない循環型のエネルギーサプライチェーンを運用する。第 1 期を完了し、技術的に

は万全の備えでチェーンの構築に取り組むものの、実際の運用段階では想定外の事象の発生も想定される。 

安定的なチェーン運用を実現する為に、様々な事象を想定したチェーンオペレーション計画の立案が必要不可欠で

ある。具体的には、海運会社、物流会社、石油精製会社等と連携しながら、実運用を念頭に置いた計画の立案を

進める。 

 

(3)-3 スケジュール 

チェーン全体としての運用開始は 2020 年 1 月を予定している。このことに加え、脱水素プラントの試運転は、水素

化プラントの試運転完了後に可能になる（水素化プラントで製造したメチルシクロヘキサンが脱水素プラントの試運転

に必要となる）等のスケジュール制約があり、全体的にタイトなスケジュールとなる。 

遅滞のない計画実現に向けて、スケジュールの全体感を踏まえたマイルストーンを設定、当該マイルストーンにおいて

クリアすべき要件を明確に定め、その達成状況の見通しを継続的にモニタリングし計画的にプロジェクトを遂行する。 

 

(3)-4 ステークホルダーとの調整 

輸送量・運用期間が限定的な実証チェーンと雖も、海外からのエネルギーサプライチェーンを実際に構築する為には、

多岐にわたるステークホルダーとの調整・交渉が必要となり、計画実施段階では、事業実施主体のコントロールが効き

にくい事象が発生することも想定される。 

既に実施した設備仕様や運用要件についての検討結果を最大限活用し、またステークホルダー各社との対話を丁

寧かつ迅速に進めることで、遅滞の無い計画実施を目指す。 

 

○まとめおよび課題、事業化までのシナリオ 

第 1 期の成果により、本研究の最終目標であるプロトタイプサプライチェーンの構築については一定の目処が得られたと

考えられる。しかし、プロトタイプチェーン構築のその先のゴールである大規模商業水素サプライチェーンの実現に向けて

は（１）信頼性の確立、（２）コストの低減、（３）市場環境の醸成の３要件が必要と考える。 

 

（１）信頼性の確立 

本研究の第 2 期においてプロトタイプチェーンの運用を通じた課題抽出と対応策検討を行うことで、将来の事業化

段階において、需要家のニーズに適合した信頼性の高い水素サプライチェーンの構築・運用を実現する為の、技術的

基盤が確立するものと期待される。 

 

（２）コストの低減 

コストの低減は事業化にむけて解決が必須の課題である。資源エネルギー庁のロードマップにある 2030 年にプラン

120



 

 

 

 

ト渡し 30 円/Nm3 の実現に向けて、実証チェーンの構築と並行して、以下の３つのアプローチでの取り組みを行う。 

①チェーン形態・規模の適正化によるスケールメリット最大化 

設備規模を拡大することで単位水素量当たりの固定的費用の削減が期待できる。具体的には、水素供給ポテ

ンシャルも勘案し、数十万 Nm3/h 規模の水素チェーン構築を目標とする。勿論、チェーンの規模は水素需要量が

律速要因となるので、一つの水素源から複数の水素需要へ供給を行う等の工夫を行う。 

また、チェーンの構成要素の能力(水素化・脱水素基地の貯蔵容量、タンカーの輸送力)とチェーンとしての信頼

性は一般にトレードオフの関係にある為、サプライチェーンシミュレーションを活用し規模を適正化することで同様に固

定的費用の削減が期待できる。さらに、複数の水素源と水素需要を一体的に運用することで、信頼性確保のマー

ジンとして保持する容量を削減可能となり、より一層の固定的費用の削減が期待できる 

上記の取り組みによりチェーン形態・規模を適正なものとし、スケールメリットを最大化することでコスト低減を実現

する。 

②触媒改良による輸送効率向上・操業費用低減 

収率向上や長寿命化等の触媒改良を推進する。例えば、収率を向上させることで、一定量の水素を供給する為

に運ぶ必要のあるメチルシクロヘキサンの量を少なくでき、輸送費の削減が可能となる、また、触媒の交換頻度を下

げることで、単位水素量当たりの触媒製造費や交換コスト等の操業費用の削減が可能になる。 

③熱インテグレーション・排熱利用等による熱コスト低減 

脱水素プラントの操業費用において大きな割合を占める熱コスト低減も重要な課題である。以下の 3 つの方策を

水素の需要特性(規模・立地等)に合わせて適用することで水素コスト低減を目指す。 

a.発電設備との熱インテグレーション 

テーマ③-3「発電燃料供給チェーンとしての設備仕様・オペレーション要件」の研究結果に記す通り、発電設備から

の排熱を脱水素熱源として利用することで総合効率向上の可能性が示唆されている。但し、実現に向けては多様

な運転モードへの対応等課題が多い。 

さらに、今後の燃料電池技術の進歩により、事業用の燃料電池発電が実現した段階では、燃料電池の排熱を脱

水素熱源として活用することもより有効な方策として考えられる。 

b.排熱利用 

コンビナート等の工場排熱の利用も一つの方策として考えられる。これは、有効利用が比較的難しい 200℃未満

の排熱を利用し、低廉な熱源として活用するものである。但し、実現には触媒改良等により脱水素反応温度を低

減させる必要がある。また、この場合排熱供給量が脱水素プラント規模の制約要因となるため、小規模ゆえに固

定費が割高とならないように、コンビナートに既に存在するインフラ(荷役設備・貯蔵設備等)の転用・共用を検討す

ることが必要となる。 

c.低炭素熱源 

熱量当たりの単価という観点では、特段のコスト低減が期待できるものではないが、CO2 対策費の観点からは、低

炭素熱源(バイオマス燃料等)の利用もコスト低減に資するものと考えられる。これは、熱量当たりの単価が同じで

種類の異なる燃料の熱源利用を比較した場合、燃料の CO2 排出係数が小さい方が、水素 1Nm3あたりの CO2

原単位が小さくなり、CO2 排出削減量 1t 当たりのコスト低減が期待できるものである。 

 

（３）市場環境の醸成 

高信頼性・低コストを継続的な技術開発により追求することは大前提としても、2 次エネルギーの媒体として水素を

輸送する以上、他の１次エネルギーとの比較では相対的に高コストとなることは構造的な課題である。一方で、「相対
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的な高コスト」には以下のような環境面、エネルギーセキュリティ面での価値が含まれている 

✓ エネルギーの消費地と離れた場所で CO2 の処理が可能となる。即ち、CO2 処理をより適した場所で行うこと

が可能となる 

✓ 従来需要地への輸送が難しかったエネルギーの利用が可能となる 

市場において上記価値の貨幣価値へ換算をどの様に行うかは非常に難しい課題ではあるが、事業としての２次エネ

ルギー輸送チェーンの成立の為には、その価値を織り込んだ取引が行える市場環境の醸成は必須要件である。 

課題としては、一事業者の取組範囲を大きく超えたものとなるが、技術開発を進める当事者としては、実証チェーン

運用を通じて、社会に対しての課題提起を継続的に行っていきたい。 

 

○研究発表・特許等 

－新聞・雑誌等への掲載－ 

No. 年月 発表先 題目 発表者 

1 2017/06/01 

日本工業新聞社「月刊ビジ

ネスアイ エネコ」雑誌と web 

（取材） 

松本真由美の環境・エネルギ

ーDiary                   

「水素社会」の実現に近づく！ 

水素を常温で安全に大量輸

送へ 

千代田化工建設 

2 2017/07/27 
各種メディア 

（プレスリリース） 

世界に先駆けて国際間水素サ

プライチェーン実証事業に本格

着手 

千代田化工建設 

 遠藤英樹 GM 

3 2017/08/21 化学工業日報 

SPERA 水素事業の全体像、

今後の展望について（特に水

素の小型ステーションにつき、詳

細取材希望）その 1 

千代田化工建設 

 遠藤英樹 GM 

4 2017/08/23 化学工業日報 

SPERA 水素事業の全体像、

今後の展望について（特に水

素の小型ステーションにつき、詳

細取材希望）その 2 

千代田化工建設 

 遠藤英樹 GM 

5 2017/09/01 ガスレビュー 

有機ケミカルハイドライト法を用

いた国際間大量水素サプライ

チェーン実証段階へ 

千代田化工建設 

 遠藤英樹 GM 

6 2017/09/03 日経ヴェリタス 水素社会、実現迫る 
千代田化工建設 

 遠藤英樹 GM 

7 2017/09/05 化学工業日報 

SPERA 水素事業の全体像、

今後の展望について（特に水

素の小型ステーションにつき、詳

細取材希望）その 3 

千代田化工建設 

 遠藤英樹 GM 

8 2017/09/18 ガスエネルギー新聞 
水素のサプライチェーンに関する

特集記事 

千代田化工建設 

 遠藤英樹 GM 
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9 2017/10/01 
ジェトロセンサー 

（取材） 

ブルネイ国－川崎 世界に先

駆け国際間水素サプライチェー

ン実証 

千代田化工建設 

 遠藤英樹 GM 

10 2017/10/05 千代田化工建設 HP 弊社ウェブサイトの改訂 千代田化工建設 

11 2017/10/15 エネルギージャーナル 

ブルネイ国－川崎 世界に先

駆け国際間水素サプライチェー

ン実証 

千代田化工建設 

 遠藤英樹 GM 

12 2017/11/01 
エネルギーの新潮流、および

エネルギー総工研 web 

ブルネイ国－川崎 世界に先

駆け国際間水素サプライチェー

ン実証 

千代田化工建設 

 遠藤英樹 GM 

13 2017/11/10 投資経済 
世界に先駆け、国際間水素サ

プライチェーン構築へ 

千代田化工建設 

 大島泰輔 TL 

14 2018/02/01 
川崎市環境技術紹介パンフ

「エコテックウォーカー」 

水素社会を支え、世界のサス

ティナビリティに貢献！ 

千代田化工建設 

 岡田技師長 

15 2018/01/30 月刊クリーンエネルギー 

技術研究組合の設立と取り組

み－世界に先駆けた有機ケミ

カルハイドライド法の水素サプラ

イチェーン実証－ 

AHEAD 遠藤理事長 

16 2018/02/05 
日本海運集会所 

KAIUN 

世界に先駆けた国際実証を通

じて水素の大量輸送・供給技

術を確立 

AHEAD 遠藤理事長 

17 2018/02/01 
株式会社ガスレビュー発行 

ハイドリズム 8 

有機ハイドライド法は水素エネ

ルギー社会の〝希望〟である 
千代田化工建設 

18 2018/02/01 
WEB および小冊子

（CSR） 
水素サプライチェーン実証 東亜石油 

19 2018/01/23 

武蔵野大学西脇教授 

水素エネルギーで飛躍するビ

ジネス 

水素事業全般 
千代田化工建設 

 遠藤英樹 GM 

20 2018/05/01 機関投資家向け IR 資料 INVESTOR’S BRIEF 2018 千代田化工建設 

21 2018/04/10 加地テック WEB 
NEDO 助成事業での圧縮機

の受注 
加地テック 

22 2018/05/11 決算発表 
世界に先駆けた国際間水素サ

プライチェーン実証のご紹介 
千代田化工建設 

23 2018/07/12 京浜臨海部ニュース 8 月号 
次世代水素エネルギーチェーン

技術研究組合について 
AHEAD 

24 2018/09/01 
2018 サステナビリティレポー

ト 

川崎市と取り組む脱炭素社会

への貢献 
千代田化工建設 
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25 2018/08/28 月刊ビジネスアイ エネコ 

OCH を用いた水素サプライチェ

ーン構築へ…千代田化工建

設の取り組み 

千代田化工建設 

26 2018/08/07 電気新聞 
SPERA 水素 千代田の水素

供給事業 
千代田化工建設 

27 2018/08/09 

8th Tokyo Conference 

on Advanced Catalytic 

Science and 

Technology 

Development of Novel 

Dehydrogenation 

Catalyst for Hydrogen 

Carrier 

千代田化工建設 

 岡田技師長 

28 2018/09/01 NHK 
国際間水素サプライチェーンに

おける水素源ブルネイ紹介 

千代田化工建設 

 岡田技師長 

29 

18/11/15 

18/11/1 

19/1/30 

日刊工業新聞、エネルギー

ジャーナル、エネ総工研 web 
千代田の水素供給事業 

千代田化工建設 

 長井部長 

30 2018/11/01 HP 
国際間水素サプライチェーン実

証事業の起工式 

昭和シェル石油株式会

社 

31 2018/11/27 
日経産業新聞コラム 

「グリーン技術」 
千代田の水素供給事業 

千代田化工建設 

 長井部長 

32 2019/01/30 社内報 
東亜石油殿（川崎京浜製油

所内）にて起工式典を開催 
千代田化工建設 

33 2019/01/07 社内報 
脱水素プラント建設工事起工

式 
東亜石油 

34 2018/01/10 読売新聞神奈川版 千代田の水素供給事業 千代田化工建設 

35 2019/02/25 ソウル経済新聞 
水素社会に向けた日本の取組

み 

千代田化工建設 

 長井部長 

36 2019/05/01 Investor’s Brief 2019 
Hydrogen Supply 

Business 
千代田化工建設 

37 2019/07/01 市民向けパンフレット 「水素って何？」 川崎市 

38 2019/06/04 

世界水素技術会議

（WHTC）2019 での広報

展示およびガイドブックへの広

告 

有機ケミカルハイドライド法によ

る未利用エネルギー由来水素

サプライチェーン 

千代田化工建設 

39 2019/06/01 Chiyoda in Brief Hydrogen Supply Chain 千代田化工建設 

40 2019/06/14 
G20 軽井沢大臣会合、屋

外展示会場での展示 

有機ケミカルハイドライド法によ

る未利用エネルギー由来水素

サプライチェーン 

千代田化工建設 
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41 2019/07/04 朝日新聞電子版 
中国でも注目している SPERA

水素技術 

千代田化工建設 

 長井部長 

42 2019/07/22 化学工業日報 
千代田化工建設の水素の取

り組み 

千代田化工建設 

 長井部長 

43 2019/08/19 
「火力原子力発電」2019

年 10 月号 

有機ハイドライド法水素貯蔵

輸送技術と将来の展望 
千代田化工建設 

44 2019/9/1 
三菱商事会社案内パンフレ

ット 
三菱商事 三菱商事 

45 2019/03/01 株主向け資料 
水素サプライチェーン事業 脱

水素プラント完成 
東亜石油 

46 2020/01/30 サスティナビリティレポート 水素サプライチェーンへの協力 
出光昭和シェル 

（出光興産株式会社） 

47 2020/02/20 日経産業新聞 
水素サプライチェーン実証 水

素輸送の開始 
日本郵船 

48 2020/02/20 電気新聞 
水素サプライチェーン実証 水

素輸送の開始 
日本郵船 

49 2020/03/16 電気新聞 

千代田化工 、水素製造コス

ト低減へ触媒研究／量産見

据え耐久性向上 

千代田化工建設 

 長井部長 

50 2020/05/01 月刊誌「KAIUN」5 月号 水素サプライチェーン実証 日本郵船 

51 2020/04/01 日経ビジネス電子版 
水素は、“ごく普通のタンクロー

リー” で輸送できる？！ 

千代田化工建設 

 長井部長 

52 2020/04/28 「海事プレス」 
水素サプライチェーン実証稼働

開始 
日本郵船 

53 2020/04/28 「日本海事新聞」 
水素サプライチェーン実証稼働

開始 
日本郵船 

54 2020/05/29 Investor’s Brief 2020 

SPERA Hydrogen / The 

World’s First Global 

Supply Chain 

Transportation Project 

千代田化工建設 

55 2020/05/25 HP 輸入水素の発電利用開始 川崎市  

56 2020/05/26 HP 

【世界初国際間水素サプライ

チェーン】  

海外から輸送した水素による

国内初の発電開始 

千代田化工建設 

57 2020/06/25 
報道関係者様向けプラント

見学会、HP 

水素サプライチェーン実証概要

説明 
AHEAD 
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58 2020/06/25 HP 

世界初、水素を輸送する国際

実証試験を本格開始 

～水素サプライチェーンの循環

に成功、水素社会の実現を目

指す～ 

日本郵船 

59 2020/10/15 情報誌「港湾 10 月号」 

特集 【港湾における脱炭素

社会の実現に向けて】 

「川崎における水素サプライチェ

ーン構築に向けた取組み」 

AHEAD 森本理事長 

60 2020/11/01 配管技術 11 月号 

水素の大量長距離輸送技術 

SPERA 水素Ⓡシステムの開

発 

-世界初の国際間水素サプライ

チェーン実証プロジェクト- 

千代田化工建設 

 岡田技師長 

 

－研究発表・講演－ 

No. 年月 発表先 題目 発表者 

1 2017/7/12 

The 7th World 

Hydrogen 

Technologies 

Convention 

Hydrogen Storage and 

Transportation using SPERA 

Hydrogen Process 

for realizing Low-Carbon 

Society 

高野 宗一郎 

2 2017/09/26 JPI カンファレンス 
世界に先駆けた国際間水素サプライチ

ェーン商用化事業の全容 

千代田化工建設 

  遠藤英樹 GM 

3 2017/10/13 
川崎市水素ネットワーク協

議会 

世界に先駆けた国際間水素サプライチ

ェーン実証のご紹介 

千代田化工建設 

  黒崎大輔 GL 

4 2018/02/07 敦賀商工会議所向け講演 
水素エネルギー事業構築に向けた取り

組み 
三菱商事 

5 2018/03/15 

ナノテクノロジービジネス推進

協議会主催 ‘環境・エネル

ギー研究会 

水素エネルギー事業構築に向けた取り

組み 
三菱商事 

6 2018/02/20 ハグミュージアム 
有機ハイドライド国際水素サプライチェ

ーン構築に向けた取組み 

千代田化工建設 

岡田技師長 

7 2018/02/26 駐日ブルネイ大使館 ブルネイに於ける三菱商事の取組み 三菱商事 

8 2018/03/01 Palace Hotel 
有機ハイドライド法および水素サプライ

チェーン実証 
AHEAD 成毛理事 
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9 2018/03/19 

Kumul Petroleum （パ

プア国営石油会社）主催 

Energy Summit 

Chiyoda in PNG 千代田化工建設 

10 2018/04/25 
HANNOVER MESSE/第

12 回日独経済フォーラム 

Large-scale hydrogen storage 

and transportation technology 
千代田化工建設 

11 2018/04/24 日本溶接学会シンポジウム 
『創る・運ぶ』水素製造・運搬・利用技

術 

千代田化工建設 

岡田技師長 

12 2018/05/23 第 31 回日智経済委員会 水素エネルギー事業について 三菱商事 

13 2018/05/30 
第 3 回 水素再エネ社会の

新事業創出フォーラム 

SPERA 水素システムの開発状況と展

望 

千代田化工建設 

岡田技師長 

14 2018/06/28 
(一社)日本高圧力技術協

会 技術セミナー 

有機ハイドライド法を用いた水素の大

量貯蔵輸送技術 

千代田化工建設 

河合 

15 2018/06/19 

World Hydrogen 

Energy Conference 

2018 

Large-Scale Hydrogen Storage 

and Transportation System 

-“SPERA Hydrogen TM” 

System- 

千代田化工建設 

岡田技師長 

16 2018/07/24 
日経社会イノベーションフォー

ラム 
川崎市リーディングプロジェクト一覧 川崎市福田市長 

17 2018/07/12 

アジア・大洋州における気候

変動と脆弱性に関する国際

会議 

世界に先駆けた国際間水素サプライチ

ェーン実証のご紹介 
千代田化工建設 

18 2018/09/04 ブルネイ大学 国際間水素サプライチェーン実証紹介 千代田化工建設 

19 2018/09/04 

Green Hydrogen for 

the Chilean Energy 

Transition 

Large-Scale Hydrogen Storage 

and Transportation System 
千代田化工建設 

20 2018/09/12 

International 

Hydrogen 

Infrastructure 

Workshop 

Introduction of Liquid Organic 

Hydrogen Carrier 

and the Global Hydrogen 

Supply Chain Project 

AHEAD 

21 2018/09/20 
化学工学会 第 50 回秋季

大会 

有機ハイドライド法を用いた水素の大

量貯蔵輸送技術 
千代田化工建設 

22 2018/12/03 
ブルネイ 天皇誕生日祝賀

会 

The world’s first SPERA 

hydrogen supply chain starts 

in 2020 

AHEAD 

23 2018/10/23 水素閣僚会議 

SPERA Hydrogen  

Hydrogen Supply Chain by 

LOHC System 

千代田化工建設 

清水専務 
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24 2018/11/25 
第 12 回日中省エネルギー・

環境総合フォーラム 

水素社会実現に向けた 千代田化工

建設の取組み 

千代田化工建設 

山東社長 

25 2018/11/16 

The 4th Korea-Japan 

Joint Symposium on 

Hydrogen in Materials 

Development of SPERA 

Hydrogen system and its 

prospects 

千代田化工建設 

岡田技師長 

26 2018/12/07 
第 11 回 『よこはま水素エ

ネルギー協議会』 セミナー 

水素社会に向けた水素の大規模貯

蔵輸送技術による取り組み 
千代田化工建設 

27 2018/12/10 
California Hydrogen 

Business Council 

2018 California Hydrogen and 

Fuel Cell Summit 
千代田化工建設 

28 2019/01/14 
WFES 2019 - World 

Future Energy Summit 

「SPERA Hydrogen  The global 

hydrogen supply chain demo 

project」「Introduction of 

Hydrogen Supply Chain」 

千代田化工建設 

29 2019/02/07 エコビジネスフォーラム 
水素サプライチェーン実証事業への協

力 
東亜石油 

30 2019/03/27 
株主通信および CSR レポー

ト 
脱水素プラント建設工事起工式等 東亜石油 

31 2019/02/22 日本計装工業会 講演会 
有機ハイドライド法を用いた水素の大

量貯蔵輸送技術(SPERA 水素) 

千代田化工建設 

河合 

32 2019/02/27 
FC-EXPO 第 15 回水素・

燃料電池展 

SPERA 水素  国際間水素サプライ

チェーン実証プロジェクト 

千代田化工建設 

長井部長 

33 2019/03/01 
第 5 回集光型太陽熱技術

研究会 

Chiyoda Hydrogen Supply 

Chain Vision 
千代田化工建設 

34 2019/03/14 第 84 回 化学工学会年会 

水素の大規模貯蔵輸送技術 

-SPERA 水素Ⓡシステム-の開発と展

望 

千代田化工建設 

岡田技師長 

35 2019/03/25 
Stanford 大学 

Htdrogen Workshop 

Liquid Organic Hydrogen 

Carrier Technology for 

Hydrogen Storage and 

Transportation in Large-Scale 

千代田化工建設 

岡田技師長 

36 2019/06/01 
Chiyoda in Brief （会

社紹介定型プレゼン資料） 
Hydrogen Supply Chain 千代田化工建設 

37 2019/06/03 

World Hydrogen 

Technology 

Convention 2019 

Development of SPERA 

HydrogenTM System using 

LOHC 

千代田化工建設 

岡田技師長 

38 2019/6/19 
Credit Suisse 

Hydrogen Seminar 

Overview of the Hydrogen 

Market Energy of the Future? 
千代田化工建設 
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39 
2019/07/01 

2019/08/01 

日刊工業新聞、エネ総工研

web「エネルギーの新潮流」 
水素大量導入時代に向け 

千代田化工建設 

長井部長 

40 2019/06/27 
G20 大阪サミット、国際メデ

ィアセンター内での展示 

有機ケミカルハイドライド法による未利

用エネルギー由来水素サプライチェーン 
千代田化工建設 

41 2019/06/28 
技術情報センター Power 

to Gas セミナー  

大規模水素貯蔵輸送技術による

Power to Gas 実現への展望 

千代田化工建設 

岡田技師長 

42 2019/06/19 
Credit Suisse 

Hydrogen Seminar 

Overview of the Hydrogen 

Market Energy of the Future? 

Chiyoda Oceania 

Pty Ltd 

43 2019/07/10 
第 14 回再生可能エネルギ

ー世界展示会＆フォーラム 

再生可能エネルギー由来の水素供給

事業 

－有機ケミカルハイドライド法－ 

千代田化工建設 

長井部長 

44 2019/07/24 日経イノベーションフォーラム 
水素エネルギー社会の実装とグローバ

ル連携 
川崎市福田市長 

45 2019/10/31 
第 49 回 石油・石油化学

討論会 

有機ケミカルハイドライド法による水素

の大量貯蔵・輸送技術の開発 
千代田化工建設 

46 2019/09/18 JPI セミナー 

水素貯蔵輸送技術による Power to 

Gas への適用と今後の展望 

- SPERA 水素システムの展開と応用

技術開発 - 

千代田化工建設 

岡田技師長 

47 2019/09/25 

Hydrogen Energy 

Ministerial Meeting 

2019 

Demonstration Project 

“AHEAD” 
三菱商事 

48 2019/10/11 

RD20(Research and 

Development 20 for 

clean energy 

technologies) 

SPERA Hydrogen System 

- H2 Storage and 

Transportation in Large-scale - 

千代田化工建設 

岡田技師長 

49 2019/10/19 

Japan-Myanmar 

Resource, Trade & 

Investment EXPO 

2019 映像放映 

テーマ「日本をもっと身近に」（ミャンマ

ーに進出している日本企業を広く紹介

する展示会の中で、当社の取組みを

紹介） 

千代田化工建設 

50 2019/11/05 

2019 Fuel Cell Seminar 

& Energy Exposition, 

Long Beach, California 

Advances in Chemical Carriers 

for Hydrogen 
千代田化工建設 
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51 2019/11/07 
東工大 AES センターシンポ

ジウム 

蓄電池や水素を活用した脱炭素化へ

の取組みについて 
三菱商事 

52 2019/11/13 

Department of Energy 

Hydrogen Carrier 

Workshop 

Advances in chemical Carriers 

for hydrogen 
千代田化工建設 

53 2019/12/12 

Kuwait Symposium on 

Blue 

Hydrogen(JCCP/Kuwait 

Foundation 共催) 

Development of SPERA 

Hydrogen TM System using 

LOHC 

千代田化工建設 

岡田技師長 

54 2019/12/16 
ERIA Annex Office, 

Jakarta, Indonesia 

The World’s First  Global 

Hydrogen Supply Chain 

Demonstration Project Update 

千代田化工建設 

55 2020/01/30 

公益財団法人原総合知的

通信システム基金特別セミ

ナー 

水素の大規模貯蔵輸送技術の開発

と展望 

-SPERA 水素システムの開発と今後

の展望- 

千代田化工建設 

岡田技師長 

56 2020/02/12 

Stanford University 

Explore Course 

ERE205 Hydrogen 

Economy 

MCH LOHC System 千代田化工建設 

58 2020/02/19 川崎水素戦略シンポジウム 
大規模水素供給チェーンに向けた歩

み＜SPERA 水素＞ 

千代田化工建設 

長井部長 

59 2020/07/31 

令和 2 年第 1 回 川崎臨

海部水素ネットワーク協議

会 

川崎市水素戦略リーディングプロジェク

ト進捗状況報告 

【水素サプライチェーン構築モデル】 

AHEAD 

60 2020/08/06 
日本計画研究所（JPI）セ

ミナー 

「水素貯蔵輸送技術の Power to 

Gas への適用可能性と今後の展望」 

千代田化工建設 

岡田技師長 

61 2020/10/14 水素閣僚会議 2020 
SPERA Hydrogen for the 

Future 

千代田化工建設 

山東社長 

62 2020/10/15 

The 5th International 

Conference on 

Maritime Hydrogen 

and Marine Energy 

Shipping of Hydrogen from 

Brunei to Japan – Building a 

Global Hydrogen Network 

through “SPERA Hydrogen®”- 

千代田化工建設 
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63 2020/10/20 CSJ 化学フェスタ 

世界初国際間水素サプライチェーンの

紹介 

～水素の大規模貯蔵輸送システムと

サプライチェーン構想～ 

千代田化工建設 

64 2020/10/20 
2020 中国（太原）国際

エネルギー産業博覧会 
SPERA 水素ビジネス紹介 

千代田化工建設 

長井部長 

 

－展示会出展－ 

No. 年月 発表先 題目 発表者 

1 2017/11/20 INCHEM TOKYO 

SPERA 水素 千代田の水素供給事

業 

世界に先駆けた国際間水素サプライチ

ェーン実証のご紹介 

千代田化工建設 

2 2017/11/21 

APEC Energy 

Working Group 54  

EV and Hydrogen 

Technology Policy 

Workshop 

Establishing a Hydrogen 

Supply Chain to Japan 
三菱商事 

3 2017/11/28 
在ブルネイ日本大使館

レセプション 
水素事業全般 AHEAD 

4 2018/02/01 川崎国際環境技術展 
SPERA 水素 千代田の水素供給事

業 
千代田化工建設 

5 2018/02/01 
東京都水素エネルギー

推進セミナー 

SPERA 水素 千代田の水素供給事

業（プレゼンおよび映像） 

千代田化工建設 

AHEAD 成毛理事 

6 2018/02/28 FC Expo 水素サプライチェーン構築モデル 千代田化工建設 

7 2018/07/18 
smart engineering 

tokyo2018 

SPERA 水素 千代田の水素供給事

業 
千代田化工建設 

8 2019/02/07 
第 11 回 川崎国際環

境技術展 

SPERA 水素 千代田の水素供給事

業 
千代田化工建設 

9 2019/02/27 
FC-EXPO 第 15 回

水素・燃料電池展 

SPERA 水素  国際間水素サプライ

チェーン実証プロジェクト 
川崎市 

10 2019/10/23 

TOKYO MOTOR 

SHOW 2019 

×COUNTDOWN 

SHOWCASE 

FUTURE EXPO 

SPERA 水素＠千代田の水素サプラ

イチェーン 

（有機ケミカルハイドライド法） 

千代田化工建設 
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11 2019/11/13 
第 12 回川崎国際環

境技術展 

SPERA 水素＠千代田の水素サプラ

イチェーン 

（有機ケミカルハイドライド法） 

千代田化工建設 

12 2019/11/27 
ブルネイオープニングセレ

モニー 展示 

SPERA 水素＠千代田の水素サプラ

イチェーン 

（有機ケミカルハイドライド法） 

AHEAD 

13 2019/12/21 

水素エネルギーイベント

＠MEGAWEB 映像

放映・パンフ配布 

SPERA 水素＠千代田の水素サプラ

イチェーン 

（有機ケミカルハイドライド法） 

千代田化工建設 

14 2020/02/26 
FC-EXPO2020 映像

放映 

SPERA 水素® 千代田の水素サプ

ライチェーン 

（有機ケミカルハイドライド法） 

Hysut 

15 2020/03/01 
東亜石油殿株主向け

資料（2 回/年発行） 

水素サプライチェーン事業 脱水素プラ
ント完成 東亜石油 

 

－特許等－ 

該当なし。 
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４．１．2 「未利用褐炭由来水素大規模海上輸送サプライチェーン構築実証事業」 

〇 実施者名、実施体制 

・実施者名：CO2 フリー水素サプライチェーン推進機構（HySTRA） 

・実施体制： 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ HySTRA 実施体制図 

 

〇 期間、予算 

・期間：2015 年 12 月～2023 年 9 月 

・予算：プロジェクト全体 272 億円（助成費用 181 億円） 

 

〇 実用化・事業化への筋道 

 事業内容として液化水素の輸送事業への進出は考えず、今後とも液化水素運搬船の国際規格の取得を目

指し、可能な限り液化水素の航行運転を実施し、様々航行条件でのデータを取得することを事業の主体と考

えている。 

 図２に示すように、2030 年度頃の IGC（International Gas Carrier）コードの改訂を目指し、GI 基

金で建造される大型液化水素運搬船の建造に資するパイロット実証船”すいそ ふろんてぃあ”でのデータの蓄積

及び IMO への報告を進め、一日も早い IGC コードの改定の実現を目指す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

NEDO

技術研究組合
CO2フリー水素サプライチェーン推進機構（HySTRA）

理事長：山本 滋

プロジェクトリーダー：東 達弘

褐炭ガス技術の開発

電源開発株式会社

液化水素荷役技術の
開発

川崎重工業株式会社
岩谷産業株式会社
         株式会社

液化水素の長距離大
量輸送技術の開発

川崎重工業株式会社
岩谷産業株式会社
         株式会社

船主業務の支援

川崎汽船株式会社

全体システムの検討（商用化モデル検討）

川崎重工業株式会社、岩谷産業株式会社、シェルジャパン株式会社、
電源開発株式会社、丸紅株式会社、ＥＮＥＯＳ株式会社

分担研究

液化水素利活用技術
の開発

川崎重工株式会社
岩谷産業株式会社

【加入期間】
電源開発㈱：2016年12月～2023年3月
丸紅㈱：2018年10月～2023年3月
ENEOS㈱：2019年8月～2023年3月
川崎汽船㈱：2019年12月～2023年3月
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図２ IMO IGC（International Gas Carrier）コードの改定のスキームイメージ 

 

〇 最終目標に対する成果と達成状況 

【Ⅰ．液化水素の長距離大量輸送技術の要素技術の開発】 

実施項目 最終目標 成果 達成度 補足説明 

a) 液化水素

海上輸送

システムの

要素技術

の開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①搖動環境下で

適用する断熱

材の開発 

   

 

②高真空度維持

システムの開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③タンク構造の最

適化 

 

 

・断熱材性能試験やアウトガ

ス量測定を実施し、 

10-1Pa の真空条件でタン

クへの熱流束が 1W/m2と

なる断熱構造を得た。 

・内槽の極低温部の表面積

と真空度との関係者を定量

的に把握した。タンク構造

材を使用した試験結果から

放出ガス量を測定し、実サ

イズでの真空層に残存する

ガス成分の量を計算した。

この結果、所定の真空度を

維持することに十分な断熱

性能を発揮できること確認

した。 

・輸送用タンクドーム部の拘

束機構を検討し、FEM 解

析を実施し基本設計を完

了した。 

〇 

 

 

 

 

〇 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2016年11月

IMO暫定勧告IMO

（主な暫定勧告）

〇液化水素に対する安全対策の検証

・ 材料（低温、水素脆性）

・ 防熱システム

・ 輸送タンク、配管及び機器健全性

・ 輸送タンクの温度、圧力調整機能

・ ガス検知、火災検知器健全性

・ 水素火災対策

・ 人員保護

・ 積付制限

・ 緊急時運用手順（安全弁、手動ベント等）

・ 就航後検査手順

すいそふろんてぃあ

大型船

2030年頃

IGCコード改定

2021/12-2023/9

日豪航行実証試験

2023/7-2025/3

ポスト実証事業での

国際航行実証試験

2022/4～2024/12

FID、基本設計、詳細設計

2024~2028

建造、運用

IMOへのレポート

【蓄積設計データ】

・船体健全性

・輸送タンク健全性

・防熱性システム

・安全機器健全性（GCU）

・計装機器健全性

【設計思想】

・水素火災対策

・人員保護

・積付制限

・通常時運用/荷役手順

・緊急時運用手順

・就航後検査手順 【蓄積運用データ】

・ガス検知、火災検知健全性

・通常時運用/荷役手順

【蓄積設計データ】

・材料（低温、水素脆化）

・防熱システム

・輸送タンク、配管及び機器健全性

・輸送タンクの温度、圧力調整機能

大型船向けデータ

IMO向けデータ

【設計思想のレビュー】

・水素火災対策

・人員保護

・積付制限

・通常時運用/荷役手順

・緊急時運用手順

・就航後検査手順

【蓄積運用データ】

・ガス検知、火災検知健全性

・通常時運用/荷役手順

・緊急時運用手順

・就航後検査手順

【設計思想のレビュー】

・水素火災対策

・人員保護

・積付制限

・通常時運用/荷役手順

・緊急時運用手順

・就航後検査手順

【蓄積設計データ】

・材料（低温、水素脆化）

・防熱システム

・輸送タンク、配管及び機器健全性

・輸送タンクの温度、圧力調整機能

【蓄積運用データ】

・ガス検知、火災検知健全性

・通常時運用/荷役手順

（・緊急時運用手順）

（・就航後検査手順）

【蓄積設計データ】

・材料（低温、水素脆化）

・防熱システム

・輸送タンク、配管及び機器健全性

・輸送タンクの温度、圧力調整機能

【蓄積運用データ】

・ガス検知、火災検知健全性

・通常時運用/荷役手順

・緊急時運用手順

・就航後検査手順

※本実証試験での成果

※新規実証試験にて取得を目指す成果

※ClassNK液化水素運搬船ガイドライン参照

134



 

 

 

 

 

 

 

b) 輸送用タン

クシステム

の開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

c) 輸送用タン

クシステム

の設計・製

作・検査 

 

 

 

 

d) 実証試験

④搖動環境下で

適用する内槽

支持構造の耐

久性評価 

①海上輸送時の

液化水素蒸発

予測・制御技術

の開発 

②タンクシステムの

構造健全性の

検証 

 

 

 

③検査対応ガス

置換技術の開

発 

 

 

 

 

 

 

 

④周辺機器・計装

品類の健全性

の検証 

 

 

 

輸送用タンクシステ

ムの設計・製作・

検査 

 

 

 

 

 

①安全対策システ

ムの開発 

・内槽支持構造材の疲労試

験を実施し、本部材が熱

変形及び搖動による疲労

に耐えうることを確認した。 

・液化水素満載航行試験に

て、液化水素の蒸発率は

当初の設計値を下回ること

を確認した。 

・液化水素満載航行におい

て航行中に輸送用タンクの

真空層に真空度異常等が

見られなかったため輸送用

タンクの支持構造は健全で

あると判断した。 

・Hy touch 神戸において重

力置換法により輸送用タン

ク内の窒素ガスを水素ガス

に置換したところ 18 時間

（計算では 27 時間）で

置換が完了した。このことか

ら、輸送用タンクのガス置

換作業は現実的な時間で

実施可能であることがわかっ

た。 

・周辺機器・計測品類（液

化水素ポンプ、期待水素

圧縮機、加温気、蒸発器

及び液面計等）が液化水

素中でも健全に動作するこ

とを確認した。 

・2017 年度に基本設計、

2019 年度に製作、船体

への搭載を完了した。

2020 年度に艤装後の機

能確認を行い、2021 年

度に液化水素の満載試験

を実施し、船級及び船籍を

取得した。 

・液化水素を使用した荷役

操作を通じて各水素取扱

 

〇 

 

 

 

〇 

 

 

 

〇 

 

 

 

 

 

〇 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇 

 

 

 

 

 

〇 

 

 

 

 

 

 

  

〇 
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の実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

e) 液化水素

の 長 距 離

大量輸送

技術開発

の 成 果 発

信 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②輸送タンクシステ

ムの真空防熱

性能の追加評

価 

③タンク状態制御

方法の評価 

 

 

④代替荷揚手段

の開発 

 

 

 

⑤輸送タンク安全

機構の評価 

 

 

G7 札幌気候・エ

ネルギー・環境大

臣会合（4 月中

旬開催）、G7 広

島サミット（5 月

下旬開催）、首

相中東歴訪（7

月中旬実施）など

の会場近傍へ液

化水素運搬船を

廻航し、各国首

脳、大臣、要人等

へ紹介するととも

に、水素利用に対

い機器の動作確認を行

い、すべての機器が問題な

く使用できることを確認し

た。 

・合計 2 回の日豪航行試

験を実施した。１回目の航

行試験では豪州にて豪州

で製造した液化水素を荷

役した。 

・第 1 回と第 2 回の日豪航

行試験おいて輸送用タンク

は設計蓄圧性能を満足し

ていることを確認した。 

・輸送用タンクの内圧制御に

は GCU（貨物ガス燃焼装

置）が効果的であることを

確認した。 

・輸送用タンク内のポンプが

壊れたことを想定した加圧

方式での荷揚について、問

題なく実施できることを確認

した。 

・GCU に関して連続 80 時

間の運転試験を実施し、

長時間問題なく使用できる

こと確認した。 

・G7 札幌では、小樽港にて

西村経産大臣、米国

DOE 長官、EU 環境大臣

等への視察を実施した。 

G7 広島では、廿日市港に

てベトナム首相の視察を実

施した。 

・中東歴訪では、サウジアラ

ビア、UAE 及びオマーンの

３カ国を訪問した。サウジア

ラビアでは、エネルギー大臣

の視察を実施するなどして、

海外へ向け広く液化水素

 

 

 

 

 

〇 

 

 

 

 

〇 

 

 

 

〇 

 

 

 

〇 

 

 

 

 

〇 

 

 

 

〇 

 

 

 

 

 

 

〇 
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する各国国民の理

解と支持の取得 

サプライチェーン技術の成果

を発信した。 

 

【Ⅱ．液化水素荷役技術の開発】 

実施項目 最終目標 成果 達成度 補足説明 

a) 液化水素

の陸上-海

上間移送

技術実証 

 

 

 

b)荷役基地に

おけるオペレ

ーション技術

の開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①搖動環境下に

おける液化水素

荷役の実現性

検証 

 

 

 

①液化水素荷役

時の蒸発量予

測手法の開発 

 

 

 

 

 

 

②貯蔵タンク及び

配管類の予冷

システムの開発 

 

 

 

 

 

 

 

③液化水素の管

内流動状況の

検証 

 

 

 

 

 

・フレキシブルホース型ローデ

ィングアームシステムについて

は 2020 年度に設置を終

え、数多くの荷役作業を実

施し、搖動環境下にて一

連の荷役作業を実施でき

ることを確認した。 

・荷役基地の液化水素貯蔵

タンクでの液化水素の蒸発

量は、設計値以下となっ

た。 

・積荷及び揚荷オペレーショ

ンでの液化水素の送液量と

蒸発量を計測し、送液量

に対する蒸発量の割合の

知見を得た。 

・大口径の液化水素配管に

おいて、設定した温度管理

値内で配管予冷操作を実

施することで、予冷及び通

液前後において、配管にボ

ウイング現象による損傷や

外観上及び運用上の不具

合が発生しないことを確認

した。 

 

・液化水素を移送する際、

弁開度調整などの操作によ

って、計画した流量での液

化水素の積荷及び揚荷オ

ペレーションが可能であるこ

とを確認した。この知見を活

用することにより、過大なサ

〇 

 

 

 

 

 

 

〇 

 

 

 

〇 

 

 

 

 

〇 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ボウイング現

象；大口径配

管などで断面方

向に大きな温度

差が発生すると

配管上面と仮面

で熱膨張差が発

生し、弓なりの

変形を生じる現

象。 
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c) 代替揚荷

手段の開発 

d) 液化水素

からの水素

ガス製造方

法の実証 

 

e) 鋼管型ロー

ディングアー

ムシステムの

荷役技術の

開発 

 

④貯蔵タンク及び

配管の蒸発率

評価 

 

 

 

 

 

 

⑤貯蔵タンク内部

状況の評価 

 

 

 

 

 

 

⑥荷役流量と配

管圧力損失の

関係性評価 

 

 

 

代替荷役手段を

実証する。 

液化水素に使用

可能なオープンラッ

ク型気化器の設

計を行う。 

 

搖動環境下での

鋼管型ローディン

グアームシステムに

よる荷役作業を実

施する。 

イズの機器選定となることを

避けられる。 

・貯蔵タンク液位３パターン

（高、中、低）について、タ

ンク内の蒸発量を計測した

ところ、適切な測定期間を

設定してタンク内の蒸発率

を計測したところ、いずれの

液位においてもタンク断熱

性能が目標値を満足して

いることを確認した。 

・貯蔵タンクを自己加圧した

後に、貯蔵タンク内の液化

水素を払い出す操作におい

ては、払い出される貯蔵タ

ンク底部の液化水素の状

態は自己加圧前後で大き

な変化が無いことを確認し

た。 

・配管内を流れる液化水素

に関しては、流動により極

端に大きく配管圧力損失を

増大させるような気液二相

流は発生していないことを

確認した。 

・Ⅰ-d)-④で記載済み 

 

・世界初の液化水素用オー

プンラック型気化器の設計

を完了した。 

 

 

・搖動環境下にて一連の荷

役作業を実施できることを

確認した。 

 

〇 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇 

 

 

 

 

 

 

 

〇 

 

 

 

 

 

〇 

 

〇 

 

 

 

 

〇 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（機器仕様） 

・寸法：L２m

×W2m×H8m 

・流量：

0.15t/h 
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【Ⅲ．褐炭ガス化技術の開発】 

実施項目 最終目標 成果 達成度 補足説明 

a)EAGLE 炉へ

の豪州褐炭

の適用性評

価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

b)化学原料製

造向けガス

化技術の検

証 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①褐炭前処理技

術の検討 

 

 

 

 

 

②褐炭ガス化評

価 

 

 

 

 

 

 

 

 

③EAGLE 炉への

適用性評価 

 

 

 

 

①CO2 による褐

炭運搬システム

の検討 

 

 

 

②ダイレクトクエン

チ方式を用いた

褐炭ガス化技

術の検討 

 

 

 

 

・褐炭に含まれる不純物

（木質系異物）に適した

不純物除去装置を調整で

きたことにより、全運転期間

を通し、問題なく豪州褐炭

を粉砕・乾燥できることを確

認した。 

・豪州小型ガス化炉にて 6

種類の豪州褐炭、3 種類

のバイオマスと豪州褐炭混

合原料でのガス化特性の

取得及び水素製造を実施

した。全試験期間での累計

ガス化運転時間は 339 時

間、約 10 トンの褐炭を処

理し、約１トンの水素を製

造した。 

・若松研究所小型炉試験

設備にて豪州褐炭を用い

てガス化試験を実施し、

EAGLE 炉においても問題

無くガス化運転が可能であ

ることを確認した。 

・豪州小型ガス化試験設備

にて搬送ガスとして CO2 と

窒素を使用して試験したと

ころガス化効率に関して大

きな差異が生じないことを

確認した。 

・若松研究所の小型炉試験

設備にてガス化炉の熱回

収部への直接水噴霧「ダイ

レクトクエンチ」によるガス冷

却を行い、生成ガス温度を

安定して制御可能であるこ

とを確認した。本方法を採

用することによりガス化炉ガ

〇 

 

 

 

 

 

 

〇 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇 

 

 

 

 

 

〇 

 

 

 

 

 

〇 
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c)豪州褐炭ガ

ス化運用技

術の検討 

 

 

d)褐炭-バイオ

マス混合体に

対するガス化

特性評価 

 

 

大型炉への課題

抽出 

 

 

 

バイオマスのガス化

特性への影響の

把握 

ス冷却器を合理化できる。 

・豪州小型ガス化試験設備

及び若松研究所小型炉試

験設備にてガス化試験を

実施し、商用設計に考慮

すべき項目を明確にした。 

・３種類のバイオマス（無炭

化、半炭化、炭化）と豪

州褐炭の混合原料でガス

化試験を実施し、問題なく

ガス化が行われ水素の製

造が可能であることを確認

した。 

 

〇 

 

 

 

 

〇 

 

【Ⅳ．液化水素利活用技術の開発】 

実施項目 最終目標 成果 達成度 補足説明 

a) 日豪間輸

送後の液

化水素の

利活用の

実証 

 

 

Hy touch 神戸か

ら神戸コージェネレ

ーションシステムプ

ラント（神戸

CGS）へ液化水

素を共有し、発電

試験の実施 

 

・Hy touch 神戸から神戸

CGS へ液化水素をコンテナ

にて輸送・供給し、発電試

験が問題なく実施できること

を確認した。 

 

〇 （試験概要） 

・共有液化水素

量：約 590kg 

・水素専焼運転

時間：3 時間 

 

〇 成果の意義 

パイロット規模ながらも褐炭ガス化設備、液化水素運搬船及びローディングアームシステムを含む液化水素

荷役基地を建造、建設し、日豪航行を実証した。このように、液化水素を実際に「つくる」、「はこぶ」、「ため

る」、「つかう」の一連のサプライチェーンの実証に世界で初めて成功したことは、技術開発の見地から今後の商

用化を目指す上で非常に大きな意義があるものと考える。また、本実証事業により今後の商用実証事業の大

型船開発に向け設計方針や安全方針等の妥当性が確認できた。 

また、G7 関連行事や中東へ“すいそ ふろんてぃあ”を実際に派遣し、日本の液化水素関連技術の進捗状

況と実現性を発信できたが、現地の認知度としては、これまで我々が国内で発信していた情報が海外へはほと

んど伝わっていないことが明らかとなった。このことから、実際に現地で成果を発信できたことは非常に大きな意義

があったものと考えるが、今後は、海外を意識した情報発信が急務であることを認識した。 
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〇 特許出願、論文発表、学会発表・講演等の数 

（１）特許出願の数 

  助成期間における特許取得状況を表 1 に示す。 

表 1 助成期間での特許取得状況 

 

 

 

 

 

（２）論文発表、学会発表・講演等の数 

  助成期間における論文、発表、講演の状況を表 2 に示す。 

 

表 2 助成期間での論文、発表、講演等の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）成果の普及活動 

  成果の普及活動として、毎年 3 月に開催される「H2＆FC EXPO」に出展し、エネルギー業界に限らず広く

一般に向け成果を普及する活動を継続してきた。以下にこれまでの出展状況を表１に示す。 

 

表 3 H2＆FC EXPO 来場者状況 

 2018 年 2019 年 2022 年 2023 年 

ブース内カタログ配

布部数 
4,100 部 4,400 部 2,600 部 3,800 部 

ブース内プレゼン聴

講者数 
462 名 844 名 749 名 1,271 名 

（参考） 

展示会総来場者

数 

64,399 名 66,579 名 41,751 名 65,563 名 

※Covid19 の影響のため、2020 年は展示のみ、2021 年は出展中止とした。 

 

 

 

 

※2023年9月末現在

合計2023Fy2022Fy2021Fy2020Fy2019Fy2018Fy2017Fy2016Fy2015Fy

34
(4)

0
(0)

4
(1)

7
(1)

11
(0)

1
(0)

2
(1)

7
(0)

1
(0)

1
(1)

特許出願数
（内；国際出願）

合計2023Fy2022Fy2021Fy2020Fy2019Fy2018Fy2017Fy2016Fy2015Fy

３00101０100論文発表（査読付き）

4013000000受賞実績

35054364503255404516研究発表・講演

外部
発表 142042132017192830

新聞・雑誌等へ
の掲載

8021１12210
展示会への出
展

※2023年9月末現在
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〇 研究開発成果の詳細 

（１）液化水素の長距離大量輸送技術の開発 

① 液化水素海上輸送システムの要素技術の開発 

a) 揺動環境下で適用する断熱材の開発  

＜2016 年度（中間評価）までの研究開発成果＞  

真空度別・積層構成別の断熱材性能試験やアウトガス量測定を実施し、10-1Pa の真空条件下でタン

クへの熱流束が 1W/m2となる断熱構成を得た。 

支持部材から貨物タンクへの入熱を低減するために、支持部材への断熱材の施工方法を検討し、入熱を

測定した（図 3）。これにより、効果的に入熱を低減できるような断熱材施工法が確立された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 支持材断熱性能試験装置 

 

次に、積層真空断熱材(MLI)の突合せ部（接合部）の処理と断熱性能の関係を明らかにし、所定の

断熱性能を確保できる断熱材構成を検討した。これにより、貨物タンク表面での平均断熱性能を 1W/m2

以下とすることができた。 

 

② 高真空度維持システムの開発 

＜2016 年度（中間評価）までの研究開発成果＞ 

真空層に炭酸ガスを注入した状態で内槽に液体窒素を充填し、真空層の真空度が安定するまで静置

し、到達した真空度を計測することで、内槽の極低温部の表面積と真空度との関係を定量的に把握するこ

とができた 。 

次に、試料（ステンレス鋼、積層真空断熱材、GFRP 製支持材など）を 120℃のチャンバー内に 50 時

間放置して、放出ガス量を測定し、実サイズタンクの真空槽内に残るガス成分の量を計算した。これにより、

所定の真空度を維持することで十分な断熱性能を発揮できることが確認された。 

 

③ タンク構造の最適化 

試験体 
(GFRP 製支持材) 
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＜2016 年度（中間評価）までの研究開発成果＞ 

ドーム部拘束機構を検討し、FEM 解析を実施した。（図 4） 

これにより、ドーム拘束機構を含んだドーム構造について、輸送環境に対応した基本設計が完了した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4 貨物タンク構造ＦＥＭ強度解析モデル（ドーム部） 

 

④ 輸送環境下で適用する内槽支持構造の耐久性評価 

＜2016 年度（中間評価）までの研究開発成果＞ 

内槽支持構造部材の疲労試験を実施し、本部材が熱変形及び揺動による疲労に耐えうることを確認し

た。 

 

b) 輸送用タンクシステムの開発 

① 海上輸送時の液化水素蒸発予測・制御技術の開発 

＜2016 年度（中間評価）までの研究開発成果＞ 

真空度の経時劣化の傾向を確認し、これを基に防熱仕様を確定した。（図 5）また、吸着剤による真

空度の経時劣化抑制の有効性について確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5 貨物タンク防熱全体配置図 

 

＜2020 年度の研究開発成果＞ 

“海上輸送時の液化水素蒸発予測・制御技術の開発”については、Covid-19 等の影響による工程遅

延により 2020 年度は未実施、2021 年度に繰り越して実施する。 

＜2021 年度の研究開発成果＞ 
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 液化水素運搬船に液化水素を満載とし、輸送送タンク内の液化水素の蒸発率を計測した。その結果、

液化水素の蒸発率は当初の設計値を下回っていることを確認した。 

 

② タンクシステムの構造健全性の検証 

＜2016 年度（中間評価）までの研究開発成果＞ 

開放検査に対応可能なドーム構造を含め、タンクシステムの基本設計が完了した。また、タンクに使用する

素材の破壊靱性試験（図 6）により、タンク構造の健全性を確認した。 

方法 ： ASTM E1820 に準拠 

対象素材 ： オーステナイト系ステンレス鋼溶接継手 

雰囲気 ： 液化ヘリウム中 (4K)、液化窒素中 (77K)、室温大気中 (R.T.) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6 破壊靭性試験、試験状況 

 

＜2020 年度の研究開発成果＞ 

“タンクシステムの構造健全性の検証”については、Covid-19 等の影響による工程遅延により 2020 年

度は未実施、2021 年度に繰り越して実施する。 

＜2021 年度の研究開発成果＞ 

輸送タンクを満載状態にした上で日本近海において液化水素運搬船の航行試験を実施した。同試験中

に輸送タンクの真空層に真空度異常等が見られなかった為、輸送タンクの支持構造は健全であると判断し

た。 

 

③ 検査対応ガス置換技術の開発 

＜2016 年度（中間評価）までの研究開発成果＞ 

荷役に必要な貨物操作フローを検討した。 

 

 

 

試験機 

低温貯槽 
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その中で、数値解析（図 7）と理論解析を実施し、置換作業が現実的な時間(27 時間)で実施可能

となる置換手順を組むことが出来た。 

 

 

図 7 貨物タンクガス置換 数値解析モデル計算結果例 

 

＜2020 年度の研究開発成果＞ 

“検査対応ガス置換技術の開発”については、Covid-19 等の影響による工程遅延により 2020 年度は

未実施、2021 年度に繰り越して実施する。 

＜2021 年度の研究開発成果＞ 

神戸荷役基地において重力置換法により輸送タンク内の窒素ガスを水素ガスに置換した。置換に要した

時間は 18 時間であったため、輸送タンク内のガス置換が現実的な時間で実施できることを確認した。 

 

④ 周辺機器・計装品類の健全性の検証 

＜2016 年度（中間評価）までの研究開発成果＞ 

LNG で実績のある既存の液面計(レーダー式、静電容量式、およびディスプレーサ式)が液化水素中でも

液位を計測できることを確認し、既存製品や技術が液化水素の海上輸送用途に適用可能であることを確

認した。（図 8、図 9） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

145



 

 

 

図 8 液面計試験装置 (左: ディスプレーサ式、右: 静電容量式) 

 

図 9 試験用レーダー式液面計 

 

＜2017 年度の研究開発成果＞ 

  液化水素ポンプ、気体水素圧縮機、温度センサ、蒸発器、加温機が必要なタイミングで入手できることを確

認し、各機器・計装品の調達を開始した。 

＜2020 年度の研究開発成果＞ 

“周辺機器・計装品類の健全性の検証”については、Covid-19 等の影響による工程遅延により 2020 年

度は未実施、2021 年度に繰り越して実施する。 

＜2021 年度の研究開発成果＞ 

液化水素を用いて、各種機器（液化水素ポンプ、気体水素圧縮機、加温器、蒸発器、液面計など）の

動作試験を実施し、健全に動作することを確認した。 

運転状態の気体水素圧縮機の写真を図 10 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 10 運転状態の気体水素圧縮機 

 

c) 輸送用タンクシステムの設計・製作・検査 

＜2016 年度（中間評価）までの研究開発成果＞ 
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  ステージゲート（2016 年度）時点では評価を行わず、作業が終わった時に改めて外部評価を受ける。 

＜2017 年度の研究開発成果＞ 

  基本設計を完了し、詳細設計およびタンクシステムの製作を開始した。 

＜2018 年度の研究開発成果＞ 

タンクシステムの製作及び真空二重配管、艤装品の製作、調達を開始した。 

タンクシステムについては、内槽、外槽の製作を行い、内槽については、大組立を終了し耐圧機密検査を完

了した。外槽については、内外槽一体化前までの大組立を完了した。 

内槽を図 11、外槽を図 12 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

図 11 内槽製作状況                     図 12 外槽製作状況 

＜2019 年度の研究開発成果＞ 

  本年度は、液化水素タンクシステムの製作作業を継続実施した。7 月までに内筒及び外筒の一体化作業

を終え、10 月から内筒-外筒間の真空引きを実施した。真空引き終了後外筒外壁に断熱パネルを取り付

け、本タンクシステムの製作を完了した。 

 一方、本タンクを搭載する液化水素運搬船は、6 月から建造を開始し、12 月に無事に進水式を終えた。 

 2020 年 3 月に本タンクの船体へ搭載を完了し、艤装作業を開始した。図 13 に内筒及び外筒一体化

後液化水素タンクシステム、図 14 に進水式、図 15 に船体への本タンクシステム搭載作業時の様子を示

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 13 内筒・外筒一体化後のタンクシステムの様子 
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図 14 「すいそ ふろんてぃあ」進水式 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 15 船体への本タンクシステム搭載作業時の様子 

 

＜2020 年度の研究開発成果＞ 

輸送タンクシステムを搭載した液化水素運搬船の艤装作業がほぼ完了し、2020 年 10 月に海上公

試を終え、船の航行性能を確認すると共に、液化水素非搭載状態ではあるが、輸送タンクシステムに実

際の洋上揺動環境を経験させ、支持構造の健全性が維持されることを確認した。また、同年 12 月には

輸送タンクシステムで低温窒素ガスによる冷却試験を実施し、液化窒素温度域までであれば配管系統お

よびタンクシステムが健全であることを検証した。 

また、船級 (日本海事協会) と共に輸送タンクシステムおよび水素取扱機器のリスクアセスメントを行

い、これを踏まえた実証試験実施方案・要領書の作成を継続中である。 

海上公試の様子を図 16 に示す。 
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図 16 液化水素運搬船 海上公試の様子 

 

＜2021年度の研究開発成果＞ 

輸送用タンクシステムおよび水素取扱機器のリスクアセスメントが完了し、これを踏まえた実証試験実施

方案・要領書に対して船級(日本海事協会)の承認を得た。 

 

d) 実証試験の実施 

① 安全対策システムの開発 

＜2016 年度（中間評価）までの研究開発成果＞ 

船級 (日本海事協会)と機器承認手順について確認した。また、リスク分析に基づく安全性評価を行い、

危険要因の把握と追加安全対策の検討が完了した。 

主な検討成果として、以下の３つが挙げられる。 

i. 漏洩シナリオに基づく水素拡散挙動を把握する 

→ 拡散シミュレーションを実施し、緊急時に水素ガスがタンクから排出されても、居住区などが爆発

下限界範囲に入らず、安全であることが確認された。 

ii. 揚荷時に貨物を沸騰させない適切な落圧速度とする 

iii. 配管系統への隔離弁、ドレインポートを追加する 

＜2017 年度の研究開発成果＞ 

船級(日本海事協会)と、機器毎に承認に必要なリスク分析手法を合意した。また、搭載タンク個数変更

に伴う HAZID と HAZOP の再実施を行い、タンク個数変更が安全対策に大きく影響しないことを確認した 

＜2020 年度の研究開発成果＞ 

“安全対策システムの開発”については、Covid-19 等の影響による工程遅延により 2020 年度は未実

施、2021 年度に繰り越して実施する。 

＜2021 年度の研究開発成果＞ 

実際に液化水素を用いた荷役操作を通じて各水素取扱機器の動作確認試験を行った。機器単体の動

作や、荷役基地の貯蔵タンクから液化水素運搬船の輸送タンク、輸送タンクから貯蔵タンクへの荷役作業が

問題なく行えることを確認し、2021 年 12 月 3 日に液化水素運搬船全体の船級登録が完了した。 
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同年 12 月 24 日に豪州に向けて出航し、翌 2022 年 1 月 20 日に豪州ヘイスティングス港に到着し

た。同港桟橋設備にて、豪州褐炭由来の液化水素を輸送タンクに積み込み、1 月 28 日に出港した。2 月

25 日には神戸荷役基地に着岸し、問題なく日豪間の航行試験を完了した。ヘイスティングス港着桟中の

荷役作業の様子を図 17 に示す。 

図 17 液化水素運搬船 豪州での荷役作業 

  

＜2022 年度の研究開発成果＞ 

2022 年 4 月 10 日に日本を出港し、豪州ヘイスティングス港の着桟を経て無事に日本に帰港し順調に

繰り返えし航行を行った(図 18)。また、繰り返し航行においても、貨物タンク性能に異常がないこと確認し

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 18 液化水素運搬船 豪州から日本への航路 

 

② 輸送タンクシステムの真空防熱性能の追加評価 

＜2021 年度の研究開発成果＞ 

②に記載の日豪間航行中、液化水素を搭載した輸送タンクの内圧変動を記録し、外洋の揺動環境によ

る影響を検証した。その結果、輸送タンクは設計蓄圧性能を満足していることを確認した。 

2022 年度は異なるタンク条件下でのタンク内圧変動を確認し、2021 年度のデータと比較検証を行う。 
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＜2022 年度の研究開発成果＞ 

液化水素の搭載量の変化が輸送タンクの内圧に与える影響については、2023 年度以降に繰り返し検

証することとする。 

 

③ タンク状態制御方法の評価 

＜2021 年度の研究開発成果＞ 

輸送タンク内液化水素に対してミキシング操作を行い、タンク内圧に与える影響を検証した。しかし、同操

作が効果的にタンク内圧低下に寄与するとの結果とはならなかった。一方、輸送タンク内圧制御には GCU

（貨物ガス燃焼装置）が効果的であることを確認した。 

また、荷役作業時のタンク内圧制御にあたる落圧操作については、国内での満載航行試験後に一度実

施したものの、荷役時間最適化を目的に、引き続き 2022 年度にも試験を行う。 

＜2022 年度の研究開発成果＞ 

輸送タンク満載状態からの落圧操作を行い、目標の落圧レートにおいて貨物の異常な沸騰などが生じな

いことを確認した。これにより、目標時間内に輸送タンクの圧力操作が可能なことがわかり落圧時間の最適

化を行うことができた。 

 

④ 代替荷揚手段の開発 

＜2022 年度の研究開発成果＞ 

基地側設備から輸送タンクへ水素供給を行ない、輸送用タンクを加圧する手順を策定し、同手順で揚荷

を行なえるか確認した。その結果、問題なく揚荷を行なえることが分かり、貨物ポンプに異常が発生した非常

時において、安全に貨物の陸揚げが可能なことを確認した。 

 

⑤ 輸送タンク安全機構の評価 

＜2022 年度の研究開発成果＞ 

航行試験中に GCU による輸送タンク内部の圧力制御を実施した。連続 80 時間弱の運転を行ない、

洋上環境下においても GCU が長時間問題なく動作し、安全に輸送タンク内部の圧力制御が可能なことを

確認した。(図 19) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 19 輸送タンク内圧と GCU へ送る BOG 流量の時系列変化 

 

e) 液化水素の長距離大量輸送技術開発の成果発信 

＜2023 年度の研究開発成果＞ 
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（１）G7 関連行事対応 

   G7 札幌 気候・エネルギー・環境大臣会合（2023/4/15-4/16）では小樽港、G7 広島サミット 

（2023/5/19-5/21）では、廿日市港に“すいそ ふろんてぃあ”を派遣し、各国大臣及び要人に乗船

視察していただき、液化水素サプライチェーン技術の成果を発信した。図 20 に G7 札幌での米国グラム

ホルム DOE 長官視察時、図 21 に西村経済産業大臣、シムソン欧州委員、英国シャンプスエネルギ

ー・安全保障大臣視察時の様子を示す。また、図 22 には、G7 広島でのベトナム ファム・ミン・チン首相

の視察時の様子を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

図 20 グラムホルム DOE 長官視察時       図 21 西村経産大臣、シャップス大臣（英） 

、シムソン委員（EU）視察時 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 22 ファム・ミン・チン ベトナム首相視察時 

 

（２）中東対応 

6 月 20 日～8 月 31 日にかけて岸田首相の中東訪問に合わせ、“すいそ ふろんてぃあ”をサウジアラ

ビア、UAE 及びオマーンの 3 カ国に派遣し、各国の要人に乗船視察を実施した。サウジアラビアでの視察

時の様子を図 23 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 23 アブドゥルアジーズ エネルギー大臣視察時 
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（２）液化水素荷役技術の開発 

a) 液化水素の陸上－海上間移送技術実証 

① 揺動環境下における液化水素荷役の実現性検証 

＜2016 年度（中間評価）までの研究開発成果＞ 

必要設置エリア、アーム間隔等を検討の上、ローディングシステムの基本構造（図 23）を決定した。設

定した横方向可動範囲（送液時 1.5m、接続時 2.7m）に基づいたアーム部、および接続部の構造解

析も行っている（図 24、25）。また、揺動環境下で使用可能なバイオネット継手の接続構造の検討を行

い、ローディングシステムとしての製作実現の見通しを得た。 

＜2017 年度の研究開発成果＞ 

  基本設計を踏まえ、ローディングシステムの試験体設計・製作を行ったうえ、液化水素温度における荷重試

験、疲労試験等を実施し、良好な結果を得たるとともに、ERS (emergency release system; 緊急離

脱機構)等、一部要素については将来に向けた技術課題の抽出ができた。また、基本設計および各種試験

の結果を反映したローディングシステムの詳細設計を実施し、液化水素接液部の製作を開始した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 23 ローディングシステム外形図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 24 アーム部の各状態における構造解析 

 

 

 

バイオネット継手 真空二重 

フレキシブルホース 

アーム構体 
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 図 25 接続部構造解析 

 

＜2018 年度の研究開発成果＞ 

ERS を含んだローディングアームシステムに関しては、製作をほぼ完了し出荷前検査を実施する予定であ

る。 

＜2019 年度の研究開発成果＞ 

ローディングアームシステムについては、液化水素を用いた出荷前検査を海外で実施し、荷役基地へ輸

送した。現在、現地で据付工事中である。今後、2020 年 4 月中に一部パーツを除き高圧ガスの完成

検査を受検する予定である。最終的な高圧ガスの完成検査は 8 月に受検した。図 26 にローディングア

ーム現地据付時の様子を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 26 ローディングアーム現地据付の様子（2020 年 2 月） 

 

＜2020 年度の研究開発成果＞ 

ローディングアームシステム本体の据付工事が 2020 年 4 月に完了した。ERS については 2020 年 9

月に現地設置が完了している。”揺動環境下における液化水素荷役の実現性検証”については Covid-

19 等の影響による工程遅延により 2020 年度は未実施、2021 年度に繰り越して実施する。図 27 に

据付完了後のローディングアームの様子を示す。 

 

 

 

154



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 27 ローディングアーム全景（据付完了後） 

 

＜2021 年度の研究開発成果＞ 

ローディングアームで荷役基地と液化水素運搬船とを接続し、液化水素の船陸荷役試験を実施した。

液化水素の荷役に先立ち、ローディングアーム内の窒素置換、水素置換を順に実施した。ローディングア

ームの水素置換完了後に貯蔵タンクから輸送タンクへ、輸送タンク当たり 200m3/h の流量で液化水素

の荷役を実施した。図 28 に荷役時の貯蔵タンクと輸送タンクの液位の経時変化を示す。荷役後にロー

ディングアーム内の窒素置換を実施し、ローディングアームと液化水素運搬船接続部の切離しを行った。  

以上から、ローディングアームの接続、船陸間の荷役、ローディングアームの切り離しまでの一連の荷役

操作が揺動環境下においても問題なく実施できることを確認した。 

 

         図 28  液化水素積荷時の貯蔵タンク/輸送タンク液位の経時変化 

 

＜2022 年度の研究開発成果＞ 

フレキシブルホース型ローディングアームにて代替揚荷等の荷役実績を得た。また、鋼管型ローディング

アームを新規に設置し、荷役試験を実施した。詳細は e) 鋼製型ローディングアームの荷役技術の開発

にて示す。 

b) 荷役基地におけるオペレーション技術の開発 

① 液化水素荷役時の蒸発量予測手法の開発 
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＜2016 年度（中間評価）までの研究開発成果＞ 

設定した配管系について、各オペレーションモード（表 4 積荷オペレーションの例）ごとに蒸発量の算

定、管内の流れ状態等を考慮の上、基本設計を実施した。また、液化水素貯蔵タンクについては、断熱性

能の高い球形真空二重殻タイプを採用し、内外径、断熱構造、部材仕様等を決定し、目標蒸発率

0.1wt%/日を達成する目処を付けることができた。（図 29） 

＜2017 年度の研究開発成果＞ 

基本設計を踏まえた詳細設計を実施・完了し、液化水素貯蔵タンクの製作に着手した。液化水素を流

動させる配管系については、次年度より配管プレハブに着手するため、材料手配等を開始した。 

 

表 4 積荷オペレーション手順概要 

No. 作業項目 

0 基地配管予冷 

1 着桟 

2 ローディングシステム接続 

3 窒素⇒水素置換 

4 ローディングシステム予冷 

5 液化水素積荷 

6 ローディングシステム液抜き 

7 水素⇒窒素置換 

8 ローディングシステム切離し 

9 出航 

 

図 29 液化水素貯蔵タンク外形図 

 

＜2018 年度の研究開発成果＞ 

前年度の詳細設計にしたがい荷役基地の建設工事を開始した。液化水素貯蔵タンクに関しては現在現

地にて建設中である。また、タンクの他に BOG 圧縮機などの機器の据付も順次進めた。図 30 に建設状況

を示す。（2019 年 3 月） 
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図 30 荷役基地建設状況（2019 年 3 月現在） 

＜2019 年度の研究開発成果＞ 

本年度は、液化水素貯蔵タンクやローディングシステムワーキングプラットホームの建設を継続するととも

に、BOG ホルダーやベントスタックの設置を完了した。 

液化水素貯蔵タンクは、建設完了後、内槽・外槽間に断熱材（パーライト）充填し、現在、真空引

きを実施した。また、機器据付の他に電気、外構、道路工事を実施した。図 31、図 32 に建設中の様

子を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) 液化水素貯蔵タンク                    (b) LAS ワーキングプラットフォーム 

 

 

 

 

 

 

 

 

(c) 管理棟                               (d) BOG フォルダー 

図 31 荷役基地建設状況（2019 年 4 月） 
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(a) 液化水素貯蔵タンク                    (b) ベントスタック 

図 32 荷役基地建設状況（2019 年 8 月） 

＜2020 年度の研究開発成果＞ 

2020 年 5 月にローディングシステムの一部を除き現地工事が完了し、貯蔵タンクの予冷、液化水素

の充填を実施した。貯蔵タンクの目標蒸発率を達成している。”液化水素荷役時の蒸発量予測手法の

開発”については Covid-19 等の影響による工程遅延により 2020 年度は未実施、2021 年度に繰り

越して実施する。図 33 に設置完了後の液化水素貯蔵タンクを示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 33 貯蔵タンク全景（設置完了後） 

 

＜2021 年度の研究開発成果＞ 

積荷及び揚荷オペレーションにおいて、液化水素の送液量及び蒸発量を計測し、送液量に対する蒸

発量の割合を確認した。実測値を計算値と比較・評価することで設備設計の妥当性を確認している。本

成果によって、商用規模チェーンを設計する際に、積荷及び揚荷オペレーションでの蒸発量をより正確に

予測することが可能となる。 
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② 貯蔵タンク及び配管類の予冷システムの開発 

＜2016 年度（中間評価）までの研究開発成果＞ 

積荷及び揚荷オペレーションの手順を設定し、リスク分析に基づく安全性評価を行い、貯蔵タンク及び配

管類の予冷システムの基本設計が完了した。 

＜2017 年度の研究開発成果＞ 

基本設計を踏まえた詳細設計を実施・完了し、液化水素貯蔵タンクの製作に着手した。液化水素を流

動させる配管系については、次年度より配管プレハブに着手するため、材料手配等を開始した。 

＜2018 年度の研究開発成果＞ 

前年度の詳細設計にしたがい荷役基地の建設工事を開始した。液化水素貯蔵タンクに関しては現在現

地にて建設中である。また、真空二重管に関しては材料の調達は完了し、現在プレハブ製作中である。 

＜2019 年度の研究開発成果＞ 

真空 2 重管については、据付工事を完了し、現在、真空引きを実施した。 

＜2020 年度の研究開発成果＞ 

2020 年 5 月にローディングシステムの一部を除き現地工事が完了し、貯蔵タンクの予冷、液化水素

の充填を実施した。貯蔵タンクの予冷は基本設計通りに試験を行い、計画以下の液化水素使用量で実

施できている。Covid-19 等の影響による工程遅延により 2021 年度に繰り越して実施する積荷及び揚

荷オペレーションにより配管類含めた予冷システムの開発を行う。 

＜2021 年度の研究開発成果＞ 

大口径の液化水素配管において、予冷及び通液の際、配管内での過度な上下温度差による不具合

（ボウイング現象等）が発生しないこと、および予冷に要する時間が過大にならないことを両立するよう

に、荷役操作時の温度管理値を予め設定した。 

この温度管理値内で配管予冷操作を実施することで、予冷及び通液前後において、配管にボウイング現象

による損傷や、外観上および運用上の不具合が発生しないことを確認した。(参考：図 34 予冷時の温度

変化) 

本成果によって、より大口径の液化水素用真空二重配管が求められる商用規模チェーンを検討する

際にも、本成果と同様の手法を用いた温度管理値の設定と、それによる安全かつ効率的な荷役作業が

可能となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 34 配管上部・下部温度の時間変化 

配管上部温度計：● 

配管下部温度計：● 

温
度

[℃
] 

時間[h] 

配管上下温度差を管理値以下に維持し、 

予冷操作を実施した。 
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③ 液化水素の管内流動状況の検証 

＜2016 年度（中間評価）までの研究開発成果＞ 

発生の可能性がある二相流の状態等を検討の上、カーゴタンク当り 200m3/h 以上の荷役流量を目標

とした基地配管の基本設計が完了した。（参考：表 5 構成設備概要、図 35 荷役基地概略フロー） 

＜2017 年度の研究開発成果＞ 

完了した基地配管の基本設計を踏まえ、詳細設計を実施・完了した。次年度より配管プレハブに着手す

るため、材料手配等を開始した。 

＜2018 年度の研究開発成果＞ 

真空二重管に関しては材料の調達は完了し、現在プレハブ製作中である。 

＜2019 年度の研究開発成果＞ 

  b)-②と同様である。 

 

表 5 構成設備概要 

機器 目的 備考 

液化水素貯蔵タ

ンク 

荷役基地から輸送船への積荷、輸送船から荷役基地

への揚荷ができるよう液化水素を貯蔵する 

蒸発損失を抑えるため真空二

重断熱となっている 

液化水素ローデ

ィングシステム 

輸送船と荷役基地を接続し、積荷・揚荷を行う 蒸発損失を抑えるため通液部

は真空二重断熱となっている 

BOG 加温器 1) BOG を圧縮機へ送るため加温する 

2) BOG をベントスタックへ送るため加温する 

 

BOG 圧縮機 BOG を圧縮し、BOG ホルダーへ圧入する  

BOG ホルダー 輸送船へ送る圧縮水素ガスを貯蔵する  

ベントスタック 水素ガスを廃棄する  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 35 荷役基地 概略フロー 
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＜2020 年度の研究開発成果＞ 

ローディングアームシステム本体の据付工事が 2020 年 4 月に完了した。ERS については 2020 年 9

月に現地設置が完了している。”液化水素の管内流動状況の検証”については Covid-19 等の影響に

よる工程遅延により 2020 年度は未実施、2021 年度に繰り越して実施する。 

＜2021 年度の研究開発成果＞ 

液化水素を移送する際、弁開度調整等の操作によって、計画した流量での液化水素の積荷及び揚

荷オペレーションが可能なことを確認した。 

本成果により、商用規模チェーンを検討する際、積荷及び揚荷オペレーション時の流量や吐出圧力の

設定にあたって、過大なサイズの機器選定が不要となり、適切な設備設計が可能になる。 

 

④ 貯蔵タンク及び配管の蒸発率評価 

＜2021 年度の研究開発成果＞ 

配管内の液化水素の蒸発量計測に関しては、配管内の液張り後、配管内の蒸発量を仮設流量計

で計測した。 

貯蔵タンク内の液化水素の蒸発量計測に関しては、タンク液位 3 パターン（高液位、中液位、低液

位）について、それぞれ一定期間の静定の上、蒸発量計測を実施した。また、各液位について、貯蔵タン

ク内外槽間の真空度計測を実施している。(参考 図 36 貯蔵タンク周辺) 

再現性確認のためのタンク高液位での追加試験、及び本試験の計測結果の詳細な検証・評価は、

2022 年度に実施する。 

図 36 貯蔵タンク周辺 

 

＜2022 年度の研究開発成果＞ 

貯蔵タンク液位 3 パターン（高液位、中液位、低液位）について、貯蔵タンク内の液化水素の蒸発

量を計測した。適切な測定期間を設定することで、いずれの液位においても、タンク断熱性能が目標値を

満足していることを確認した。また、液水が貯蔵された状態での貯蔵タンク内外槽間の真空度計測をする

ことにより、断熱性能を十分に維持可能な真空度であることを確認した。 

 

⑤ 貯蔵タンク内部状況の評価 

161



 

 

＜2021 年度の研究開発成果＞ 

タンク液位 3 パターン（高液位、中液位、低液位）について、それぞれ一定期間の加圧状態を維持

し、加圧中および落圧中の貯蔵タンク内液化水素の液位・圧力・温度の変化を計測した。 

再現性確認のためのタンク高液位での追加試験、及び本試験の計測結果の詳細な検証・評価は、

2022 年度に実施する。 

＜2022 年度の研究開発成果＞ 

タンク液位 3 パターン（高液位、中液位、低液位）について、計画通り、それぞれ一定期間の加圧

状態を維持し、加圧中および落圧中の貯蔵タンク内液化水素の液位・圧力・温度の変化を計測した。そ

の結果、加圧後に長期間静置した後も、タンク底部の温度は殆ど上昇しない傾向が観察された。したがっ

て、貯蔵タンクを自己加圧した後に、貯蔵タンク内の液化水素を払い出す操作においては、払い出される

貯蔵タンク底部の液化水素の状態は自己加圧前後で大きな変化が無いことを確認した。 

 

⑥ 荷役流量と配管圧力損失の関係性評価 

＜2022 年度の研究開発成果＞ 

基地の貯蔵タンクと船の輸送タンクへ荷役した際の荷役流量とある区間での配管圧力損失のデータを

取得し、関係性を評価した。 

結果として、流量を増加させる際、段階的に流量を上げ、一定時間維持する操作を実施して流量を

変化させた際には、弁開度変更操作の影響で一時的な圧力損失にバラツキがみられた。一方、各流量

（25％、50％、75%、定格流量）を維持した後の配管圧力損失は、流量増加と共に追随する形で

配管圧力損失が上昇していることを確認した。このことから、配管内を流れる液体水素に関しては、極端

に大きく配管圧力損失を増大させるような気液二相流は発生していないと考えられる。 

 

c) 代替揚荷手段の開発 

＜2022 年度の研究開発成果＞ 

4-1 d)-④にて示した。 

 

d) 液化水素からの水素ガス製造方法の実証 

＜2021 年度の研究開発成果＞ 

気化器追設に伴う基地設備の設計変更内容を検討中。 

＜2022 年度の研究開発成果＞ 

将来の商用基地において、液化水素は発電に用いられることを想定しており、効率的に気化する技術

が必要である。現在、LNG 基地で最も多く用いられるオープンラック型の気化器については、市場に機

器が存在していないため、気化器及び周辺機器に関する設計を行った。 

図 37 に今回設計したオープンラック型液化水素気化器の 3D モデル、表 6 に概略仕様を示す。 
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表 6 液化水素気化器 概略仕様 

 

 

 

 

 

図 37 液化水素気化器 3D モデル 

 

 

e) 鋼製型ローディングアームの荷役技術の開発 

＜2021 年度の研究開発成果＞ 

鋼製型ローディングアーム及び周辺配管等の詳細設計、製作、各種検査を実施した。 

これらの現地据付工事・試運転、および実証試験は、2022 年度に実施する。(参考：図 38 鋼管

型ローディングアーム(メーカー工場)) 

図 38 鋼管型ローディングアーム(メーカー工場) 

 

＜2022 年度の研究開発成果＞ 

鋼管型ローディングアームの現地据付工事及び動作試験を 2023 年 1 月に完了した。図 39 に据付

完了後の、鋼管型ローディングアームの様子を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

項目 仕様

寸法 L約2000㎜×W約2000㎜×H約8000

液化水素気化能力 0.15 t/h

出口圧力 約2.5 MPaG

設計圧力 4.0 MPaG
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図 39 鋼管型ローディングアーム（据付完了時） 

2023 年 1 月からは、鋼管型ローディングアームで荷役基地と液化水素運搬船とを接続し、液化水

素の船陸荷役試験を実施した。図 40 に船陸接続時の、鋼管型ローディングアームの様子を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 40 鋼管型ローディングアーム(船陸接続時) 

 

液化水素の荷役に先立ち、鋼管型ローディングアーム内の窒素置換、水素置換を順に実施した。鋼

管型ローディングアームの水素置換完了後に基地の貯蔵タンクから船の輸送タンクへ、輸送タンク当たり

200m3/h の流量で液化水素の荷役を実施した。荷役後に鋼管型ローディングアーム内の窒素置換を

実施し、鋼管型ローディングアームと液化水素運搬船接続部の切離しを行った。  

これらから、鋼管型ローディングアームの接続、船陸間の荷役、鋼管型ローディングアームの切り離しまで

の一連の荷役操作が揺動環境下においても問題なく実施できることを確認した。 
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（３）褐炭ガス化技術の開発 

褐炭からの水素製造供給チェーンは、未利用の褐炭を山元でガス化し、ガス化ガスから CO2を分離回収

することで水素を製造、液化水素等として日本に輸送し利活用する一連のシステムである。また分離回収し

た CO2を山元で貯留することで、水素を石炭由来のゼロエミッション燃料とすることを目指している。 

本プロジェクトは図 41 に示す通り、豪州ラトロブバレーの褐炭をガス化し製造した水素を日本に輸送する

サプライチェーンの実証を目的としている。褐炭ガス化技術の開発においては本プロジェクトにおいて、ガス化

炉の設計、建設、管理、運転及びメンテナンスに関する検討を行う。 

豪州現地には褐炭湿炭ベースで 2t/d のガス化プラント（以下、豪州小型ガス化試験設備）を建設

し、①EAGLE 炉適性炭のスクリーニング、② 褐炭前処理技術の確立、③ガス化炉への褐炭投入条件確

立を目指した試験を行う。また、並行して国内に電源開発㈱が所有する褐炭湿炭ベースで 20t/d に相当

する EAGLE 炉を活用し、褐炭ガス化システム技術の確立を行う。すなわち、図 41 の破線内に示される 2

つのガス化炉を用いて、褐炭ガス化技術の確立を図ると共に、将来の大型化に向けた見通しを得ることとし

ている。 

図 42 に豪州に建設する小型ガス化試験設備のイメージ図、表 7 に主な仕様を示す。 

図 41 サプライチェーンにおける褐炭ガス化プロジェクトの概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 42 小型ガス化試験設備（豪州設置）完成予想 CG 
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表 7 小型ガス化試験設備 主な仕様 

項目 仕様 

石炭供給量 原炭 2.0 ton/d 

（乾燥炭 1.0 ton/d） 

ガス化圧力 2.5 MPaG 

石炭供給ガス CO2 または N2 

粗ガス生成量 100 Nm3/h 

 

a) EAGLE 炉への豪州褐炭の適用性評価 

① 褐炭炭前処理技術の検討 

<2016 年度（中間評価）までの研究開発成果> 

豪州褐炭を EAGLE 炉へ適用するに当たり、褐炭を乾燥、粉砕状態にする必要がある。そのため図

43 の①～③に示すようなプロセスを検討した。これらプロセスの評価のため、豪州ラトロブバレー主要 3 炭

種（ロイヤン炭、ヤルーン炭、モーウェル炭）の褐炭による前処理事前確認試験を実施した結果、粉砕

性、安定性の観点から、② 破砕機→乾燥機→竪型ミル というプロセスが目標としていた褐炭処理の達

成に有効であることがわかった。但し、経済性については① 破砕機→竪型ミル→乾燥機 のプロセスが優

れることから、豪州建設プラントにおいては乾燥機と竪型ミルの順番を切替えられるように設計し、将来の

商用機に向けて①・②のプロセスフローにおいて乾燥・粉砕効率及び経済性を検証できるようにした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 43 褐炭前処理技術の検討プロセスフロー 

 

<2017 年度の研究開発成果> 

プロセス検討の結果から豪州に設置するプラントのプロセスを決定し、設置する設備の仕様を概ね決定

した。なお、商用機に向けて前処理乾燥技術の調査を実施したところ、一般炭向け竪型ミルと比べ、褐

炭前処理技術の設備費および運転費が増大することが分かり、商用機の課題として認識することとした。 

<2018 年度の研究開発成果> 

仕様の詳細検討を進める中で、小型ガス化試験設備では乾燥機を設置せずとも処理量の大きな竪

型ミルのみで乾燥粉砕可能であることが事前試験の結果確認できたことから、乾燥機を不設置とした設

備仕様へ変更した。 
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HAZOP（設備の安全性評価）を実施し、その際の指摘を踏まえた上で詳細設計を完了し、製作を

開始した。図 44 に褐炭前処理技術の最終プロセスフローを示す。 

          

破砕機 ⇒ 竪型ミル 

 

 

 

図 44 褐炭前処理技術の最終プロセスフロー 

 

<2019 年度の研究開発成果> 

  前処理装置については製作が完了した。完了した機器については現地に輸送が行われ、建設工事を開

始。 

＜2020 年度の研究開発成果＞ 

  前年度に引き続き建設工事を実施した。Covid-19の影響を受け、工場の操業停止・物流の停滞の発

生、また試運転指導員が新型コロナウィルスの影響のために、豪州入りするタイミングが遅れることとなり、試運

転開始の時期が大幅に遅延することが顕在化した。褐炭前処理設備の据付工事の遅れはガス化炉試運

転の開始時期へ直接影響することから、Latrobe Valleyにて豪州褐炭由来の微粉炭を別途調達し、代

替微粉炭供給設備（仮設備）からガス化設備へ供給することでガス化炉試運転を並行して進める試運転

工程とした。 

ガス化設備据付完了後は、代替微粉炭供給設備（仮設備）を使用して、ガス化試運転を開始。その

後試運転指導員豪州入国に伴い褐炭前処理設備の試運転を進め、その完了後は、本設備で製造した

褐炭微粉を使用しガス化試運転を実施した。 

当初は豪州褐炭に含まれる不純物（木質系の異物）が想定以上に多く、後流側設備での詰まりを経

験したが、不純物除去装置の調整等を完了し、11 月以降より豪州褐炭微粉をガス化炉へ搬送を開始、

ガス化試運転を本格的に開始した。2021 年度にかけて試験を行っていく。 

＜2021 年度の研究開発成果＞ 

2020 年度に引き続き、図 44 に示すプロセスフローにて、豪州褐炭微粉の製造を行い、全運転期間

を通し、問題なく豪州褐炭を粉砕・乾燥できることを確認した。 

 

② 褐炭ガス化評価検討 

＜2016 年度（中間評価）までの研究開発成果＞ 

豪州小型ガス化試験設備について安全性・運用性を考慮したフィジビリティスタディを実施した。また、

国内ガス化試験設備において褐炭ガス化事前確認試験を実施し、豪州小型ガス化試験設備設計に必

要なデータを取得するとともに、豪州での褐炭ガス化試験実施の目途が得られた。 

豪州現地コンサルティング会社による調査において、商用プラントの設置を想定した条件で、対象となる

関連法規のスクリーニング調査を実施した。結果、特に工程に大きく影響するのは EPA（環境保全協

定）と MHF（危険物取扱）にかかる法規制であることがわかった。 

豪州小型ガス化試験設備用の許認可取得に関しては、関係省庁、及び許認可取得スケジュール及

びシーケンスについて調査を実施し、その概要を把握した。 

＜2016 年度の研究開発成果＞ 

精粉 原炭 
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   フィジビリスタディ及び褐炭ガス化事前試験の結果を踏まえ、実際に設置する豪州小型ガス化炉の基本設

計を実施した。 

   豪州に設置するプラントの情報から許認可の申請に必要なデータを整理し、申請書を作成した。その申請

書について、事前申請という形で関係省庁へ提出した。 

＜2018 年度の研究開発成果＞ 

   豪州小型ガス化試験装置については HAZOP（設備の安全性評価）を実施し、その際の指摘を踏まえ

た上で詳細設計を行い、主機のガス化炉の製作を完了した。また、プラント設置に必要な許認可の申請

書を豪州政府に提出し、許認可を取得した。 

＜2019 年度の研究開発成果＞ 

   製作が完了したガス化炉については現地へ輸送し、プラント全体の建設を開始した。前処理装置を含めた

プラント全体の運転に必要な手順書について検討を行った。図 45～図 47 に建設経過を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) ガス化炉               (b) 褐炭前処理装置 

図 45 小型ガス化試験設備 建設状況（2019 年 12 月） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 46 小型ガス化試験設備 建設状況（2020 年 1 月） 
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(a) 現地サイト全景                       (b) 褐炭前処理装置 

図 47 小型ガス化試験設備 建設状況（2020 年 3 月） 

 

＜2020 年度の研究開発成果＞ 

コロナの影響を受け、工場の休止、ロジスティックの停滞等により、現地への搬送時期が大幅に遅延した。

また Covid-19 を受け、2 月以降、多くの作業員が現場を離れ、作業効率が低下した。その結果、据付工

事が大幅に遅れたものの、軽微な残工事を除き、9 月中旬に据付工事を完了した。図 48 に据付工事完

成後の様子を示す。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) ガス化炉、褐炭前処理装置                (b) プラント全景 

図 48 小型ガス化試験設備 

 

11 月より豪州褐炭の微粉をガス化炉へ投入し、ガス化試運転を本格開始。試運転諸調整を進めた。シ

ンガス発生確認後、ガス精製設備通ガス・試運転調整を実施。その後 PSA への通ガス、試運転調整を実

施し水素純度の向上を図り、1 月末には高純度の水素をチューブトレーラへ積み込みことに成功した。2 月

下旬には、PSA 出口において 99.999%純度の水素製造を確認した。現在プラント安定運転手法の確立

に向けた最終調整実施中である。2021 年度にかけて複数の豪州褐炭における試験、およびバイオマスを

混合した豪州褐炭での試験を行う。 

＜2021 年度の研究開発成果＞ 

豪州小型ガス化試験設備での実証試験を通し、6 種類の豪州褐炭及び 3 種類のバイオマスと豪州褐

炭の混合原料でのガス化特性の取得および水素製造の実証を行った。製造された水素は 2021 年 6 月に
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液化設備へ輸送され、液化水素が製造された。なお全試験期間における累計ガス化運転時間は 339 時

間、褐炭供給量(微粉炭ベース)は約 10 トン(水素発生量約 1 トン)である。 

 

③ EAGLE 炉への適用検討 

＜2016 年度（中間評価）までの研究開発成果＞ 

小型炉試験設備で褐炭ガス化試験を行うに当たり、改造が不要になると想定される乾燥微粉褐炭での

輸送若しくはブリケットとしての輸送の可能性について検討を行っている。同時に、改造の要否を確認するた

め、既存石炭前処理設備を用いた褐炭原炭の事前粉砕・乾燥試験の検討を進めている。また、小型炉試

験設備には、ガス化ガス冷却システムとしてダイレクトクエンチ方式が採用されている。 

＜2017 年度の研究開発成果＞ 

若松に既に設置されている石炭前処理設備を用いて褐炭の粉砕試験を実施し、褐炭の粉砕については

問題なく実施できることを確認した。 

＜2020 年度の研究開発成果＞ 

褐炭は石炭中水分が非常に多く、従来の亜瀝青炭を想定した小型炉試験設備では十分に褐炭を乾燥

できないことから、褐炭を日本に輸送したのち、プレ乾燥として 30％程度以下にまで水分を取り除く計画とし

た。プレ乾燥を完了し、現在保管中である。プレ乾燥を行った豪州褐炭を用いて、若松研究所の小型炉試

験設備でガス化試験を実施する予定である。3 月にはプレ乾燥を実施した豪州褐炭 2 種類のうち、1 種類

についてガス化試験を実施済み。来年度にはもう一種類のガス化試験を実施する計画。 

＜2021 年度の研究開発成果＞ 

  2021 年 4 月には、プレ乾燥処理済みの保管されていた別の種類の褐炭を用い、若松研究所小型炉試

験設備にてガス化試験を行った。本褐炭ガス化試験にて、過去実施した炭種と比較しても、ガス化炉壁面を

含めた設備の影響、スラグ排出状況に関して問題なくガス化運転可能であることを確認した。 

 

b) 化学原料製造向けガス化技術の検証 

① CO2による褐炭運搬システムの検討 

＜2016 年度（中間評価）までの研究開発成果＞ 

N2搬送による褐炭ガス化事前確認試験を実施し、その結果から CO2搬送とした場合のガス組成等を

試算し、N2搬送時と CO2搬送時のガス化の特性について比較検討を行った。 

＜2017 年度の研究成果＞ 

  豪州小型ガス化試験設備において、CO2による微粉炭の搬送が可能となるシステムを検討し、豪州小型

ガス化炉設備の基本設計において、CO2搬送が可能な設計を行った。 

＜2018 年度の研究開発成果＞ 

  CO2搬送が可能な詳細設計を完了し、機器等の製作を開始した。 

 ＜2020 年度の研究開発成果＞ 

CO2搬送が可能な設備の据付を完了した。 

実証試験においては、N2搬送から試験を開始し、その後 CO2搬送によるガス化特性データを取得し、

N2搬送時と CO2搬送時のガス化の特性について来年度に比較評価を行う。 

＜2021 年度の研究開発成果＞ 

CO2搬送褐炭ガス化の特性把握を目的に、豪州小型ガス化試験設備にて CO2搬送ガス化試験を実

施した。CO2は N2に比べて熱容量が大きく、生成ガスの冷却作用が大きいためにガス化反応場の温度が
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低くなりガス化効率が低下する方向の作用と、CO2そのものがガス化剤として働くことでガス化効率が向上

する方向の作用が相殺することで、豪州小型ガス化試験設備では、ガス化効率に CO2搬送時と N2搬送

時で大きな差異が確認されなかった。本ガス化試験結果を用い、CO2搬送時における EAGLE の褐炭ガ

ス化特性及び性能を予測することが可能となった。 

 

② ダイレクトクエンチ方式を用いた褐炭ガス化技術の検討 

 ＜2020 年度の研究開発成果＞ 

プロセスシミュレーションのモデルを構築中である。本プロジェクトとは別に実施予定の小型炉試験設備を用

いたダイレクトクエンチの試験を踏まえ、精度の向上および大型化に向けた評価を来年度に実施する計画で

ある。 

＜2021 年度の研究開発成果＞ 

本プロジェクトとは別に若松研究所小型炉試験設備にて、熱回収部への直接水噴霧“ダイレクトクエンチ”

によるガス冷却を行い、生成ガス温度を安定して制御可能であることが確認できた。 

またダイレクトクエンチ型ガス化炉では SGC を縮減し、建設コスト低減が見込めるため、ダイレクトクエンチ

型ガス化炉を想定した場合のプロセスシミュレーションモデルを構築し、全体プロセスの検討を行った。 

 

c) 豪州褐炭ガス化運用技術の検討 

 ＜2020 年度の研究開発成果＞ 

上記 a),b)の結果を踏まえるとともに、構築中のプロセスシミュレーションのモデルを用いることで、ユーティリ

ティ量の把握を含め、運用に関する大型化への課題抽出および評価を来年度に行う。 

＜2021 年度の研究開発成果＞ 

豪州小型ガス化試験設備及び若松研究所小型炉試験設備にてガス化試験、実証試験を実施する中

で、商用機設計に考慮すべき内容が明確となった。以下にその項目の一部を挙げる。 

【商用機設計時、考慮すべき事項】 

・褐炭中の木質粒子  

・チャー物性（かさ密度他） 

・バイオマス混炭時の灰溶融温度の変化 

・シンガス組成を考慮したガス精製設備設計時の留意事項 

：豪州褐炭特徴(塩素高、硫黄低)のガス精製設備への影響など 

また、将来の商用水素製造プラントを検討するに当たり、プロセスシミュレーションモデルを構築した。本モデル

ではプラント起動時には N2搬送ガスを用い、40%負荷にて脱炭酸プロセスから CO2を回収し搬送ガスに利

用、その後 100%まで負荷上昇する運用を想定した。 

ダイレクトクエンチ方式プロセスについて、SGC 方式(シンガスクーラによる冷却)と比較すると、SGC 削減によ

り設備費が抑えられるというメリットがある一方で、褐炭性状によってはサワーシフト触媒の活性に必要な S 分を

賄うため、S 添加量の調整を行うといった運用を行う必要がある。 

 

d) 褐炭-バイオマス混合体に対するガス化特性評価 

 ＜2021 年度の研究開発成果＞ 

既存の CO2分離回収技術では CO2の 100%回収は困難であることから、カーボンニュートラルの燃料で

あるバイオマスと褐炭を混合させた燃料を用いることは、カーボンニュートラルもしくはカーボンネガティブの水素
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を製造するための有望なオプションの一つである。しかし、これまで豪州褐炭にバイオマスを混合してガス化運

転を実施した実績がないことから、バイオマスのガス化特性への影響の把握を目的として、3 種類のバイオマス

(無炭化、半炭化、炭化)と豪州褐炭の混合原料でガス化試験を実施した。本試験にて問題なくガス化が

行われ水素の製造が可能であることを確認し、またガス化特性に関する基礎データを取得した。 

 

（４）液化水素利活用技術の開発 

a) 日豪間輸送後の液化水素の利活用の実証 

＜2022 年度の研究開発成果＞   

液化水素の利活用として Hy touch 神戸の近隣施設である神戸コージェネレーションシステムプラント

（以下、神戸 CGS）へ液化水素を Hy touch 神戸からコンテナで移送し、無事に供給及び発電試験が

実施できることを確認した。 

神戸 CGS は、NEDO 事業「水素社会構築技術開発事業／水素 CGS 活用スマートコミュニティー技

術開発事業」の一環として川崎重工業殿、大林組殿にて建設、運営されている。本設備は、水素を燃料と

して作り出した電力と熱を周辺施設へ供給する試みを市街地で実施する世界初のプロジェクトである。

2018 年 4 月に水素燃料 100％での運転に成功し、電力及び熱の供給を達成した。 

利活用試験は、6 月に実施した。図 49 に液化水素の供給の様子を示す。また、以下に試験概要を記

す。 

（試験概要） 

・移送得液化水素量：約 590 ㎏ 

・水素専焼での発電時間：約 3 時間 

・総発電電力量：5,520kWh 

 

 

 

 

 

 

 

図 49 神戸 GCS への液化水素供給の様子 
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４．1．3 「液化水素の輸送貯蔵機器大型化および受入基地機器に関する開発」 ①  

○実施者名、実施体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○期間、予算  

期間 ：2019 年 7 月~2022 年 3 月 

予算   ：下表の通り 

 

 
助成事業に要する費用 

（円） 

助成対象費用 

（円） 

助成金 

（円） 

２０１９年度 209,326,316 209,326,316 104,663,158 

２０２０年度 731,817,878 731,817,878 365,908,939 

２０２１年度 1,132,947,232 1,132,947,232 566,473,000 

２０２２年度 730,173,034 730,173,034 365,086,000 

 

○実用化・事業化への道筋 

A)大型貯蔵容器 

現在建造中の世界最大の液体水素タンクは4732m3のタンクであり、将来的に水素発電に必要となる数万

m3 級のスケールの液化水素を輸送・貯蔵する技術は、現在のところ確認されていない。 

本プロジェクトの開発成果と、実証事業で培った液化水素の荷役技術、LNG タンクで培った設計・製造技術

を駆使して、競合他社より技術的に優位に立ち、商用規模の実証を進められる。 

商用規模の実証により、性能を検証し、事業化に結び付ける。 

 

B)海上輸送用大型タンク 

国際航海の実績がある液化水素運搬船は、世界で「すいそ ふろんてぃあ」のみ。 

本開発成果は、すいそ ふろんてぃあ に搭載されるタンク（1250m3）から 4 万 m3 へのスケールアップに寄

与するものであり、将来の水素社会で予想される大幅な需要の増加に対応できるものである。 

大型液化水素運搬船の安全性に関する国際規則（IGC- Code）に対応するため、国際海事機関

（IMO）への対応方針を日本海事協会（NK）、国交省、日本船舶技術研究協会などと連携し、協議を

行っている。 

  

川崎重工業株式会社 

【助成先】 

国立研究開発法人 

新エネルギー・産業技術総合開発機構 
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○最終目標に対する成果と達成状況 

実施項目 最終目標 成果 達成度 補足説明 

①大型輸送・貯

蔵技術の開発 

a) 大型貯蔵容

器の開発 

 

蒸発率（Boil Off 

Rate: BOR ） が

0.26%/日となる 5

万 m3 級の貯蔵容

器の基本構造を確

立させる。 

商用 5 万 m3 クラスの貯

蔵 容 器 で 断 熱 性 能

0.26%/d を達成する断

熱構造を確立した。 

 

○ 

 

 

 

ー 

 

 

 

 a) 断熱材の開発 

・断熱構造の確立 

・断熱性能評価済 

・断熱構造選定済 

○ 

 

ー 

 

 b) 材料評価 

・適用可能性の目途 

・材料特性データ取得済 ○ 

 

ー 

 

b) 海 上 輸 送 用

大型液化水素タ

ンクの開発 

蒸発率が 0.4％/日

となる 4 万 m3 級タ

ンクの基本構造、設

計技術などを確立さ

せる。 

蒸発率が 0.4％/日となる

4 万 m3 級タンクの基本

構造、設計技術などを確

立した。 

○ ー 

 a)断熱システム方式 

・断熱システムの基

本仕様の確定 

 

・断熱方式／構造を選定

済 

・基本仕様選定済 

○ 

 

ー 

 

 

 b)タンク構造 

・基本構造決定 

・強度/揺動評価 

・基本構造／支持構造を

選定済 

・強度評価済 

○ 

 

ー 

 

 c)タンク構造材料 

・材料選定/データ取

得 

・材料選定済 

・材料特性データ取得済 

○ 

 

ー 

 

 d)配管との接続方

法 

・方法選定/強度評

価 

・方法選定済 

・強度特性データ取得済 

○ 

 

 

ー 

 

 

 e)タンクシステムの検

証 

・試験タンク製作によ

るタンク及び断熱構

造の製作性・施工性

確認 

・低温性能試験を実

施し設計データを取

得 

・試験タンク製作によるタン

ク及び断熱構造の製作

性・施工性確認済 

・低温性能試験を実施し

設計データを取得済 

○ 

 

 

 

ー 
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○成果の意義 

①大型輸送・貯蔵技術の開発 

将来的に、水素発電に必要となるスケールの液化水素を輸送・貯蔵する技術は、現在のところ存在しない。

今年度は、基地用貯蔵容器の要素試験、解析および海上輸送用大型タンクの基本仕様と実用化に向けた

課題と解決策などを検討し、各種評価試験を実施している。これらの成果をもとに、大型容器の設計、製作可

能な技術を確立し、我が国の液化水素の大量輸送・貯蔵分野の研究・開発の促進に寄与できる点で意義が

ある。 

 

○特許出願、論文発表、学会発表・講演等の数 

 2019 年度 2020 年度 2021 年度 2022 年度 計 

特許出願 0 9 11 16 36 

論文（査読付き）     0 

研究発表・講演    4 4 

受賞実績      

新聞・雑誌等への掲載  1 1 2 4 

展示会への出展     0 

 

○研究開発成果の詳細 

(1) ①大型輸送・貯蔵技術の開発  

A) 大型貯蔵容器の開発： 

断熱材について、熱伝導率計測および断熱層のガスの対流の影響を考慮した入熱量の評価を実施

した。水素ガス雰囲気下で使用する断熱材の熱伝導率は、ヘリウムガス雰囲気下での熱伝導率計測

（図 1-A-1）を行い、その結果から算出した。 

断熱層のガスの対流の影響について、断熱性能の評価試験機を製作し、各断熱材の対流込みの入

熱量の評価を実施し、試験結果からパラメータの合わせ込みを行うことで、貯蔵容器全体の解析モデル

を構築した。 

構築した解析モデルと水素ガス雰囲気下での熱伝導率から、表 1-A-1 に示す条件で貯蔵容量 5 万

m3 級の液化水素タンクの BOR を試算した結果、BOR 目標値である 0.26%/day を達することを確

認した。 

また、構造材料について、TIG 溶接品の熱影響部および溶接金属部の液体ヘリウム環境、および液

体窒素環境、大気環境における衝撃試験を実施した。熱影響部に比べて溶接金属部は、やや低い吸

収エネルギーを示したが、極低温域での顕著な靭性低下は確認されなかった（図 1-A-3）。 

上記材料の-150℃、-80℃、-40℃、室温における水素/非水素環境での低歪み速度試験

（SSRT）を実施した。いずれの条件においても、水素環境での引張強度や絞りの顕著な低下は確認

されなかった(図 1-A-4）。 
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表 1-A-1 BOR の算出条件 

貯蔵量 50,000m3 

入熱面積 屋根部：約 2,400m2、側部：約 4,000m2、底部:約 2,000m2 

断熱層 窒素ガス雰囲気と水素ガス雰囲気の 2 層 

平均熱流束 屋根部：約 7W/m2、側部：約 3W/m2、底部：約 9W/m2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

B) 海上輸送用大型液化水素タンクの開発： 

基本仕様を実現するために、材料特性データ、熱物性データなどを試験によって取得（図 1-B-1、図

1-B-2）した。それらを用いて、強度解析を実施して、タンク構造の成立性（許容応力以下）を確認し

た。断熱構造に関しては、部分モデル試験を実施（図 1-B-3）し、基本設計データを取得した。 

試験タンクを製作・完成させて、タンクの製作性・施工性を確認（図 1-B-4）した。タンクシステムのオ

ペレーションを実証して、オペレーション手法、および、構造解析技術（図 1-B-5）、熱流動解析技術

（図 1-B-6）、オペレーション予測技術（図 1-B-7）、を構築した。これらの設計技術を用いて、

0.4％/日となる 4 万ｍ３級タンクの基本構造、設計技術などを確立した。 

 

 

図 1-A-1 熱伝導率の計測結果 

ヘリウムガス雰囲気下 

図 1-A-3 構造材料の極低温衝撃試験結果 

 

図 1-A-4 構造材料の各ガス雰囲気の 

SSRT*試験結果 

*Slow Strain Rate Test(低歪み速度試験) 

図 1-A-2 計測結果をもとに実施した伝熱解析 

176



 

 

 

 

 

 

 

図 1-B-1 部分モデル試験                図 1-B-2 破壊じん性試験 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-B-3 部分モデル試験 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-B-4 タンク製造技術                図 1-B-5 構造解析技術 
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図 1-B-6 熱流動解析技術          図 1-B-7 オペレーション予測技術 
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４．１．３ 「液化水素の輸送貯蔵機器大型化および受入基地機器に関する開発」② 

 

○実施者名、実施体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

NEDO：新エネルギー・産業技術総合開発機構 

KHI：川崎重工業株式会社 

JAXA：宇宙航空研究開発機構 

TBG：TB グローバルテクノロジーズ株式会社 

 

○期間、予算  

期間：2019 年 7 月~2023 年 3 月 

予算：下記表を参照 

 

  
助成対象費用 助成金の額 

2019 年度 
助成先 54,333,496 27,166,748 

うち共同研究先 (6,691,548) 
 

2020 年度 
助成先 325,121,009 162,559,252 

うち共同研究先 (28,330,387) 
 

2021 年度 
助成先 189,978,050 94,989,000 

うち共同研究先 (23,444,850) 
 

2022 年度 
助成先 50,741,367 25,370,000 

うち共同研究先 (25,378,367) 
 

合計 620,173,922 310,085,000 

 

 

 

  

NEDO TBG 

KHI  

JAXA  
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○実用化・事業化への道筋 

 

・商用ローディングアームの開発の「実用化・事業化」の考え方 

 

当該研究開発に係る成果及び技術をもとに、商用液化水素ローディングアームの製品化が実現され、さらにその製品が液化

水素受入基地及び出荷基地での利用により、液化水素サプライチェーンが成立とともに、企業活動に貢献することをいう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【当該研究開発】 

【実用化・事業化】 

※液化水素サプライチェーン 参考イメージ 
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水素社会

促進と拡大

大規模な液化

水素サプライチ

ェーン実現

安全な荷役

・商用ローディングアームの開発の成果の実用化・事業化に向けた戦略 

 

当該研究開発に係る成果及び技術をもとに国際規格 ISO/FDIS 24132 等に適合した製品を供給することで、ユーザー及び

社会のニーズである“液化水素の安全な荷役”を実現する。 

また液化水素用の荷役機械としては同様な開発及び成果を得ている競合の存在はないと認識しており、当該製品化に向けて

は世界的にも競合優位性を確保できている。 

当該製品化による大規模な液体水素サプライチェーンの実現により、水素コスト低減が図れ、水素発電事業を中心とした水素

の利用及び水素社会の促進と拡大に資する。 
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・商用ローディングアームの開発の実用化・事業化に向けたスケジュールと課題 

 

No 項目 内容 

１ 商用実証品 

対象プロジェクト 

液化水素サプライチェーン商用化実証 

（事業期間：2021～2030 年度） 

２ スケジュール 商用化実証プロジェクトへの 

設計・製作スケジュールを計画 

３ 課題 ・ERS クランプ能力向上対策及び再検証 

・スイベルジョイントの開発設計と試験 

・ローディングアーム全体の開発設計 

・製作体制の確保と実行 

4 特記 上記開発（課題解決含）には時間を要すが、商用化実証プロジェクトへ

商用実証品の納入に向けて努力する。 

5 次期フェーズ 

のプロジェクト 

への考え方 

上記プロジェクトにて、当該技術及び商用実証品の運用により商用製品

化の確立を目指す。 

その商用製品を以降の国内・海外のプロジェクトへ投入する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【液化水素サプライチェーンの商用化実証 】 

引用元：NEDO ホームページ（ニュースリリース） 

 液化水素サプライチェーンの商用化実証の出荷と受け入れ地について 
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○最終目標に対する成果と達成状況 

 

 

○成果の意義 

 

当該研究開発に係る成果及び技術をもとに、商用液化水素ローディングアームの製品化が実現され、さらにその製品が液化

水素受入基地及び出荷基地での利用により、液化水素サプライチェーンが成立するとともに、企業活動に貢献する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実施項目 最終目標 成果 達成度 補足説明 

大口径緊急 

離脱機構 

 

 

 

・切離時の外部流出量を

125ℓ以下とする。 

・試作機を製作して、所定

の試験に合格する。 

 

理論外部流出量は目標値以下

の 5ℓ程度となった。試作機を製

作してテストしたが、低温強度試

験でリークがあった為改善が必要

となり今後検討する。 

低温切離し試験では、正常な切

離しが行われ切離し性能が確認

された。 

製品化に向けては課題が残った

が、今回の試験を通じて技術的

価値の高い内容が得られ、今後

の製品開発に大きな成果となっ

た。 

△ 

クランプ能力向上 

（対策実施の上で切離し性能

とシール性能は検証が必要） 

大口径 

船陸継手 

重量が 1ton 以下で 2～3

人で操作可能な構造とす

る。 

・試作機を製作して、所定

の試験に合格する。 

重量は目標値の 1ton 以下に対

し、500Kg 程度になり目標を達

成した。 

試作機を製作してテストを行い合

格し製品化への目途がついた。 

〇 
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○特許出願、論文発表、学会発表・講演等の数 

 

・特許出願の現状 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・論文等の発表の現状 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 2020 年度 2021 年度 2022 年度 計 

大口径緊急離脱機構 0 1(0) 0 1(0) 件 

大口径船陸継手 0 0 0 0 件 

 2019 年度 2020 年度  2021 年度 2022 年度 計 

論文（査読付き） 0 0 0 0 0 件 

研究発表・講演 0 0 0 0 0 件 

受賞実績 0 0 0 0 0 件 

新聞・雑誌等への掲載 0 0 0 0 0 件 

展示会への出展 0 0 0 0 0 件 

※2023 年 9 月 30 日現在 

※2023 年７月 31 日現在 
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○研究開発成果の詳細 

 

(1) 実施項目１：大口径緊急離脱機構 

 

・研究開発の成果と意義 

  切離時の外部流出量は、アーム側弁体と船側弁体が切離前に CLOSE する構造にした為、5ℓとなり目標値を達成した。 

構造設計においては複数案を出したうえで熱応力解析を行い評価した（図 1-1）。機械的な動作に問題のない動作とするこ

とに加え、切離時の外部流出量を抑え、かつ熱応力を抑える点においては、各部品構成等を含め様々な工夫を要した。その結

果、今回の目標値を達成する構造を確立することができた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-1 大口径緊急離脱機構 概略図と熱応力解析（一例） 
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・低温切離試験結果 

低温切離試験では、切離は設計時間内に正常に動作して、切離性能が確認された（図 1-2）。 

弁体・クランパー（切離面）・ドリップパンの作動設定やそれぞれの干渉回避のための位置決め等に工夫をした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-2 大口径緊急離脱機構 液化水素実液切離試験状況 

 

・低温強度試験検討 

低温強度試験において、切離面からリークが発生したので、今後改造を検討する（図 1-3）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-3 大口径緊急離脱機構 クランプ能力向上検討図（参考） 
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(2) 実施項目２：大口径船陸継手 

 

・研究開発の成果の意義 

  重量は 500Kg 以下となり、目標を達成した。 

  試作機を製作して試験を実施した（図 2-1）。 

  低温強度テストにおいて、1 次シール及び 2 次シールからのリークはなく、合格した。（図 2-2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-1 大口径船陸継手 液化水素実液試験状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-2 大口径船陸継手 概略図と試験結果 

内圧 2 次シール 

LH2 

内圧 1 次シール 

外部リークなし 

ヘリウムガス導入部 

真空断熱部 
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４．１．３ 「液化水素の輸送貯蔵機器大型化および受入基地機器に関する開発」③  

○実施者名、実施体制 

 

○期間、予算  

期間：2019 年 7 月~2023 年 3 月 

予算：下表による。 

 

  
助成対象費用 助成金の額 

2019 年度 
助成先 29,472,137 14,736,068 

うち共同研究先 (2,154,701) 
 

2020 年度 
助成先 194,371,737 97,184,932 

うち共同研究先 (96,734,484) 
 

2021 年度 
助成先 58,990,109 29,495,000 

うち共同研究先 (29,908,484) 
 

2022 年度 
助成先 64,278,313 32,139,000 

うち共同研究先 (29,327,629) 
 

合計 347,112,296 173,555,000 

 

○実用化・事業化への道筋 

2020 年代半ばからの液化水素サプライチェーンの商用実証化、2030 年頃の商用化に合わせ、実用化・

事業化をしていく見通しである。そのためには、実用化・事業化に伴う大型化に際して想定される課題（材質、

構造等）を抽出し、商用化実証のステージ或いは、必要に応じて、その前段階にて要素技術開発を行い、商

用化の目途を付ける。更に商用化に伴い、期待される摺動部材の寿命の達成可否を商用化実証のステージ

にて検証し、必要に応じて摺動部材の更なる改良を継続していく予定である。 

  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

    
  

  
  

  

   

 
  

 
  

  

   

 
  

  

   

 
  

  

 
【共同研究先】 
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○最終目標に対する成果と達成状況 

実施項目 最終目標 成果 達成度 今後の課題 

a)液空生成に対

し安全性を確保

する構造 

外表面に液体空気

が発生せず、熱変位

を吸収するサポート

構造の確立 

低温水素ガスを用いた試

作機の実ガス試験にて圧

縮機外表面に液空が発

生することなく、最低表面

温度は-30℃以上(解析

結果と概ね一致)で、振動

は 10μm 程度で損傷なし 

〇 

・商用大型化に伴う高

荷重化に対する解析

による健全性確認 

・組立性・メンテナンス

性向上を図る真空容

器構造の改良 

b)シールガスの液

化を防ぐ軸シール

構造および摺動

部材 

窒素シールガスが中

間筒内にて液化しな

い構造の確立 

試作機の実ガス試験にて

中間筒内に液化がないこ

と、およびロッドパッキンの

異常摩耗がないことを確

認 

〇  

高寿命およびシール

性に優れた摺動部

材の目途付け 

ラボ試験から選定した２

種類の摺動部材にて実ガ

ス運転を実施し、商用機

で使用可能な材料の目

途を付けた 

〇 

商用化実証において

長時間運転による寿

命の確認 

c)商用機の設計

技術および性能

評価技術の開発 

低温水素ガス温度

域での運転データ計

測技術・性能評価

技術の確立 

試作機の実ガス試験にて

吸入ガス温度をパラメータ

として変化させ、流量計含

む各計測値の妥当性を確

認 

〇  

1D CAE を用いた商

用機の吐出温度・性

能予測技術の確立 

各吸入ガス温度における

流量と吐出温度の有効デ

ータを取得し、1D CAE に

フィードバックし、精度ある

解析手法を確立 

〇 

大型商用機の性能予

測と運転データ蓄積に

よる性能予測精度の

更なる向上 

○成果の意義 

LNG 基地において貯蔵タンクからの蒸発ガスを圧縮して発電設備に供給する場合、大容量・高圧で負荷変

動に対応できる往復動式圧縮機が主に適用されているが、液化水素の蒸発ガス温度(-240℃程度)に対応

できる当該形式の圧縮機は現状存在しない。 

本事業にて小型試作機を製作し、実ガス試験にて液化水素の蒸発ガスと同程度の温度の低温水素ガスを

直接吸込・圧縮する往復動圧縮機の安全性・健全性が実証された。また、有効な性能データ取得により、液

化水素の蒸発ガスを低温のまま、高密度なガスを吸込むことで、プレヒーティングされた水素ガスを吸込・圧縮す

る常温圧縮機よりも、圧倒的に消費電力を小さく抑えることが出来ることが実証された。 

本事業の成果に基づく、液化水素の蒸発ガスを直接吸込可能とする往復動圧縮機の実用化は、液化水
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素サプライチェーンの構築に不可欠なコンポーネントの提供だけでなく、チェーン全体の競争優位性・基地運用コ

スト削減に大きく貢献するものと考える。 

○特許出願、論文発表、学会発表・講演等の数 

なし 

 

○成果の普及 

・2022.11 MANSEI フェア 2022 セミナーにて、KHI 殿により現状の開発状況を紹介。 

・2023.2 商用化実証のオーナー・EPC に現状の開発状況および今後の取組みを説明。 

・2023.6 2030 年頃の商用液化水素払出基地のオーナー・EPC に現状の開発状況および今後の取組みを 

説明。 

・2023.7 2030 年頃の商用液化水素受入基地のオーナー・EPC に現状の開発状況および今後の取組みを

説明。 

 

○研究開発成果の詳細 

(1) 実施項目：ａ）液化空気の生成に対し安全性を確保する構造の開発 

目標：低温水素ガス圧縮機では極低温となるシリンダを空気中にそのまま設置すると、シリンダ周囲の空

気が液化する「液空現象」が発生することが懸念される。さらに、往復動圧縮機の場合、往復動不釣合

慣性力、偶力、およびガス圧縮よるシリンダ軸系の伸縮によりシリンダは振動する。そこで、シリンダ周辺の

極低温部分を真空容器で覆って周辺の空気とシリンダの直接の接触を避け、且つ、各部に発生する熱

応力と往復動圧縮機特有の振動による繰返し応力に耐え得る構造を開発する。 

実施内容：ガス入口部にはバイヨネット接手を採用し、断熱性を考慮したシリンダ・真空容器の FEM モ

デルを作成し、図１に示す通り、伝熱解析にて真空容器表面が液空温度（－183℃）以上であること

を確認した。また、伝熱解析により得られた温度分布に基づき、熱応力解析および振動解析を実施して、

図２に示す通り、運転中におけるサポートや容器の各部の応力が各部材の疲労限以下であることを確

認した。 

 

図１.伝熱解析結果           図２.熱応力・振動解析結果  

前述の解析にて妥当性が確認された形状に基づき、小型の試作機を製作し、JAXA 能代実験場にて

低温水素ガスを用いた実ガス試験を実施した結果、圧縮機外表面に液空が発生することなく、最低表

面温度はー30℃以上（解析結果と概ね一致）で、振動は 10μm 程度と小さく、各部に損傷がないこ

とを確認した。図３に現地試験時の圧縮機全景を、図４に最低表面温度部の写真を示す。なお、当

該部への着霜は想定内である。 
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図３.現地試験時の圧縮機全景          図４.最低表面温度部 

 

成果の達成状況：達成 

成果の意義：貯蔵タンクからの蒸発ガスをプレヒーティングすることなく、低温のまま吸入可能な安全性を

有するシリンダ／真空容器構造を確立した。 

 

(2) 実施項目：b) シールガスの液化を防ぐ軸シール構造および摺動部材の開発 

目標：天然ガス用ではシールガスに窒素ガスを使用しているが、－240℃程度の低温水素ガスをシール

するロッドパッキンの室内で窒素ガスが冷却されると、窒素ガスはー196℃で液化するため，ピストンロッド

に液分付着ないし固着して、パッキンの異常摩耗を起こすか、著しくシール性を低下させる恐れがある。ま

た、消耗品である摺動部材の選定は主にその寿命に影響するが、これらの構造・構成は圧縮機性能に

も影響を与える。ピストンリング（図５参照）はシリンダ内のガスシール性能へ影響し、ピストンロッドパッ

キン（図６参照）はシリンダ外部への漏れ（商用機では吸入側へ戻る）量へ影響し、いずれも圧縮機

の性能に影響する要素である。そこで、窒素シールガスの液化を防ぐ軸シール構造を開発すると共に、低

温水素ガスに適した各摺動部の材質およびその構造を新たに開発する。 

 

    

図５. ピストン摺動部材           図６. ロッドパッキン 

 

実施内容：軸シール構造に関しては、シリンダと同様に FEM モデルを作成し、伝熱解析を実施して、図

７に示す通り、中間筒・断熱材を追加することにより窒素ガスを用いた軸シール構造が成立することを確

認した。 

試作機の実ガス試験にて中間筒内に液化がないこと、およびロッドパッキンの異常摩耗がないことを確認

した。 
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図７. 低温水素ガス用軸シール構造 

 

また、摺動部材に関しては、外部研究機関にて低温水素ガス雰囲気での摩耗試験（図８参照）を予

め実施して、４候補材から２候補材に絞り込んだ摺動部材を試作機に組み込み、実ガス試験にてその

摺動特性を確認した。２種類の摺動部材の摩耗状況には表１に示す通り明らかな差がみられ、良好で

あった摺動部材の摩耗量は少なく、商用機で使用可能な材料の目途を付けた。 

   

図８. 低温水素ガス雰囲気での摩耗試験     表１. ２種類のリング材でのピストン下部スキマ 

                           （運転前後の変化量がライダーリングの摩耗量を意味する） 

 

成果の達成状況：達成 

成果の意義：商用機においても、シールガスにヘリウム等の希少ガスを用いることなく、信頼性のある長時

間連続運転が期待できる。 

 

(3) 実施項目：c) 商用機の設計技術および性能評価技術の開発 

目標：ガスを圧縮する際の理論断熱圧縮吐出温度の算出式はあるが、外部からの入熱等の影響が大き

い低温往復動圧縮機の場合、実際の吐出温度は理論吐出温度とは大きな誤差がある。吐出温度の誤

差は後段の吸入ガス量の誤差を生み、最終的には圧縮機性能の誤差に繋がる。また、吐出温度の大き

な誤差は周囲のプロセス機器への悪影響を与える。但し、低温水素ガス圧縮機の運転実績データがない

ため、精度ある予測が出来ない。そこで、試作機の 1D CAE モデルを構築し、実ガス試験にて有効データ

を取得し、それを解析モデルにフィードバックすることで商用機の精度ある性能予測技術を確立する。 

実施内容：低温水素ガス圧縮機の運転で正確な実測データを採取するには、液体水素貯槽から 20K

付近の低温水素ガスを圧縮機へ安定供給する必要があり、振動的になりがちな気液２相水素の流量、

温度、圧力を適切に制御する低温ガス発生装置を JAXA にて構築した。 
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また、保有する解析技術を用いて、まずは多数の実測データがあるLNG BOG圧縮機をベースに1D CAE

モデルを作成し評価解析を可能とした上で、図９に示すような低温水素ガス圧縮機の試作機の 1D CAE

モデルを構築した。 

 

図９. 低温水素ガス圧縮機 試作機の 1D CAE モデル 

 

2021FY の試作機の実ガス試験では、圧縮機流量が予想を大きく下回る結果となり、その結果として有

効な性能データを取得できなかったが、2022FY はシリンダを早期に冷却する改善策と内部漏れ低減の改

良を実施した上で、各吸入ガス温度における流量と吐出温度の有効データを取得した。最終的な低温水

素ガス圧縮機の試作機の主な仕様を表２に示す。 

実ガス試験にて取得した有効データを解析にフィードバックし、各吸入温度にて１D CAE モデルの精度検

証（表３参照）を行い、１段の試作機に対して目標精度以内で流量・温度を予測できるモデルを構築

でき、ベースとなる解析手法を確立した。 

    

表２. 試作機の主な仕様          表３. 1 段 １D CAE モデルの精度検証 

 

成果の達成状況：達成 

成果の意義：直接吸入・圧縮する圧縮機の性能面での優位性が実証され、最も重要な性能（流量、

１段吐出温度)に関し、精度ある商用機の性能予測が可能になった。 
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４．１．３ 「液化水素の輸送貯蔵機器大型化および受入基地機器に関する開発」④  

○実施者名、実施体制 

④株式会社荏原製作所：液化水素昇圧ポンプ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○期間、予算  

④荏原製作所：液化水素昇圧ポンプの開発 

期間 ：2019年 7月~2023年 3月 

予算 ：下表の通り 

 

 
助成事業に要する費用 

（円） 

助成対象費用 

（円） 

助成金 

（円） 

２０１９年度 16,717,154 16,717,154 8,357,000 

２０２０年度 75,773,688 75,773,688 37,886,000 

２０２１年度 21,830,859 21,830,859 10,915,000 

２０２２年度 144,796,654 144,796,654 72,398,000 

 

○実用化・事業化への道筋 

④荏原製作所：液化水素昇圧ポンプの開発 

水素基本戦略にある 2030 年頃の大規模水素発電の商用チェーン完成のために、本事業にて得られた知

見やノウハウを活用し、2020 年代半ばまでに商用実証機の仕様検討、設計、製作及び実証運転を行い、ポ

ンプ設計技術を実証する(実用化検討)。その結果を踏まえて、水素発電の市場要求に合致した商用機を設

計、製作することで、2030 年までに液化水素昇圧ポンプを事業化し、大規模水素発電の商用化に貢献する。 

 

  

株式会社荏原製作所 

（液化水素を用いた小型試作機の 

性能・機能試験を共同研究にて実施） 

国立研究開発法人 

宇宙航空研究開発機構 

【助成先】 

【共同研究先】 
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○最終目標に対する成果と達成状況 

④荏原製作所：液化水素昇圧ポンプの開発 

実施項目 最終目標 成果 達成度 補足説明 

a)軸スラストバランス

機構の検討 

軸スラストバランス 

機構の確立 

軸スラストバランス機構が機能

することを計算及び試験で確認 
〇  

b)ポンプ材料の選定 ポンプ材料の確立 

ポンプ材料及び 

構造設計の健全性を 

試験で確認 

〇  

c)液化水素での 

ポンプ性能/機能の 

評価・分析 

液化水素昇圧ポンプ 

設計技術の確立 

小型試作機による 

液化水素を用いた 

運転試験を行い、 

設計の妥当性を確認し、 

設計技術を確立 

〇  

 

○成果の意義 

 ④荏原製作所：液化水素昇圧ポンプの開発 

   本事業で得られた各成果により、商用クラスの水素発電用液化水素昇圧ポンプの上市が可能となり、水

素社会の実現に必要不可欠な水素発電を含む水素サプライチェーンの確立及び普及に寄与する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○特許出願、論文発表、学会発表・講演等の数 

特許出願件数 

No. 出願日 出願番号 状態 発明の名称 会社名 

1 2020/3/26 2020-056701 取り下げ ポンプ装置 荏原製作所 

2 2021/3/24 PCT/JP2021/012310 取り下げ ポンプ装置 荏原製作所 

3 2022/6/17 2022-098295 出願 ポンプ装置 荏原製作所 

4 2023/6/15 PCT/JP2023/022219 出願 ポンプ装置 荏原製作所 
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対外発表件数 

No. 公表日 発表先 題目 会社名 

1 2022/8/29 荏原製作所ウェブサイト 液体水素昇圧ポンプ 荏原製作所 

2 2022/8/31 
第 2回 FC EXPO【秋】 

ー【国際】水素・燃料電池展ー 
液体水素昇圧ポンプ 荏原製作所 

3 2022/9/5 
Gastech Exhibition  

& Conference 2022 

Liquid Hydrogen 

Booster Pump 
荏原製作所 

4 2022/9/13 Oil & Gas Asia(OGA) 2022 
Liquid Hydrogen 

Booster Pump 
荏原製作所 

5 2022/9/13 
Turbomachinery & Pump 

Symposium 2022 

Liquid Hydrogen 

Booster Pump 
荏原製作所 

6 2022/9/27 
WETEX and Dubai Solar 

Show 2022 

Liquid Hydrogen 

Booster Pump 
荏原製作所 

7 2022/10/31 ADIPEC 2022 
Liquid Hydrogen 

Booster Pump 
荏原製作所 

8 2023/2/24 荏原製作所ウェブサイト 
世界初の液体水素昇圧 

ポンプの開発に成功 
荏原製作所 

9 2023/3/1 環境ビジネスオンライン 

水素社会の点と点をつなぎ、

世界の水素サプライチェーン

を担う荏原製作所 

荏原製作所 

10 2023/3/7 

The 11th China 

International Fluid 

Machinery Exhibition 

Liquid Hydrogen 

Booster Pump 
荏原製作所 

11 2023/3/15 
第 19回 FC EXPO【春】ー【国

際】水素・燃料電池展ー 
液体水素昇圧ポンプ 荏原製作所 

12 2023/7/1 
ターボ機械協会月刊「ターボ機械」

(第 51巻 7号) 

水素・アンモニア発電に 

用いられるポンプとその技術 
荏原製作所 
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○研究開発成果の詳細 

 ④荏原製作所：液化水素昇圧ポンプの開発 

a) 軸スラストバランス機構の検討 

図④-1 に液化水素昇圧ポンプの構造概念図を示す。本ポンプは遠心式で羽根車を複数有する多段

構造の立型サブマージドモータポンプであり、回転体には自重や羽根車に生じる流体力により軸スラストが

発生する。そのため、軸受保護の観点から軸受に軸スラストを負荷させない軸スラストバランス機構が必要

となる。 

本開発では、新型バランス機構を考案し、商用機及び小型試作機（羽根車径が商用機の約 2/3

のサイズ）の仕様において、ポンプの運転流量範囲で軸スラストがバランスすることを計算にて確認した。さ

らに、液化水素を用いた小型試作機試験にて新型バランス機構が正常に機能することを確認した。これよ

り、液化水素昇圧ポンプの軸スラストバランス機構の設計技術が確立できたと考える。 

なお、本バランス機構は羽根車の昇圧圧力を用いて上向き軸スラストを発生させ、回転体を浮上させ

るものであり（特許公開前の為、詳細は割愛）、液化水素遠心ポンプ全般に適用可能である。 

 

 

 

図④-1 液化水素昇圧ポンプの構造概念図 

 

b) ポンプ材料の選定 

液化水素ポンプ用材料の候補として、鋳物 A、B、C を対象に材料試験を実施した。表④-1 に試験

条件を、図④-2 に使用した試験装置を示す。材料の低温脆化を評価するため、試験雰囲気は 4K(液

体ヘリウム環境)、77K(液体窒素環境)、室温(大気環境)とした。また、試験前処理として試験片への

水素チャージの有無により水素脆化を評価した。 

表④-1 材料試験条件 

試験環境 

温度 / 雰囲気 

水素脆化の評価 

水素チャージ 

低温脆化の評価 

 室温 / 大気（RT） 無 有 

 77K / 液体窒素 無 有 

 4K   / 液体ヘリウム 無 有 
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図④-2 極低温試験装置の外観（写真提供；（株）コベルコ科研） 

 

試験結果より、鋳物 A は低温及び水素による脆化特性はないと考えられ、液化水素ポンプ材料に使

用可能と判断する。鋳物 B は、低温及び水素により脆化するが、その脆化量を商用機と類似仕様の液

化ガスポンプの使用条件とそのときの材料特性を基準に評価し、使用可能と判断する。 

これらの材料を用いた小型試作機の液化水素運転試験にて、ポンプを正常に運転できることを確認し、

また試験後の分解点検においても異常は認められなかった。 

以上より、液化水素昇圧ポンプに用いる材料の選定方法、選定した材料及びその強度特性に基づく

設計方法が確立できたと考える。なお、本事業で得られた材料試験結果は、液化水素機器全般の材料

選定根拠となる。 

 

c) 液化水素でのポンプ性能/機能の評価・分析 

上記の軸スラストバランス機構及び材料を適用した小型試作機を設計・製作し、液化水素を用いた運

転試験を実施し、 ポンプの性能・機能を評価した。なお、液化水素試験設備の構築及び運転試験は

JAXA との共同研究にて実施した。 

図④-3 に JAXA 能代ロケット実験場の液化水素試験設備に小型試作機を据え付けている様子を示

す。試験結果として、図④-4 にポンプの主要性能である流量に対する揚程、軸動力および効率を示す。

試験結果より、ポンプの揚程、動力、効率や吸込性能といった主要性能が所定の値を満足することを確

認した。また、新型スラストバランス機構が正常に機能することや試験後の分解検査で材料・構造の健全

性が確認できた。 

 

図④-3 小型試作機 

モータ部 

昇圧部（羽根車等） 

サクションポット 
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図④-4 小型試作機の液化水素性能 

 

以上より、液化水素昇圧ポンプの性能設計や軸スラストバランス機構設計、ポンプ構造設計といった設

計技術が確立できたと考える。また、液体水素の取扱いや液体水素昇圧ポンプの運転方法や性能評価

に関する多くの知見やノウハウを得ることができた。この設計技術や知見、ノウハウを活用することで商用ク

ラスの水素発電用液化水素昇圧ポンプの上市が可能となり、水素社会の実現に必要不可欠な水素発

電を含む水素サプライチェーンの確立及び普及に寄与する。 
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４．１．４ 「液化水素貯槽の大型化に関する研究開発」  

○実施者名、実施体制 

 (1)実施者名：トーヨーカネツ株式会社 

 (2)実施体制 

 

 

 

○期間、予算  

期間 ：2019 年 7 月~2023 年 3 月 

予算   ： 

 

 

○実用化・事業化への道筋 

2030 年頃からの水素発電の本格的な導入が実現すれば、サプライチェーン構築に必須の製品であることか

ら、事業拡大が期待できる。 

 

○最終目標に対する成果と達成状況 

実施項目 最終目標 成果 達成度 補足説明 

Ⅰ:真空排気シス

テムの確立 

大型貯槽に適用可

能な真空排気システ

ムを確立する。 

大型貯槽に適用可能な真空排気

システムを考案するとともに、実験に

より所要真空度に到達することを

実証した。 

 

〇 

 

 

 

 

 

Ⅱ:内槽底部へ

の入熱量算定手

法の確立 

底部構造の精度良

い伝熱解析手法を

確立する。 

 

実測値と解析値とを比較・分析す

ることにより、底部構造の精度良い

伝熱解析手法を確立した。 

 

〇 

 

 

 

Ⅲ:SUS316L の

溶接材料を使用

した 溶接施工法

の確立 

液化水素貯槽の使

用環境下でも安全

な SUS316Lの継手

となる溶接施工法を

確立する。 

破壊靭性、水素脆化、繰り返し荷

重に関する試験を行い、当社が設

計する SUS316L の溶接継手が

十分安全であることを確認した。 

〇 

 

 

○成果の意義 

本事業の課題解決により、大型液化水素貯槽の基本技術が確立した状況になり、実用化に向けた次の段

階である、要素技術をシステム化したベンチスケールタンクによる性能確認のための実証実験に進むことが可能

になった。 

 

NEDO (1/2 助成） トーヨーカネツ株式会社 

【助成先】 

国立大学法人 北海道大学 

【委託先】 

「課題１．真空排気システムの確立」の一部を委託 

期間：2019 年 11 月 25 日～2022 年 3 月 31

日 

   (単位：円) 

2019 年度 2020 年度 2021 年度 2022 年度 

70,183,680 208,304,590 223,123,873 66,661,000 
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○特許出願、論文発表、学会発表・講演等の数 

○研究開発成果の詳細 

 

 

 

 

 

 

 

 (1) 真空排気システムの確立 

 ① 大型液化水素貯槽に適用可能な真空排気方法として、まず、第一段階としてポンプで所要の真空

度になるまで排気した後、第２段階として冷却窒素ガス及び液化窒素、さらに、第３段階として液化

水素、それぞれによる内槽の冷却過程において、ポンプによる排気を継続しながら、内槽外側の冷却

面に内外槽間及び底部のガスを固体化させることで、空間内のガス量を減少させて、所要の真空度

を達成する手法を開発した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②上記、真空排気方法の第１段階である、「真空ポンプによる排気時」は、図 2 に示す底部断熱構造を  

形成するブロック（以下、真空断熱ブロック）の側板に排気用の孔を設け効率的に排気する必要があ

る。この必要孔径を決定するため、孔径に応じた底部全体の真空度分布を計算できるシミュレーション

ソフトを開発した（図 3）。真空度分布を計算する際には、インプット情報として、別途測定した真空

断熱ブロック内材料からのガス放出量測定値を加味した。また、真空断熱ブロックを実物大の 1/3 スケ

ールとした試験体の集合体による排気実験を行い、上記の開発したシミュレーションソフトが実際の真空

度分布を計算できていることを確認した（図 4）。  

 2019 年度 2020 年度 2021 年度 2022 年度 

特許出願 0 0 0 1 

論文発表 0 0 0 1 

学会発表・講演 0 0 1 0 

新聞・雑誌等への掲載 0 0 0 1 

 

冷却窒素ガス 
または液化窒素 

予冷 

内外槽間 
及び底部の 

ポンプによる 
真空排気 

液化水素 

内外槽間 

水蒸気
（H2O） 
凝縮固化 

その他のガス

（N2,O2,CO2） 
凝縮固化 

【第２段階】 
2.液化窒素または冷却窒素ガスで内槽を冷

却し、内槽外側冷却面に底部及び内外槽
間の水蒸気を排気（凝縮固化）させること
により、底部及び内外槽間の真空度を更に

上げる。 

【第３段階】 

3.液化水素を貯めて、内槽の温度を更に下
げて、残りのガスを排気（凝縮固化）させ
ることで、底部及び内外槽間の真空度をさ

らに上げる。 

ポンプ 

図 1 真空排気方法 

【第１段階】 

1.タンク外側からポンプで空気の
大部分を真空排気する。 

第 1段階 
【真空ポンプによる排気】 

 

第２段階、第３段階 
【ポンプ及び冷却による凝結固化を活用した排気】 
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③さらに真空排気方法の第一段階として実施した真空ポンプによる排気後、第２段階、第３段階として、

冷却窒素ガス、液化窒素及び液化水素による内槽の冷却過程において、ポンプによる排気を継続しな

がら、その冷却面にガスを固体化させることで貯槽底部が所要の真空度になることを確認するため、実物

大の真空断熱ブロックの試験体を用いた冷凍真空装置を製作し、実証実験を行った（図 5）。この装

置においては、液化水素を内槽に貯蔵した時の内槽温度である‐253℃は、本装置に具備する冷凍機

により実現し、その冷却面に真空断熱ブロック内のガスを固体化させることで、真空断熱ブロック内の真空

度が目標値以下に到達することを確認した。  

図 2 底部断熱構造を形成するブロック（真空断熱ブロック） 

真空排気用孔 

側板(GFRP) 

ふく射シールド 

真空度分布コンタ 

図 3 真空断熱ブロック集合体のシミュレーション結果（真空度分布） 

プロットライン 

-15 -10 -5 0 5 10 15

真
空

度
[P

a
]

位置（中心をゼロ）[m]

目標真空度[Pa] 

左図プロットラインの位置－真空度のグラフイメージ 
貯

槽
中

心
 

貯
槽

端
部

 

貯
槽

端
部

 

気体の流れ 気体の流れ 

図 4 シミュレーション検証実験装置 

外 観 

真空計 

試験体設置状況 

（左図の上蓋を開けた状況） 

実物大の 1/3 スケールとした 

真空断熱ブロック試験体 
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④ 図 1 に示す通り、底部断熱構造を構成する真空断熱ブロックは、貯蔵される液化水素の重量荷重

に耐えられる強度を有する必要がある。そのため、実物大の真空断熱ブロックを試験体として複数作製し、

鉛直方向の強度確認試験を行い（図 6）、鉛直方向において十分な強度を有することを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 内槽底部への入熱量算定手法の確立 

①真空断熱ブロックを実物大の 1/3 スケールとした試験体の集合体の断熱性能を実測する試験装置の

製作を行った（図 7）。試験体を通過した熱量は、測定容器内の液化窒素の蒸発質量流量と液化

窒素の蒸発潜熱から算出する。 

②実測結果と熱解析結果とを比較・分析し、熱解析モデル化手法や真空断熱ブロック内部に設置する

断熱材の熱定数を決定することで、精度良い熱解析手法を確立した。 

  

図 5 底部真空排気実証実験装置 

 

SRDK-500B

S-801S-801

S-801

MCK-3080MCK-3080

装置断面図 装置外観写真 

孔無し（３体） 

試験装置 

載荷板 

試験体 

圧縮荷重 

架台 

孔有り（３体） 

試験体 

図 6 鉛直方向強度確認試験 

1
.0
m

 

 

1
.0
m
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(3) SUS316L の溶接材料を使用した溶接施工法の確立 

①破壊靭性試験（JⅠC 試験）（図 8） 

‐269℃環境で JⅠC 試験を実施した結果、溶接金属部及び Fusion Line 部共に、ASME や 

JIS B 8267 で要求される破壊靭性値（KIC 値）132 MPa・√m を上回っており、十分な破壊靭 

性を有していることを確認した。 

 

   ②水素脆化度の確認（SSRT 試験）（図 9） 

‐70℃での低歪速度引張試験（SSRT 試験）を実施した結果、水素チャージした場合であっても、 

十分な絞りが得られたこと、また、相対絞りは、水素チャージの有無に関わらず、低下しなかったことから、

水素感受性は非常に低く、水素脆化による問題は生じないことを確認した。 

 

③疲労試験（図 10） 

    試験結果と ASME BPVC Section Ⅷ Division2 に示される S‐N 曲線とを比較した結果、繰り 

返し荷重耐性に問題ないことを確認した。また、1 万 m3 液化水素貯槽を対象に累積疲労損傷の評価

を行った結果、疲労強度は十分であることを確認した。 

 

   ④疲労き裂進展試験（図 11） 

    試験によりパリス則の材料定数を求めた。これを用いて、１万 m3 液化水素貯槽を対象とした想定欠陥

の進展拡大を求め、必要靭性値を算出し、これと、破壊靭性試験から得られた靭性値と比較した結果、

十分な疲労耐性があることを確認した。 

  

2.0m

3
.
5
m

熱シールド容器 

液化窒素 

（‐196℃） 

測定容器 

実物大の 1/3 スケー

ルの底部断熱構造 

(真空断熱ブロック) 

ヒーター 

加圧装置（伸縮管） 

図 7 断熱性能測定装置 
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試験片

クリップゲージ
（変位計）

荷重

試験片

試験片

ひずみ計

試験片

クリップゲージ
（変位計）

繰返し荷重

図 8 JⅠC 試験装置 

図 9 SSRT 試験装置 

図 10 疲労試験装置 図 11 疲労き裂進展試験装置 
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４．１．５ 「液化水素用大口径バタフライバルブの技術開発」 

 

○実施者名、実施体制 

 

 

 

                             委託期間：2021 年 4 月～2023 年 3 月 

 

○期間、予算  

期間 ：2020 年 7 月~2023 年 3 月 

予算   ：2020 年度 18,113,000 円 

2021 年度 56,638,000 円 

2022 年度 88,630,000 円 

 

○実用化・事業化への道筋 

 本事業で構築した液化水素用大口径バタフライバルブの技術を他口径に展開し、液化水素キャリアにおける

サプライチェーン構築の大規模実証に実装可能なラインナップの拡充を進める。重要な技術課題である「シール

性能」については、正圧(1 次側)だけでなく逆圧(2 次側)においても封止性を確保できる様に改良することで、

両流れといったプラント運用のニーズに対応する。2025 年以降では、小口径から大口径までのフルラインナップ

が量産可能な製造体制・検査設備を確保する。また、これら液化水素用大口径バタフライバルブを操作する駆

動部においても、プラント運用のニーズに対応する為に、手動式、空気式、油圧式、電動式のラインナップの拡

充を進める。関連法規への適用は、高圧ガス保安法については、設備試験（型式試験）受験の為の要件準

備、並びに日本海事協会の船級規則については、液化水素運搬船ガイドラインに基づく型式承認取得の為の

要件準備を進める事でサプライチェーン構築の大規模実証をターゲットとした事業化を達成する見込みである。 

 

○最終目標に対する成果と達成状況 

実施項目 最終目標 成果 達成度 補足説明 

1．市場調査 

顧客ニーズ並びに関

連法規の適用範囲

を 把 握 し 、 原 理設

計・実機設計に展開

する。 

受入基地や運搬船に求

められるバルブの要求仕様

や使用・環境条件、メンテ

ンス方法・周期を調査。関

連法規の適用範囲を確

認。 

〇 

引き続き大規模実証

を進める事業者と協議

を重ね、他口径のバル

ブラインナップ拡充に繋

げる。 

2．原理開発 

原理試作品の試験

結果と解析値から、

実機バルブを製作す

るための構造・解析

手法を確立する。 

原理試作品(300A)を製

作し、LH2 実液試験を実

施。試験データと解析デー

タを比較検証し、構造・解

析手法を確立。 

〇  

NEDO (株)中北製作所 (国研)宇宙航空研究開発機構 
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実施項目 最終目標 成果 達成度 補足説明 

3．実機開発 

バルブ実機における

実液試験にて各目

標 値 を 達 成 し 、

300A サイズにおける

液化水素用大口径

バタフライバルブの技

術を確立する。 

実機試作品(300A)を製

作し、LH2 実液試験を実

施。300A サイズにおける

液化水素用大口径バタフ

ライバルブの技術を確立。 

〇  

4．大型化検証 

実機開発で構築した

「シール性能」と「真

空 断 熱 性 能 」 を

800A サイズに展開

し、実液試験での目

標値を達成する。 

大型試作品(800A)を製

作し、LH2 実液試験を実

施。真空断熱性能は目

標値を達成したもの、シー

ル性能については逆圧(2

次側)で改良の余地を残

した。 

△ 

正圧(1 次側)に加え

逆圧(2 次側)も十分

に封止できるシール構

造の改良を進める。 

 

○成果の意義 

 液化水素用大口径バタフライバルブの技術開発で培った「シール性能」と「真空断熱性能」をラインナップ拡充

等の製品開発に展開することで、液化水素キャリアにおけるサプライチェーン構築の大規模実証に、荷役等を担

うバルブとして実装可能なバタフライバルブの事業化が可能となる。液化水素用大口径バタフライバルブが事業

化した場合、従来のグローブバルブよりも容量係数(Cv 値)が高く輸送効率が良いことから、受入基地や運搬船

における貯蔵・運搬量の向上に寄与することができる。 

 

○特許出願、論文発表、学会発表・講演等の数 

特許出願 ：2021 年度 2 件 

外部発表 ：2021 年度 2 件 

2022 年度 1 件 

 

○研究開発成果の詳細 

 (1) 実施項目１：市場調査において、液化水素キャリアにおけるサプライチェーン構築の大規模実証を

実施する事業者と協議を重ね、出荷・受入基地や運搬船に求められるバタフライバルブの要求仕様や

使用・環境条件、メンテナンス方法・周期を把握した。併せて、液化水素バタフライバルブに係る法規とし

て、高圧ガス保安法や NK 船級の適合性を調査した。 

当該実施項目は 2020 年度に完了し、原理開発及び実機開発に展開したものの、継続的に大規

模実証の関係者と協議を実施し、事業終了後の事業化に向けた情報収集を続けた。 

 

(2) 実施項目２：原理開発において、基本設計として低温物性データの収集並びにシート構造の設計

検討を実施し、重要な技術課題である「シール性能」に係るシール面圧制御に必要な応力・歪み・接触

圧力・摩擦等の構造解析並びに、「真空断熱性能」に係る輻射・熱伝導等の熱解析を実施した。   

 基本設計で得た知見を基に、300A サイズでシート部の評価に特化した原理試作品を開発し製作し
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た。 外部入熱の影響を可能な限り排除すべく大型の真空チャンバーに 300A サイズの原理試作品を組

み込み、JAXA 能代ロケット実験場での LH2 実液試験(図 1)を 2021 年 6 月に実施した(図 2)。外

部からの入熱の影響を極力少なくした試験設備にて、シール性能を確認し、-253℃の液体水素を用い

た試験の実施方案を確立した。 

 

図 1．原理試作品による LH2 実液試験の概略 

 

 

図 2．原理試作品による LH2 実液試験の様子 

 

(3) 実施項目３：実機開発において、原理試作品での試験結果や解析評価結果を展開し、 300A 

サイズの真空ジャケット付き実機試作品(液化水素用バタフライバルブ)を開発し製作した。 JAXA 能代

ロケット実験場から供給される液体水素を適切な圧力で試作品に通液可能な装置を製作し、LH2 実

液試験を 2022 年 3 月に実施した(図 3)。実機試作品による実液試験結果及び解析評価結果を展

開し、内部部品を改良した実機試作品で LH2 実液試験を 2022 年 10 月に実施し、300A サイズに

おける「シール性能」と「真空断熱性能」を主とする液化水素用バタフライバルブの技術を構築した。 

  また、実機試作品の検証試験においては、液体水素を弁箱内部に充填して、2,000 回の耐久試験

を実施し、シール構造の耐久性に問題無い事も確認できた。 
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図 3．実機試作品による LH2 実液試験の様子 

 

(4) 実施項目 4：大型化検証において、市場調査で入手した大規模実証におけるスペック情報から最

大口径である 800A サイズの真空ジャケット付き大型試作品(液化水素用大口径バタフライバルブ)を開

発し製作した。実機開発で培った「シール性能」と「真空断熱性能」を800Aサイズに展開した大型試作

品で LH2 実液試験(図 4)を 2023 年 3 月に実施した(図 5)。 

 真空断熱性能においては、メンテナンス性を十分に考慮した構造で断熱性を確保した。シール性能に

おいては、正圧(1 次側)からの漏れ量は目標値を達成したものの、逆圧(2 次側)からの漏れについては

未達となり、シール構造の改良の余地を残した。 

 

図 4．大型試作品による LH2 実液試験の概略 

 

 

図 5．大型試作品による LH2 実液試験の様子 
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４．１．６ 「液化水素用バタフライバルブの開発」 

○実施者名、実施体制 

実施者名：株式会社ササクラ 

実施体制： 

        

 

○期間、予算  

期間 ：2020 年７月~2021 年 3 月 

予算   ：12,197,493 円 

期間 ：2021 年 4 月~2022 年 3 月 

予算   ：28,346,040 円 

期間 ：2022 年 4 月~2023 年 3 月 

予算   ：42,808,230 円 

 

○実用化・事業化への道筋 

 普及させるためには量産化体制と安価で提供できる事が重要であり、そのためのカギとなる使用材料の開発が

必要となる。 

 

○最終目標に対する成果と達成状況 

実施項目 最終目標 成果 達成度 補足説明 

①バルブ大型化に

よる性能確保 

試作バルブの構造検

討、浸漬･流路内封入

(LN2)による性能確保 

20Bでの試作バルブ完了 

浸漬・流路内封入（LN2）による性能が

確保できていることを確認 

〇  

②液化水素として

維持可能な構造 
真空ジャケット大型化 

構造検討を行い大型化(試作)すること

ができた 

〇  

③水素の外部漏れ

に対する安全 
流路外漏洩量 

LNG仕様相当 

高感度可燃ガス検知器を用い、リーク

検知孔から水素の外部漏洩が無いこと

を確認 

〇  

④使用材料による

加工とコスト 
LNG仕様バルブ 

加工費 1.2倍 

試作バルブの製作には LNG 用途弁の

約 1.8倍のコストがかかった 

△ 材料入手・加

工などコスト

ダウン検討 

⑤液化水素条件下

における性能確保 

JAXA 殿設備において性

能確認 

➀の試作バルブで流路内封入（LH2）に

よる性能が確保できていることを確認 

〇  
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○成果の意義 

液体水素のインフラ整備にはLNGと同様に深冷バタフライ弁が必須であり、普及させて初めて水素社会が確

立できる。 

 

○特許出願、論文発表、学会発表・講演等の数 

2020 年度：0 件 

2021 年度：2 件 

2022 年度：0 件 

 

○研究開発成果の詳細 

 (1) 課題➀：バルブ大型化による性能確保 

(1)LN2 深冷試験(浸漬法) 

LN2 にバルブを浸漬する試験を実施した結果を下表に示す。グランド部からの外部漏洩につい

ては、水上置換法を用いて計測を行い漏れがないことを確認した。 

LN2 深冷試験(浸漬法)による弁座漏洩試験結果は下表による。 

 

表 1. LN2 深冷試験(浸漬法)による弁座漏洩試験結果 

 

 

(2)LN2 深冷試験(流路内封入) 

流路内に LN2 を封入する試験を実施した結果、許容漏洩範囲を超える漏洩は確認されなか

った。グランド部からの外部漏洩については、水上置換法を用いて計測を行い漏れがないことを

確認した。 

図１.LN2 深冷試験(流路内封入)による弁座漏洩試験結果 

計測方向 正流 逆流

許容漏洩量 100 cc/min 200 cc/min

試験圧力 2 MPa 1 MPa

LN2浸漬状態
漏洩量

漏洩なし
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(2) 課題②：液化水素として維持可能な構造 

構造検討を行い、荷重がかかっていると思われる部位の強度計算を行った結果、各部位における強

度に問題ないことが確認できた。 

 

 

(3) 課題③：水素の外部漏れに対する安全 

従来(LNG 用途)のグランド部リーク検知用に使用しているキリ穴を、ねじ加工に変更してホース・配

管などを取り付けて水上置換法または流量計で計測できるように検討を行った。 

“課題①バルブ大型化による性能確保”において、グランド部からの漏洩量の確認を水上置換法また

は流量計で行う予定であったが困難だったため高感度可燃性ガス検知器（水素）を用いて計測を行い

漏洩していないことを確認した。 

 

図２.漏洩検知穴 

 

 

 

(4) 課題⑤：使用材料による加工とコスト 

試作品の製作には LNG 用途弁の価格と比べて約 1.8 倍のコストがかかった。鍛造材を削り出しするこ

とで加工に時間を要している。現時点では、試作品の一部素材（弁体）を荒加工状態で入手した場

合、約 1.6 倍までコストダウンが可能であると考える。 

 

(5) 課題⑤：液化水素条件下における性能確保 

LH2 深冷試験(流路内封入)の結果 

LH2 封入側（1 次側）を加圧して、漏洩量計測側（2 次側）に漏れ出してきたガス量の計測を

行った。※冷却時には 2 次側も水素雰囲気にしている。 

試験圧力とガスの計測流量のグラフの一例を下図に示す。 
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図３.LH2 深冷試験(流路内封入)による弁座漏洩試験結果 

 

加圧時や減圧時に計測流量が変化するのは、弁体が僅かながら動くからである。 

 

500 回開閉耐久試験は、シール交換を行い計 3 回行った。その結果を下表に示す。 

 

表 2. LH2 深冷試験(流路内封入)による 

500 回開閉耐久試験後の弁座漏洩試験結果 

 

 

有効データ範囲で平均した計測流量はいずれも許容漏洩量以下となった。グランド部からの外部漏

洩については、高感度可燃性ガス検知器（水素）を用いて計測を行い漏れがないことを確認した。 

 

 

以上 
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４．１．７ 「液化水素用大型バルブの技術開発」 

○実施者名、実施体制 

 

・キッツ バルブの設計、試作、評価概要検討 

・JAXA 評価技術の開発、評価試験、評価試験結果検討及び評価方法の最適化検討 

 

○期間、予算  

期間 ：2020 年 7 月~2023 年 3 月 

予算   ： 

 

○実用化・事業化への道筋 

2025 年大型商用化実証プラントへのバルブ採用に向けて、サイズ展開設計、生産体制の構築を検討中。

2024 年夏ごろに、実用化(社内上市工程完了)を目標としている。 

課題は、コストダウンを兼ねた鋳物の使用で、KHK の事前評価にて使用の認可の取得を検討中 

 

○最終目標に対する成果と達成状況 

実施項目 最終目標 成果 達成度 補足説明 

① 弁種の検討 
大口径化実現可能な

弁種、構造の選定 

トップエントリー型ボー

ル弁、スイング式逆止

弁を選定 

〇 

弁種、サイズ

ラインナップ拡

大が必要 

② 封止技術開発 

a) 外部封止 

構造の検討 

流体温度を考慮した外

部封止構造の選定 

解析により、想定温度

を考慮した封止位置と

することで、既存技術

の流用が可能 

〇  

b) 内部封止 

構造の検討 

流体温度を考慮した内

部封止構造の選定 

低温域で使用実績の

ある樹脂材を選定し、

熱収縮を考慮した構

造とした 

〇 
耐 久 回 数 の

検討が必要 

c) 部分試作評価 内部封止構造の部分 液化水素での実温評 〇  
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試作評価を実施 価試験で、目標性能

確保を確認 

③ 弁製造方法 

の検討 

a) 大型化精密 

加工の検討 

実施可能な製造方法を

検討、性能を確立できる

構造設計を行う 

分割構造も含めた構

造とすることで、大型部

品の精密加工を実現 

〇 
量 産 工 程 の

確立が必要 

b) 分割構造 

の検討 

熱影響の少ない溶接施

工法で、性能確立でき

る構造設計を行う 

部分試作評価より、熱

影響の少ない電子ビー

ム溶接で実現可能で

あることを確認 

〇  

c) 鋳物化の検討 

鋳物化によるコストダウン

を想定し、鋳物へ展開

できる目途を立てる 

治具による真空断熱

性能確認で、鋳物展

開が可能であることが

確認できた 

〇 

高圧ガス認定

取 得 の た め

に、事前評価

が必要 

④ 真空断熱 

構造の検討 

a) 組立・分解 

の検討 

ジャケット外、弁上部から

組立・分解できる構造と

し、現地メンテナンスを考

慮する 

トップエントリー、および

治具により、実機にて

組立・分解可能である

ことを確認 

〇 

現地メンテナ

ンスに向けた

治具の改良が

必要 

b) 断熱性能検討 

真空ジャケットによる二

重配管構造とし、十分

な保冷性能を有する構

造とする 

解析より入熱量を想

定しジャケット形状を決

定 

〇 

客先要求ごと

のジャケット形

状 検 討 が 必

要 

c) 弁保持構造 

の検討 

入熱を考慮した弁自重

を保持する構造を検討

する 

熱伝導率、強度等と

解 析 結 果 か ら

GFRP(強化ガラス繊

維)を選定した 

〇 

保 持 構 造 を

有するジャケッ

ト施工方法の

調整が必要 

⑤ 弁試作評価 

a) 弁の試作 

確立した要素技術をもと

に弁の試作を行う 

中間口径、最大口径

ともに弁の試作を行っ

た 

〇 

量産工程、試

験 設 備 の 確

立が必要 

 

b) 治工具の検討 

組立・分解を可能とする

治具、および現地メンテ

ナンス方法の確立 

縮小モデルから組立治

具を考案し、試作品

組立にて実現性を確

認 

〇 

現地メンテナ

ンスに向けた

治具の改良が

必要 

c) 性能試験 

試作品に対して性能試

験を実施し、目標性能

を満足することを確認す

る 

 

中間口径で行った改

良設計をもとに、最大

口径で目標性能達成

を確認 

〇 

社内試験設

備の確立が必

要 

d) 弁サイズ展開 市場要求されるサイズか 顧客要求を調査し、サ △ 顧客要求によ
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検討 ら、サイズ展開設計を行

う 

イズ展開設計を順次

進行中 

り、新たな仕

様、弁種を検

討中 

○成果の意義 

液化水素用大口径弁の確立によって、液化水素受け入れ基地の大型化に寄与することが可能となり、水素を

エネルギーとして活用するための供給設備の拡充へとつながっていくと考えられる。 

また、今回開発したボール弁は流量特性に優れた弁であり、大量輸送、大量貯蔵に非常に適した弁種である。

ボール弁以外の弁種も含めたラインナップを拡充することで、顧客要求に柔軟に対応することができ、現在の

LNG 基地と同規模の液化水素基地の実現につながると考えられる。 

 

○特許出願、論文発表、学会発表・講演等の数 

特許出願 論文発表 外部発表 受賞等 

18 0 0 0 

※特許出願は、国内、外国出願を含む 

○研究開発成果の詳細 

(1) 実施項目①：弁種の検討 

弁の要求仕様から溶接による配管据付後、メンテナンス

を可能にするためトップエントリー構造とする必要がある。

手動弁、遮断弁においては、大流量化可能にすること

で、プラント全体のコストメリットを得られることを狙いとし、

ボール弁を選定した。逆止弁は、トップエントリー対応可

能なスイング式逆止弁を選定した。 

(図 1：概略設計モデル) 

(2) 実施項目②：封止技術開発 

a) 外部封止構造の検討 

液化水素流通を想定した解析により、温度分布の把握を実施した。推定温度分布より、既存の封止

技術が流用できる外部封止位置を想定した。 

b) 内部封止構造の検討 

低温(液化窒素)で実績のある樹脂材として UHMW-PE（超高分子量ポリ

エチレン）を選定した。 低温下での温度収縮を考慮した構造とすることで、

封止可能であることを確認した。 

c) 部分試作評価 

封止技術に関わる治具の設計・製作を実施し、社内低温試験(液化窒素)にて封止可能であることを

確認した。 

また、JAXA 能代実験場にて液化水素による実温試験を実施し、ボール

弁治具については、封止可能であることを確認した。チャッキ弁治具は目

標未達であったが、改良設計を実施し、社内で再確認を行った。 

図 2 ボール弁リテーナ治具(上)と試験の様子(下) 

 

図 1 ボール弁(左)、逆止弁(右) 
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(3) 実施項目③：弁製造方法の検討 

a) 大型化精密加工の検討 

弁の主要耐圧部は、大型かつ複雑で精密な加工を要求されるため、一体加工での製造が困難である

ことが分かった。そのため、一体加工とは別に分割構造での製作検討が必要であることが分かった。 

b) 分割構造の検討 

分割構造については、分割して製作した部品を溶接

接合にて一体化し完成品とする方法を検討したが、

溶接による熱影響によって変形してしまうことが課題で

あった。そのため、熱影響が限りなく少ない溶接方法の

電子ビーム溶接を使用し、図 3 のような部分試作にて

評価を行った。結果、溶接の熱影響による寸法変化

はごくわずかであることが確認できた。 

c) 鋳物化の検討 

コストダウンにおける鋳物化を想定し、懸念される真空性能の

確認のため、治具製作し真空引き試験を行った(図 4)。その

結果、鋼材に比べ鋳物の真空性能が劣ることが分かったが、

その差はごくわずかであることが確認できた。 

今後は、極低温下での鋳物材料使用、水素脆化の適合性

を確認し、KHK の事前承認を経て使用認可を取得すること

を目標とする。 

 

(4) 実施項目④：真空断熱構造の検討 

a) 組立・分解の検討 

弁全体をジャケットで覆い、かつ真空を破壊することなくメン

テナンス可能な構造とするためにトップエントリー構造を採

用したため、ロングネックの上部から組立・分解を行う必要

がある。3D プリンターにて、縮小モデル(図 5)を作成し、主

要部品の組立・分解方法の検討を行い、治具の設計

を実施した(図 6)。 

b) 断熱性能検討 

設計モデルを利用し、解析を用いて入熱量の計算を行った。解析結果をもとに、真空断熱ジャケットの

構造を決定した。真空ジャケットをロングネック上部まで取り付けることで、内部への入熱をより抑えること

ができることがわかった。 

c) 弁保持構造の検討 

弁の大口径化に伴い、真空断熱ジャケットと弁の間で弁の自重を保持する構造をジャケット内に有する

必要があり、その構造は熱伝導率が低く、かつ強度が高いものが必要となる。解析も行い検討した結果、

GFRP(強化ガラス繊維樹脂)を選定し、弁保持構造を構築することとした。 

  

図 3 分割構造部分試作組図 

図 4 真空引き治具外観写真 

図 5 縮小モデル 図 6 治具モデル 
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(5) 実施項目⑤：弁試作評価 

a) 弁の試作 

中間口径では 10B(図 7)、最大口径では 20B(図 8)のボール弁、逆止弁の試作弁製作を行った。 

  

 

b) 治工具の検討 

実施項目④ - a)にて検討した組立・分解治具の製作を行い(図 9、図 10)、実際に弁試作時の組

立・分解を行い、治具の妥当性を確認した。中間口径 10B、最大口径 20B それぞれにおいて、問題

なく組立・分解ができることを確認した。 

        

c) 性能試験 

実施項目⑤ - a)で製作した試作弁の性能評価試験を社内(液化窒素)、JAXA(液化水素)にて実

施した。 

10B では、逆止弁については目標性能を達成したが、ボール弁については内部封止にて目標未達であ

った。ボール弁は、社内に持ち帰ったのち、分解調査を行い、原因を推定し改良を行った。また、試験方

法が、社内試験と JAXA 試験で相違があったため、JAXA 試験方法と同様の試験ができるように、社内

での試験方法を改良した。その後、社内試験(液化窒素)ではあるが、目標性能達成を確認した。 

  

図 7  10Bボール弁(左) 逆止弁(右)     図 8  20Bボール弁(左) 逆止弁(右) 

図 9  10B組立・分解治具           図 10  20B組立・分解治具 
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20B では、特にボール弁においては、10B の改良設計を参照し、設計を踏襲した試作弁について性能

評価を行った。ボール弁、逆止弁とも、社内試験、JAXA 試験それぞれにおいて目標性能を達成してい

ることを確認した。 

       

 

   

 

 

d) 弁サイズ展開検討 

サイズ展開については、当初 20B が最大口径と認識していたが、その後の調査によってさらに大口径の

要求があることが分かった。また、用途によっては、ボール弁、逆止弁だけでなく、ゲート弁やグローブ弁の

要求もあり、弁種、サイズそれぞれでの拡充が求められていることが分かった。 

大型商用実証プラントの実現に向けて、可能な限り顧客ニーズに応えるべく、各種設計・サイズ展開を

進めており、2024 年の事業化を目標としている。 

 

図 11  10Bボール弁 JAXA試験の様子   図 12  10B逆止弁 JAXA試験の様子 

表 1  10Bボール弁 JAXA 試験結果     表 2  10B逆止弁 JAXA試験結果 

図 13  20Bボール弁 JAXA 試験の様子  図 14  20B逆止弁 JAXA試験の様子 

表 3  20Bボール弁 JAXA試験結果     表 4  20B逆止弁 JAXA試験結果 
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４．２ 「水素エネルギー利用システム開発（6事業）」 

４．２．１ 「ドライ低ＮＯｘ 水素専焼ガスタービン技術開発・実証事業」 

 

○実施者名、実施体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○期間、予算  

期間 ：2019 年 5 月~2021 年 2 月 

予算   ： 2019 年度  117,388,000 

        2020 年度  261,358,000 

 

○実用化・事業化への道筋 

本プロジェクトの完遂により、ドライ方式水素ガスタービンは実用化に大きく近づくと考えられる。実証で明らかに

なった課題が有れば、実用化に向けた課題の解決に取り組む。実用化技術を確立した後は、水素の流通価格

の低減の推移、および副生水素の発電利用のニーズも見つつ、2020 年代には水素発電の需要が顕在化し、

本格的な事業化に至ると考えられる。 

 

・ドライ低 NOx 水素専焼ガスタービンの運転

実証のうち、統合型 EMS による環境性・

事業性評価 

・冷熱活用システム検討 

共同研究 

助成 

（助成率 2/3） 

NEDO 

川崎重工業【幹事】 

助成 

（助成率 2/3） 

・ドライ低 NOx 水素専焼ガスタービンの開発

および運転実証 

【助成先-1】 

関電エネルギー 

ソリューション 

・運転、点検業務 ・液化水素供給 ・運用評価 

・電力供給に係る 

支援 

神戸市 

・実証場所提供 

・社会受容性の 

 啓蒙活動 

岩谷産業 関西電力 

【協力企業など】 

大林組 大阪大学 

・冷熱活用システム検討 

【共同研究先】 【助成先-2】 

関西大学 

・冷熱活用システム検討 

【共同研究先】 
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○最終目標に対する成果と達成状況 

開発項目 最終目標 成果 達成度 補足説明 

Ａ．ドライ低 NOx 水素専焼ガスタービンの運転実証 

1. 設備改修 

1-1 燃 料 供

給系の改修設

計 

(川崎重工) 

燃料供給系の改修

設計を完了し、設備

改修に必要な機器お

よび工事の発注を完

了する。 

2019 年 10 月までに、

燃料供給系の改修設

計を完了し、設備改修

に必要な機器および工

事の発注を完了。 

○ 課題なし 

1-2 運 転 制

御システムの改

修設計 

(川崎重工) 

運転制御システムの

改修設計を完了し、

設備改修に必要な工

事 の 発 注 を 完 了 す

る。 

2019 年 12 月までに、

運転制御システムの改

修設計を完了し、設備

改修に必要な工事の

発注を完了。 

○ 課題なし 

1-3 統 合 型

EMSの改修設

計(大林組) 

統合型 EMS の改修

設計を完了し、設備

改修に必要な工事の

発注を完了する。 

川崎重工業の監視制

御項目のうち、ウェット

方式燃焼器からドライ

方式燃焼器への改造に

伴い変更（確定）とな

る項目を確認・調整し、

EMS 改造計画をまとめ

た。 

○ 課題なし 

1-4 機 器 調

達・製作 

(川崎重工) 

設備改修に必要な機

器の調達・製作を完

了する。 

2020 年 4 月までに、

設備改修に必要な機

器 の調達・製作 を完

了。 

○ 課題なし 

1-5 改 修 工

事の実施(川

崎重工/ 

大林組) 

設備の改修工事を完

了し、運転試験実施

のための設備動作確

認に移行する。[川崎

重工] 

2020 年 4 月までに設

備の改修工事を完了

し、運転試験実施のた

めの設備動作確認に移

行。[川崎重工] 

現地（エネルギーセンタ

ー）で EMS 装置のソフ

トウェアの設定変更作

業、および、クラウドの設

定変更作業を行った。

[大林組] 

○ 課題なし 
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開発項目 最終目標 成果 達成度 補足説明 

  

2. 実機搭載用燃焼器の製作 

2-1 詳 細 設

計 

(川崎重工) 

実証試験に使用する

実機搭載用燃焼器

の設計を完了する。 

2019 年 10 月/12 月

/2020 年 1 月までに、

実機搭載用燃焼器３

基 （ 供 試 体 ① / ② /

③）の設計を順次完

了。 

○ 課題なし 

2-2 製作 

(川崎重工) 

実機搭載用燃焼器

の製作を完了する。 

2020 年 1 月/3 月/5

月までに、実機搭載用

燃焼器３基（供試体

①/②/③）の製作を

順次完了。 

○ 課題なし 

2-3 工 場 内

試験 

ー燃焼器単体 

(川崎重工) 

工場内の燃焼器試

験設備において、実

機搭載用燃焼器の

水素による燃焼試験

を実施し、燃焼器単

体での性能と健全性

の確認を完了する。 

2020 年 2 月/4 月/6

月までに、実機搭載用

燃焼器３基（供試体

①/②/③）の水素によ

る燃焼試験を実施し、

燃焼器単体での性能と

健全性の確認を順次

完了。 

○ 課題なし 

2-4 工 場 内

試験 

ー始動性確認 

(川崎重工) 

工場内のガスタービン

試験設備において、

実機搭載用燃焼器

の天然ガスによる始動

試験を実施し、始動

安定性と安全性の確

認を完了する。 

2020 年 2 月/4 月/6

月までに、実機搭載用

燃焼器３基（供試体

①/②/③）の天然ガス

による始動試験を実施

し、始動安定性と安全

性の確認を順次完了。 

○ 課題なし 

2-5 改良 

(川崎重工) 

実証試験の結果をう

けて、要すれば燃焼

器 の 改 良 を 実 施 す

る。 

2020 年 5 月より開始

した実機に搭載しての

実 証 運 転 試 験 の 結

果、安定運転に障害と

なる「燃焼振動」が発

生したことから、燃焼器

の改良を実施し、「燃

焼振動」を大幅に抑制

○ 課題なし 
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開発項目 最終目標 成果 達成度 補足説明 

するとともに、効率につ

いても向上させる技術

の開発に成功。 

3. 実証運転 

3-1 動作確認 

(川崎重工/ 

大林組) 

設備の改修部分につ

いて、機器および制御

システムの動作確認を

実施し、ドライ燃焼器

による運転が可能であ

ることの確認を完了す

る。 

2020 年 4 月末まで

に、機器および制御シ

ステムの動作確認を完

了し、ドライ燃焼器によ

る運転が可能であること

の確認を完了。 

○ 課題なし 

3-2 ド ラ イ 低

NOx 実証試

験 

(川崎重工) 

起動時およびアイドル

運転時において、水

素燃焼での失火や逆

火が発生しない安定

燃焼の達成 

2020 年 5 月 12 日～

10 月 6 日までに起動/

アイドルを 58 回実施

し、全く問題なし。安定

燃焼を達成。 

○ 課題なし 

ガスタービンの実運用

で想定される急激な

負荷変動、燃料の急

遮断等の条件におい

て、水素燃焼での失

火や逆火が発生しな

い安定燃焼の達成 

2020 年 5 月 12 日～

10 月 6 日までに実運

用で想定される急負荷

変動/急遮断等の様々

な運転パターンを実施

し、全く問題なし。安定

燃焼を達成。 

○ 

課題なし 

「世界初」となるドライ

方式燃焼器を適用し

た「水素ガスタービン

発電所」として運用を

開始することにより、

実用レベルのドライ方

式水素ガスタービン発

電装置の運転実証を

完了 

標準大気条件/発電

負荷 100％における

発電端効率 27%以

上の達成 

2020 年 10 月現在、

負荷 100%で発電端

効率 27.0%以上を達

成 

○ 課題なし 

NOx 濃 度

35ppm( 残 存 酸 素

16%換算値)以下の

達成 

2020 年 10 月現在、

低 負 荷 領 域 で は

35ppm 以下を達成。

ただし、高負荷領域に

おいて目標の NOx 値

35ppm 以下が未達成

（ 法 律 上 の 制 限 値

△ 

目標達成には「燃焼

振動」の発生抑制が

必要。「燃焼振動」の

抑制には燃焼器の形

状の見直しが必要だ

が、燃焼器を改良す

ることにより目標達成
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開発項目 最終目標 成果 達成度 補足説明 

[70ppm]は十分クリア

している。） 

で きると見込んで い

る。 

※次期助成事業「水

素 CGS の地域モデル

確立に向けた技術開

発・研究（2021 年

7 月 26 日～2023

年 2 月 28 日）」にお

いて改良を実施し、全

負荷領域において目

標達成済。 

3-3 EMS 実

証試験（大林

組） 

水噴射方式よりもドラ

イ方式の方が環境性

や事業性が優位であ

ることを確認 

2020 年 11 月、2021

年1月に実証運転を実

施し、水噴射方式より

もドライ方式の方が環

境性や事業性が優位

であることの確認を完

了。 

○ 

課題なし 

通年のデータが得られ

ていないため事業性

検討シミュレーションに

搭載しているガスター

ビンの性能データの乗

せ換えは、次年度夏

期のデータ取得後に

行う。 

3-4 混 焼 運

転対応に向け

た 課 題 抽 出

（川崎重工） 

ドライ燃焼器におい

て、水素／天然ガス

の「混焼運転」対応の

ための課題の抽出が

完了している。 

2020 年 7 月から課題

抽出のための混焼運転

を開始し、安定運転に

支障となる「燃焼振動」

の発生領域と、天然割

合が増加時の保炎可

能領域を特定し、「混

焼運転」実現のための

課題の特定が完了し

た。 

○ 

本事業で課題として

抽出された、「燃焼振

動」の更なる抑制と天

然ガス割合が高い時

の保炎性の確保に向

けた要素開発を進め

る必要がある。 

Ｂ．冷熱活用システム検討 

1  冷熱利用

熱交換器の基

礎検討 

液化水素の気化冷

熱を活用してタービン

給気を冷却する場合

の効果と課題を抽出

し、その解決策を検討

する。 

液化水素の蒸発器は、

着霜問題を解決でき、

冷熱回収もできる、中

間媒体式を採用した。

また、冷熱をガスタービ

ン吸気冷却に利用する

場合、空気冷却器の

○ 

霜の形成過程は複雑

で、これまで具体的な

知見は見受けられな

いため、実験を通した

検討が必要である。 
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開発項目 最終目標 成果 達成度 補足説明 

着霜を考慮した運用が

重要であることを確認し

た。 

2  蒸 発 器 の

着霜防止効果

を定量評価 

蒸発器の着霜防止

効果を定量的に確認

する。 

蒸発器は、着霜しない

熱交換器である、中間

媒体式を採用した。 ○ 

課題なし 

液化水素の冷熱を回

収できるため、熱交換

器としての機能も併せ

持つ。 

3  空気冷却

器の着霜発生

条件を把握 

空気冷却器の着霜

発生条件を確認す

る。 

着霜実験を行い、空気

冷却器での吸気の面

風速による熱伝達係数

の特性、着霜による圧

力損失の特性等を確

認した。 

○ 

課題なし 

実験にて求めた熱伝

達率、圧力損失をプ

ロセスシミュレーション

に組み込むことで着霜

時の吸気冷却効果を

精度よく予想できた。 

4  冷熱利用

の経済合理性

の検討 

冷熱利用によるガスタ

ービンの発電出力向

上効果を定量的に確

認し、経済合理性を

検討する。 

1MW クラスの水素ガス

タービンの発電出力向

上効果を試算した。さら

に、液化水素冷熱活

用システムの試設計・

工事費見積を行い、発

電出力向上効果と合

わせて経済合理性を検

討した。 

○ 課題なし 

 

 

○成果の意義 

 

Ａ．ドライ低 NOx 水素専焼ガスタービンの運転実証 

 

世界初となるドライ方式を適用した水素専焼ガスタービン発電所が落成したことは、高効率なドライ方式燃焼

器が実用レベルの完成度であることを証明したことに他ならない。高効率化の達成は、将来の本格的水素発電

におけるランニングコスト低減に大きく寄与し、水素社会の実現に大きく貢献するものと考える。 

 

 

Ｂ．冷熱活用システム検討 

液化水素の冷熱利用によるガスタービンの発電出力、発電効率向上効果を定量的に確認することで、水素発

電の普及に向けた水素専焼運転での更なる高効率化、低コスト化に貢献できる。 
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○特許出願、論文発表、学会発表・講演等の数 

 

 2019 年度 2020 年度 計 

論文（査読付き） 1 0 1 件 

研究発表・講演 21 8 29 件 

新聞・雑誌等への掲載 14 4 18 件 

プレスリリース 0 5 5 件 

展示会への出展 4 0 4 件 

その他 

（パンフレット、動画、HP、報告書等） 
6 4 10 件 

現地視察 111 18 129 件 

 

 

○研究開発成果の詳細 

 

Ａ．ドライ低 NOx 水素専焼ガスタービンの運転実証 

 

(1) 実施項目１：設備改修 

 

1-1 燃料供給系の改修設計(川崎重工) 

2019 年 10 月までに、燃料供給系の改修設計を完了し、設備改修に必要な機器および工事の発

注を完了した。 

1-2 運転制御システムの改修設計(川崎重工) 

2019 年 12 月までに、運転制御システムの改修設計を完了し、設備改修に必要な工事の発注を

完了した。 

1-3 統合型 EMS の改修設計(大林組) 

1-3-1 基本計画 

川崎重工業の監視制御計画においては、ウェット方式燃焼器からドライ方式燃焼器へ改造した場

合も、川崎重工業と大林組間の取合点は可能な限り既存と同じ仕様（点数、信号タイプ）とす

る方針となった。 

1-3-2 基本設計 

川崎重工業の監視制御項目のうち、ウェット方式燃焼器からドライ方式燃焼器への改造に伴い変

更（確定）となる項目を確認・調整し、EMS 改造計画をまとめた。 

1-4 機器調達・製作(川崎重工) 

2020 年 4 月までに、設備改修に必要な機器の調達・製作を完了した。 

1-5 改修工事の実施 

226



1-5-1 改修工事の実施（川崎重工） 

2020 年 4 月までに設備の改修工事を完了し、運転試験実施のための設備動作確認に移行

した。 

1-5-2 改造作業（大林組） 

現地（エネルギーセンター）で EMS 装置のソフトウェアの設定変更作業、および、クラウドの設定

変更作業を行った。 

1-5-3 既設設備の維持保守（大林組） 

既設設備の機能維持のため、日常点検、定期点検を実施した。川崎重工業 ガスタービン維持

保守運転に合わせてガスタービン補機動力の運転実績データの計測や、需要家の電力・熱需要

データの計測を行った。 

 

(2) 実施項目２：実機搭載用燃焼器の製作 

 

2-1 詳細設計(川崎重工) 

2019 年 10 月/12 月/2020 年 1 月までに、実機搭載用燃焼器３基（供試体①/②/③）の設

計を順次完了した。 

2-2 製作(川崎重工) 

2020 年 1 月/3 月/5 月までに、実機搭載用燃焼器３基（供試体①/②/③）の製作を順次完

了した。 

2-3 工場内試験－燃焼器単体(川崎重工) 

2020 年 2 月/4 月/6 月までに、実機搭載用燃焼器３基（供試体①/②/③）の水素による燃

焼試験を実施し、燃焼器単体での性能と健全性の確認を順次完了した。 

2-4 工場内試験－始動性確認(川崎重工) 

2020 年 2 月/4 月/6 月までに、実機搭載用燃焼器３基（供試体①/②/③）の天然ガスによる

始動試験を実施し、始動安定性と安全性の確認を完了した。 

2-5 改良(川崎重工) 

2020 年 5 月より開始した実機に搭載しての実証運転試験の結果、安定運転に障害となる「燃焼

振動」が発生したことから、燃焼器の改良を実施し、「燃焼振動」を大幅に抑制するとともに、効率に

ついても向上させる技術の開発に成功した。 

 

(3) 実施項目３：実証運転 

 

3-1 動作確認(川崎重工/大林組) 

2020 年 4 月末までに、機器および制御システムの動作確認を完了し、ドライ燃焼器による運転が

可能であることの確認を完了した。 

3-2 ドライ低 NOx 実証試験(川崎重工) 

3-2-1 起動時およびアイドル運転時において、水素燃焼での失火や逆火が発生しない安定燃焼の

達成。 

2020 年 5 月 12 日～10 月 6 日までに起動/アイドルを 58 回実施し、全く問題なし。安定燃

焼を達成した。 

3-2-2 ガスタービンの実運用で想定される急激な負荷変動、燃料の急遮断等の条件において、水

素燃焼での失火や逆火が発生しない安定燃焼の達成。 
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2020 年 5 月 12 日～10 月 6 日までに実運用で想定される急負荷変動/急遮断等の様々な

運転パターンを実施し、全く問題なし。安定燃焼を達成した。 

「世界初」となるドライ方式燃焼器を適用した「水素ガスタービン発電所」として運用を開始すること

により、実用レベルのドライ方式水素ガスタービン発電装置の運転実証を完了した。 

3-2-3 標準大気条件/発電負荷 100％における発電端効率 27%以上の達成。 

負荷 100%で発電端効率 27.0%以上を達成した。 

3-2-4 NOx 濃度 35ppm(残存酸素 16%換算値)以下の達成。 

低負荷領域では 35ppm 以下を達成。ただし、高負荷領域において目標の NOx 値 35ppm 以

下が未達成［法律上の制限値（70ppm）は十分クリアしている]。目標達成には「燃焼振動」

の発生抑制が必要。「燃焼振動」の抑制には燃焼器の形状の見直しが必要だが、燃焼器を改良

することにより目標達成できると見込んでいる。 

3-3 EMS 実証試験（大林組） 

2020 年 11 月、2021 年 1 月に実証運転を実施し、水噴射方式よりもドライ方式の方が環境性

や事業性が優位であることを確認。 

3-4 混焼運転対応に向けた課題抽出（川崎重工） 

2020 年 7 月から課題抽出のための混焼運転を開始し、安定運転に支障となる「燃焼振動」の発

生領域と、天然割合が増加時の保炎可能領域を特定し、「混焼運転」実現のための課題の特定が

完了した。 

 

 

Ｂ．冷熱活用システム検討 

 

(1) 実施項目１：冷熱利用熱交換器の基礎検討 

 

1 冷熱利用熱交換器の基礎検討(大林組) 

液化水素の蒸発器は、着霜問題を解決でき、冷熱回収もできる、中間媒体式を採用した。また、

冷熱をガスタービン吸気冷却に利用する場合、空気冷却器の着霜を考慮した運用が重要であること

を確認した。 

 

(2) 実施項目２：蒸発器の着霜防止効果を確認 

 

2 蒸発器の着霜防止効果を確認(大林組) 

蒸発器は、着霜しない熱交換器である中間媒体式を採用した。液化水素の冷熱を回収できるため、

熱交換器としての機能も併せ持つ。 

 

(3) 実施項目３：空気冷却器の着霜発生条件を把握 

 

3 空気冷却器の着霜発生条件の確認(大林組) 

着霜実験を行い、空気冷却器での吸気の面風速による熱伝達係数の特性、着霜による圧力損失

の特性等を確認した。 

 

(4) 実施項目４：冷熱利用の経済合理性の検討 
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4 冷熱利用の経済合理性の検討(大林組) 

1MWクラスの水素ガスタービンの発電出力向上効果を試算した。さらに液化水素冷熱活用システム

部分（水素供給システム部分およびガスタービンまわり改造は含んでいない）の試設計・工事費概

算見積を行い、冷熱利用の経済合理性を検討した。 

・1MW 級ガスタービンにおける発電出力、発電量、発電効率の向上効果の試算結果 

発電出力 およそ年間平均  130kW 増加（8％増加） 

         発電量   およそ年間あたり 1200MWh/年 増加（8％増加） 

         発電効率 およそ年間平均  0.8 ポイント 向上 

・冷熱活用システムの経済合理性評価 

単純償却年数 8 年 

冷熱活用システム部分のみの評価なので、水素発電プラント全体としての評価が今後必要とな

る。 
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４．２．２ 「ＣＯ２フリーアンモニア利用ＧＴＣＣシステムの技術開発」 

○実施者名、実施体制 

助成先：三菱パワー、 委託先：三菱重工、三菱重工エンジニアリング 

 

 

○期間、予算  

期間 ：2019 年 8 月~2021 年 2 月 

予算   ：2019 年度  助成金額 39,160,000 円、 助成対象費用 58,740,300 円 

2020 年度 助成金額 169,046,000 円、 助成対象費用 253,569,300 円 

  

○実用化・事業化への道筋 

大量のアンモニアを熱分解可能なアンモニア分解装置を過去に製造/運転した実績がないことから、次のステ

ップとしてアンモニア分解装置の実証をパイロットプラント規模で行うことが必要である。このためまずはアンモニア

分解装置の改良検討、システムの概念設計、事業性の検討を行う必要がある。 

アンモニア分解装置のパイロット実証試験によりプラント規模での成立性を確認した後、ガスタービン発電設

備とアンモニア分解装置の組み合わせにより、天然ガスとアンモニア分解ガスを混焼した場合のシステムの信頼性、

経済性を確認する。 

混焼タイプの実証機の運転を通じて、水素燃焼器や分解装置の性能/経済性を向上させる研究開発を行

い、アンモニアの利用割合を高めた実証機を建設し、最終ゴールとしてアンモニア分解ガス 100%のシステムの

商用化を目指すことにする。 

 

 

 

 

 

 

 

三菱パワー株式会社※

※2020/8/31までは三菱日立パワーシステムズ
株式会社 (MHPS)

【委託先】

(2) アンモニア分解装置の検討④

三菱重工業株式会社(MHI)

総合研究所

プロジェクトマネジャー

(助成事業)

NEDO

【委託先】

(1) システム構成の検討②

(2) アンモニア分解装置の検討⑤

(3) 燃焼器の検討⑦

【助成先】

プロジェクトリーダー、

(1) システム構成の検討①

(2) アンモニア分解装置の検討③

(3) 燃焼器の検討⑥

三菱重工エンジニアリング
株式会社(MHIENG)
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○最終目標に対する成果と達成状況 

実施項目 最終目標 成果 達成度 補足説明 

①システム構成の

検討 

他の CO2 フリーシス

テムと比較して経済

的 に優位 (目標：

17 円/kWh 以下

(2030 年))で運用

性に優れたシステム

構成/運転条件の検

討 

定格負荷だけでなく、部分

負荷においても NH3 分解

装置に必要な熱を供給で

きる NH3 分解ガス混焼シ

ステム/専焼システムの構

成、運転条件を明らかにし

た。 

○ 実用化への課題として

NH3 分解装置と水蒸

気源を組み合わせた

実証プラントによる検

証がある。 

 

 

 

②アンモニア分解

装置の検討 

・NH3 分解装置の

機器構成の決定、

分解後の残留 NH3

濃度 0.38%以下 

・触媒の実使用環境

を考慮した寿命や性

能評価 

・アンモニア分解装置全体

のシステム構築及び物質

収支計算を実施した。 

・NH3 分解触媒の NH3

曝露試験(2,000 時間)

を実施し、被毒物質の生

成や比表面積の大きな変

化は見られなかった。 

○ 実用化への課題とし

て、アンモニア分解装

置に用いられる材料の

耐窒化性の検証があ

る。 

 

③燃焼器の検討 NH3 分解ガス混焼

条件(水素体積割

合 20%)における実

圧燃焼器の NOx 性

能の検証 

天然ガスと NH3 分解ガス

模擬燃料の混焼(水素体

積 割 合 20%) 条 件 で

1650 ℃ 級 燃 焼 器 の

100%～50%負荷の範

囲で燃焼振動やフラッシュ

バックは無しを確認。 

・燃料中の残留 NH3 の

NOx 転換率を導出。 

○ 実用化への課題とし

て、実証プラントによる

検証がある。 

 

 

○成果の意義 

本事業の目的は本システムの実用化に必要な技術を開発することであり、 ① システム構成の検討、 ②ア

ンモニア分解装置の検討、 ③燃焼器の検討を当初計画どおりに実施し目的を達成した。 

本事業による検討の結果、従来実績のない機器構成/運転条件となる部分が明らかになり、本事業終了

後にその部分の要素実証をおこなうことにより、本システムの実用化へ結びつけることが可能となる。 

本システムを実用化できた場合、水素を体積割合で約 20%混焼する出力 500MW の GTCC は、燃料電

池自動車 10～13 万台分の水素を利用することになり大量の CO2 削減に寄与することが可能となる。 
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表 1 アンモニア利用 GTCC による CO2 削減量の目論見 

システム 混焼システム例(出力約 430MW) 専焼システム例(出力約 530MW) 

燃料組成 天然ガス(主成分：CH4)に、NH3 分

解 ガ ス (H2=75 vol%, N2=25 

vol%)を混合 

NH3 分 解 ガ ス (H2=75 vol%, 

N2=25 vol%) 

NH3 の発熱量割合 約 6.5% (水素体積割合 20%の場

合) 

100% 

必要な機器 ・比較的小さな NH3分解装置(約 10 

t/h) 

・水素混焼(体積割合約 20%)燃焼

器 

・比較的大きな NH3 分解装置 

(約 170 t/h) 

・水素専焼燃焼器 

CO2 削減量 3 万 t/年/台 110 万 t/年/台 

NH3 利用量 6 万 t/年/台 100 万 t/年/台 

特徴 既存システムの改造(レトロフィット)も

可能 

専焼システムよりも開発要素小 

CO2 削減効果大 
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○特許出願、論文発表、学会発表・講演等の数 

2019 年度 学会発表・講演：4 件 

2020 年度 特許出願数：１件 学会発表・講演：2 件 

2021 年度 論文：4 件、学会発表・講演：2 件 

2022 年度 論文：5 件 

2023 年度 論文：1 件、学会発表・講演：1 件 

 

○研究開発成果の詳細 

(1) 実施項目１：システム構成の検討 

目標は、CO2 フリーアンモニア利用 GTCC が、他の CO2 フリーシステムと比較して経済的に優位でかつ運用

性に優れたシステム構成/運転条件を明らかにする。目安とする経済性の指標は、2030 年時点で発電コスト

が 17 円/kWh 以下とする。本事業で検討するアンモニア分解装置、燃焼器の仕様/性能の検討結果と、アン

モニア燃料の価格など外部要因を考慮し、経済性(燃料費、発電コスト)、環境性(NOx 排出、CO2 削減)、

運用性(起動停止など)の観点から最適となる本システムの構成と運転条件を定量的に明らかにする。 

 

システムの運転条件に関しては、アンモニア分解装置とガスタービンの排熱回収ボイラ(HRSG)の連携が重要

で、アンモニアの分解温度と分解圧力が発電効率に大きな影響を及ぼすことが判っている。アンモニアの分解温

度が低い場合、アンモニア分解反応器出口の残留アンモニア濃度が高くなり、アンモニア回収塔から原料アンモ

ニア側へリサイクルする量が増加するため、アンモニア回収塔やアンモニア分解反応器で消費する蒸気量が増加

し、発電用の蒸気タービンの出力が低下する(図 1)。アンモニアの分解圧力が低い場合、アンモニアの分解反

応は促進されるが、ガスタービンに分解ガスを供給する際の圧縮動力が増加してシステムとしての効率は低下す

る側面がある。 

表 2 に示すように、2018 年度に検討した 600℃、5.1 MPaG の分解条件に対し、2020 年度は温度、

圧力とも低い 500℃、3.0 MPaG の分解条件を検討した結果、発電端効率は相対値で 5.7%、送電端効

率は相対値で 12.6%低下することが判った。分解条件が高温高圧の方が高効率となるが、分解触媒の耐久

性、反応器材料の窒化なども考慮する必要があり、テーマ(2)で実施している触媒の耐久性試験、分解反応

器材料の窒化試験等の結果を総合的に考慮して最適な条件を決定すべきと考える。 

システムの機器構成に関しては、2019 年度に本システムでアンモニア分解ガス専焼とする場合の課題を検

討した結果、ガスタービンの排熱回収ボイラで生成した蒸気をアンモニア分解装置へ供給する手段が難しいこと

が判ったため、2020年度は課題を解決する手段を検討した(図 2)。蒸気をアンモニア分解装置へ供給する手

段として、当初は同図左のように水蒸気ブロアによって高温高圧の水蒸気を循環させることを想定していた。しか

し高温高圧で動作する大容量の水蒸気ブロアの実現性、閉ループの水蒸気の水質維持などの課題があった。

そこで同図右のように排熱回収ボイラとアンモニア分解装置を直列に複数回ループさせる方式を考案し、実現

性を検討した。同方式では、水蒸気ブロアが不要となるとともに水質の維持は蒸発器のドラム水のブローダウンに

より可能となる。配管を直列に接続することにより蒸気の圧力損失はループ回数に比例して大きくなるが、熱的

に成立する圧力条件などの試算を実施した。 

 

プラント全体の起動停止手順や、ガスタービンの部分負荷時のアンモニア分解装置の運用方法を検討する

目的で、アンモニア分解ガス専焼システムにおけるガスタービン本体の部分負荷特性評価(無負荷～100%負

荷)を実施した(図 3)。ガスタービンの起動時にはアンモニア分解装置が起動しておらず、プラント全体の起動
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用の燃料として天然ガスを利用することを想定し、天然ガス燃料の場合の特性値も併せて評価した(同図)。こ

れをもとに特定の出力で燃料切換えを実施した場合の特性の変化が把握でき、燃焼器の燃焼安定性の観点

から、始めに天然ガス燃料でガスタービンを起動し、50%負荷でアンモニア分解ガス燃料専焼に切換える手順が

望ましいことが判った(図 4、表 3)。停止時の手順は起動時とは概略反対の手順となるが、停止時は排ガスダ

クトのパージ運転、蒸気タービンの通気条件確立や蒸気タービンの暖機運転は不要となる。 

 

経済性に関しては、2019 年度にアンモニア燃料の価格と本システムの建設費をパラメターとし、本システムの

発電コストを評価した(図 5、表 4)。2020 年度は、現在実際に流通しているグレーアンモニア、将来の CO2 フ

リーアンモニア燃料の調達コストについて文献調査を実施した。まず、現在流通している CO2 フリーではないグレ

ーアンモニアの我が国への輸入価格実績値を調査し、2020 年 5 月時点では 307 $/t 程度であることが判った

(図 6)。これは CIF 輸入価格であり発電所で使用するには国内の貯蔵、輸送費が上乗せされるためもう少し

高価になるが、仮に現在のグレーアンモニア並みの価格で 2030 年に CO2 フリーアンモニアが手に入れば、発電コ

ストの目標とした 17 \/kWh よりも充分に安価に発電可能であると考えられる。 

次に、将来の CO2 フリーアンモニア燃料の調達コストについて文献調査をしたところ 350 $/t, 523 $/t(表 5)

という評価値があった。これらの評価対象は、化石燃料である天然ガスを水蒸気改質して水素を生成し、水素

からアンモニアを合成する方法であり、その過程で生成した CO2 を回収するためブルーアンモニアと呼ばれる。本

システムの目標発電コスト(17 ¥/kWh)の達成可否は、建設費よりも、ブルーアンモニアの価格に大きく影響され

ることが判る(図 5)。従ってアンモニア利用 GTCC システムが他の CO2 フリーシステムに対して優位性を示すに

は発電効率が高いことが最優先であり、さらなる高効率化のための検討が重要である。 

 

 

 

図 1 アンモニア分解利用 GTCC のシステム構成と効率に影響する因子 

 

TC HRSG

NH3分解
反応器

NH3
回収塔

NH3
タンク

蒸気タービンガスタービン

NH3分解装置

残留NH3のリサイクル

分解ガス
(75% H2

+ 25% N2)
蒸気

ガス
圧縮機

低温で分解すると

残留NH3のリサイクル量増大

→蒸気消費量増、ST出力低下

低圧で分解すると

ガス圧縮動力増大

→送電端効率低下
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表 2 アンモニア分解利用 GTCC(専焼システム)の発電効率  

 

 

 

図 2 系統構成の改良検討結果 

 

 

項目 単位
天然ガス
焚き

GTCC
備考

アンモニア分解温度 ℃ - 500 600
アンモニア分解圧力 MPaG - 3.0 5.1
NH3分解前発熱量 相対値 100
NH3分解後発熱量 相対値 100 化学再生により発熱量が

1.14倍に
分解反応吸熱量 MW - 185 172

NH3回収塔吸熱量 MW - 68 56

GT出力 MW 381 燃焼ガス体積流量の増加
による

ST出力 MW 176 57 86 STの高圧蒸気流量減少
による

発電端出力 MW 557 505 534
発電端効率 相対値 100 96.7 102.4 NH3分解装置の補機動力

は未考慮
NH3分解装置
補機動力

MW - 35.4 3.4 分解温度500℃はガス圧
縮機必要

送電端出力 MW 546 460 520
送電端効率 相対値 100 89.1 101.7

アンモニア分解
GTCC

93.6
107.1

分解温度が低いとNH3回
収塔によるリサイクル流
量が増大

448

SH

IP LPTC

SH

SH

ST

TC SH IP LPHP

ST

ガスタービン

NH3分解反応器 NH3分解反応器

ガスタービン

430℃

620℃

⚫ 高温高圧(400℃、2MPa以上)で動作
する大容量の水蒸気ブロア必要

⚫ 閉ループの水蒸気の水質維持困難

430℃

620℃

⚫ 水蒸気ブロア不要

⚫ 循環水のブローダウン等により
水質維持可能

水蒸気ブロア

改良案

HRSG(排熱回収ボイラ) HRSG(排熱回収ボイラ)
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図 3 アンモニア分解ガスおよび天然ガス焚きの場合のガスタービン本体の部分負荷特性評価結果(無負荷～

100%負荷) 

 

 

 

(a) ガスタービン燃焼ガス温度 (b) ガスタービン排ガス温度

(c) ガスタービン排ガス流量 (d) ガスタービン燃料流量
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図 4 アンモニア分解ガスの専焼システムの起動手順の検討結果 

 

表 3 アンモニア分解ガスの専焼システムの起動手順の検討結果 

No. 手順 手順内容 

① 起 動 ～

FSNL 

起動装置によりガスタービン(GT)の回転を開始し、排ガスダクト内のパージ運転、燃焼器

への着火により定格回転速度(FSNL: Full Speed No Load)に到達させる。 

② FSNL～ST

通気前 

脱硝装置の起動、発電機出力の系統への同期(並列)を経て GT 出力 10%以下程度の

出力で保持する。排熱回収ボイラ(HRSG)からの蒸気が蒸気タービン(ST)へ供給可能な

温度条件になるまで、タービンバイパス系により復水器へ排出する。 

③ ST 通気～

GT50% 負

荷 

蒸気条件が ST へ通気可能な温度条件となったら ST への通気を開始する。ST への通

気は既定のレートで徐々に増加させ ST ローターの暖機を行いながら GT の出力を 50%負

荷まで上昇させる。 

④ アンモニア分

解装置の起

動 

GT の出力は 50%負荷に保持したまま、HRSG の蒸気をアンモニア分解装置へ導き、アン

モニア分解工程を起動させる。 

⑤ アンモニア分

解燃料への

切替え 

GT 出力を 50%に維持したまま、燃焼器に供給する天然ガスの流量を減らしつつアンモニ

ア分解ガスの流量を増加させる。 

⑥ 定格負荷へ

の上昇 

燃料の切替え完了後、アンモニア分解装置の負荷変化率の許容値に合わせてガスタービ

ンの出力を増加させる。 
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①
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図 5 アンモニア価格と本システムの発電コストの評価結果 (2030 年度運開) 

 

表 4 発電コスト試算の主要な仮定条件 
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建設費

17 ¥/kWh
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IAE
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分類 条件 単位 値

一般条件

設備利用率 % 90

割引率 % 2

稼働年数 年 30

為替レート ¥/$ 110

性能仮定
発電端出力 MW 534

発電端効率 %HHV 54

運転維持費
(年経費率)

人件費 % 0.45

修繕費 % 2.0

諸費 % 1.9

業務分担費 % 14.6
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図 6 アンモニア(NH3)および液化天然ガス(LNG)輸入実績価格 (CIF)の変遷(2020/5 まで) 

 

表 5 ブルーNH3 予測価格 

 

 

 

(2) 実施項目２：アンモニア分解装置の検討 

目標は、アンモニア分解装置の具体的な構造を検討し、熱供給の促進やアンモニアの分解について、評価を

実施する。本システムで水素を体積割合で約 20%混焼するガスタービンでの NOx 増加量を 50ppm 以下と

するため、ガスタービン入口での水素リッチな燃料ガス中の残留 NH3 濃度が 0.38%以下とする。またアンモニア

分解触媒の耐久性に関して、実際の使用環境を考慮した触媒寿命や被毒物質等の調査を行い性能を評価

する。 

 

アンモニア分解装置は、GTCC システムから供給される高圧過熱蒸気を熱源として、触媒の存在下でアンモ

ニアを下記の反応により水素と窒素に分解し、この水素リッチの分解ガスをガスタービンの燃料として供給する為

の装置である。 

2NH3 → 3H2 + N2   ΔH=+46 kJ/mol (吸熱反応) 

アンモニア分解反応は吸熱かつモル数が増大する反応である為、ルシャトリエの原理より、より高温かつ低圧

である程、反応平衡は上式において右側(分解側)に移行し、分解反応は進行する。一方、GTCC システムの

効率向上の観点からは、極力低温の熱源を使用し、かつガスタービンへの供給燃料として分解反応ガスをその
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ままダイレクトに供給可能な高圧条件下で反応させる方が有利と考えられる。従って、この相反する条件をバラ

ンスさせた最適な反応条件設定が必要である。 

また、本装置は高温かつ高濃度アンモニアの条件下で使用される為、材料の窒化による機械的損傷が懸念

される。一般的に、窒化現象は高温及び高濃度アンモニアの条件下である程早く進行する事が知られており、

窒化現象を緩和する為には、極力低温及び低濃度アンモニア条件下で反応させる方が有利である。しかしなが

ら、これは分解反応にとっては不利な条件となる為、材料の耐窒化性の観点からもバランスの取れた反応条件

の設定が求められる。 

本実施項目では、文献調査や材料メーカーからのヒアリングに基づき耐窒化性の観点から有望と思われるア

ンモニア分解反応器の適用材料を想定し、上記の各要因を考慮した反応条件を設定(表 6)する事により、混

焼システム(燃焼器入口水素濃度 20 体積%)についてアンモニア分解装置全体のシステム構築と熱物質収支

計算を行い、アンモニア分解反応器について構造も含めた試設計を行った。また、周辺の関連機器も併せて、ア

ンモニア分解装置全体として必要な概略配置エリアの大きさについて検討した。 

 

表 6 アンモニア分解装置の試設計の条件 

条件 項目 内容 

ガスタービンとの取

合点における分

解ガス供給条件 

分解ガス流量 11.2 t/h 

(500 MW級、燃焼器入口水素濃度 20 体積%混焼システム) 

分解ガス圧力 5.2 MPaG 

分解ガス温度 極力高温が望ましい 

アンモニア分解装

置の試設計にお

ける設定条件※1 

触媒 非貴金属系触媒の適用を想定 

反応器材料 アンモニア分解反応器のプロセスガスに接する部分の適用材料は一般的

に高い耐窒化性が期待される高Ni合金鋼の適用を想定※1 

反応温度及び

熱源蒸気条件 

反応温度は、文献調査やメーカーヒアリングの結果から、材料の窒化を実

用レベルで許容可能な程度に抑える観点からMax.500℃※1、反応に

必要なGTCCからの熱源蒸気の温度は540℃※1と想定 

反応圧力 上記の反応温度設定に対する非貴金属系触媒の反応活性データや、

GTCCシステムの性能とのバランス等を考慮して、反応器入口のプロセス

ガスの圧力は3.0 MPaGと設定 

※1：本試設計における想定条件であり、製品向けには使用材料や温度条件など実証が必要である 

 

この条件を基に、アンモニア分解装置全体のプロセスシステムを構築した。システムの全体概略フローを、図 7

に示す。原料の液体アンモニアはポンプにより昇圧され、プロセスからの熱回収により予熱後、低圧蒸気によりア

ンモニア蒸発器で気化され、3.0 MPaG、360℃の条件でアンモニア分解反応器に供給される。 

アンモニア分解反応器は竪型の熱交換器型反応器であり、多本数配列された反応管の中に触媒が充填さ

れた構造となっている。触媒が充填された反応管の中を原料アンモニアガスが下向きに流れる一方、GTCC シス

テムの排熱回収セクションから供給される約 540℃高温過熱蒸気により反応管の外部からアンモニア分解反応

に必要な反応熱が供給され、反応管中で原料アンモニアガスは H2 及び N2 に分解される。反応熱供給後の

蒸気は約 360℃で GTCC システム側へ返送される。 

アンモニア分解反応器出口では、理想的には原料アンモニアガスを 100%分解する事が望ましいが、スタディ
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ーの結果、窒化を考慮した本試設計での反応条件設定の下では、反応器出口で原料アンモニアガスを

100%分解する事は困難である事が判った。従って、反応器出口ではアンモニア残留を許容する事とし、残留

アンモニアは後流のシステムで分離・回収する事とした。 

分解ガスは分解ガス圧縮機で昇圧された後、冷却水及びターボ冷凍機等により生成されるチルド水により 2

段で冷却され、反応器出口で残留するアンモニアのうち一部は液化・分離されて原料アンモニアとしてリサイクル

される。 

上記の冷却のみでは回収出来ない残留アンモニアを含んだ分解ガスは、さらにアンモニア回収装置

(Ammonia Recovery Unit : ARU)に送られ、残留アンモニア濃度はガスタービン燃料としての許容値以下

まで低減される。 

アンモニア回収装置は、主にアンモニア吸収塔とアンモニア回収塔より構成される。アンモニア吸収塔では、分

解ガス中の残留アンモニアは水により吸収除去され、吸収後のアンモニア含有水はアンモニア回収塔に送られる。

アンモニア回収塔では、蒸留操作により塔頂からアンモニアが液として回収され、原料アンモニアとしてリサイクルさ

れる。塔底から回収される水は循環水として吸収塔で再利用される。 

アンモニア吸収塔を出た分解ガスは、反応器出口分解ガスからの排熱回収により約 240℃まで昇温され、

5.2MPG の圧力でガスタービン燃料として供給される。分解ガスの組成は、H2:約 75mol%, N2:約 25%で

ある。 

 

図 7  システム全体の概略フロー(燃焼器入口水素濃度 20 体積%ケース) 

 

この分解装置全体のシステム構築結果に基づき、アンモニア分解反応器の試設計を行った(表 7) 。 
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表 7 アンモニア分解反応器の主要諸元 

項目 仕様 

形式 竪型固定管板、熱交換器型 

基数 1 基 

胴内径 約 2 m 

高さ 約 14 m 

反応管長さ 約 10 m 

反応管本数 約 1,900 本  

材質 反応管 高Ni合金鋼 

プロセス流体側 2.25Cr + 1Mo 鋼 + 高 Ni 合金クラッド 

蒸気側 2.25Cr + 1Mo鋼 

 

アンモニア分解反応器の概略外形図を図 8 に示す。原料アンモニアガスは反応器上部のチャンネル部から供

給され、触媒が充填された反応管の中を下向きに流れる。反応管外部には下側から約 540℃の高温過熱蒸

気が供給され、アンモニア分解反応に必要な反応熱が供給される。反応管中で分解されたガスは反応器下部

チャンネルから出て後流のアンモニア回収工程に送られる一方、反応熱を与えた後の蒸気は約 390℃で反応管

外部の上から出て GTCC 側へ返送される。反応器のシェル側には、シェルと反応管の熱伸び差の違いにより発

生する応力を吸収する為のエキスパンションジョイントを設ける必要がある。 

アンモニア分解反応器以外の各機器についても概略設計を行い、アンモニア分解装置全体としての必要な

概略配置エリアの大きさについて検討を行った。アンモニア分解装置の概略全体配置を図 9 に示す。 

このように、アンモニア分解反応器は、触媒を充填した反応管を蒸気により外部から間接加熱する竪型固定

管板の熱交換器型を採用する事とし、全体システム構築及び熱物質収支計算を基に試設計した結果、

500MW クラス・分解水素 20%混焼ケースにおいて、径=約 2m、反応管長さ=約 10 m、反応管本数=約

1,900 本のアンモニア分解反応器 1 基が必要である事が判った。また、反応器出口の残留アンモニアを回収す

る為のアンモニア回収装置等、周辺の関連機器も併せて、アンモニア分解装置全体の構成と必要な概略配置

エリアの大きさを明らかに出来た。 
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図 8  アンモニア分解反応器概略外形図(燃焼器入口水素濃度 20 体積%ケース) 

 

 

図 9 アンモニア分解装置の概略機器配置図(燃焼器入口水素濃度 20 体積%ケース) 

 

243



 

 アンモニア分解装置で用いる分解触媒に関して、アンモニア曝露試験（2,000 時間）を実施した。アンモニ

ア曝露試験に用いた試験装置を図 10 に示す。供給するガス中のアンモニア濃度は 40 体積％、残りは水素

ガスで設定した。このガスを流量 0.5NL/min で装置内に供給した。 

触媒は昨年の試験でも用いた非貴金属系および貴金属系の 2 種類の触媒について曝露試験を行い、曝

露後の触媒表面における被毒物質の分析、触媒比表面積の変化を計測した。 

触媒表面における被毒物質の分析した結果、2,000 時間経過時点で被毒物質の生成は確認されなかった。

図 11 に示すように触媒比表面積については、非貴金属系触媒、貴金属系触媒いずれも、特に大きな変化は

認められなかった。 

 

 

図 10 アンモニア曝露試験に用いた試験装置 

  

ガス検知器 

ガス供給部 

温度調節器 

ロガー 
反応器 A（500℃用） 

反応器 B（600℃用） 

ガス流れ方向 
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図 11 アンモニア曝露試験における触媒の比表面積変化 
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(3) 実施項目３：燃焼器の検討 

大型ガスタービンに適用される予混合燃焼器の開発では、予混合ガスの希薄化・均一化による低 NOx 化に

加え、燃焼振動の抑制が課題であり、さらに、燃料中に天然ガスより燃焼速度が速く最小着火エネルギーの低

い水素が混ざれば、逆火のリスクが増える。当社は、これらの技術課題に対応して、現在の市場のボリュームゾ

ーンである大型・高効率の 500MW 級のガスタービンに適用されている既存の予混合燃焼器については体積

割合で約 20%の水素混焼が可能である目途を得ている。 

一方で、アンモニアを大型ガスタービンの予混合燃焼器にて直接燃焼させる場合、天然ガスに比べ燃焼速度

が十分遅いので燃焼完了に必要な時間を確保するための燃焼器の大型化や、アンモニア中の窒素分により大

量発生する Fuel NOx を低減するための二段燃焼方式の採用による燃焼器の複雑化など多くの技術課題が

あり、技術ハードルも高い。 

そこで、アンモニアを水素と窒素に熱分解したガスを天然ガスと混ぜて、上述の水素混焼が可能な予混合燃

焼器にて燃焼させるシステムの適用を検討し、混焼による燃焼器の影響(燃焼性等)を調査・確認することを目

標とする。特にアンモニア分解ガス中に含まれる残留アンモニアが燃焼器出口 NOx に及ぼす影響を確認し、シ

ステム構成の検討および、アンモニア分解装置の検討にフィードバックする。 

 

① 燃料供給系 

1650℃級ガスタービン燃焼器を対象にして、水素 20vol%相当の混合燃料(天然ガス:67.3%、水素:20%、

窒素:6.7％、微量アンモニア)を供給できる設備の設計、製作を進めた。燃焼試験において燃料中の残留アン

モニア量と NOx 排出量の関係を取得する目的で、1650℃級ガスタービンの定格負荷の試験条件において燃

料中のアンモニア濃度を 0%～0.33％の範囲で変化させるアンモニアを供給できる装置計画とした。このアンモニ

ア量が燃焼出口 NOx 排出量に及ぼす影響を燃焼試験で確認し、システム構成の検討およびアンモニア分解

装置の検討にフィードバックする。 

三菱パワー高砂工場の実圧燃焼試験設備にアンモニア供給系統を接続した概略系統図を図 12 に示す。

LNG(液化天然ガス)を気化させたものに N2、H2 を混合した燃料ガスを燃料加熱器で加熱し、その下流側配

管でアンモニアを注入する。アンモニア注入部の混合方式として、燃料ガス中に液体で混合させる案と、混合前

に加熱して気化させ混合させる案があるが、混合前に気化させる方式は注入部上流の配管に加熱ヒータを設

置する必要があり、配置上防爆設備とする必要があったため、本用途ではアンモニアを液体のままで混合させる

方式を選定した。  
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図 12 実圧燃焼試験装置の燃料系統  

 

液体アンモニアを注入するノズルの方式については、液体の圧力によるもの＝スプレイノズル、気流によるもの

＝ガスブラストの案を検討した。スプレイノズル方式は最小通過孔径が小さいためノズルが閉塞するリスクがある。

ガスブラスト方式は閉塞や沸騰のリスクは小さいが液滴の微粒化がキーポイントとなる。そこで想定されるアンモニ

ア流量、総燃料量、燃料ガス温度の組み合わせに対し、生成される液滴の初期液滴径、飛翔時間、飛翔距

離などを予測式を用いて評価した結果、ガスブラスト方式により生成される液滴径は充分に小さく、燃料配管の

内壁面に衝突する前に完全蒸発すると評価され、ガスブラスト方式を採用することとした。ガスブラスト方式ノズ

ル部の外観写真を示す(図 13)。また製作したアンモニア供給装置の外観写真を図 14 に示す。 

 

 

図 13 ガスブラスト方式ノズル部の外観写真 
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図 14 アンモニア供給装置の外観写真 

 

②試験に使用する燃焼器について 

試験に使用する燃焼器の燃料ノズルについて、水素 20vol%相当の混合燃料ガスインデックス、ノズル差圧

を天然ガス専焼の場合と比較し、燃料ガスの温度を調整することでこれらの特性値が天然ガス焚きと同等にな

ることがわかった。(図 15)。アンモニア分解ガスと天然ガス混焼の実圧試験では、燃料ガス温度を調整し、既存

の 1650℃級ガスタービン燃焼器を試験供試体として使用することとした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 15 燃料温度に対する燃料ノズルガスインデックス(GI)とノズル差圧 
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③燃焼試験 

アンモニア分解ガスと天然ガスの混焼試験を当社高砂製作所のガスタービン要素試験設備（通称：実圧

燃焼試験設備）にて実施した。燃焼試験時は、出力 25MW のガスタービンにて空気源圧縮機とブースター圧

縮機を駆動することにより、燃焼用空気を燃焼試験シェル（燃焼器１缶を収める圧力容器）に送気する。ま

た、燃焼用燃料（天然ガス、水素、窒素、アンモニア）は供給設備から燃焼試験シェルに供給される。これらを

燃焼試験シェル内に設置された供試体燃焼器にて混合し、実機と同等の運転条件（空気圧力、温度、風量、

燃焼温度）にて燃焼させる。燃焼状態（温度、圧力、燃焼振動、排ガス性状等）は、設備および供試体燃

焼器に設置された各種計測器にて 

モニタリングされる。 

試験は、1650℃級ガスタービンの実機定格負荷(タービン入口温度 1650℃相当)の運転条件（空気圧

力・温度・風量、燃料流量、燃焼温度を実機と同等に設定された試験条件）にて実施した。アンモニア分解ガ

スと天然ガスの混焼燃料の組成(体積%)は、水素 20%、窒素 6.7%、天然ガス 73.3%をベースとしている、これ

にアンモニアを定格負荷条件では最大 0.33vol%まで添加した。 

 

④アンモニア分解ガスと天然ガス混焼時の燃焼特性 

アンモニア分解ガスと天然ガス混焼時において、燃料中のアンモニア添加量に対する燃焼特性を確認した。

定格負荷(タービン入口温度 1650℃)における燃料中のアンモニア濃度に対する、燃焼振動の圧力レベル、燃

焼器温度を図 16 に示す。アンモニアを 0%から 0.33%まで添加しても、燃焼振動の圧力レベル、ガス温度に

大きな変化はなく、管理値に対して十分な裕度を有することを確認した。アンモニア分解ガスと天然ガスの混合

燃料(水素 20%、窒素 6.7%、天然ガス 63.3％、微量アンモニア)において、燃焼振動の発生やフラッシュバ

ックの発生は確認されず、問題ないことを確認した。 

 

                          

 

図 16 燃料中のアンモニア濃度に対する燃焼振動の圧力レベルと燃焼器内部のガス温度 

（定格負荷条件：タービン入口温度 1650℃） 

 

⑤燃料中のアンモニア濃度と NOx 排出量の関係 

 定格負荷(タービン入口温度 1650℃)における燃料中のアンモニア濃度と排ガス中の NOx 濃度の関係を図 

17に示す。燃料中のアンモニア濃度が増加すると共に NO 濃度が線形で増加する結果となった（図中〇印）。

なお、NOｘへの転換率は 90%程度であった。 
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図 17 燃料中のアンモニア濃度と排ガス中の NOx 濃度の関係 

（定格負荷条件：タービン入口温度 1650℃） 
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４．２．３ 「低炭素社会実現に向けた水素専焼対応型ＤｒｙＬｏｗＮＯｘ高温ガスタ

ービン発電設備の研究開発」 

(1) 実施者名、実施体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※プロジェクト開始時は、三菱パワー（株）と三菱重工業（株）の２社体制であったが、2021 年 10 月に 

  三菱パワーを三菱重工に統合し、1 社体制に変更。 

 

(2) 期間、予算  

期間 ：2020 年 7 月~2023 年 7 月 

予算   ： 2020 年度  138,800,000 円 

        2021 年度  610,007,700 円 

  2022 年度 1,865,206,850 円 

 

(3) 実用化・事業化への道筋 

本研究開発において、大型燃焼器一缶の燃焼試験で水素専焼を達成し、実用化に向けた燃焼器設計に

おける課題を明らかにした。本プロジェクト完了後も、本研究開発で構築した大容量水素供給設備を含む実

圧燃焼試験設備を活用し、自社費用にて継続的に燃焼器設計技術の開発を進める。また、水素ガスタービン

の早期商用化に向けて、開発・製造拠点を置く高砂製作所に水素製造から発電までにわたる技術を世界で

初めて一貫して検証できる「高砂水素パーク」（図 1）を整備し、本格稼働させている。中小型ガスタービンで

の水素専焼の実証試験も予定しており、試験で得られた知見を大型水素ガスタービンの開発にフィードバックさ

せ、2025 年頃を目途に国内外の水素焚き火力発電所への適用が可能な大型燃焼器を開発する。 

 

 

NEDO 

三菱重工業㈱※ 

・研究実施場所：高砂製作所（兵庫） 

・研究項目: 燃焼器安定運転を可能にする燃焼器設計技術 

燃焼器安定運転範囲検証技術 

三菱重工業㈱※ 

・研究実施場所：総合研究所（兵庫） 

・研究項目: 燃焼器安定運転を可能にする燃焼器設計技術 

燃焼器安定運転範囲検証技術 

助成 

助成 
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図 1 高砂水素パーク 

 

 

(4) 最終目標に対する成果と達成状況 

実施項目 最終目標 成果 達成度 補足説明 

A.  燃焼器安定運転を可能にする燃焼器設計技術 

A－1  

モデルバーナの設

計技術 

高温高圧燃焼試験

にて、逆火なく安定

燃焼が可能で、かつ

燃 焼 器 出 口 NOx 

50ppm 以下を達成 

・燃焼試験により、高圧、

低流速条件で、逆火の発

生無くターゲット計画条件

に て NOx 50ppm 

(15％O2 換算)以下を達

成 

〇 

 

A－2 

シングルセグメン

トの設計技術 

高温高圧燃焼試験

にて、逆火なく安定

燃焼が可能で、かつ

燃 焼 器 出 口 NOx 

50ppm 以下を達成 

・燃焼試験により、高圧条

件で、逆火の発生無くター

ゲット計画条件にて NOx 

50ppm  (15％O2 換

算)以下を達成した 

〇 
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A－3 

大型ガスタービン

燃焼器設計 

技術 

・クラスタバーナ計画

図の完成および燃焼

器全体計画図完成 

・燃焼器の詳細設計完了 

 
〇 

 

B.  燃焼器安定運転範囲検証技術 

B－1 

大容量供給設備

を含めた燃焼試

験設備設計技術 

・土建工事完了 

・水素蓄圧器設置・

電気工事・保温工

事の完了 

・試運転の完了 

・土建工事・水素蓄圧器

設置・電気工事・保温工

事、全て完了し、法定検

査合格 

・燃焼試験を実施し、設

備の検証まで完了。 

〇 

 

B－2 

高温高圧下での

燃焼器燃焼試験 

・実圧燃焼試験に

て、計画運転条件に

おいて逆火の発生な

く 、 燃 焼 器出 口 で

NOx 50ppm 以下 

・高温高圧下の燃焼試験

で水素専焼を達成し、実

用化に向けた課題を明確

にした。 

・目標の NOx 50ppm 以

下は達成できず。 

△ ・実燃焼器においても

モデルバーナと同等の

濃度分布を実現可能

なノズル、燃焼器構造

を検討する 

 

(5) 成果の意義 

モデルバーナ、セグメントバーナの燃焼試験により、高圧条件下でフラッシュバックの発生無く、安定燃焼を実

現し、ターゲット計画条件において NOx 50 ppm(15％O2 換算)以下を達成し、燃焼器の重要な構成要素

であるノズル設計のベースを確立した。大型燃焼器の設計においては、高温高圧下で水素専焼を達成するとと

もに、燃焼器設計における課題を明らかにし、改良に向けた設計指針を得た。また、本研究開発において、水

素燃焼器の濃度・速度計測が可能な気流試験装置や大容量水素供給設備を含む燃焼試験設備を構築し、

大型水素燃焼器の設計、性能検証の基礎技術を確立し、実用化に向けた燃焼器の改良設計、性能検証が

可能となった。これまで大型ガスタービンで水素専焼を実現した例は無く、水素専焼を実現できれば、世界初の

技術となる。水素専焼大型ガスタービンの導入は水素需要を大幅に拡大できるため、水素社会の実現不可欠

な水素インフラの充実と普及拡大に対して大きな波及効果をもたらし、将来の水素市場の拡大に大きく貢献で

きるものと考える。 

 

(6) 特許出願、論文発表、学会発表・講演等の数 

  2020 年度 2021 年度 2022 年度 計 

特許（うち外国出願） 6（1） 6（4） 3（2） 15（7）件 

研究発表・講演 12 14 16 42 件 

新聞・雑誌等への掲載 3 6 7 16 件 

展示会への出展 2 1 1 4 件 
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(7) 研究開発成果の詳細 

 A-1.モデルバーナの設計技術：高温高圧下のモデルバーナ試験にて、逆火なく安定燃焼を実現し、

NOx50ppm 以下を達成することを目標に、数値解析やモデルバーナを対象とした非燃焼試験（気流

試験）によりクラスタバーナの混合管出口の濃度分布を評価し、狙いとする濃度分布になるノズル形状

を設計した。ノズル形状は、クロスフロー方式と同軸ノズル方式の二案（図 2）を検討し、モデルバーナ

燃焼試験で燃焼特性を評価した。クロスフロー方式のモデルバーナにおいて、ターゲット計画条件かつ低

流速条件で逆火の発生なく目標の NOx50ppm 以下を達成し（図 3）、水素専焼燃焼器のノズル

設計のベースを構築した。 

 

図 2 ノズルコンセプト 

 

A-2.セグメントバーナの設計技術：実機燃焼器の配置を考慮したセグメントバーナ構造を検討し、高温

高圧下のセグメントバーナ試験にて、逆火なく安定燃焼を実現し、NOx50ppm 以下を達成することを

目標に、セグメントバーナ構造の検討を実施した。実燃焼器のノズル配置を考慮したセグメントバーナは、

A-1 で試験したモデルバーナに対しノズルの間隔を広くしており、間隔を広げることで NOx 排出量が増加

することを確認した。また、クロスフロー方式と同軸ノズル方式の比較を実施し、両方式でターゲット計画

条件において目標の NOx50ppm 以下を達成し（図 3）、水素専焼燃焼器のセグメント構造設計の

ベースを構築した。 

 

図 3 モデルバーナ、セグメントバーナ燃焼試験結果 
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A-3.大型ガスタービン燃焼器設計技術：本開発項目は、クラスタバーナおよび燃焼器全体の計画図の

作成までを目標としている。実機燃焼器体系におけるノズルの濃度、速度分布を設計、評価するため、

非燃焼の気流試験装置（図 4）を構築し、数値解析と合わせて燃焼器内部の流動を評価して、均

一な分布が得られる燃焼器構造を設計した。また、ブローダウン試験設備を用いて燃焼器の燃焼性能

を検証し、水素専焼燃焼器の設計・評価技術を確立した。ブローダウン試験設備（図 5）は、空気タ

ンクに貯めた空気を空気源としており、数分間の試験が可能な設備である。これらの設備を用いた燃焼

器設計・性能検証は、水素専焼燃焼器の開発の基盤となり、これらの技術をもとに実用化に向けた改

良設計を進める。 

 

 

図 4 気流試験装置およびノズル出口計測結果 

 

 

図 5 ブローダウン試験設備 

 

B-1.大容量供給設備を含めた燃焼試験設備設計技術：本開発項目は、A-1～3 で開発、設計した

燃焼器の NOx 性能、安定運転可能範囲の評価のため、大型燃焼器一缶の水素専焼試験が可能と

なる大容量水素供給設備を含めた燃焼試験設備（図 6）を構築することを目標とする。本設備を構

築するにあたり、大容量水素供給設備の計画、燃焼器の燃料ステージング要領に合わせた系統設計

及び水素特有の設計指針の検討を行い、水素供給装置から燃焼シェルまでの系統を構築し、法定検

査の合格、燃焼試験による設備検証まで完了した。これにより、今後の実用化に向けた水素専焼燃焼

器の性能検証に必要な設備のベースが完成した。 

 

空気源として空気タンクに 

貯めた空気を使用。 
貯留空気を 燃焼器に供給する 

ことで数分間の試験が可能 
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図 6 大容量水素供給設備および実圧燃焼試験設備 

 

B-2.高温高圧下での燃焼器燃焼試験：燃焼器一缶の実圧燃焼試験にて、計画運転条件において逆

火の発生なく、燃焼器出口で NOx50ppm 以下を達成することを目標に、B-1 で構築した燃焼試験

設備（図 6、7）に A-3 で設計した燃焼器を組込み、燃焼試験を実施した。天然ガスで所定の圧力、

燃焼温度に到達後、大容量水素供給設備から水素を供給して水素混焼率を増加させ、高圧高温条

件下で安定な水素専焼に成功した。また、一部の条件において、燃焼振動やバーナのメタル温度上昇

が発生し、NOx 排出量が増加したため、目標の NOx50ppm 以下に対し未達となったが、本試験によ

り水素専焼燃焼器の実用化に向けた技術課題が明確になった。今後、本プロジェクトで構築した燃焼

器設計、性能評価・検証技術をもとに改良設計を進め、2025 年頃を目途に国内外の水素焚き火力

発電所への適用が可能な燃焼器設計技術を開発し、実用化に向けた検討を継続していく。 

 

 

図 7 実圧燃焼試験設備および燃焼シェル 
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４．２．４ 「高濃度水素混焼／水素専焼焚きボイラ・発電設備の技術開発」 

（１）実施者名、実施体制 

 

 

 

 

 

 

（２）期間、予算  

①期間   ：2020 年 7 月~2023 年 3 月 

②予算   ：2020 年度：\44,954,838 

         2021 年度：\27,451,700 

            2022 年度：\82,609,000 

 

（３）実用化・事業化への道筋 

  ①産業ボイラ用水素焚きバーナ 

   ａ．本事業成果である水素燃焼技術は、天然ガスとの混焼、天然ガス専焼にも適用可能である。 

従って、水素インフラが整備されるまでの対応として、現時点では天然ガス専焼で運用、将来的に 

天然ガス/水素混焼、水素専焼を可能とする設備等を提案推進中である。 

   ｂ．現在、海外既設ボイラの水素焚き燃料転換改造案件があり、引き合い対応中である。 

  ②水素焚きダクトバーナ（ガスタービン用排熱回収ボイラに付設） 

   ａ．ダクトバーナについても上記①ａと同じ方針で受注に向けた設備提案を推進中である。 

   ｂ．国内石油会社より、水素を 30％含有する副生ガス焚き新設排熱回収ボイラ用ダクトバーナの 

      引き合いがあり、受注対応中である。 

 

（４）最終目標に対する成果と達成状況 

実施項目 最終目標 成果 達成度 補足説明 

産業ボイラ用

水素焚きバー

ナの開発 

 

1.最大供給圧力 

 900kPaG 

2.I1(*1)≦50Pa 

3.NOx≦60ppm 

4.逆火現象なし 

5.低 O2 運用 

 

 

6.多種燃料との混  

 焼 

1.900kPaG での安定 

燃焼を実証 

2.I1≦10Pa(振動無) 

3.NOx≦10ppm 

4.逆火現象なし実証 

5.排ガス O2 濃度 

0.2％での安定燃焼 

を実証 

6.水素/LPG、水素/

石炭との良好な混焼

特性を実証 

1.  〇 

 

2.  〇 

3.  ◎ 

4.  〇 

5.  〇 

 

 

6.  〇 

3.水素を高圧供給する

ことで低 NOx 化を実

証。 

・各低NOx手法単独で

30ppm 以下、組合せ

ることで 10ppm 以下を

実証。 

・矩形型バーナ(R型)単

独で 30ppm 以下を実

証。 

（今後の課題） 

 

【助成先】 【委託先】

三菱重工パワーインダストリー
株式会社

学校法人 帝京大学
NEDO事業

（小型燃焼炉及び全体まとめ） （燃焼解析を委託）
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・産業用ボイラでの早期

実機実証 

・本燃焼技術の工業炉

等への適用拡大 

水素焚きダク

トバーナの開

発 

 

1.最大供給圧力 

 900kPaG 

2.排ガス酸素濃度 

 10%以下 

 

3.TDR(*2) 

≦1/10 

4.NOｘ 

  入口 NOx と 

同等以下 

 

1.900ｋPaG での 

安定燃焼を実証 

2.排ガス酸素濃度 

7.2%での安定燃焼 

を実証 

3.TDR：1/350 実証 

 

4.ダクトバーナ内での 

NOx 還元機構実証 

1.  〇 

 

2.  〇 

 

 

3.  ◎ 

 

4.  ◎ 

3.従来型ノズルのプロパ

ンでの TDR は 1/10 に

対し、本事業発明ノズ

ルでは 1/20 を実証。 

さらに水素では 1/350

を実証 

4.これまで、ダクトバーナ

内での NOx 還元は未

知であった。今回 NOx

還元現象を実証した。 

（今後の課題） 

排熱回収ボイラでの早

期実機実証 

燃焼解析 1.水素の高圧供

給による低 NOx 化

のメカニズム解明 

 

 

 

 

 

2.矩形型バーナ単

独で低 NOx 化す

るメカニズム解明 

1.メカニズム解明済 

高圧化により噴射後、

半径方向への水素の

拡散が促進し、中心軸

近傍の水素濃度低減 

→中心軸近傍の火炎

温度が低減 

→NOx 濃度が低減 

2.メカニズム解明済 

矩形型バーナは１次

空気と 2 次空気の投

入位置が独立して離れ

ており、その空間に燃焼

排ガスが導入される 

→排ガスの導入で酸素

濃度の低減による緩慢

燃焼を促進 

→NOｘ濃度が低減 

1.  ◎ 

 

 

 

 

 

 

 

2.  ◎ 

1.水素高圧化の目的は

配管小径化等設備コス

ト低減であった。高圧化

による新たなメリットとして

低 NOx 化を明確化し

た。 

2. バ ー ナ 単 独 で

NOx60ppm 以下を達

成するのは極めて困難

であった。 

自己排ガス再循環効果

により、低 NOx 燃焼可

能とした成果は大きい。 

（今後の課題） 

ダクトバーナのスケールア

ップ時の性能評価 

 

I1(*1)：共鳴周波数成分の振幅   TDR(*2)：バーナの最大負荷と最小負荷の比率 

達成度：◎：大いに上回って達成 ○：達成 △：一部未達 ×：未達 

（５）成果の意義 

  ①産業ボイラ用水素焚きバーナ 

   ａ．水素最大供給圧力：900kPaG 
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      水素供給圧力の高圧化（100kPaG→900kPaG）により、単位体積当たりの発熱量が低く、供 

      給量の増加（配管の大径化）が必要な水素を、既設配管等を流用して適用可能。 

   ｂ．水素の低 NOx 燃焼 

      矩形型バーナ（R 型）の適用により、低 NOx 手法を適用せず、バーナ単体での NOx30ppm 以 

下を実証し、シンプル構成かつ低コストでの低 NOx を達成可能。 

   ｃ．低Ｏ２運用 

      火炉出口O2濃度低減（1~2％→0.2％）により、燃焼用空気導入用ファン動力の低減が可能。 

   ｄ．多種燃料との混焼 

      水素のインフラが整備されるまでの現時点から近い将来にむけて、化石燃料専焼→化石燃料/水 

素混焼→水素専焼の低炭素・脱炭素化ステップを最低限の改造コストで提案可能。 

  ②水素焚きダクトバーナ 

   ａ．低排ガス O2 濃度での安定燃焼 

      排ガス O2 濃度(LPG:9.2%、水素：7.2%)での安定燃焼を実証したことにより、ガスタービンの運 

用範囲が拡大され、高効率運用化が可能。 

   ｂ．TDR（バーナ最大負荷と最低負荷の割合）の拡大 

      良好な TDR（LPG：1/10→1/20、水素：1/350）を実証し、ダクトバーナの運用範囲を拡大 

可能。 

   ｃ．NOx 還元特性 

      ダクトバーナ内での NOx 還元に関連した文献類は調査範囲内では見当たらない。本事業で排ガス 

温度と排ガス中O2濃度をパラメータとした、LPG及び水素燃焼時のNOx還元特性の評価結果は、  

ダクトバーナの出口 NOx 予想に適用可能。 

 

（６）特許出願、論文発表、学会発表・講演等の数 

 

（７）研究開発成果の詳細 

 ① 実施項目１：産業ボイラ用水素焚きバーナの開発 

  ａ．水素最大供給圧力：900kPaG 

 

年度 特許出願数 論文発表数 学会・講演発表 雑誌掲載数 ﾌﾟﾚｽﾘﾘｰｽ数 

2018     -      -       1     -      - 

2019     -    1       -     -      - 

2020 -    1      -     -      - 

2021 11    -      2 - - 

2022 3    1      4     1    1 

2023 6    1      3 1      - 

合計 20      4     10 2 1 
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      ガス焚きボイラでは、これまで燃焼振動の観点からガスの供給圧力は 100kPaG が上限であったが、 

本事業の成果として 900kPaG で燃焼振動のない安定燃焼を実証した。図１に水素供給圧力 

80kPaG 及び 900kPaG での燃焼状況を示す。水素の供給圧力に関わらず、バーナ基部より安定

した火炎が形成されると共に、火炎形状もほぼ同等であることを実証した。 

図２に供給水素圧力による発熱量の変化と設備重量比の関係を示す。単位体積当たりの発熱 

      量が、天然ガスの約 1/4 の水素を同一入熱導入する場合、4 倍の流量を流す必要があり、配管径 

      が大径化し、設備重量は増加する。開発ノズルの適用により、水素を 600kPaG 以上の圧力で供 

      給すれば、既存の設備を流用可能となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ．水素の低 NOx 燃焼 

    ・水素燃焼時には図 3 に示すように、従来炭化水素燃料（LPG）と比較して 2.3 倍の NOx が発生。 

    ・水素燃焼時、供給圧力の高圧化（80kPaG→900kPaG）により NOx が約 30%低減。 
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図 2 供給水素圧力による発熱量の変化と設備重量比 

図 1 水素供給圧力 80kPaG 及び 900kPaG での燃焼状況 

  

①水素供給圧力 80kPaG（CF 型バーナ） ②水素供給圧力 900kPaG（CF 型バーナ） 
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    ・NOx 低減手法の適用により、目標値(60ppm)以下に NOx 低減、組合せで極低 NOx を実証。 

    ・センターファイアリング型バーナ（CF 型）に比較し、マルチスパッド型バーナ（MS 型）の NOx が約 

25%、矩形型バーナ（R 型）の NOx が CF 型に比較して約 80%低減することを実証。 

 

    

 

 

ｃ．低Ｏ２運用 

     図 4 に試験炉出口 O2 と NOx との関係を示す。ガス焚きボイラでの火炉出口 O2 の設定範囲は 

     1~2％であるが、開発ノズルを水素に適用した場合、O2 濃度を 0.2％にしても排ガス中のリーク水素 

はなく安定燃焼可能なことを実証。火炉出口 O2 濃度低減（1~2％→0.2％）により、燃焼用空

気導入用の押し込み通風機や誘引通風機のファン動力の低減が可能。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

ｄ．多種燃料との混焼 

      図 5 に水素と LPG との混焼特性を示す。混焼率に関わらず良好な混焼特性を示した。また、混焼 

率変化に伴う NOx 特性は、燃料を個別に導入する二軸混焼と、混合燃料を導入する一軸混焼で 
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図 3 NOx 特性の総合評価 

 

LNG及びLPGの実運用
ボイラ出口O2設定範囲

図 4 試験炉出口 O2 濃度低減特性 

261



ほぼ同等となることを実証した。 

 図 6 に水素と石炭との 50：50cal%混焼時の燃焼状況を示す。石炭専焼時に比較して、火炎

輝度は向上すると共に安定した混焼特性を実証した。バーナ空気比を調整することで、NOx 及び未

燃分特性も、石炭専焼時と同等となることを実証した。 

水素のインフラが整備されるまでの、現時点から近い将来にむけて、化石燃料専焼→化石燃料/ 

      水素混焼→水素専焼の低炭素・脱炭素化ステップを最低限の改造コストでの提案が可能となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 実施項目２：水素焚きダクトバーナの開発 

   ａ．低排ガス O2 濃度での安定燃焼 

      図 7 に LPG 燃焼時、図 8 に水素燃焼時の安定燃焼限界を、ダクトバーナ入口 O2 濃度とダクトバ 

図 5 水素と LPG との混焼特性評価結果  
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図 6 水素と石炭との混焼状況  

炭 種：ハンターバレー炭 

混焼率：水素 50：石炭 50 
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      ーナ入口ガス温度で評価した結果を示す。従来型ノズルに比較して、開発ノズルの安定燃焼範囲が 

      LPG、水素共に広いことを実証。 

排ガス O2 濃度(LPG:9.2%、水素：7.2%)での安定燃焼を実証したことにより、ガスタービンの 

      運用範囲が拡大され、高効率運用化が可能。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ｂ．TDR（バーナ最大負荷 と最低負荷の割

合）の拡大 

      図 9 に LPG 及び水素燃焼時のバーナ最大負荷と最低負荷の比率である TDR 特性評価結果を 

図 7 LPG 燃焼時の燃焼安定特性  

図 8 水素燃焼時の燃焼安定特性  
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示す。LPG 燃焼において、従来型ノズルでは TDR が 1/10 であったのに対して、開発ノズルでは

1/20 の良好な TDR 特性を実証した。また、水素燃焼時は、1/350 という驚異的な TDR 特性を

実証した。これは、水素の燃焼性と開発ノズルの良好な保炎性の相乗評価と評価できる。 

上記結果より、ダクトバーナの運用範囲を拡大可能となる。 

 

 

   ｃ．NOx 還元特性 

      図 10 にダクトバーナ入口の排ガス温度と O2濃度をパラメータにした、ダクトバーナ内での NOx 還元・ 

酸化特性を示す。LPG は排ガス温度 600℃、O2濃度 14％の条件では、NOx が増加（酸化）と 

減少（還元）が混在しているが、排ガス温度の低下または O2 濃度低下で NOx の還元量増加。 

一方、水素は今回の条件範囲において、ダクトバーナ内で全て NOx が還元することを実証した。 

今回の NOx 還元特性の評価結果は、 ダクトバーナの出口 NOx 予想に適用可能である。 

 

③ 実施項目３：燃焼解析 

  ａ．水素の高圧供給による低 NOx 化のメカニズム解明 

 

H2

試験番号
H2-034

35Nm3/h →→→ 0.1Nm3/h*

TDR
1:350

D/B入口ガス温度
600℃

D/B入口O2

14%(dry)

900kPa 主孔40°
低振動高圧ノズル

保炎器
ベース

LPG

試験番号
LPG-22

4.0Nm3/h →→→ 0.2Nm3/h

TDR
1:20

D/B入口ガス温度
600℃

D/B入口O2

14%(dry)

80kPa 主孔40°
低振動高圧ノズル

保炎器
ベース

図９ 開発ノズルによるダクトバーナの TDR 特性  

 

NOx 低下

NOx 増加

図 10 ダクトバーナ内での NOx 還元特性  
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図１1、12 に水素高圧供給により NOx が低減するメカニズムの燃焼解析結果を示す。高圧化によ

り噴射後、半径方向への水素の拡散が促進し、中心軸近傍の水素濃度低減。水素濃度の低減に

より、中心軸近傍の火炎温度が低減し、結果として NOx 濃度が低減することが明確化できた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ．矩形型バーナ 単独で低 NOx 化す

るメカニズム解明 

 
  
 

高圧（900kPaG） 従来圧（80kPaG）

温度（時間平均）

水素質量分率（時間平均）

NO質量分率（時間平均）

質量分率が高い
領域が狭い

高温領域狭い
最高温度低い

 

拡散が強い
高濃度領域が狭い

 

高圧で噴出

水素の拡散が強まる

水素高濃度領域が狭まる

高温燃焼領域が狭まる

サーマルNOx発生の抑制

図 11 水素高圧化による NOx 低減メカニズム(1)  

 図 12 水素高圧化による NOx 低減メカニズム(2)  
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 図 13、14 にセンターファイアリング型バーナ（CF 型バーナ）と矩形型バーナ（R 型バーナ）におけるバー

ナ近傍及び火炉内での燃焼解析結果及び各関連要素の比較を示す。 

CF 型バーナは１次空気と２次空気が隙間なく連続して導入されることから、バーナ近傍の酸素濃度が

高い。一方、R 型バーナは１次空気と 2 次空気の投入位置が独立して離れており、その空間に燃焼排ガ

スが導入され、酸素濃度の低い領域が形成される。その結果、R 型は CF 型に比較し、サーマル NOx の生

成が増加する 2000K 以上の高温領域が狭く、NOx が低減することを明確化できた。 

 

 

 
CF型バーナ R型バーナ  

 図 13  CF 型及び R 型のバーナ部近傍燃焼解析結果 

 

 

0

0.02

0.04

0.06

0 100 200 300

O
2

M
as

s 
fr

ac
ti

o
n

 [
-]

Distance from the burner [mm]
 

1200

1400

1600

1800

2000

0 100 200 300

T
em

p
er

at
u

re
 [

K
]

Distance from the burner [mm]

 

0

0.01

0.02

0 100 200 300A
re

a 
(T

>
2
0
0

0
K

) 
[m

2
]

Distance from the burner [mm]
 

0

10

20

30

40

0 100 200 300

N
O

x 
[p

p
m

 a
t 

5
%

O
2
]

Distance from the burner [mm]

 

CF type burner

R type burner

a)O2質量分率 

ガスノズル先端近傍が低空気比燃焼

2000K以上の高温領域が極端に狭くなる

サーマルNOx発生の抑制

 図 14  CF 型及び R 型の関連要素の比較結果 
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ｂ)濃度 

266



４．２．５ 「大出力水素燃焼エンジン発電システムに関する技術開発」 

 ○実施者名、実施体制 

川崎重工業株式会社 

 

 

○期間、予算  

期間 ：2020 年 8 月~2023 年 3 月 

予算   ： 

年度 2020 2021 2022 

事業費（各年度） 

（百万円） 
174 302 1574 

事業費（通期） 2050 

 

○実用化・事業化への道筋 

◼ 単筒機を用いた研究(本研究内容) 

✓ 実機を想定した燃焼室サイズでの燃焼試験を行い、性能確認およびエンジン仕様の目途付けを行

う。 

 

◼ 多気筒機を用いた研究 

✓ 単筒機での成果を適用した多気筒エンジンを設計・製造し、実証試験を行う。実運用を模擬した

環境にて実証することで、不具合などの洗い出しを行う。 

 

◼ 上市 

✓ 実証研究にて洗い出された課題について対策を施し、安全性を担保したうえで製品として上市する。 
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○最終目標に対する成果と達成状況 

実施項目 最終目標 成果 達成度 補足説明 

①-1 

既存の天然ガス

燃焼単筒機での

水素燃焼試験 

大出力エンジンにお

ける水素燃焼の特

徴を抽出 

水素燃焼における異常

燃焼等の発生条件を把

握 

〇  

①-2 

排ガス再循環

（EGR）等による

燃焼速度低減手

段の効果確認試

験 

大出力エンジンにお

ける EGR 等による

燃焼速度低減効果

を確認し、水素燃焼

単筒機の要目・仕

様を選定 

筒内異常燃焼を回避し、

平均有効圧力（エンジン

出力）向上に寄与する下

記成果を獲得 

 EGR による燃焼速

度低減（異常燃焼

抑制）効果を確認 

 異常燃焼抑制に効

果のあるパラメータ

（エンジン仕様・制

御）を把握 

〇  

①-3 

試験による水素

燃焼の最適化検

討 

平 均 有 効 圧 ：

1.6MPa の実現目途

付け 

エンジン仕様変更、制御

パラメータの最適化を組

合 わ せ 、 平 均 有 効

圧:1.85MPa を達成（短時

間確認） 

◎ 目標を上回る平均有

効圧を達成 

②-1 

適用材料の水素

環境下での強度

試験 

燃焼室周縁部に適

用する材料の水素

脆化を考慮した強

度特性を把握し、部

材を選定 

低ひずみ引張試験結果

および当社の材料研究

の知見を用いて、候補部

材の水素混合環境下で

の使用可否を判定し、適

用する部材を選定 

〇  

②-2 

燃焼室状態の数

値解析 

給気経路や燃焼室

及び燃料供給手段

の仕様を検討・選定

するための数値解

析手法を確立 

水素燃焼エンジンの仕

様を検討・選定するため

の数値解析手法を確立 

〇  

②-3 

水素燃焼単筒機

の設計 

事業①、②-1,2で得

た成果を制約なく実

証できるエンジンを

設計 

エンジン内部で水素滞留

の可能性の高い箇所（ク

ランクケースなど）の換

気・爆発対策を施したエ

ンジンを設計。また、水

素燃焼エンジンに最適な

燃焼室（シリンダヘッド、

〇  
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ピストンなど）を設計。 

②-4  

水素燃焼単筒試

験設備の整備 

水素燃焼試験を効

率的に実施できる

試験設備を整備 

開発項目③にて実施し

たリスクアセスメントの成

果を反映した水素燃焼

単筒試験設備（エンジ

ン・周辺設備）を設計・整

備完了 

 

〇  

②-5 

試験による水素

燃焼の最適化 

水素を利用した 

A.既存単筒機での

取得データと 

B.水素燃焼単筒機

での取得データの 

両者を分析し、水素

燃焼最適化の目途

を得る 

 本設備の特徴であ

る長時間の水素供

給能力を活かし、天

然ガス・水素混焼条

件にて約４時間の

連続運転における

燃焼安定性評価を

実施した結果、安定

した燃焼状態を維

持できることを確認 

 既存単筒機とのデ

ータ比較により、水

素燃焼単筒試験設

備の燃焼は正常で

あることを確認 

 

〇  

③-1  

水素燃焼エンジ

ンにおけるリスク

要因の抽出 

水素利用を想定し

て、単筒エンジン本

体だけでなく試験設

備全体のリスク要

因抽出を実施する

事で、試験設備の

要求仕様の明確化 

水素利用を想定したリス

クアセスメントによって以

下の要求仕様を決定し、

基本設計完了 

 エンジン本体を含

むハードウェアに実

装すべき安全装置

の要求仕様を決定 

 防爆エリア設定など

の運用システムとし

て安全を担保する

ための要求仕様を

決定 

 

〇  

③-2 

水素燃焼エンジ

 水素燃焼エン

ジンの事業化

 ③-1 で決定した要

求仕様に加え、天

〇  
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ン運用システム

の構築および評

価 

を見据え、天

然ガス燃焼エ

ンジンと同様

のリスクレベル

にて運用可能

な制御システ

ムの確立 

抽出したリスクへの

対策を機器・制御に

織り込んだ設備・制

御システムの構築 

然ガスエンジン同等

のリスクレベルで運

用可能なシステム

の確立を目標とした

リスクアセスメントを

実施し、新たに潜在

リスクを抽出し、そ

の安全対策を立案 

 要求仕様及び潜在

リスクへの安全対

策を設備内の安全

設備・制御システム

に反映して実装 

 

 

○成果の意義 

水素混焼率 95%（水素+重油）という水素専焼に近いエンジン仕様にて、目標を上回るエンジン出力の

到達を確認でき、前例の無いシリンダボア径 300mm 級・高出力の水素エンジン（下図）実現の目途が得ら

れ、市場化に必要な燃焼技術を確立した。 

また、当社で計画されている水素燃焼エンジンで市場投入が最も早い天然ガス・水素混焼（水素混合比

30vol%)エンジンにおける長時間安定運転の目途が得られた。 
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○特許出願、論文発表、学会発表・講演等の数 

 2020 年度 2021 年度 2022 年度 計 

特許出願 0 0 2 2 件 

論文発表 0 0 0 0 件 

学会発表・講演等 0 0 1 1 件 

 

 

 

 

○研究開発成果の詳細 

 (1) 実施項目１：既存の天然ガス燃焼単筒機を改造し、水素燃焼試験を行い、従来実績を上回る

図示平均有効圧力 1.6MPa の達成を目途付けすることが目標であった。初めに、水素燃焼における異

常燃焼等の発生条件を把握すべく、水素混焼率や平均有効圧を徐々に増やしながら、試験を進めたと

ころ、異常燃焼の発生は天然ガスより低い平均有効圧力で発生し、異常燃焼の抑制が今後の主な課

題であることが明確となった。次に、異常燃焼抑制効果が期待できる EGR（排ガス再循環）の燃焼速

度低減効果を確認できた。EGR 投入だけでは目標出力達成は出来ないため、実施項目２にて新設

計した冷却強化型の燃焼室部品の投入やエンジン仕様（圧縮比など）変更、制御パラメータの最適

化を組合わせ、目標出力を上回る平均有効圧:1.85MPa を達成（短時間確認）した。前例の無い

シリンダボア径 300mm 級・高出力の水素エンジン実現の目途が得られた。 

 

 

(2) 実施項目２：水素の長期間供給能力を有する、水素燃焼試験に適した水素燃焼単筒試験設備

を完成させるべく、水素燃焼エンジンの設計に必要な部材評価の強度評価、エンジン仕様を選定するた

めの数値解析手法の構築、実施項目３にて実施したリスクアセスメントを経て、水素燃焼単筒試験設

備（エンジン・周辺設備）を設計・整備した。また、水素・天然ガス混焼の長時間運転を行い、水素・

天然ガス混焼の長期安定運転の目途付けが出来た。さらに、既存単筒機とのデータ比較も併せて、設

備が正常に完成していることを確認した。安全かつ長時間の連続運転を想定した設備が構築できたこと
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により、今後の水素燃焼エンジン開発に不可欠な長時間の燃焼安定性評価を可能とする試験環境を

実現した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 実施項目３：実施項目２で建造した水素燃焼単筒試験設備に必要な安全性確保のために、水

素燃焼エンジンの事業化を見据え、天然ガスエンジン同等のリスクレベルで運用可能なシステムの確立を

目標としたリスクアセスメントを実施した。さらに、安全対策を設備内の安全設備・制御システムに反映し

て実装した。そのことにより、水素燃焼エンジンにおけるリスク要因発生から重大リスクに至る過程や、その

対処手法や運用手順を明確できた。さらに、設備や制御システムの設計ノウハウを獲得できた。 

 

 

 

エンジン本体 
動力計 

共通台板 

水素トレーラー 

エンジン本体へのリスクアセスメント例 

試験設備への安全機器・システム追加(概念図) 
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４．２．６ 「液化水素冷熱の利用を可能とする中間媒体式液化水素気化器の開発」 

 

○実施者名、実施体制 

NEDO

【委託先】

株式会社神戸製鋼所

・機械事業部門産業機械事業部機器部
・技術開発本部

 

○期間、予算  

期間 ：2021 年 3 月~2023 年 3 月 

予算   ：2021 年度：1,907,000 円 

2022 年度：503,188,100 円 

 

○実用化・事業化への道筋 

本事業においては、水素の臨界圧以下における液化水素気化器の実証を行った。 

ボイラー・工業炉への水素ガス供給においては、要求される水素供給圧が低く、臨界圧以下での運転で十分で

ある。今回、中間媒体式液化水素気化器の基本性能を確認できたため、今後はボイラー・工業炉への水素ガ

ス供給を行い、供給先の負荷変動がある場合でも安定して気化性能を出せることを確認する。 

一方で、大規模水素エネルギー利用先として期待される水素発電においては、液水を臨界圧以上へ昇圧し

てから気化させることにより、気化水素ガスを圧縮するのと比較し大幅な発電効率向上が見込める。そのために

は臨界圧以上で作動可能な気化器が必須である。 

そこで、NEDO 水素社会構築技術開発事業／地域水素利活用技術開発 「水素 CGS の地域モデルに

おける水素燃料供給システムの効率化・高度化に向けた技術開発（2023-2024 年度）」において、臨界

圧以上の液化水素の気化実証を行い、2025 年度以降に実証が予定されている水素発電で冷熱利用可能

な中間媒体式液化水素気化器の採用を目指し、事業化につなげる。 

小型実証機
基本性能確認

今回の提案事業

1200Nm3/hr

運転圧力1MPa以下

高圧化

1200Nm3/hr

高圧仕様：4MPa

スケールアップ

10,000Nm3/hr
クラス

低圧 or 高圧

中型実証機で検証

スケールアップ

100,000Nm3/hr
クラス

低圧 or 高圧

大型実証機で検証

2022年 2030年

水素ガスタービン
商用化

今回得られたデータを基に中型実証機の設計  
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○最終目標に対する成果と達成状況 

実施項目 最終目標 成果 達成度 補足説明 

実証気化器の設計・

製作 

1,200Nm3/h の 気

化能力を有する中間

媒 体 式 気 化 器

（IFV）の設計・製作

および試験設備の建

設 

高圧ガス保安法に基づき設

計・製作した IFV および液化

水素貯槽他、試験に必要な

設備を完成させた。 

〇  

気化性能の確認 連続運転でも出口気

化ガス温度が低下する

ことなく安定的に液化

水素を気化できる 

１時間以上の連続運転にお

いて出口気化ガス温度が低

下することなく安定的に気化

できることを確認した。 

〇 今後、臨界圧

以 上 の 運 転

圧力での検証

が課題 

中間媒体（プロパ

ン）の挙動確認 

液化水素が伝熱管内

を流れても，管外の中

間媒体（プロパン）が

氷結しない 

サイトグラスからの目視確認お

よび出口ガス温度の確認によ

り、中間媒体（プロパン）が

氷結しないことを確認した。 

〇  

冷熱利用の可能性

確認 

冷熱利用に向けて安

定した冷熱が取り出せ

る 

入口温度に対して 10℃以上

低下した冷水を１時間以上

連続して取り出せることを確

認した。 

〇  

応力解析結果と実

際の発生応力との比

較 

熱応力解析の結果と

実運転における応力

歪を実測・比較し，解

析による寿命評価精

度の向上を図る 

解析結果は概ね実温度分布

をトレースできており、応力も

概ね実測に合った解析になっ

ていることを確認した。ただし

一部では実測値と乖離してい

る部分もあり、原因調査して

解析精度向上を目指す。 

〇  

中規模水素利用用

気化器の試設計 

中規模水素利用用の

水素発電向け中間媒

体式気化器の試設計

を行う 

30,000Nm3/hの中間媒体

式気化器の試設計を行い、

従来の LNG 気化器実績範

囲内サイズであること確認した 

〇  

 

○成果の意義 

本成果により、中規模、更には大規模水素利用が期待される水素発電向けに、所定の気化性能を有し、かつ

冷熱利用が可能な液化水素気化器を設計・製作出来る事を実証により明らかにした。 

これにより、大規模水素エネルギー利用のためには欠かせない液化水素気化器を市場へ投入できる目途が得

られたことになり、水素サプライチェーン構築の一助となったと考える。 
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○特許出願、論文発表、学会発表・講演等の数 

 1 研究発表・講演（口頭発表も含む） 

発表者 所属 タイトル 雑誌名・学会名・イベント名等 発表年月 

野一色 公二 
株式会社 

神戸製鋼所 

神戸製鋼所高砂製作所

における工場の 

脱炭素化に向けた水素利

活用の取組み 

第１４回神戸ものづくり中小企

業展示商談会 
2022.6 

野一色 公二 
株式会社 

神戸製鋼所 

Hydrogen utilization 

activity for 

decarbonization of 

plants 

LATIN Ａｍｅｒｉｃａ－Ｊ

ａｐａｎ Ｈｙｄｒｏｇｅｎ 

Ｗｏｒｋｓｈｏｐ ２０２２ 

2022.8 

野一色 公二 
株式会社 

神戸製鋼所 

工場の脱炭素化に向けた

水素利活用の取組み 

未来社会にむかう理研放射光セ

ンター・産業界連携シンポジウム 

第１回カーボンニュートラルにむけ

た水素利用など 

2022.8 

野一色 公二 
株式会社 

神戸製鋼所 

工場の脱炭素化に向けた

水素利活用の取組み 
第１０回ＪＨ２Ａ会員セミナー 2022.8 

野一色 公二 
株式会社 

神戸製鋼所 

工場の脱炭素化に向けた

水素利活用の取組み 
第２回ＧＸスタジオ  2022.9 

野一色 公二 
株式会社 

神戸製鋼所 

工場の脱炭素化に向けた

水素利活用の取組み 

第２回 水素産業ニーズ・ウォン

ツ発表会（近畿経済産業局） 

～中業企業の参入に向けたマッ

チング～ 

2022.10 

野一色 公二 
株式会社 

神戸製鋼所 

Hydrogen utilization 

activity for 

decarbonization of 

plants 

神戸市 国際課の依頼でシアト

ル訪問団への講演 
2022.11 

野一色 公二 
株式会社 

神戸製鋼所 

高砂製作所における脱炭

素化に向けた工場の 

水素利活用の取組み 

高砂商工会議所依頼のＳＤＧ’

ｓ脱炭素セミナー 
2022.11 

竹内 正道 
株式会社 

神戸製鋼所 

工場における水素利活用

の取組み（熱利用など） 

兵庫県主催の「ひょうご水素社

会推進シンポジウム」 
2023.1 

野一色 公二 
株式会社 

神戸製鋼所 

Hydrogen utilization 

activity for 

decarbonization of 

plants 

神戸市の依頼でドイツＷＥＢセ

ミナー（Ｍｉｒｏｒｉ５） 
2023.2 

小林 祐之輔 
株式会社 

神戸製鋼所 
水素利活用の取組紹介 

第３回 水素産業ニーズ・ウォン

ツ発表会（近畿経済産業局） 

～中業企業の参入に向けたマッ

チング～ 

2023.2 
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 ３ 論文：なし 

 

 ４ 特許等：なし 

 

 ５ 受賞実績：なし 

 

 ６ 成果の普及活動 

発表者 所属 タイトル 
雑誌名・学会名・イベント

名等 
発表年月 

株式会社 
神戸製鋼所 

 

NEDO entrusts Kobe Steel 
with development of 
intermediate fluid 
vaporizer for liquid 
hydrogen that enables use 
of liquid hydrogen cold 
energy 

神戸製鋼所ＨＰ 2022.5 

株式会社 
神戸製鋼所 

 

ＮＥＤＯ「水素社会構築技術
開発事業」に採択 
～「液化水素冷熱の利用を可能
とする中間媒体式液体水素気
化器の開発」～ 

神戸製鋼所ＨＰ 2022.5 

株式会社 

神戸製鋼所 
 

カーボンニュートラルへの挑戦 

ハイブリッド型水素ガス供給システ

ム 

国際フロンティア産業メッセ

（神戸） 
2022.9 

株式会社 

神戸製鋼所 
 

カーボンニュートラルへの挑戦 ハ

イブリッド型水素ガス供給システム 
ＦＣ ＥＸＰＯ（東京） 2023.3 
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○研究開発成果の詳細 

(1) 実施項目１：気化器の設計・製作 

液化水素気化器としての伝熱性能が確認出来る最小サイズ（1,200Nm3/h（108kg/h））の中間媒

体式気化器（IFV）の設計・製作を行った。また、詳細な伝熱挙動を確認する目的で，液体水素気化部

伝熱管外表面に熱電対を取付けると共に，中間媒体（プロパン）の挙動を確認する目的で、中間媒体蒸

発器胴体にサイトグラスを設置した。更に液化水素気化部チャンネル外面側には、応力計測のために歪ゲー

ジおよび熱電対を取付けた。 

当該気化器は高圧ガス保安法/特定設備検査規則に基づいた設計を行い、高圧ガス保安協会殿の設計

検査の合格を得た後に製作を開始，所定の検査を実施し特定設備検査合格証を受領した。 

 

 

(2) 実施項目２：実証設備の建設 

実際に液化水素を用いて１時間以上の気化運転を行うため、液化水素貯槽や気化に用いる上水の循環タ

ンクなどの設備を神戸製鋼所/高砂製作所内に建設した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 実施項目３：実証試験 

a.気化性能の確認 

1,200Nm3/h（108kg/h）の気化量での１時間以上の連続運転において、循環水入口温度と出口

気化ガス温度との差が 10℃以内で、低下することなく安定的に気化できることが確認された。 
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図２気化性能安定性の確認（気化量） 

図３気化性能安定性の確認（温度） 
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b. 中間媒体（プロパン）の挙動確認 

IFV シェル側面に取り付けたサイトグラスを通じ，中間媒体プロパンが凍結していないことを目視確認出来

た。また、循環水 E1 出口温度と中間媒体プロパンとの温度差が 15℃以内で、1 時間以上の連続運転

が可能な事が確認され、運転データからも中間媒体プロパンが凍結していないことが確認された。 

 

図４プロパンの凝縮の様子 
  図５プロパンの沸騰の様子 

 

c. 応力解析結果と実際の発生応力との比較 

汎用有限要素法プログラムである ABAQUS を用いて、FEM による熱応力解析を事前に行い、定格運転時

における温度および発生応力との結果とを比較するため、気化器のチャンネルシェルに熱電対、歪みゲージと

取り付け実測した。その結果、解析結果は概ね実温度分布をトレースできていることが確認され、応力に関し

ても、概ね解析値に近い結果となっていることが確認された。 

 

 

図６ 解析結果と実測値の比較（温度） 
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図 7 解析結果と実測値の比較（応力） 

 

d. 冷熱利用の可能性確認 

目標とした、循環水 E3 入口温度に対して 10℃以上低下した冷水が１時間以上安定的に取り出せることを

確認した。また、水素流量を変動させた場合においても、安定して冷水を取り出せることを確認した。 

図８ 冷熱回収温度安定性確認  
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(4) 実施項目 4：中規模水素利用の 10,000Nm3/hr クラス用気化器の試設計 

本事業で得られた結果に基づき、2025 年頃実証が計画されている 4 万 kW クラスの水素ガスタービンへ

の供給量 30,000Nm3/h（約 2.7ton/h）を必要気化能力と設定し、気化器運転圧力は今回の実

証試験における運転圧力である 0.7MPaG と、水素ガスタービン側で必要となる臨界圧以上の圧力であ

る 5.0MPaG との２ケースで試設計し検討を行った。 

両ケース共に機器サイズは従来の LNG 気化器としての中間媒体式気化器の実績の範囲内であり、製作

上の問題点は無いことを確認した。 
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1 

 

Ｐ１４０２６  

「水素社会構築技術開発事業」基本計画 

 

スマートコミュニティ・エネルギーシステム部 

 

１．研究開発の目的・目標・内容 

（１）研究開発の目的 

①政策的な重要性 

水素は、使用時に大気汚染物質や温室効果ガスを排出しないクリーンなエネルギー

であり、多様な一次エネルギー源から様々な方法で製造することができる。また、気

体、液体又は固体（合金に吸蔵）というあらゆる形態で輸送・貯蔵が可能であり、利

用方法次第では高いエネルギー効率、非常時対応等の効果が期待され、将来の二次エ

ネルギーの中心的役割を担うことが期待される。 

２０１４年４月１１日閣議決定された「エネルギー基本計画」では、水素を日常の

生活や産業活動で利活用する社会である“水素社会”の実現に向けた取組を加速する

ことが定められ、この取組の一つとして、水素社会実現に向けたロードマップの策定

があげられている。これを踏まえ、経済産業省では「水素・燃料電池戦略協議会」を

設置しその検討を行い、２０１４年６月２３日に「水素・燃料電池戦略ロードマップ 

～水素社会の実現に向けた取組の加速～」が策定された。 

この戦略ロードマップにおいて、水素社会の実現に向けて、これまで取り組んでき

た定置用燃料電池の普及の拡大及び燃料電池自動車市場の整備に加え、水素発電の本

格導入といった水素需要の拡大や、その需要に対応するための水素サプライチェーン

の構築の一体的な取り組みの必要性が示されている。 

さらに、2017 年には世界で初めての府省横断での取組をまとめた世界で初めての

水素戦略である「水素基本戦略」を閣議決定され、水素社会のシナリオが示されてお

り、現在、化学プラントの副生や天然ガス改質で製造されている水素を、より大規模

に、より安価に、よりＣＯ２排出の少ない形に切り替えていき、現在の天然ガスと同

程度の価格や規模で流通できるようにしていくことを目指している。 

 

②我が国の状況 

水素エネルギーの利活用について、約３０年間の国家プロジェクト等を経て、２０

０９年に家庭用燃料電池の商用化により水素利用技術が市場に導入された。２０１４

年末には燃料電池自動車が市場投入され、世界に先駆けてインフラの整備も含めた水

素エネルギー利活用に向けた取組が進められている。 

今後、本格的な水素社会の構築に向け水素エネルギー利用を大きく拡大することが

求められるが、燃料電池に続く水素利用のためのアプリケーションや、サプライチェ
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ーンについては、現在研究開発又は実証段階である。 

 

③世界の取り組み状況 

ドイツを中心として、欧米各国でも再生可能エネルギー由来の電力を水素に変換す

るＰｏｗｅｒ ｔｏ Ｇａｓの取組が積極的に行われているが、製造した水素はそのま

ま貯蔵・利用されたり、天然ガスパイプラインに供給されており、水素のサプライチ

ェーンを構築する等の取組は現状なされていない。また、水素発電については、イタ

リアにおいて実証研究が行われていたほか、現在オランダにおいて FS が実施されて

いる。 

世界に先駆けて、水素発電の本格的な導入と大規模な水素サプライチェーンを構築

することで、水素源の権益や輸送・貯蔵関連技術の特許等の多くを掌握し、産業競争

力の強化とエネルギーセキュリティの向上に貢献する。 

 

（２）研究開発の目標 

①アウトプット目標 

研究開発項目Ⅰ：「水素エネルギーシステム技術開発」 

 『最終目標』（２０２５年度）  

再生可能エネルギー由来の電力による水素製造、輸送・貯蔵及び利用技術を組み

合わせたエネルギーシステムについて、社会に実装するためのモデルを確立する。

このために必要となる技術目標については、テーマ毎に設定する。 

 

研究開発項目Ⅱ：「大規模水素エネルギー利用技術開発」 

（イ）未利用エネルギー由来水素サプライチェーン構築 

『最終目標』（２０２３年度）  

２０３０年頃の安定的かつ大量な水素供給体制確立を目指し、２０２０年におい

て商用レベルの１／１００程度のプロトタイプ規模（数千万Ｎｍ３規模）のサプラ

イチェーンを構築しシステムとして技術を確立する。システムを構成する技術目標

（水素製造効率、輸送効率等）に関しては、水素製造方法や水素キャリア毎の特性

に応じ、個別に設定する。 

『中間目標』（２０１６年度）  

最終目標となる水素サプライチェーン構築のための要素技術を検証し、システム

の全体設計を明確にする。 

（ロ）水素エネルギー利用システム開発 

『最終目標』（２０２２年度） 

水素を混焼あるいは専焼で発電する技術に関して商用レベルも見据えて既存の

燃料と同等の発電効率、耐久性及び環境性を満たす技術を確立する。あわせて、様々
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な水素キャリアを利用した水素発電等を組み込んだエネルギーシステムについて、

市場化に必要な技術を確立する。 

 

研究開発項目Ⅲ：「地域水素利活用技術開発」 

 『最終目標』（２０２５年度）  

将来の自立した水素社会実現に向けて、水素の利活用拡大のみならず、新たな地

域産業創出等に資するものとして、産業等の様々な分野において水素を地域で統合

的に利活用する技術を確立する。このために必要となる技術目標については、テー

マ毎に設定する。 

 

②アウトカム目標 

発電分野等における水素の利活用が抜本的に拡大。２０３０年頃には世界に先駆け

本格的な水素サプライチェーンを構築するとともに、エネルギー供給システムの柔軟

性を確立し、エネルギーセキュリティの確保に貢献する。  

仮に１００万 kW規模の水素専焼発電が導入された場合、約２４億Ｎｍ３の水素需要

（燃料電池自動車で約２２０万台に相当）が創出される。 

 

③アウトカム目標達成に向けての取り組み 

水素製造・利活用拡大技術等の研究成果を活かし、水素利活用装置の技術開発に反

映して実証事業等を実施することにより、着実な水素利活用社会の拡大を図る。 

 

（３）研究開発の内容 

研究開発項目Ⅰ：「水素エネルギーシステム技術開発」 

 （委託事業、共同研究事業［ＮＥＤＯ負担率２／３］） 

水素を利用して、安定的なエネルギーを供給するための技術開発及び当該技術の

実証研究を行う。具体的には、再生可能エネルギー等の出力変動の大きな発電設備

に対して、電力を一旦水素に変換して輸送・貯蔵することにより変動を吸収し、出

力を安定化させるための技術開発を実施する。 

 

 研究開発項目Ⅱ：「大規模水素エネルギー利用技術開発」 

 （イ）未利用エネルギー由来水素サプライチェーン構築 

  （助成事業［助成率 １／２又は２／３］） 

水素発電の導入及びその需要に対応するための安定的な供給システムの確立に向

け、海外の未利用資源を活用した水素の製造、その貯蔵・輸送、更には国内における

水素エネルギーの利用まで、一連のチェーンとして構築するための技術開発を行う。

加えて、液化水素の受け入れ基地に必要な機器の大型化に関する開発を行う。 

285

iwamototks
テキスト ボックス




 

4 

 

 

 （ロ）水素エネルギー利用システム開発 

  （助成事業［助成率 １／２又は２／３］） 

水素のエネルギー利用を大幅に拡大するため、様々な水素キャリアを利用しつつ、

水素を燃料とするガスタービン等を用いた発電システムなど新たなエネルギーシ

ステムの技術開発を行う。 

 

研究開発項目Ⅲ：「地域水素利活用技術開発」 

 （委託事業、助成事業［助成率 ２／３以内］） 

再生可能エネルギーから製造した水素、海外産水素や副生水素等を地域で利活用

するモデルについて、将来の経済性や温室効果ガス削減効果等のポテンシャルを調

査、技術開発を行うことで水素社会のモデルを構築する。 

 

研究開発項目Ⅳ：「総合調査研究」 

（イ）水素製造・輸送・貯蔵・利用等に関する調査研究 

（委託事業） 

水素社会の実現に向け、水素需要の拡大や水素サプライチェーンの構築に関する

調査・研究を行う。具体的には、燃料電池バス、フォークリフトなど新たなアプリ

ケーションも活用した水素の初期需要を誘発するための社会システムや、海外の副

生水素・原油随伴ガス・褐炭等の未利用エネルギーを用いた水素製造・輸送・貯蔵

技術に関する調査を行う。また、大型水素貯蔵設備や配管による水素供給など将来

の大規模水素供給インフラの構築に必要となる設備設置に関する技術基準策定を

見据えた調査・研究を行う。 

 

（ロ）水素社会実現に向けた情報発信に関する調査研究 

（委託事業） 

水素エネルギーに対する需要者の認知向上や興味喚起、水素の安全性に対する正

しい理解促進、当該分野に関わる研究者の拡大等を目的として、戦略的な情報発信

を行い、認知度向上等の効果を実証する。具体的には、ターゲット層毎に効果的な

手法及び内容による情報を発信し、各情報発信手法の効果を調査・分析するととも

に、水素エネルギー全般に対する認知等の状況・動向を調査する。 

 

２．研究開発の実施方式 

（１）研究開発の実施体制 

本事業のプロジェクトマネージャー（以下「ＰＭｇｒ」という）に、ＮＥＤＯ ス

マートコミュニティ・エネルギーシステム部 大平英二 ストラテジーアーキテクト

286

iwamototks
テキスト ボックス




 

5 

 

（燃料電池・水素分野担当）に任命し、プロジェクトの進行全体を企画・管理や、そ

のプロジェクトに求められる技術的成果及び政策的効果を最大化させる。本研究開発

は、本邦の企業、研究組合、公益法人、大学等の研究開発機関（原則、国内に研究開

発拠点を有していること。なお、国外企業等（大学、研究機関を含む）の特別な研究

開発能力、研究施設等の活用又は国際標準獲得の観点から国外企業等との連携が必要

な部分を国外企業等との連携により実施することができる。）から公募により実施者

を選定して実施する。 

また、ＮＥＤＯは必要に応じて実施テーマごとに第三者である外部専門家としてア

ドバイザーを選定し、各実施者は客観的立場からの技術的助言を受けそれぞれの研究

テーマについて研究開発を実施する。 

 

（２）研究開発の運営管理 

経済産業省、アドバイザー、研究開発実施者等と緊密に連携し、適切な運営管理を

実施する。また、推進助言委員会等を設置し、外部有識者の意見を運営管理に反映さ

せる。 

 

３．研究開発の実施期間 

本研究開発の期間は、研究開発項目Ⅰが２０１４年度～２０２５年度の１２年間、

研究開発項目Ⅱが２０１４年度～２０２３年度の１０年間、研究開発項目Ⅲが２０２

１年度～２０２５年度の５年間とする。 

研究開発スケジュールは別紙のとおり。 

 

４．評価に関する事項 

ＮＥＤＯは、技術的及び政策的観点から、研究開発の意義、目標達成度、成果の技

術的意義及び将来の産業ヘの波及効果等について、評価を実施する。技術評価実施規

程に基づき、研究開発項目Ⅰ及びⅢについては制度評価を、研究開発項目Ⅱについて

はプロジェクト評価を行う。評価の時期については、研究開発項目Ⅰは中間評価を２

０１７年度、２０２１年度、２０２３年度、事後評価を２０２３年度、２０２６年度

に実施する。研究開発項目Ⅱについては、中間評価を２０１６年度、２０２０年度、

事後評価を２０２３年度に実施する。研究開発項目Ⅲは中間評価を２０２３年度、事

後評価を２０２６年度に実施する。 

なお、当該研究開発に係る技術動向、政策動向や当該研究開発の進捗状況等に応じ

て、前倒しする等、適宜見直すものとする。 

また、中間評価結果を踏まえ、必要に応じて研究開発の加速・縮小・中止等の見直

しを迅速に行う。 
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５．その他の重要事項 

（１）研究開発成果の取扱い 

①成果の普及 

得られた研究開発の成果は、機構及び実施者ともに普及に努める。 

 

②知的基盤整備事業又は標準化等との連携 

得られた研究開発の成果については、知的基盤整備事業又は国際標準化等との連携

を図るため、データベースへのデータ提供、標準技術情報（ＴＲ）制度ヘの提案等を

戦略的かつ積極的に行う。 

 

③知的財産権の帰属 

委託研究開発の成果に関わる知的財産権については、「国立研究開発法人新エネル

ギー・産業技術総合開発機構新エネルギー・産業技術業務方法書」第２５条の規定等

に基づき、原則として、すべて委託先に帰属させることとする。なお、本プロジェク

トの当初から、事業化を見据えた知財戦略を検討・構築し、適切な知財管理を実施す

る。 

 

④関連事業との連携 

本事業は、技術のシステム化により社会への実装を図るものであり、構成する要素

技術については、ＮＥＤＯの他事業「水素利用等先導研究開発事業」等の進捗状況に

ついて把握しつつ、必要に応じて成果の活用を図る。また、社会受容性の確保に向け

て「水素利用技術研究開発事業」と連携し、必要な情報を共有する。 

 

（２）基本計画の変更 

研究開発の内容の妥当性を確保するため、社会・経済的状況、国内外の研究開発動

向、政策動向（経済産業省の水素・燃料電池戦略協議会等）、プログラム基本計画の

変更、第三者の視点からの評価結果、研究開発費の確保状況、当該研究開発の進捗状

況等を総合的に勘案し、達成目標、実施期間、研究開発体制等基本計画の見直しを弾

力的に行うものとする。 

 

（３）根拠法 

本研究開発は、国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法第１５条

第一号ニ及び第三号並びに第九号に基づき実施する。 
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６．基本計画の改訂履歴 

（１）２０１４年９月、制定。 

（２）２０１５年３月、研究開発項目Ⅱ「大規模水素エネルギー利用技術開発」を追加、

および研究開発の実施期間を２０２０年度までに延長。研究開発項目Ⅰ（ロ）水素利

用発電システム等技術開発は、研究開発項目Ⅱ（ロ）水素エネルギー利用システム開

発に移行。 

（３）２０１６年３月、評価の実施について研究開発項目Ⅰを制度評価に変更。研究開

発項目Ⅱの中間評価時期を２０１６年度に変更。また、ＰＭの氏名を追記。 

（４）２０１７年８月、ＰＭの氏名及び所管の研究開発項目を変更。また、別紙の研究

開発項目Ⅰ「水素エネルギーシステム技術開発」研究開発スケジュールを詳細な表示

に修正。 

（５）２０１８年４月、担当部を新エネルギー部から次世代電池・水素部に変更。 

（６）２０１９年２月、（２）研究開発の目標及び（３）研究開発の内容に液化、水素

の受け入れ基地に必要な機器の大型化に関する開発及び様々な水素キャリアを利用

した水素ガスタービンに関する開発を追記。また、（別紙）研究開発スケジュールを

更新。 

（７）２０１９年７月、和暦表記を西暦表記に変更。 

（８）２０２０年２月、研究開発の実施期間を２０２２年度までに延長。あわせて研究

開発項目Ⅰ及びⅡの中間評価時期を２０２０年度に追加、事後評価時期を２０２３年

度に変更。また、（別紙）研究開発スケジュールを更新。 

（９）２０２１年２月、研究開発項目Ⅲ「地域水素利活用技術開発」を追加、研究開発

の実施期間を２０２５年度までに延長。 

（１０）２０２１年１１月、研究開発項目Ⅳ（イ）の内容に、大規模水素供給インフラ

整備に関する技術基準策定に向けた研究を追加。また、部署名及び役職名の変更並び

にＰＭの交代を反映。 

（１１）２０２３年２月、研究開発項目Ⅰの実施期間を２０２５年度までに延長。あわ

せて、研究開発項目Ⅰの中間評価時期に２０２３年度を追加、事後評価時期に２０２

６年度を追加。また、（別紙）研究開発スケジュールを更新。 

（１２）２０２３年３月、研究開発項目Ⅱ（イ）の実施期間を２０２３年度までに延長

し、（別紙）研究開発スケジュールを更新。 

以上 
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（別紙） 

水素社会構築技術開発事業 

研究開発スケジュール 
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特許論文等リスト
【特許】2023年10月31日時点で、「公開」もしくは「登録」として、事業者が集計したもののみを記載。

(イ) - (2) 未利用褐炭由来水素大規模海上輸送サプライチェーン構築実証事業

番号 枝番
国・地域
コード

出願番号 出願日
状
態

発明の名称 発明者
共同

出願人

1 PCT
PCT/JP201
6/000750

2016/2/12
登
録

舶用二重殻タンク 川崎重工業（株）なし

2 国内
2017-
021257

2017/2/8
登
録

断熱構造 川崎重工業（株）なし

3 国内
2017-
111749

2017/6/6
登
録

ガス放出システム 川崎重工業（株）なし

4 国内
2017-
111750

2017/6/6
登
録

ガス放出システム 川崎重工業（株）なし

5 国内
2017-
111751

2017/6/6
登
録

液化ガス運搬船 川崎重工業（株）なし

6 国内
2017-
111752

2017/6/6
登
録

ガス漏洩検知システム及びガス
漏洩検知方法

川崎重工業（株）なし

7 国内
2018-
037207

2018/3/2
登
録

船舶 川崎重工業（株）なし

8 国内
2018-
037208

2018/3/2
登
録

二重殻タンク及び液化ガス運搬
船

川崎重工業（株）なし

9 国内
2018-
039576

2018/3/6
登
録

液化水素運搬船及び船体保
護方法

川崎重工業（株）なし

10 PCT
PCT/JP201
8/037525

2018/10/9
登
録

二重殻タンクおよび船舶 川崎重工業（株）なし

11 国内
2018-
247352

2018/12/28
登
録

船舶 川崎重工業（株）なし

12 国内
2020-
065714

2020/4/1
公
開

船舶 川崎重工業（株）なし

13 国内
2020-
090259

2020/5/25
公
開

ベントマスト 川崎重工業（株）なし

14 国内
2020-
218651

2020/12/28
公
開

極低温液体用配管構造及び
それを備えた船舶

川崎重工業（株）なし

15 国内
2020-
218810

2020/12/28
公
開

極低温液体用配管構造及び
それを備えた船舶

川崎重工業（株）なし

16 国内
2020-
218811

2020/12/28
公
開

極低温液体用配管構造及び
それを備えた船舶

川崎重工業（株）なし

17 国内
2020-
219014

2020/12/28
公
開

舶用液化ガスタンクの状態推定
システムおよび状態推定方法

川崎重工業（株）なし

18 国内
2021-
097543

2021/6/10
公
開

真空排気装置 川崎重工業（株）なし

19 国内
2021-
199956

2021/12/9
公
開

貯蔵タンク 川崎重工業（株）なし

20 国内
2021-
204431

2021/12/16
公
開

配管システム 川崎重工業（株）なし

21 国内
2021-
200721

2021/12/10
公
開

液化ガスの荷役方法および液
化ガスの荷役システム

川崎重工業（株）なし

22 PCT
PCT/JP202
2/006775

2022/2/18
公
開

浮体構造物、変位量取得方
法、および支持状態判定方法

川崎重工業（株）なし
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(イ) - (3) 液化水素の輸送貯蔵機器大型化および受入基地機器に関する開発
 ①大型輸送・貯蔵技術の開発 

番号 枝番
国・地
域コード

出願番号 出願日
状
態

発明の名称 発明者 共同出願人

その他 1.1E+08 2022/3/7
登
録

三重殻タンク
江上武史、林尚一郎、山口貴裕、
菊川隼輔

国内
 2022-
532229

2020/6/26
登
録

二重殻タンク及び船
舶

下田太一郎、冨永晴彦、持田邦
彦、高橋常夫、今井達也、髙田広
崇、中土洋輝、高梨直人

1 国内
特願
2021-
107608

2021/6/29
公
開

液体荷役装置の緊
急離脱機構

高瀬智教、猪股昭彦、河合務、吉
原由真

TBグローバル
テクノロジーズ

2 PCT
 PCT/JP20
22/00485
5

2022/2/8
公
開

液体荷役装置の緊
急離脱機構

高瀬智教、猪股昭彦、河合務、吉
原由真

TBグローバル
テクノロジーズ

1 国内
特願
2021-
062167

2021/3/31
公
開

多重殻タンク、船舶
およびガス圧調整方
法

下田太一郎、冨永晴彦、三橋麻
子、黒田和宏、髙田広崇、岩﨑英
和、中土洋輝

2 PCT
 PCT/JP20
22/01684
9

 2022/3/31
公
開

多重殻タンク、船舶
およびガス圧調整方
法

下田太一郎、冨永晴彦、三橋麻
子、黒田和宏、髙田広崇、岩﨑英
和、中土洋輝

1 国内
特願
2021-
062168

2021/3/31
公
開

ガス処理システムおよ
び船舶

下田太一郎、冨永晴彦、松尾真
志、樋渡翔、髙田広崇、中土洋輝

2 PCT
 PCT/JP20
22/01685
0

 2022/3/31
公
開

ガス処理システムおよ
び船舶

下田太一郎、冨永晴彦、松尾真
志、樋渡翔、髙田広崇
中土洋輝

1 国内
特願
2021-
062169

2021/3/31
公
開

多重殻タンク、船舶
およびガス圧調整方
法

下田太一郎、冨永晴彦、黒田和
宏、松尾真志、髙田広崇、中土洋
輝

2 PCT
 PCT/JP20
22/01685
1

 2022/3/31
公
開

多重殻タンク、船舶
およびガス圧調整方
法

下田太一郎、冨永晴彦、黒田和
宏、松尾真志、髙田広崇、中土洋
輝

1 国内
特願
2021-
061365

2021/3/31
公
開

多重殻タンク及び船
舶

下田太一郎、冨永晴彦、持田邦
彦、田中森、細野隆道、猪原正義

1 国内
特願
2021-
061366

2021/3/31
公
開

二重殻タンク及び船
舶

下田太一郎、冨永晴彦、持田邦
彦、田中森、今井達也、猪原正義

2 PCT
PCT/JP20
22/01582
6

 2022/3/30
公
開

二重殻タンク及び船
舶

下田太一郎、冨永晴彦、持田邦
彦、田中森、今井達也、猪原正義

1 国内
特願
2021-
111724

2021/7/5
公
開

船舶及び液化水素
タンク

下田太一郎、冨永晴彦、高橋常
夫、横山元気、田中森、神﨑大
輔、加野大地、細野隆道

2 PCT
 PCT/JP20
22/02564
2

2022/6/28
公
開

船舶及び液化水素
タンク

下田太一郎、冨永晴彦、高橋常
夫、横山元気、田中森、神﨑大
輔、加野大地、細野隆道

1 国内
特願
2021-
144154

2021/9/3
公
開

液化水素タンク及び
その設計方法

下田太一郎、冨永晴彦、持田邦
彦、加野大地、猪原正義

2 PCT
 PCT/JP20
22/03042
8

2022/8/9
公
開

液化水素タンク及び
その設計方法

下田太一郎、冨永晴彦、持田邦
彦、加野大地、猪原正義

5

6

7

8

9

10

1

2

3

4
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番号 枝番
国・地
域コード

出願番号 出願日
状
態

発明の名称 発明者 共同出願人

1 国内
特願
2021-
180940

2021/11/5
公
開

船舶用液化水素貯
留方法

濱野哲也、武田宏之、下田太一
郎、冨永晴彦、細野隆道、三橋麻
子、池島章司、持田邦彦、樋渡翔

2 PCT
PCT/JP20
22/04130
7

2022/11/7
公
開

船舶用液化水素貯
留方法

濱野哲也、武田宏之、下田太一
郎、冨永晴彦、細野隆道、三橋麻
子、池島章司、持田邦彦、樋渡翔

11

(イ) - (3) 液化水素の輸送貯蔵機器大型化および受入基地機器に関する開発
②商用ローディングアームの開発 

番号 枝番
国・地域
コード

出願番号 出願日
状
態

発明の名称 発明者 共同出願人

1 国内
特願2021-
107608

2021/6/29
公
開

流体荷役装置の
緊急離脱機構

河合務、
吉原由真

川崎重工業（株）

(イ) - (6) 液化水素用バタフライバルブの開発

番号 枝番
国・地域
コード

出願番号 出願日
状
態

発明の名称 発明者
共同

出願人

1 国内
特願2021-
80164

R3年5月11日
登
録

真空二重配管と流体
機器との接続構造

山田裕介 -

2 国内
特願2021-
102914

R3年6月22日
登
録

バルブの漏洩検知装
置および方法

山田裕介 -
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(イ) - (7) 液化水素用大型バルブの技術開発

番号 枝番
国・地域
コード

出願番号 出願日
状
態

発明の名称 発明者
共同

出願人

1 国内 2022-503711 2021/2/25
登
録

バルブ 船渡正澄

1 1 EP 21760986.6 2021/2/25
公
開

Valve
Masazumi
Funato

1 2 US 17/801748 2022/8/23
公
開

Valve
Masazumi
Funato

1 3 CN 202180016516 2021/2/25
公
開

バルブ 船渡正澄

1 4 その他 2021228453 2021/2/25
公
開

Valve
Masazumi
Funato

2 国内 2020-219484 2020/12/28
公
開

バルブ 船渡正澄

2 1 US 18/269845 2023/6/27
公
開

Valve
Masazumi
Funato

2 2 EP 21915321 2020/12/28
公
開

Valve
Masazumi
Funato

2 3 CN 20218087309 2020/12/28
公
開

バルブ 船渡正澄

2 4 その他 2021411869 2020/12/28
公
開

Valve
Masazumi
Funato

3 国内 2020-219489 2020/12/28
公
開

シール部材、シール機構、バルブ
及びシール方法

船渡正澄

3 1 US 18/269,843 2023/6/27
公
開

Sealing Member, Sealing
Mechanism, Valve, and
Sealing Method

Masazumi
Funato

3 2 EP 21915325.1 2020/12/28
公
開

Sealing Member, Sealing
Mechanism, Valve, and
Sealing Method

Masazumi
Funato

3 3 CN 202180087313.3 2020/12/28
公
開

シール部材、シール機構、バルブ
及びシール方法

船渡正澄

3 4 その他 2021411870 2020/12/28
公
開

Sealing Member, Sealing
Mechanism, Valve, and
Sealing Method

Masazumi
Funato
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【論文リスト】
(イ) - (2) 未利用褐炭由来水素大規模海上輸送サプライチェーン構築実証事業

番号 発表者 所属 タイトル 発表雑誌名
査読の
有無

1 西村 元彦 川崎重工業(株)
国際液化水素サプライチェーンの技術構
築の現状

エネルギー・資源学会誌（39巻3号）
(2018年５月)

無

2 孝岡 祐吉 川崎重工業(株)
Clarification of Hazardous Areas
Applied to Newly Developed
Liquefied Hydrogen Carrier

The International Society of
Offshore and Polar Engineers2018
(ISOPE)  (2018年6月10日～15日)

有

3 西村 元彦 川崎重工業(株) 日豪水素サプライチェーン構築への取り 溶接学会誌（2019年1月号） 無

4

孝岡 祐吉、
Ahmer
Saeed、西
藤 浩一、神
戸 勝啓

HySTRA、シェル、
ClassNK、川崎
重工業（株）

Design and Operation of the
First LH2 Carrier

Gastech2019 (2019年9月17～19日) 有

5
東 達弘、黒
木 貴士、橋
本 成樹

HySTRA、電源
開発（株）、川
崎重工業（株）

未利用褐炭由来液化水素サプライ
チェーン実証プロジェクトの進捗状況につ
いて

日本動力協会 「エネルギーと動力（2020
年春号）」

無

6 西村 元彦 HySTRA 日豪水素サプライチェーンの構築 電気学会誌（2020年8月号） 無

7 足利 貢 川崎重工業(株)
国際水素サプライチェーンの構築とガス
タービン発電での水素利活用

日本ガスタービン学会誌第　49巻２号
（2021年3月号）

無

8 稲津 晶平 川崎重工業(株)
液化水素運搬船の開発と実用化に向
けて

精密工学会誌　87 巻 06 号(2021 年
06 月05 日発行)

無

9 東 達弘 HySTRA
褐炭由来水素サプライチェーン実証プロ
ジェクトの進捗状況について

石油技術協会誌　2022年87巻1号
P79-85

有

(イ) - (3) 液化水素の輸送貯蔵機器大型化および受入基地機器に関する開発
①大型輸送・貯蔵技術の開発
番号 発表者 所属 タイトル 発表雑誌名 巻、号、ページ、年 査読の有無

1 稲津　晶平 川崎重工業 液化水素運搬船の開発と実用化に向けて 精密工学会誌　
87巻,06号,509～
512,2021年

無

(イ) - (4) 液化水素貯槽の大型化に関する研究開発

番号 発表者 所属 タイトル 発表雑誌名 巻、号、ページ、年
査読の
有無

1 大江　知也
トーヨーカネツ
株式会社

大型液化水素タンクにおけるFRP構造開発事例 強化プラスチックス
Vol.68,NO.6,pp
196-201,2022年

有

(ロ) - (1) ドライ低ＮＯｘ 水素専焼ガスタービン技術開発・実証事業

番号 発表者 所属 タイトル 発表雑誌名
査読の
有無

1 堀川　敦史
技術開発本部　技術研
究所　熱システム研究部

技術論文　2MW級ガスタービン用水素専焼ドライ
低NOx燃焼器の開発とエンジン実証試験

日本ガスタービン学会誌　Vol. 49
No. 4 (2021), pp. 70-79.

有
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(ロ) - (2) ＣＯ２フリーアンモニア利用ＧＴＣＣシステムの技術開発

発表者 所属 タイトル 発表雑誌名
巻、号、ページ、

年
査読の
有無

石井 弘実 三菱パワー
アンモニア分解利用GTCCシステムと実
圧燃焼試験

日本ガスタービン学会誌
49巻、3号、172
ページ、2021年

有

野勢 正和 三菱パワー
脱炭素社会に向けた水素·アンモニア焚
きガスタービンの開発

三菱重工技報
58巻、3号、
2021年

有

林 明典 三菱パワー アンモニア利用ガスタービン発電システム 溶接学会誌
91巻、1号、58
ページ、2022年

無

野勢 正和 三菱重工業 アンモニア利用ガスタービン発電システム 配管技術2022年3月号 3月号、2022年 無

野勢 正和 三菱重工業
脱炭素社会に向けたアンモニア利用ガス
タービン発電システム

日本石油学会誌 ペトロテック
45巻、8号、489
ページ、2022年

無

松本 照弘 三菱重工業
カーボンニュートラルに貢献する水素·アン
モニア焚きガスタービンの開発状況

三菱重工技報
59巻、4号、
2022年

有

野勢 正和 三菱重工業
脱炭素社会を目指した水素・アンモニア
ガスタービンの開発について

日本ガスタービン学会誌
50巻、6号、414
ページ、2022年

有

藤原 直人 三菱重工業
カーボンニュートラル達成に向けた水素・
アンモニア焚きガスタービンの取り組み

会誌「エネルギー・資源」
44巻、4号、26
ページ、2023年

江川 拓 三菱重工業
カーボンニュートラルの達成に向けた水素
·アンモニア焚きガスタービンの取組み

三菱重工技報
60巻、3号、
2023年

有

野勢 正和 三菱重工業
脱炭素社会 に 向 け た アンモニア 利
用ガスタービン発電システム

日本石油学会誌 ペトロテック
46巻、10号、
643ページ、

無

(ロ) - (4) 高濃度水素混焼／水素専焼焚きボイラ・発電設備の技術開発

番号 発表者 所属 タイトル 発表雑誌名
巻、号、ペー

ジ、年
査読の
有無

1 津村俊一 三菱重工パワー
インダストリー㈱

多孔燃料ノズルを用いた産業用ボイラにおける燃焼振動
抑制方法に関する研究 日本機械学会誌 Vol.85,No.871:1

-14（2019） 有

2 津村俊一 三菱重工パワー
インダストリー㈱

低振動センターファイアリング型ガスバーナの安燃焼に与え
る噴射圧力の影響 日本燃焼学会誌

Vol.62,No.200:
161-168
（2020）

有

3 高嶋洋平 三菱重工パワー
インダストリー㈱

Development of a low-NOx hydrogen burner
using high pressure injection nozzles. 日本機械学会誌

Vol.9,No.4:1-
14:1-11
（2022）

有

4 高嶋洋平 三菱重工パワー
インダストリー㈱

水素の超低NOx拡散燃焼技術の開発 日本燃焼学会誌
Vol.65,No.213:
170-177
（2023）

有
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【外部発表】(A)学会発表・講演
(イ) - (3) 液化水素の輸送貯蔵機器大型化および受入基地機器に関する開発
①大型輸送・貯蔵技術の開発

番号 発表者 所属 タイトル 学会
査読の
有無

開催地 発表日

1 森本　勝哉 川崎重工業
国際サプライチェーン構築へ向けた液化水
素輸送・貯蔵技術の開発動向

第18回　FC-EXPO 無 東京 2022年3月

2 稲津　晶平 川崎重工業 液化水素運搬船の実用化への取組み
日本船舶海洋工学会
東部支部ワークショップ

無 Web 2022年3月

3 稲津　晶平 川崎重工業 液化水素運搬船の実用化への取組み
溶接学会 春季全国大
会フォーラム

無 Web 2022年4月

4 村岸　治 川崎重工業
国際水素サプライチェーン構築に向けた取
組み

日本船舶海洋工学会
秋季講演会

無 神戸 2022年11月

(ロ) - (1) ドライ低ＮＯｘ 水素専焼ガスタービン技術開発・実証事業

番号 発表者 所属 タイトル 学会
査読の
有無

開催
地

発表日

1 堀川　敦史
技術開発本部　技術研
究所　熱システム研究部

Application of Low NOx Micro-Mix Hydrogen
Combustion to 2MW Class Industrial Gas Turbine

国際ガスタービン会議
IGTC2019 東京

有 東京 2019年11月20日

2 堀川　敦史
技術開発本部　技術研
究所　熱システム研究部

2MW級ガスタービン用水素専焼ドライ低NOx燃焼器の開発と
エンジン試験の速報

第48回日本ガスタービン学会
定期講演会（オンライン）

無
オンラ
イン

2020年10月14日

3 堀川　敦史
技術開発本部　技術研
究所　熱システム研究部

COMBUSTOR DEVELOPMENT AND ENGINE
DEMONSTRATION OF MICRO-MIX HYDROGEN
COMBUSTION APPLIED TO M1A-17 GAS TURBINE

ASME Turbo
Expo2021(オンライン方式)

有
オンラ
イン

2021年6月7日～
2021年6月11日

4 堀川　敦史
技術開発本部　技術研
究所　熱システム研究部

水素専焼ドライ低NOx燃焼技術を用いた熱電供給実証
第49回日本ガスタービン学会
定期講演会（オンライン）

無
オンラ
イン

2021年10月13日

5
Daniel
Kroniger

技術開発本部　技術研
究所　熱システム研究部

Experimental validation of a numerical model for
atmospheric H2/CH4 fueled micromix flames

第49回日本ガスタービン学会
定期講演会（オンライン）

無
オンラ
イン

2021年10月13日

6 神谷　浩武
技術開発本部　技術研
究所　強度研究部

水素・天然ガス混焼時のMicro-mix燃焼器の燃焼振動につ
いて

第49回日本ガスタービン学会
定期講演会（オンライン）

無
オンラ
イン

2021年10月13日

7 堀川　敦史
技術開発本部　技術研
究所　熱システム研究部

100% hydrogen dry low NOx combustor
developments for 2MW class gas turbine

ICOPE-2021(オンライン方
式)

無
オンラ
イン

2021年10月18日

8 堀川　敦史
技術開発本部　技術研
究所　熱システム研究部

COMBINED HEAT AND POWER SUPPLY
DEMONSTRATION OF MICRO-MIX HYDROGEN
COMBUSTION APPLIED TO M1A-17 GAS TURBINE

ASME Turbo Expo2022
ロッテルダム

有
ロッテ
ルダム

2022年6月13日
～2021年6月17
日

9
Daniel
Kroniger

技術開発本部　技術研
究所　熱システム研究部

Novel Fuel Injector Geometry for Enhancing the
Fuel Flexibility of a Dry Low NOx MicroMix Flame

ASME Turbo Expo2022
ロッテルダム

有
ロッテ
ルダム

2022年6月13日
～2021年6月17

10
Daniel
Kroniger

技術開発本部　技術研
究所　熱システム研究部

Combustion Instability Analysis for Dry Low NOx
Micromix Hydrogen Flames

第50回日本ガスタービン学会
定期講演会 福岡

無 福岡 2022年10月12日

11 堀川　敦史
技術開発本部　技術研
究所　熱システム研究部

COMBINED HEAT AND POWER SUPPLY
DEMONSTRATION OF MICRO-MIX HYDROGEN
COMBUSTION APPLIED TO　M1A-17 GAS TURBINE

ICOPE-2023　京都 無 京都 2023年5月23日

12
Daniel
Kroniger

技術開発本部　技術研
究所　熱システム研究部

Unsteady CFD analysis of the flame dynamic of
hydrogen micromix combustion

ICOPE-2023　京都 無 京都 2023年5月24日

13
Daniel
Kroniger

技術開発本部　技術研
究所　熱システム研究部

Effect of fuel injection and composition on
thermoacoustic instability of a micromix flame

第51回日本ガスタービン学会
定期講演会 福井

無 福井 2023年10月4日

14 岡田邦夫
技術開発本部　技術研
究所　熱システム研究部

ドライ水素燃焼器のNOx排出量低減と混焼範囲拡大
第51回日本ガスタービン学会
定期講演会 福岡

無 福井 2023年10月4日
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(ロ) - (2) ＣＯ２フリーアンモニア利用ＧＴＣＣシステムの技術開発

番号 発表者 所属 タイトル 学会
査読の
有無

開催地 発表日

1 谷村 聡 MHPS 水素ガスタービンの開発について
第20回 機械学会関西支部秋季技
術フォーラム

大阪 Oct-19

2 谷村 聡 MHPS
H2 Gas Turbine for Low Carbon
Society

International Gas Turbine
Congress 2019(IGTC2019) 講演

有 東京 Nov-19

3 岸田 宏明 MHPS 発電用ガスタービンにおける水素利用 第48回ガスタービンセミナー 有 東京 Jan-20

4
Haavard
Oevernes

MHPS
MHPS H2 Gas Turbine for Low
Carbon Society

Japan-Norway Hydrogen
Seminar 2020

東京 Feb-20

5 宮本 健司 MHPS 発電用ガスタービンにおける水素利用
火力原子力発電技術協会 東北支部
令和元年度技術講演会

仙台 Feb-20

6 石井　弘実
三菱パ
ワー

セッション③技術開発
第2回GAC国際シンポジウム パネルディス
カッション

Oct-20

7 高田 和正
三菱パ
ワー

CO2排出ゼロに向けての三菱パワーの
取り組み

日本伝熱学会関西支部　第28期第
1回講演討論会

オンライン Apr-21

8 谷村 聡
三菱重
工業

水素・アンモニアガスタービンの開発
日本ガスタービン学会 第49回定期講
演会先端技術フォーラム

有 オンライン Oct-21

9 野勢 正和
三菱重
工業

脱炭素社会に向けたアンモニア利用大
型ガスタービン複合発電システムの開発

日本石油学会　第 65 回年会（第
71 回研究発表会）

東京 May-23

(ロ) - (3) 低炭素社会実現に向けた水素専焼対応型 DryLowNOx 高温ガスタービン発電設備の研究開発

番号 発表者 所属 タイトル 学会
査読の
有無

開催地 発表日

1 福場信一
三菱重
工業

DEVELOPMENT OF
HYDROGEN-FIRED GAS
TURBINE COMBUSTOR

Gas turbines in a carbon-neutral
society 10th International Gas
Turbine Conference

無
ベルギー、
ブリュッセル

2021年10月11日

(ロ) - (4) 高濃度水素混焼／水素専焼焚きボイラ・発電設備の技術開発

番号 発表者 所属 タイトル 学会
査読の
有無

開催地 発表日

1 津村俊一 三菱重工パワー
インダストリー㈱

実機ボイラにおける燃焼振動抑
制法に関する研究

日本燃焼学会（第56
回燃焼シンポジューム）

有 大阪 2018.11.14

2 高嶋洋平 三菱重工パワー
インダストリー㈱

Development of burner for
hydrogen firing boiler

日本燃焼学会
（ICOPE2021）

有 横浜 2021.10.18

3 高嶋洋平
三菱重工パワー
インダストリー㈱

高圧型水素燃焼バーナの実機ボ
イラへの適用性向上

日本燃焼学会（第26
回動力・エネルギー技術
シンポジューム)

有 佐賀 2022.7.14

4 高嶋洋平 三菱重工パワー
インダストリー㈱

水素バーナの低NOx技術開発
日本燃焼学会（第60
回燃焼シンポジューム)

有 東京 2022.11.24

5 上妻富明
三菱重工パワー
インダストリー㈱

Development of Low NOx
Combustion Technology for
Hydrogen

日本燃焼学会
（ICOPE2023） 有 京都 2023.5.23

6 上妻富明
三菱重工パワー
インダストリー㈱

高温・低酸素濃度雰囲気におけ
る水素の拡散燃焼技術開発と追
い焚きダクトバーナによる実証

日本燃焼学会（第61
回燃焼シンポジューム) 有 秋田 2023.11.15
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【外部発表】(B)学会ポスター発表
(ロ) - (2) ＣＯ２フリーアンモニア利用ＧＴＣＣシステムの技術開発

番号 発表者 所属 タイトル 学会名称
査読の
有無

開催地 発表日

1 谷村　聡 MHPS Hydrogen Gas Turbine
International Gas Turbine Congress
2019 (IGTC2019) パネル展示

無 東京 Nov-19
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【外部発表】(C)講演等
(イ) - (1) 有機ケミカルハイドライド法による未利用エネルギー由来水素サプライチェーン実証
番号 発表者 所属 タイトル 講演会・講習会・カンファレンス等の名称 開催地 発表日

1
高野　宗一
郎

Hydrogen Storage and
Transportation using SPERA
Hydrogen Process for realizing Low-
Carbon Society

The 7th World Hydrogen
Technologies Convention

2017/7/12

2
遠藤英樹GM

千代田化工建設
世界に先駆けた国際間水素サプライチェーン
商用化事業の全容

JPI カンファレンス 2017/9/26

3 黒崎大輔GL 千代田化工建設
世界に先駆けた国際間水素サプライチェーン
実証のご紹介

川崎市水素ネットワーク協議会 2017/10/13

4
千代田化工
建設

千代田化工建設
SPERA水素 千代田の水素供給事業
世界に先駆けた国際間水素サプライチェーン
実証のご紹介

INCHEM TOKYO 2017/11/20

5 三菱商事 三菱商事
Establishing a Hydrogen Supply
Chain to Japan

APEC Energy Working Group 54
EV and Hydrogen Technology
Policy Workshop

2017/11/21

6 AHEAD AHEAD 水素事業全般 在ブルネイ日本大使館レセプション 2017/11/28

7 三菱商事 三菱商事 水素エネルギー事業構築に向けた取り組み 敦賀商工会議所向け講演 2018/2/7

8 三菱商事 三菱商事 水素エネルギー事業構築に向けた取り組み
ナノテクノロジービジネス推進協議会主
催 ‘環境・エネルギー研究会

2018/3/15

9
千代田化工
建設

千代田化工建設 SPERA水素　千代田の水素供給事業 川崎国際環境技術展 2018/2/1

10
AHEAD　成
毛理事

千代田化工建設
/AHEAD

SPERA水素　千代田の水素供給事業（プ
レゼンおよび映像）

東京都水素エネルギー推進セミナー 2018/2/1

11 岡田技師⾧ 千代田化工建設
有機ハイドライド国際水素サプライチェーン構
築に向けた取組み

ハグミュージアム 2018/2/20

12 川崎市 川崎市 水素サプライチェーン構築モデル FC Expo 2018/2/28

13 三菱商事 三菱商事 ブルネイに於ける三菱商事の取組み 駐日ブルネイ大使館 2018/2/26

14 成毛理事 AHEAD
有機ハイドライド法および水素サプライチェーン
実証

Palace Hotel 2018/3/1

15
千代田化工
建設

千代田化工建設 Chiyoda in PNG
Kumul Petroleum　（パプア国営石
油会社）主催 Energy Summit

2018/3/19

16
千代田化工
建設

千代田化工建設
Large-scale hydrogen storage and
transportation technology

HANNOVER MESSE/第12回日独
経済フォーラム

2018/4/25

17 岡田技師⾧ 千代田化工建設 『創る・運ぶ』水素製造・運搬・利用技術 日本溶接学会シンポジウム 2018/4/24

18 三菱商事 三菱商事 水素エネルギー事業について 第31回日智経済委員会 2018/5/23

19 岡田技師⾧ 千代田化工建設 SPERA水素システムの開発状況と展望
第3回 水素再エネ社会の新事業創出
フォーラム

2018/5/30

20 河合 千代田化工建設
有機ハイドライド法を用いた水素の大量貯蔵
輸送技術

(一社)日本高圧力技術協会 技術セミ
ナー

2018/6/28

21 岡田技師⾧ 千代田化工建設
Large-Scale Hydrogen Storage and
Transportation System
-“SPERA Hydrogen TM” System-

World Hydrogen Energy
Conference 2018

2018/6/19

22 福田市⾧ 川崎市 川崎市リーディングプロジェクト一覧 日経社会イノベーションフォーラム 2018/7/24

23
千代田化工
建設

千代田化工建設
世界に先駆けた国際間水素サプライチェーン
実証のご紹介

アジア・大洋州における気候変動と脆弱
性に関する国際会議

2018/7/12

24
千代田化工
建設

千代田化工建設 SPERA水素　千代田の水素供給事業 smart engineering tokyo2018 2018/7/18

25
千代田化工
建設

千代田化工建設 国際間水素サプライチェーン実証紹介 ブルネイ大学 2018/9/4

26
千代田化工
建設

千代田化工建設
Large-Scale Hydrogen Storage and
Transportation System

Green Hydrogen for the Chilean
Energy Transition

2018/9/4

27 AHEAD AHEAD
Introduction of Liquid Organic
Hydrogen Carrier and the Global
Hydrogen Supply Chain Project

International Hydrogen
Infrastructure Workshop

2018/9/12

28
千代田化工
建設

千代田化工建設
有機ハイドライド法を用いた水素の大量貯蔵
輸送技術

化学工学会 第50回秋季大会 2018/9/20

29 AHEAD AHEAD
The world’s first SPERA hydrogen
supply chain starts in 2020

ブルネイ　天皇誕生日祝賀会 2018/12/3

30 清水専務 千代田化工建設
SPERA Hydrogen
Hydrogen Supply Chain by LOHC
System

水素閣僚会議 2018/10/23

31 山東社⾧ 千代田化工建設
水素社会実現に向けた　千代田化工建設の
取組み

第12回日中省エネルギー・環境総合
フォーラム

2018/11/25
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番号 発表者 所属 タイトル 講演会・講習会・カンファレンス等の名称 開催地 発表日

32 岡田技師⾧ 千代田化工建設
Development of SPERA Hydrogen
system and its prospects

The 4th Korea-Japan Joint
Symposium on Hydrogen in
Materials

2018/11/16

33
千代田化工
建設

千代田化工建設
水素社会に向けた水素の大規模貯蔵輸送
技術による取り組み

第11回 『よこはま水素エネルギー協議
会』 セミナー

2018/12/7

34
千代田化工
建設

千代田化工建設
2018 California Hydrogen and Fuel
Cell Summit

California Hydrogen Business
Council

2018/12/10

35
千代田化工
建設

千代田化工建設

「SPERA Hydrogen  The global
hydrogen supply chain demo
project」「Introduction of Hydrogen
Supply Chain」

WFES 2019 - World Future
Energy Summit

2019/1/14

36 東亜石油 東亜石油 水素サプライチェーン実証事業への協力 エコビジネスフォーラム 2019/2/7

37
千代田化工
建設

千代田化工建設 SPERA水素 千代田の水素供給事業 第11回 川崎国際環境技術展 2019/2/7

38 河合 千代田化工建設
有機ハイドライド法を用いた水素の大量貯蔵
輸送技術(SPERA水素)

日本計装工業会 講演会 2019/2/22

39 ⾧井部⾧ 千代田化工建設
SPERA水素  国際間水素サプライチェーン実
証プロジェクト

FC-EXPO　第15回水素・燃料電池展 2019/2/27

40
千代田化工
建設

千代田化工建設
Chiyoda Hydrogen Supply Chain
Vision

第5回集光型太陽熱技術研究会 2019/3/1

41 岡田技師⾧ 千代田化工建設
水素の大規模貯蔵輸送技術
-SPERA水素Ⓡシステム-の開発と展望

第84回 化学工学会年会 2019/3/14

42 岡田技師⾧ 千代田化工建設
Liquid Organic Hydrogen Carrier
Technology for Hydrogen Storage
and Transportation in Large-Scale

Stanford 大学 Htdrogen
Workshop

2019/3/25

43 東亜石油 東亜石油 脱水素プラント建設工事起工式等 株主通信およびCSRレポート 2019/3/27

44
千代田化工
建設

千代田化工建設 Hydrogen Supply Chain
Chiyoda in Brief　（会社紹介定型
プレゼン資料）

2019/6/1

45 岡田技師⾧ 千代田化工建設
Development of SPERA HydrogenTM
System using LOHC

World Hydrogen Technology
Convention 2019

2019/6/3

46
千代田化工
建設

千代田化工建設
Overview of the Hydrogen Market
Energy of the Future?

Credit Suisse Hydrogen Seminar 2019/6/19

47 ⾧井部⾧ 千代田化工建設 水素大量導入時代に向け
日刊工業新聞、エネ総工研web「エネ
ルギーの新潮流」2019/7/1・
2019/8/1

2019/7/1

48
千代田化工
建設

千代田化工建設
有機ケミカルハイドライド法による未利用エネル
ギー由来水素サプライチェーン

G20大阪サミット、国際メディアセンター
内での展示

2019/6/27

49 岡田技師⾧ 千代田化工建設
大規模水素貯蔵輸送技術によるPower to
Gas実現への展望

技術情報センター　Power to Gasセミ
ナー

2019/6/28

50
Chiyoda
Oceania
Pty Ltd

千代田化工建設
Overview of the Hydrogen Market
Energy of the Future?

Credit Suisse Hydrogen Seminar 2019/6/19

51 ⾧井部⾧ 千代田化工建設
再生可能エネルギー由来の水素供給事業
－有機ケミカルハイドライド法－

第14回再生可能エネルギー世界展示
会＆フォーラム

2019/7/10

52 福田市⾧ 川崎市 水素エネルギー社会の実装とグローバル連携 日経イノベーションフォーラム 2019/7/24

53
千代田化工
建設

千代田化工建設
有機ケミカルハイドライド法による水素の大量
貯蔵・輸送技術の開発

第49回　石油・石油化学討論会 2019/10/31

54 岡田技師⾧ 千代田化工建設

水素貯蔵輸送技術によるPower to Gasへ
の適用と今後の展望
- SPERA水素システムの展開と応用技術開
発 -

JPIセミナー 2019/9/18

55 三菱商事 三菱商事 Demonstration　Project “AHEAD”
Hydrogen Energy Ministerial
Meeting 2019

2019/9/25

56 岡田技師⾧ 千代田化工建設
SPERA Hydrogen System
- H2 Storage and Transportation in
Large-scale -

RD20(Research and
Development 20 for clean
energy technologies)

2019/10/11

57
千代田化工
建設

千代田化工建設
テーマ「日本をもっと身近に」（ミャンマーに進
出している日本企業を広く紹介する展示会の
中で、当社の取組みを紹介）

Japan-Myanmar Resource,
Trade & Investment EXPO 2019
映像放映

2019/10/19

58
千代田化工
建設

千代田化工建設
SPERA水素＠千代田の水素サプライチェーン
 （有機ケミカルハイドライド法）

TOKYO　MOTOR　SHOW 2019 ×
COUNTDOWN　SHOWCASE
FUTURE EXPO

2019/10/23

59
千代田化工
建設

千代田化工建設
Advances in Chemical Carriers for
Hydrogen

2019 Fuel Cell Seminar &
Energy Exposition, Long Beach,
California

2019/11/5

60 三菱商事 三菱商事
蓄電池や水素を活用した脱炭素化への取組
みについて

東工大AESセンターシンポジウム 2019/11/7
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番号 発表者 所属 タイトル 講演会・講習会・カンファレンス等の名称 開催地 発表日

61
千代田化工
建設

千代田化工建設
Advances in chemical Carriers for
hydrogen

Department of Energy
Hydrogen Carrier Workshop

2019/11/13

62
千代田化工
建設

千代田化工建設
SPERA水素＠千代田の水素サプライチェーン
（有機ケミカルハイドライド法）

第12回川崎国際環境技術展 2019/11/13

63 AHEAD AHEAD
SPERA水素＠千代田の水素サプライチェーン
（有機ケミカルハイドライド法）

ブルネイオープニングセレモニー　展示 2019/11/27

64 岡田技師⾧ 千代田化工建設
Development of SPERA Hydrogen
TM System using LOHC

Kuwait Symposium on Blue
Hydrogen(JCCP/Kuwait
Foundation共催)

2019/12/12

65
千代田化工
建設

千代田化工建設
The World’s First  Global Hydrogen
Supply Chain Demonstration Project
Update

ERIA Annex Office, Jakarta,
Indonesia

2019/12/16

66
千代田化工
建設

千代田化工建設
SPERA水素＠千代田の水素サプライチェーン
（有機ケミカルハイドライド法）

水素エネルギーイベント＠MEGAWEB
映像放映・パンフ配布

2019/12/21

67 岡田技師⾧ 千代田化工建設
水素の大規模貯蔵輸送技術の開発と展望
-SPERA水素システムの開発と今後の展望-

公益財団法人原総合知的通信システ
ム基金特別セミナー

2020/1/30

68
千代田化工
建設

千代田化工建設 MCH_LOHC_System
Stanford University Explore
Course ERE205 Hydrogen
Economy

2020/2/12

69 AHEAD AHEAD

"The World's First Global Hydrogen
Supply Chain starts in 2020
“ by SPERA Hydrogen® between
Brunei Darussalam and Kawasaki,
Japan.

天皇誕生日式典展示＠ブルネイ 2020/2/18

70 ⾧井部⾧ 千代田化工建設
大規模水素供給チェーンに向けた歩み＜
SPERA水素＞

川崎水素戦略シンポジウム 2020/2/19

71 Hysut Hysut
SPERA水素®　千代田の水素サプライチェー
ン
（有機ケミカルハイドライド法）

FC-EXPO2020　映像放映 2020/2/26

72 東亜石油 東亜石油
水素サプライチェーン事業　脱水素プラント完
成

東亜石油殿株主向け資料（2回/年
発行）

2020/3/1

73 AHEAD AHEAD
川崎市水素戦略リーディングプロジェクト進捗
状況報告　【水素サプライチェーン構築モデル】

令和2年第1回　川崎臨海部水素ネッ
トワーク協議会

2020/7/31

74 岡田技師⾧ 千代田化工建設
「水素貯蔵輸送技術のPower to Gasへの
適用可能性と今後の展望」

日本計画研究所（JPI）セミナー 2020/8/6

75 山東社⾧ 千代田化工建設 SPERA Hydrogen for the Future 水素閣僚会議2020 2020/10/14

76
千代田化工
建設

千代田化工建設

Shipping of Hydrogen from Brunei to
Japan – Building a Global Hydrogen
Network through “SPERA Hydrogen
®”-

The 5th International
Conference on Maritime
Hydrogen and Marine Energy

2020/10/15

77
千代田化工
建設

千代田化工建設
世界初国際間水素サプライチェーンの紹介
～水素の大規模貯蔵輸送システムとサプライ
チェーン構想～

CSJ化学フェスタ 2020/10/20

78 ⾧井部⾧ 千代田化工建設 SPERA水素ビジネス紹介
2020中国（太原）国際エネルギー産
業博覧会

2020/10/20
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(イ) - (2) 未利用褐炭由来水素大規模海上輸送サプライチェーン構築実証事業
番号 発表者 所属 タイトル 講演会・講習会・カンファレンス等の名称 開催地 発表日

1 西村 元彦 川崎重工業(株) CO2フリー水素導入構想への取り組み 環境委員会主催講演会 2015/12/3
2 千代 亮 川崎重工業(株) 水素社会の実現に向けた取り組み 千葉市　地球環境保全セミナー 千葉市 2015/12/17

3 原田 栄一 川崎重工業(株)
水素エネルギーサプライチェーン実現への取り
組み

神戸市議会 神戸市 2015/12/17

4 西村 元彦 川崎重工業(株) CO2フリー水素導入構想と技術開発 国土交通省　海事局　環境政策課 2016/1/8
5 西村 元彦 川崎重工業(株) 水素チェーン構想と安全への取組み 近畿地区7高専連携シンポジウム 2016/1/17

6 洲河 誠一 川崎重工業(株) CO2フリー水素導入構想と技術開発
東北再生可能エネルギー研究会/平成27 年度
総会・講演会 /~東北地方での水素利用を考え
る~

2016/1/19

7 西村 元彦 川崎重工業(株)
水素エネルギーサプライチェーン 実現への取り
組み

兵庫県　次世代産業雇用創造プロジェクト/水素
関連産業市場への企業参入支援事業/水素社
会実現に向けたサプライチェーンの動向と課題

兵庫県 2016/1/26

8 西村 元彦 川崎重工業(株) Kawasaki Hydrogen Road 水素先端世界フォーラム2016 2016/2/3

9 西村 元彦 川崎重工業(株)
IMPORT of LOW-CARBON
HYDROGEN from OVERSEAS

I2CNER International Workshop 2016/2/6

10 山崎 徹 川崎重工業(株)
水素エネルギー導入と水素ガスタービン発電の
実現に向けた川崎重工の取組み

第10回 イワタニ水素エネルギーフォーラム 大阪 大阪府 2016/2/9

11 西村 元彦 川崎重工業(株) 川崎重工業の水素社会への取り組み 第199回ＦＫＴ会 2016/2/10

12 洲河 誠一 川崎重工業(株)
Hydrogen Supply Chain with Long
Distance Transport

海事における将来技術とファイナンスに関するセミ
ナー

2016/2/12

13 西村 元彦 川崎重工業(株)
世界に先んじて水素サプライチェーン構築を目
指す川崎重工のチャレンジ

日本計画研究所（ＪＰＩ）エグゼクティブセミ
ナー

2016/2/18

14 西村 元彦 川崎重工業(株)
水素エネルギーの本格実用化を担う、水素サ
プライチェーン・インフラ技術

「次世代エネルギー社会の行方」 2016/3/1

15 原田 栄一 川崎重工業(株)
水素エネルギーサプライチェーン 実現への取り
組み

FC EXPO 基調講演 2016/3/2

16 西村 元彦 川崎重工業(株)
「水素社会への取組み～業界参入に向けて
求められること～」

神戸商工会議所 ビジネスマッチングフェア 2016 2016/3/9

17 洲河 誠一 川崎重工業(株)
How Japan is Building its Green
(Hydrogen) Value Chain

Global Energy Village 2016/4/11

18 千代 亮 川崎重工業(株)
水素エネルギーサプライチェーンの実現に向け
た取組み

FEE活動説明会 2016/4/21

19 洲河 誠一 川崎重工業(株)
水素エネルギーサプライチェーンの実現に向け
た川崎重工の取り組み

かがわエネルギーフォーラム 2016/5/23

20 山本　滋 川崎重工業(株)
水素エネルギーサプライチェーンの実現に向け
た川崎重工の取り組み

東海圏開発プロジェクト分科会 2016/5/23

21 千代 亮 川崎重工業(株)
Kawasaki Heavy Industries activity
for realizing the hydrogen society

Tekna's Small Scale LNG conference,
Norway

2016/5/31

22 西村 元彦 川崎重工業(株)
「水素をつくる・はこぶ・ためる・つかう」～水素
エネルギーが普及する未来の社会～

神戸市・水素エネルギー講演会 神戸市 2016/6/3

23 吉村 健二 川崎重工業(株)
CO2フリー水素サプライチェーン実現に向けた
取組み

中部地区ボイラー・タービン主任技術者会 2016/6/3

24 洲河 誠一 川崎重工業(株)
水素エネルギーサプライチェーンの実現に向け
た川崎重工の取り組み

第8回 神戸ものづくり中小企業展示商談会 神戸市 2016/6/17

25 牧村 実 NIRO
持続可能な社会に向けた水素エネルギーの
活用と展開について　～新たなエネルギー・オ
プションへの挑戦～

関西大学創立120周年記念事業　シンポジウム
日本とエネルギーの未来を考える

兵庫県 2016/6/29

26 原田 栄一 川崎重工業(株)
CO2フリー水素サプライチェーン構想実現への
取り組み

日経イノベーションフォーラム 2016/7/12

27 西村 元彦 川崎重工業(株)
クリーン水素エネルギーサプライチェーン実現に
向けた川崎重工の取組

「広域関東圏水素・燃料電池連携体」キックオフ
シンポジウム

2016/7/19

28 洲河 誠一 川崎重工業(株)
水素エネルギーサプライチェーンの実現に向け
た川崎重工の取り組み

CCTワークショップ2016 2016/7/20

29 西村 元彦 川崎重工業(株)
水素エネルギーサプライチェーンの本格稼働を
目指して!－2020年～パイロット実証開始
－

第132回 「全国経営者セミナー」 2016/7/21

30 千代 亮 川崎重工業(株)
水素エネルギーサプライチェーンの実現に向け
た川崎重工の取り組み

FCCJ:CO2フリー水素セミナー 2016/7/29

31 松本 俊一 川崎重工業(株)
水素エネルギーサプライチェーンの実現に向け
た川崎重工の取り組み

東京都次世代イノベーション2020 東京都 2016/8/3

32 洲河 誠一 川崎重工業(株)
Toward Realization of a Hydrogen
Energy Supply Chain

160804　マテリアルズ・テーラリング研究会 2016/8/4

33 松本 俊一 川崎重工業(株)
水素エネルギーサプライチェーンの実現に向け
た川崎重工の取り組み

公益財団法人原総合知的通信システム基金主
催特別セミナー

2016/8/25

34 加賀谷 博昭 川崎重工業(株)
Safety Measures in Design of
Liquefied Hydrogen Carriers

IMO CCC3 Work Shop 2016/9/2

35 牧村 実 NIRO
新たなエネルギーオプション「水素」の導入と次
世代成⾧産業への展開

兵庫県次世代産業雇用創造プロジェクト 兵庫県 2016/9/14

36 孝岡 祐吉 川崎重工業(株) 液化水素運搬船について
日本船舶海洋工学会(関西船舶海洋流体力学
研究会)

2016/9/29

37 千代 亮 川崎重工業(株) CO2-Free Hydrogen Supply Chain
炭素隔離リーダーシップフォーラム（CSLF）年次
会合

2016/10/5

303



 

番号 発表者 所属 タイトル 講演会・講習会・カンファレンス等の名称 開催地 発表日

38 千代 亮 川崎重工業(株)
水素エネルギーサプライチェーンの実現に向け
た川崎重工の取り組み

高分子学会/水素・燃料電池材料研究会 2016/10/14

39 千代 亮 川崎重工業(株)
Import to Low-Carbon Hydrogen
from Oversea

The 11th National Conference on
Hydrogen Energy and Fuel Cells in
National Taipei University of
Technology, Taiwan.

台湾 2016/10/17

40 西村 元彦 川崎重工業(株)
海外連携による水素エネルギーサプライチェー
ンの実現に向けた取組み

METI⾧期温暖化対策プラットフォーム「海外戦略
タスクフォース」第2回会合

2016/10/28

41 原田 栄一 川崎重工業(株)
水素サプライチェーンの実現に向けた川崎重
工の取組み

全国空港ビル協会技術研修会 2016/11/10

42 山本　滋 川崎重工業(株)
水素サプライチェーンの実現に向けた川崎重
工の取組み

イワタニ水素エネルギーフォーラム周南 2016/11/11

43

加賀谷 博
昭、孝岡 祐
吉、Ahmer
Saeed

川崎重工業(株)、
Shell Japan Ltd.

Safety Considerations for Design of
Pilot Liquefied Hydrogen Carriers

SIGTTO Japan Regional Forum 2016/11/15

44 千代 亮 川崎重工業(株)
水素サプライチェーンの実現に向けた川崎重
工の取組み

神戸市企業立地セミナー 神戸市 2016/11/15

45 洲河 誠一 川崎重工業(株)
水素サプライチェーンの実現に向けた川崎重
工の取組み

化学工学会関西支部/水素社会を目前にして 2016/11/16

46 山本　滋 川崎重工業(株)
水素サプライチェーンの実現に向けた川崎重
工の取組み

神戸地域ビジョン 神戸市 2016/11/21

47 洲河 誠一 川崎重工業(株)
水素サプライチェーンの実現に向けた取組みに
ついて

兵庫県試験・分析技術研究会 2016/11/21

48 西村 元彦 川崎重工業(株)
水素サプライチェーンの実現に向けた川崎重
工の取組み

神戸エネルギーフォーラム 神戸市 2016/11/22

49 山本　滋 川崎重工業(株)
水素サプライチェーン構築実証事業における
液化水素基地の概要と川崎重工業の取組
み

神戸市産業振興財団・水素クラスター勉強会 神戸市 2016/11/22

50 洲河 誠一 川崎重工業(株)
水素エネルギーサプライチェーン実現に向けた
取組み

触媒学会　水素の利用と製造のための触媒技術
研究会

2016/11/25

51 ⾧谷川 卓 川崎重工業(株)
Toward Realization of a Hydrogen
Energy Supply Chain

第1回日豪炭素資源有効利用シンポジウム 2016/11/28

52 西村 元彦 川崎重工業(株)
水素エネルギーサプライチェーン実現への取組
み

自動車技術会 関東支部講演・講習会 2016/12/9

53 原田 栄一 川崎重工業(株) 水素をつくる・はこぶ・ためる・つかう
第61回日本エネルギー学会関西支部合同研究
発表会講演会

2016/12/9

54 西村 元彦 川崎重工業(株)
海外からの液化水素サプライチェーン構築への
取組み

日本エネルギー学会　第3回水素エネルギー講演
会

2016/12/16

55 牧村 実 NIRO
将来のエネルギーオプション「水素」の導入と次
世代成⾧産業への展開

神戸生産技術研究会 2017/1/19

56 洲河 誠一 川崎重工業(株)
液化水素サプライチェーン実現に向けた取組
み

日本機械学会・関東支部 水素社会向けた取組
みの最前線

2017/1/23

57 孝岡 祐吉 川崎重工業(株) 液化水素運搬船について Ship-COREセミナー 2017/1/26

58 千代 亮 川崎重工業(株)
CO2フリー水素サプライチェーンプロジェクトと関
連製品の開発

山形県新エネルギー産業事業化促進協議会主
催セミナー

山形県 2017/1/27

59 西村 元彦 川崎重工業(株)
液化水素サプライチェーン実現に向けた取組
み

日本科学未来館サイエンティスト・トーク 2017/1/29

60 洲河 誠一 川崎重工業(株)
水素エネルギー利用社会の実現に向けた取
組み

神戸の地域エネルギーを未来に繋ぐ懇談会 2017/2/17

61 西村 元彦 川崎重工業(株) Long distance transportation of LH2 ノルウェーセミナー 2017/2/28
62 神谷 祥二 川崎重工業(株) 液化水素による水素の大量輸送技術 日本化学会春季年会 2017/3/17

63 松本 俊一 川崎重工業(株)
水素エネルギーサプライチェーン実現に向けた
川崎重工の取組み

RITE無機膜研究センター産業化 2017/3/31

64 西村 元彦 川崎重工業(株)
CO2フリー水素サプライチェーン実現への川崎
重工の取組み

第24回燃料電池シンポジウム 東京都 2017/5/26

65 西村 元彦 川崎重工業(株)
国際液化水素サプライチェーン実現への取組
み

東京工業大学GHEC/第6回ワークショップ 東京都 2017/6/26

66 西村 元彦 川崎重工業(株)
世界初として着手した「液化水素サプライ
チェーン公知」の進歩と20年を目指した国内
外連携プロジェクトの展開

日本計画研究セミナー 東京都 2017/6/28

67 千代 亮 川崎重工業(株) 水素エネルギーサプラチェーン実現への取組み CCTワークショップ 東京都 2017/6/21

68 ⾧谷川 卓 川崎重工業(株)
Introduction of Liquefied Hydrogen
Energy Supply Chain Pilot Project in
Japan

5th International Workshop on
Hydrogen

ベルリン 2017/5/17

69
産業技術総
合研究所

Research and development of
temperature sensor for an ocean-
going liquid hydrogen carrier

World Hydrogen Technology Convention
2017

プラハ
2017/7/9～
7/12

70 大畑 博資 電源開発（株）
水素サプライチェーン構築に向けた取組みにつ
いて

電事連第3回水素技術検討会 2017/8/3

71 谷澤 克治
海上技術安全研
究所

The Role of NMRI to the Japanese
Shipbuilding Industries

The 2017 INTERNATIONAL PYMPOSIUM
on Hydrodynamics Testing Facility for
Supporting Indonesia Maritime Industry

インドネ
シア

2017/9/5
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72 西村 元彦 川崎重工業(株)
International Liquefied Hydrogen
Supply Chain

2017 Saudi Aramco-JCCP Symposium
on the Global Perspective of the
hydrogen

東京都 2017/9/13

73 原田 栄一 川崎重工業(株)
水素サプライチェーンの実現に向けた川崎重
工の取組み

国際フロンティア産業メッセ2017 神戸市 2017/9/8

74 洲河 誠一 川崎重工業(株)
水素エネルギーサプライチェーンの実現に向け
た取組み

化学工業学会 第49回秋季大会環境部会シン
ポジウム

名古屋
市

2017/9/21

75 西村 元彦 川崎重工業(株) 水素サプライチェーンの実現に向けた取組み NEDOフォーラム2017in兵庫 兵庫県 2017/9/26

76 山本　滋 川崎重工業(株)
国際水素サプライチェーンの実現に向けた川
崎重工の取組み

神戸空港ターミナル講演会 神戸市 2017/10/7

77 山本　滋 川崎重工業(株)
国際水素サプライチェーンの実現に向けた川
崎重工の取組み

第9回よこはま水素エネルギー協議会セミナー 横浜市 2017/10/25

78 原田 栄一 川崎重工業(株)
未利用褐炭由来大規模海上輸送サプライ
チェーン構築実証事業について

第17回九州低炭素システム研究会
北九州
市

2017/10/11

79 ⾧谷川 卓 川崎重工業(株)
Toward Realization of a Hydrogen
Energy Supply Chain

CEA TECH DAYs 東京都 2017/10/12

80
Hydrogen
Council

Roadmap toward a hydrogen
economy

Hydrogen Council Annual CEO Meeting 2017/11/13

81 西村 元彦 川崎重工業(株)
International Liquefied Hydrogen
Supply Chain

台日水素フォーラム 台湾 2017/10/19

82 千代 亮 川崎重工業(株) 国際水素サプライチェーン実現への取組み JST/JAXA/ISAS水素シンポジウム 東京都 2017/11/14

83 山本　滋 川崎重工業(株)
水素エネルギーサプライチェーン全般と液化水
素運搬船開発＆燃料電池船の照会

日本船舶機関士協会　技術講演会 東京都 2017/11/22

84 金花 芳則 川崎重工業(株)
Production of CO2-free H2,
transcontinental LH2 tranport, H2-
based power generation

Hydrogen Council Annual Meeting ドイツ 2017/11/13

85 原田 栄一 川崎重工業(株)
国際水素サプライチェーンの実現に向けた川
崎重工の取組みおよび神戸における実証プロ
ジェクトについて

神戸の地域エネルギーを未来につなぐシンポジウム 神戸市 2017/12/10

86 西村 元彦 川崎重工業(株) 来るべき水素社会へ向けて 高温ガス炉プラント研究会 第12回定期講演会 東京都 2018/1/25

87 山下 誠二 川崎重工業(株) 水素液化貯蔵システムの開発
エネルギー資源学会 第34回エネルギーシステム・
経済・環境コンファレンス

東京都 2018/1/25

88 西村 元彦 川崎重工業(株)
脱炭素社会へ貢献する国際水素サプライ
チェーン技術実証への取組み

水素エネルギー推進セミナー 東京都 2018/2/1

89 稲津 晶平 川崎重工業(株) 水素で拓く海事産業の未来
平成29年度中小造船所・舶用工業経営技術セ
ミナー

東京都 2018/2/7

90 ⾧谷川 卓 川崎重工業(株)
国際水素サプライチェーンの実現に向けた川
崎重工の取組

近畿地区自治体ボイラータービン主任技術者会
議

神戸市 2018/2/9

91 西村 元彦 川崎重工業(株)
未利用褐炭由来大規模海上輸送サプライ
チェーン構築時sy層事業への取組み

第12回イワタニ水素エネルギーフォーラム
大阪、
東京

2018/2/13、
4/17

92 山本　滋 川崎重工業(株)
国際水素サプライチェーンの実現に向けた川
崎重工の取組

堺市水素エネルギー社会推進協議会セミナー 大阪府 2018/2/20

93 山本　滋 川崎重工業(株)
International Liquefied Hydrogen
Supply Chain

バーデン・ヴェルテンベルグ州経済振興公社主催意
見交換会

東京都 2018/3/1

94 西村 元彦 川崎重工業(株)
低炭素から脱炭素社会に向けた次世代火力
発電システムの最新事例

第2回次世代火力展 東京都 2018/3/1

95 吉村 健二 川崎重工業(株)
KHI's Activity for International
Liquefied Hydrogen Supply Chain

IEA先端燃料に関する技術協力プログラム運営会
議

東京都 2018/3/1

96 山本　滋 川崎重工業(株)
国際水素サプライチェーンの実現に向けた川
崎重工業の取組み

甲南新素材フロンティア研究プロジェクト第1回公
開シンポジウム

神戸市 2018/3/2

97 千代 亮 川崎重工業(株)
Development of Overseas Energy
Carrier with Liquid Hydrogen

Global Warming and Decarbonization
4th International Symposium

ベニス 2018/3/2

98 稲津 晶平 川崎重工業(株) 国際水素サプライチェーンの構築について 第51回神戸ラスキン会 神戸市 2018/3/9

99 ⾧谷川 卓 川崎重工業(株)
KHI's Activity for International
Liquefied Hydrogen Supply Chain

Workshop Hydrogen Economy March 23 東京都 2018/3/23

100 西村 元彦 川崎重工業(株)
International Liquefied Hydrogen
Supply Chain

神戸市、ハンブルグ市、フローニンゲン州 環境・エネ
ルギーセミナー

神戸市 2018/4/3

101 森本 勝哉 川崎重工業(株)
Liquefied Hydrogen Supply Chain
and Carrie Ship to Realize Hydrogen

第27回 Gas Conference
ノル
ウェー

2018/4/10

102 千代 亮 川崎重工業(株)
国際水素サプライチェーンの実現に向けた川
崎重工の取組

第6回GS+I公開セミナー 東京都 2018/4/10

103 千代 亮 川崎重工業(株)
International Liquefied Hydrogen
Supply chain

18th Annual Global Energy Village
バルセロ
ナ

2018/4/18

104 原田 栄一 川崎重工業(株)
KHI's portion in the Pilot Hydrogen
Energy Supply Chain Project

豪州プロジェクト開始記念ミーティング
豪ビクト
リア州

2018/4/19

105 ⾧谷川 卓 川崎重工業(株)
KHI Activity for Hydrogen Supply
Chain

第12回日独経済フォーラム ドイツ 2018/4/25

106 重清 秀雄 川崎重工業(株)
International Liquefied Hydrogen
Supply Chain

The Annual Asia Pacific CCS Forum 中国 2018/5/9

107
原田 栄一、
西村 元彦

川崎重工業(株) ― 水素エネルギー政策国際会議(IPHE) 神戸市 2018/5/10

108 西村 元彦 川崎重工業(株)
日豪液化水素サプライチェーン構築への取組
と技術開発

水素・再生エネルギー社会の新事業創出フォーラ
ム

東京都 2018/5/30
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109 千代 亮 川崎重工業(株)
国際水素サプライチェーンの実現に向けた川
崎重工の取組み

第45回水素研究会 東京都 2018/6/4

110 ⾧谷川 卓 川崎重工業(株)
KHI Activity for Hydrogen Supply
Chain

22th World Hydrogen Energy Supply
Chain

ブラジル 2018/6/20

111 小俣 浩次 電源開発（株） 豪州褐炭からの水素製造技術 クリーンコールテクノロジーワークショップ2018 2018/6/20

112 西村 元彦 川崎重工業(株)
「国際水素サプライチェーンの実現に向けた川
崎重工の取組み～豪州産褐炭水素プロジェ
クト・神戸水素発電実証事業を例に～」

環境・エネルギービジネス研究会 大阪府 2018/6/22

113 山本　滋 川崎重工業(株)
国際水素サプライチェーンの実現に向けた川
崎重工業の取組み

第39回スマートグリッド／スマートコミュニティー研究
会

大阪府 2018/6/26

114 西村 元彦 川崎重工業(株)
『国際水素サプライチェーン構築』2020年を
目指した国内外連携プロジェクト パイロット実
証の進捗と今後の展開

日本計画研究所セミナー 東京都 2018/7/11

115 山本　滋 川崎重工業(株)
International Liquefied Hydrogen
Supply Chain

中国訪問団神戸スマコミ見学講演 神戸市 2018/7/12

116 原田 栄一 川崎重工業(株) ― 日経社会イノベーションフォーラム 東京都 2018/7/24
117 宮崎 淳 岩谷産業（株） ― 日経社会イノベーションフォーラム 東京都 2018/7/24

118 山本　滋 川崎重工業(株)
国際水素サプライチェーンの実現に向けた川
崎重工の取組み

第1回水素・燃料電池関連産業セミナー 仙台市 2018/8/9

119 西村 元彦 川崎重工業(株)
国際液化水素サプライチェーン構築への取り
組みと水素発電実証

JEMA第96回新エネルギー講演会 東京都 2018/9/6

120 猪俣 昭彦 川崎重工業(株)
Standardization of transfer arms for
marine transportation of liquefied
hydrogen

37th ISO TC8 Plenary 神戸市 2018/9/18

121 中土 洋輝 川崎重工業(株)

Toward development of the large
scale liquefied hydrogen
transportation and storage
technology

3th Workshop on Hydrogen Cryogenics
2018

神戸市 2018/9/21

122 山本 滋 川崎重工業(株)
交際水素サプライチェーンの実現に向けた川
崎重工の取組み

関西 水素・燃料電池展 特別講演 大阪府 2018/9/26

123 西村 元彦 川崎重工業(株)
International Hydrogen Supply
Chain

International for Cool Earth
Forum(ICEF)

東京都 2018/10/10

124 西村 元彦 HySTRA
International Liquefied Hydrogen
Supply Chain

第2回液化水素技術国際ワークショップ 神戸市 2018/10/24

125 吉野 泰 川崎重工業(株)
Hydrogen from brown coal with CCS
Australia / Japan collaboration

Carbon Sequestration Leadership Forum
(CSLF)

メルボル
ン

2018/10/19

126 本江 誠治 電源開発（株）
Osaki Coolgen Project update and
Hydrogen Energy Supply Chain
Project Overview

IEA GHG 54th Executive Cooittee
メルボル
ン

2018/10/19

127 原田 栄一 川崎重工業(株)
Hydrogen Energy Supply Chain
Project in Collaboration with
CarbonNet Project

IEA GHGT-14
メルボル
ン

2018/10/25

128 金花 芳則 川崎重工業(株)
川崎重工業が目指す未来、ものづくり企業の
可能性

北陸技術交流テクノフェア2018 福井県 2018/10/25

129 金花 芳則 川崎重工業(株) 液化水素運搬船の国際安全基準の策定 HESS第157回定例研究会 東京都 2018/11/5

130 千代 亮 川崎重工業(株)
国際水素サプライチェーン構築に向けた川崎
重工の取組み

H30福岡水素エネルギー戦略会議人材育成セミ
ナー

福岡県 2018/11/6

131
Ahmer
Saeed

Shell Japan Ltd.
Safety Consideration for Operation
of Pilot LH2 Shore Loading Arm
System

SIGTTO Asia Pacific Regional Forum 東京都 2018/11/7

132 西村 元彦 川崎重工業(株)
水素の製造・貯蔵・輸送・利用に至る国際サ
プライチェーン構築への取組み

第1回水素エネルギーテクノシンポジウム 大阪市 2018/11/17

133 西村 元彦 川崎重工業(株)
国際水素サプライチェーン構築に向けた川崎
重工の取組み

第3回脱炭素社会における水素・FCVの可能性
名古屋
市

2018/11/19

134 東 達弘 HySTRA
未利用褐炭水素大規模海上輸送サプライ
チェーン構築実証事業への取組み

いばらき水素利用シンポジウム 水戸市 2018/11/28

135 西山 五郎 川崎重工業(株) 造船業界の現状と今後の展望 海事産業説明会2018 大阪府 2018/12/8
136 足利 貢 川崎重工業(株) 水素サプライチェーン構築実証事業 エネルギーに関するワークショップ 神戸市 2018/1/19

137 西村 元彦 川崎重工業(株) 水素社会構築に向けた川崎重工の取組み
生産技術振興会アライアンス委員会　未来エネル
ギー分科会・街づくり分科会共済講演会

大阪府 2019/1/24

138 繁森 敦 岩谷産業（株） ― 堺市水素エネルギー社会推進協議会セミナー 大阪市 2019/1/25

139 大畑 博資 電源開発（株）
Power Generation Decarbonization
Efforts with CO2 Free Hydrogen and
Ammonia

Workshop on Carbon-Free Hydrogen
and Ammonia with CCS

サウジア
ラビア

2019/1/28

140 繁森 敦 岩谷産業（株）
豪州褐炭由来水素サプライチェーンパイロット
実証

九州水素・燃料電池フォーラム 福岡市 2019/1/29

141 吉山 孝 川崎重工業(株)
水素エネルギー社会実現に向けた川崎重工
の取組み

兵庫県電気協会姫路支部第5回技術講習会 姫路市 2019/2/15

142 森本 勝哉 川崎重工業(株)
International Hydrogen Supply
Chain and Hydrogen Gas Turbine

Japan-Norway Hydrogen Seminar 2019 東京都 2019/2/26

143 西村 元彦 川崎重工業(株)
褐炭由来水素サプライチェーン構築への取組
み

第15回国際水素・燃料電池展専門技術セミナー 東京都 2019/2/28
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144 森本 勝哉 川崎重工業(株)
Large Scale LH2 Chain Project &
Gas Turbine Demonstration

Liquid Hydrogen Workshop
ノル
ウェー

2019/3/6

145 重清 秀雄 川崎重工業(株)
International Liquefied Hydrogen
Supply Chain

Hydrogen Production, Storage and
Refueling Station Technology Forum
2019

武漢 2019/3/6

146 石川 勝也 川崎重工業(株) 水素社会構築に向けた川崎重工の取組み 2018年度日本台湾技術交流会 台北市 2019/3/21

147 石川 勝也 川崎重工業(株)
International Liquefied Hydrogen
Supply Chain and Related Cryogenic
Technology

Stanford Hydrogen Economy Workshop
スタン
フォード

2019/3/25

148 山本 滋 川崎重工業(株)
持続可能なエネルギー社会へ　水素サプライ
チェーン構築に向けた川崎重工の取組み

第8回フレンドシップサロン 大阪府 2019/3/26

149
本江 誠治、
川副 洋史

電源開発（株）、
川崎重工業(株)

The Hydrogen Energy Supply Chain
(HESC) - Project Overview -

Hydrogen Energy Summit
メルボル
ン

2019/3/26

150 吉野 泰
川崎重工業
（株）

The Hydrogen Energy Supply Chain
Project

The APAC CCS Forum 6th 2019
ブリスベ
ン

2019/5/31

151 石川 勝也
川崎重工業
（株）

Standardization of Transfer Arms for
Marine Transportation of Liquefied
Hydrogen

ISO TC8/SC2 年次総会 京都府 2019/5/31

152 西村 元彦
川崎重工業
（株）

International Liquefied Hydrogen
Supply Chain and Hydrogen Gas
Turbine

WHTC 2019 東京都 2019/6/4

153 千代 亮
川崎重工業
（株）

国際水素サプライチェーン構築への取組み
第14回再生利用エネルギー世界展来会＆フォー
ラム

横浜市 2019/7/22

154 石川 勝也
川崎重工業
（株）

国際液化水素サプライチェーン構築に向けた
川崎重工の取組み

エコマテリアル・フォーラム　年会シンポジウム 東京都 2019/7/22

155 原田 栄一
川崎重工業
（株）

国際水素サプラチェーンの実現に向けた川崎
重工の取組み

日経社会イノベーションフォーラム 東京都 2019/7/24

156 西村 元彦
川崎重工業
（株）

国際液化水素サプライチェーン構築に向けた
川崎重工の取組み

第３回水素エネルギー産業勉強会 福井県 2019/8/7

157 西村 元彦
川崎重工業
（株）

「国際液化水素サプライチェーン構築」の進捗
と今後の更なる展開について

日本計画研究所セミナー 東京都 2019/8/20

158 石川 勝也
川崎重工業
（株）

Hydrogen Energy Supply Chain,
from Australia to Japan

2019 Carbon Capture, Utilization,
Storage, and Oil & Gas technology
Integrated Review Meeting

ピッツ
バーグ

2019/8/29

159 小村 淳
川崎重工業
（株）

液化水素運搬船について 第160回年齢制限のない若手勉強会 2019/9/10

160
坂梨特別参
与

電源開発（株）
Technology Innovation for Coal
Evolution

クリーンコールディ2019 2019/9/10

161 西村 元彦
川崎重工業
（株）

水素ガスタービン発電の実現に向けた取組み
福岡県水素エネルギー人材育成センター技術者
教育セミナー

福岡市 2019/9/11

162 山口 正人
川崎重工業
（株）

CO2フリー水素サプライチェーンと水素コージェ
ネレーションシステムの開発状況

第16回関西伝熱セミナー 赤穂市 2019/9/14

163 金花 芳則
川崎重工業
（株）

KHI's Activity for International
Liquefied Hydrogen Supply Chain

第2回水素閣僚会議 東京都 2019/9/25

164 北村会⾧ 電源開発（株）
Hydrogen Production by Coal
Gasification

第2回水素閣僚会議 東京都 2019/9/25

165 神谷 祥二
川崎重工業
（株）

Development of the Large Scale
Liquid Hydrogen value chain

Hydrogen Liquefaction & Storage
Symposium, Perth

豪パー
ス市

2019/9/27

166 金花 芳則
川崎重工業
（株）

New Partnership for the Future 第57回日豪経済合同委員会 大阪市 2019/10/8

167
孝岡 祐吉、
Ahmer
Saeed

川崎重工業
（株）、Shell
Japan Ltd.

Opportunities and Challenges for
Maritime Transport of Liquefied
Hydrogen in Bulk

トリパタイトミーティング（船級／船主／造船）の
三団体の会合

東京都 2019/10/17

168 鈴木 啓真
川崎重工業
（株）

International Conference on Power
Engineering-2019

ICOPE-2019 中国 2019/10/21

169 稲津 晶平
川崎重工業
（株）

次世代エネルギー水素を運ぶ 海洋教育フォーラム 大阪府 2019/11/16

170 大畑 博資 電源開発（株）
The Hydrogen Energy Supply Chain
- Project overview -

Workshop on Hydrogen Production with
CCS

2019/11/18

171 村山 滋
川崎重工業
（株）

Kawasaki's cooperation with China
in maritime industry and Kawasaki
Hydrogen Road

Marintec China 2019 Senior Maritime
Forum

上海 2019/12/3

172 吉山 孝
川崎重工業
（株）

国際水素サプラチェーン構築と水素ガスタービ
ン開発への取組み

大阪工研特別セミナー 大阪府 2019/12/2

173 神谷 祥二
川崎重工業
（株）

Development of a large scale liquid
hydrogen energy value chain

10th ACASC / 2nd Asian ICMC / CSSJ
joint conference

沖縄県 2020/1/7

174 千代 亮
川崎重工業
（株）

International Liquefied Hydrogen
Supply Chain

Energy Workshop ADNOC & JCCME アブダビ 2020/1/15

175 新道 憲二郎
川崎重工業
（株）

国際水素サプライチェーン構築に向けた川崎
重工の取組み

ひょうご次世代産業高度化プロジェクト／水素等
次世代エネルギー・環境分野参入促進事業　第3
回セミナー

兵庫県 2020/1/29

176 森本 勝哉
川崎重工業
（株）

Status of the Hydrogen Energy
Supply Chain Project

Japan-Norway Hydrogen Seminar 2020 東京都 2020/2/25
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177 吉野 泰
川崎重工業
（株）

Update on the Brown Coal Hydrogen
Energy Supply Chain Project
between Japan and Australia

Hydrogen Energy Between Japan and
Netherland

東京都 2020/2/25

178 稲津 晶平
川崎重工業
（株）

液化水素運搬船の技術 日舶工第2回GHGゼロエミッションワークショップ 東京都 2020/3/2

179 稲津 晶平
川崎重工業
（株）

液化水素運搬船の技術
日本マリンエンジニアリング学会　第64回特別記念
講演

神戸市 2020/3/6

180 笹津 浩司 電源開発（株） Jパワーにおける水素の取組み 日経SDGsフェス講演会 東京都 2020/5/15

181 原田 栄一
川崎重工業
（株）

国際水素サプライチェーンの実現に向けた取
組み

日経社会イノベーションフォーラム 東京都 2020/5/15

182 稲津 晶平
川崎重工業
（株）

水素社会実現に向けたサプライチェーンの構
築と展望

日本海運集会所主催 水素社会実現に向けたサ
プライチェーンの構築と展望

東京都 2020/6/30

183 重清 秀雄
川崎重工業
（株）

国際水素サプライチェーンの実現に向けた取
組み

グローバルCCSインスティチュート日本事務所主催
第32回勉強会

WEB 2020/7/9

184 井上　健司
川崎重工業
（株）

国際水素サプライチェーン構築への取組み 日本冷凍空調学会　年次大会 2020/9/9

185 村山　均 電源開発（株）
Technology Development for Energy
Transitions

クリーンコールディ WEB 2020/9/9

186 原田 英一
川崎重工業
（株）

International Liquefied Hydrogen
Supply Chain Utilizing Brown Coal

クリーンコールディ WEB 2020/9/9

187 井上　健司
川崎重工業
（株）

国際水素サプライチェーン構築への取組み
日本伝熱学会関西支部 第27期第1回特別講
演

大阪府 2020/9/30

188 森本 勝哉
川崎重工業
（株）

「水素サプライチェーン」の技術開発及び世界
初:日豪パイロット実証プロジェクトの進展と
商用への道筋

日計画研究所セミナー 2020/10/6

189 金花 芳則
川崎重工業
（株）

Way to DecarbonizationKawasaki
Hydrogen Road

Tokyo Back-to-Business Program Series
2020

WEB 2020/10/7

190 橋本 康彦
川崎重工業
（株）

KHI's Activity for International
Liquefied Hydrogen Supply Chain

第3回水素閣僚会議 WEB 2020/10/14

191 千代 亮
川崎重工業
（株）

Our activity for establish of
International Liquefied Hydrogen
Supply Chain

SETA2020 WEB 2020/10/14

192 重清 秀雄
川崎重工業
（株）

International Liquefied Hydrogen
Energy Supply Chain

NETHERLANDS HYDROGEN MISSION TO
JAPAN 12-23 October

WEB 2020/10/15

193 松田 吉洋
川崎重工業
（株）

国際水素サプライチェーン構築への取組み日
本初の水素液化機の開発－

第36回日エネルギー学会関西セミナー 大阪府 2020/10/16

194 西村 元彦
川崎重工業
（株）

Suiso Frontier, the First LH2 Carrier
- Construction to Operational
Readiness -

IPHE　Research Priorities Workshop
maritime session

WEB 2020/10/26

195 玉村 琢之 電源開発（株） JPOWERにおける水素への取り組みについて
火力原子力発電技術協会講演会「水素エネル
ギー～今後の利用と展開」

2020/10/29

196 新道 憲二郎
川崎重工業
（株）

国際水素サプライチェーン構築に向けた取組
み

令和二年度 技術講演会 @日本船舶機関士協
会

WEB 2020/11/11

197 新道 憲二郎
川崎重工業
（株）

国際水素サプライチェーン構築に向けた取組
み

第404回月例研究会　＠エネルギー総合工学研
究所

WEB 2020/11/13

198 千代 亮
川崎重工業
（株）

国際水素サプライチェーン構築に向けた取組
み

電力エネルギー未来技術シンポジウム WEB 2020/12/14

199 佐久間 俊輔
川崎重工業
（株）

国際水素サプライチェーン構築に向けた取組
み

第14 回日中省エネルギー・環境総合フォーラム
主催者:一般財団法人 日中経済協会

WEB 2020/12/20

200 重清 秀雄
川崎重工業
（株）

International Liquefied hydrogen
supply chain and Low carbon gas
turbine technology

2020年度新エネ人材育成事業　インドネシア対
象再エネ導入専門家派遣研修  主催:日本エネ
ルギー経済研究所（IEEJ）

インドネ
シア

2021/1/13

201 稲津 晶平
川崎重工業
（株）

次世代エネルギー水素を運ぶ ー世界初の液
化水素運搬船の開発－

近未来の造船技術とその周辺（シンポジウム) WEB 2021/1/20

202 重清 秀雄
川崎重工業
（株）

International Liquefied hydrogen
supply chain and Low carbon gas
turbine technology

IEEJ2020年度新エネ人材育成事業 中国対象
再エネ導入専門家派遣研修 主催:日本エネル
ギー経済研究所（IEEJ）

WEB 2021/1/28

203 足利 貢
川崎重工業
（株）

国際水素サプライチェーンの構築とガスタービン
発電での水素利活用

第49回ガスタービンセミナー WEB 2021/1/29

204 石川 勝也
川崎重工業
（株）

次世代エネルギーとしての液化水素国際サプ
ライチェーンに関する国際規格(ISO 24132)
の作成状況及び今後の展望

第14回舶用品標準化推進協議会／標準化セミ
ナー

WEB 2021/2/8

205 笹津 浩司 電源開発（株）
2050年カーボンニュートラル実現に向けた石
炭の役割

一般財団法人新エネルギー財団主催「石炭エネル
ギー講演会」

WEB 2021/2/8

206 笹津 浩司 電源開発（株）
The Role of Coal for Carbon
Neutrality 2050

2020年度NEDO先進火力発電技術等の導入
普及事業　第2回東南アジア・リージョナルHELEセ
ミナー

WEB 2021/3/3

207 重清 秀雄
川崎重工業
（株）

International Liquefied hydrogen
supply chain and Low carbon gas
turbine technology

IEEJ2020年度新エネ人材育成事業 中南米
（アルゼンチン・チリ・ブラジル）対象再エネ導入専
門家派遣研修 主催者:日本エネルギー経済研
究所（IEEJ）

WEB 2021/3/4
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208 西村 元彦
川崎重工業
（株）

『Way to Decarbonization　Kawasaki
Hydrogen Road』

GHGT-15 (The Greenhouse Gas Control
Technologies)

UAE 2021/3/17

209
孝岡 祐吉、
Ahmer
Saeed

川崎重工業(株)、
Shell Japan Ltd.

Suiso Frontier, the First LH2 Carrier
- Journey from Construction to
Operational Readiness -

SIGTTO Virtual panel meeting 2021/4/15

210 足利 貢
川崎重工業
（株）

国際水素サプライチェーンの構築とガスタービン
発電での水素利活用

低炭素発電と燃料供給に関する技術･事業セミ
ナー

WEB 2021/4/22

211 原田 英一
川崎重工業
（株）

国際水素サプライチェーンの構築とガスタービン
発電での水素利活用

日経社会イノベーションフォーラム　「カーボンニュー
トラル実現のための水素実装　グローバル連携での
水素バリューチェーン」

東京都 2021/5/11

212 角田 俊也
川崎重工業
（株）

国際水素サプライチェーン構築に向けた川崎
重工の取り組み

徳島商工会議所 エネルギー部会 セミナー WEB 2021/6/8

213 東 誠
川崎重工業
（株）

水素サプライチェーン構築に向けた取り組みと
材料技術

日本鉄鋼協会自主フォーラム　「カーボンニュートラ
ル実現に向けた耐熱金属材料課題の理解と明確
化」　第一回研究会

WEB 2021/6/18

214 森本 勝哉
川崎重工業
（株）

Hydrogen Energy Supply Chain for
Decarbonization

CONNECTING POWERFUEL HUBS WEB 2021/6/23

215 ―
川崎重工業
（株）

Toward the Realization of a
Hydrogen Society

第３回日仏新エネルギー・システムワーキンググルー
プ

WEB 2021/7/6

216 森本 勝哉
川崎重工業
（株）

国際CO2フリー水素サプライチェーンの実現に
向けた取り組み

第61 回電気化学セミナー会告 WEB 2021/7/12

217 重清 秀雄
川崎重工業
（株）

Hydrogen transport cost and its
Perspective

Introductory Workshop on Hydrogen
Potential Study of both Demand and
Supply Sides

WEB 2021/7/29

218 千代 亮
川崎重工業
（株）

Way to Decarbonization Kawasaki
Hydrogen Road

APECの貿易関連協議会
議題:Trade-related Policies to Promote
Trade in Environmental Products and
Technologies including Regulatory
Issues, Contributing to Global Carbon
Neutrality

2021/9/9

219 原田 英一
川崎重工業
（株）

International Liquefied Hydrogen
Supply Chain Utilizing Brown Coal

第30回クリーン・コール・デー国際会議 WEB 2021/9/22

220 西村 元彦
川崎重工業
（株）

国際水素サプライチェーン構築に向けた取り組
み

FC EXPO水素・燃料電池展　基調講演 東京都 2021/9/30

221 木下 康裕
川崎重工業
（株）

時代のニーズと航空機用エンジンの技術開発
～カーボンニュートラルに向けた水素航空機～

日本ガスタービン学会　　ガスタービン市民フォーラ
ム2021

2021/10/12

222 籔本 晃 電源開発（株）
J-POWER's Efforts and Plan on
Hydrogen

日本国際水素会議2021 2021/10/12

223 西村 元彦
川崎重工業
（株）

International Hydrogen Supply
Chain and Gas Turbine
Demonstrations

第15回動力エネルギー国際会議(ICOPE-
2021)

2021/10/19

224 川口　潤
川崎重工業
（株）

国際CO2フリー水素サプライチェーンの実現に
向けた取組み

低温工学・超電導学会　材料研究会／超電導
応用研究会　　イベント:2021年度シンポジウ
ム・応用物理学会超伝導分科会　第63回研究
会 MgB2発見20周年記念合同シンポジウム

2021/10/21

225 森本 勝哉
川崎重工業
（株）

脱炭素社会へ向けた国際水サプライチェーン
構築の現状、課題と今後の展開について

日本計画研究所主催セミナー 2021/10/22

226 立野 賢二 電源開発（株）
褐炭ガス化によるCO2フリー水素製造への取
組み

第58回石炭科学会議 2021/10/27

227 立野 賢二 電源開発（株）
褐炭ガス化によるCO2フリー水素製造への取
組み

令和3年度火力原子力発電大会 2021/11/1

228 原田 英一
川崎重工業
（株）

国際水素サプライチェーン構築に向けた取り組
み

JASIS 2021 2021/11/10

229 森本 勝哉
川崎重工業
（株）

国際水素サプライチェーンの実現に向けた取
組み

2021年度第 3回 特殊材料溶接研究委員会
本委員会

2021/11/17

230 原田 英一
川崎重工業
（株）

国際水素サプライチェーン構築に向けた取り組
み

INCHEM TOKYO 2021 特別講演 2021/11/19

231 西村 元彦
川崎重工業
（株）

International Hydrogen Supply
Chain　and Gas Turbine
Demonstrations

IEA / IAE 協賛国際シンポジウム
Hydrogen in the Energy System
Decarbonization

WEB 2021/11/24

232 西村 元彦
川崎重工業
（株）

国際水素サプライチェーン構築への取組
日経ビジネスオンラインセミナー
ゼロカーボノミクスを勝ち抜く経営ビジョン　～日本
企業はどう取り組むべきか～

2021/11/25

233 下川原 翔太 電源開発（株）
褐炭ガス化によるCO2フリー水素製造への取
り組み

第41回水素エネルギー協会大会 2021/11/30

234 西村 元彦
川崎重工業
（株）

International Hydrogen Supply
Chain Demonstrations

Techno-Ocean 2021
Carbon Neutral from Ocean

2021/12/9

235 稲津 晶平
川崎重工業
（株）

水素で拓く海事産業の未来Ⅱ－実証段階
から商用段階に向けて－

造船業・舶用工業経営技術セミナー　国土交通
省 近畿運輸局/神戸運輸監理部主催

2021/12/15

236 千代 亮
川崎重工業
（株）

International Liquefied Hydrogen
Supply Chain pilot demonstration
project

The First Symposium on Carbon
Ultimate Utilization Technologies for the
Global Environment (CUUTE-1)

2021/12/16
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237 足利 貢
川崎重工業
（株）

国際水素サプライチェーンの構築とガスタービン
発電での水素利活用

第5回　ガス燃料エンジン部門委員会 WEB 2021/12/22

238 山口 正人
川崎重工業
（株）

国際水素サプライチェーン構築と中小型水素
ガスタービン開発の現況と展望

技術情報センターセミナー「低･脱炭素発電に関す
る技術開発および燃料供給･調達と事業展望」

2021/12/23

239 仮屋 大祐
川崎重工業
（株）

水素社会実現に向けて川崎重工の取り組み
大学共同利用機関法人　自然科学研究機構
核融合科学研究所「脱液体ヘリウム冷却技術に
関する研究会」

WEB 2022/3/1

240 柏原 宏行
川崎重工業
（株）

水素サプライチェーン構築に向けた川崎重工
の取組み

自動車技術会　関西支部　2021年度　技術者
交流会

WEB 2022/3/4

241 森本 勝哉
川崎重工業
（株）

国際水素サプライチェーンの構築
～液化水素運搬船と荷役基地 ～

高圧ガス保安協会主催　KHK水素セミナー WEB 2022/3/7

242 森本 勝哉
川崎重工業
（株）

国際水素サプライチェーンの構築に関する取り
組み

公益社団法人化学工学会 第87年会 特別シン
ポジウム SP-1
「2050年カーボンニュートラルへの道」

WEB 2022/3/15

243 森本 勝哉
川崎重工業
（株）

国際サプライチェーン構築へ向けた液化水素
輸送・貯蔵技術の開発動向

水素・燃料電池展 専門技術セミナー 東京都 2022/3/16

244 稲津 晶平
川崎重工業
（株）

液化水素運搬船の実用化への取組み

海事産業における水素利活用の動き - 水素燃料
と水素輸送について
主催:公益社団法人日本船舶海洋工学会東
部支部

WEB 2022/3/22

245 森本 勝哉
川崎重工業
（株）

国際水素サプライチェーン構築に向けた取り組
み

電気学会全国大会　シンポジウム WEB 2022/3/23

246 森本 勝哉
川崎重工業
（株）

国際水素サプライチェーン構築に向けた取り組
み

海洋技術フォーラム 2022/4/5

247 西村 元彦
川崎重工業
（株）

International Hydrogen Supply
Chain and　Hydrogen Fueled Gas
Turbine Demonstrations

Hydrogen Council Power Hour WEB 2022/4/5

248 稲津 晶平
川崎重工業
（株）

液化水素運搬船の実用化への取組み
溶接学会 春季全国大会「フォーラム」
－グリーン社会の実現に向けた溶接構造物の新
設計－

WEB 2022/4/14

249 谷口 達也
川崎重工業
（株）

International Liquefied Hydrogen
Supply Chain

環境省、世界銀行共同主催WEBセミナー
「GREEN HYDROGEN IN SMALL ISLAND
DEVELOPING STATES (SIDS) AND
OTHER DEVELOPING COUNTRIES」

WEB 2022/4/1

250 冨永 晴彦
川崎重工業
（株）

次世代エネルギー水素を運ぶ-液化水素運
搬船の開発

Sea Japan202船舶海洋技術セミナー 東京都 2022/4/22

251 森本 勝哉
川崎重工業
（株）

International Liquefied Hydrogen
Supply Chain

Energy Transition Summit 2022 WEB 2022/5/3

252 原田 英一
川崎重工業
（株）

カーボンニュートラルに向けたKawasakiの挑
戦

日経社会イノベーションフォーラム　水素シンポジウ
ム

東京都 2022/5/11

253 緒方 正裕
Kawasaki Gas
Turbine Europe

Hydrogen Energy Supply Chain for
Decarbonization

JETRO （日本貿易振興機構）主催セミナー
「水素分野をリードする　日独ベストプラクティスの共
有　－日本の先進地域とドイツNRW州・エッセン
の事例から－」

WEB 2022/5/17

254 佐藤 亮太 電源開発（株）
日豪水素サプライチェーン実証プロジェクト
~豪州褐炭ガス化による水素製造~

石炭・炭素資源有効利用研究会第6回研究会 WEB 2022/5/27

255 恵美 雄一
川崎重工業
（株）

国際水素サプライチェーンの実現に向けた液
化水素運搬船"すいそふろんてぃあ"による実
証試験の状況

燃料電池・ＦＣＨ部会 第277 回定例研究会 大阪府 2022/6/6

256 柏 慎一郎
Kawasaki Heavy
Industries(UK),
Ltd.

Carriage of Next-generation Energy,
"Hydrogen" -Development of
Liquefied Hydrogen Carrier -

展示会Posidonia2022における日本船舶輸出
組合（JSEA)セミナー

アテネ 2022/6/7

257 橋本 康彦
川崎重工業
（株）

川崎重工グループの水素サプライチェーン構築
の取り組み

電子機器トータルソリューション展 2022 基調講
演

東京都 2022/6/17

258 久保田 百年 電源開発（株）
J-POWERグループのカーボンニュートラルと水
素社会実現に向けた取り組み

第8回JH2A会員セミナー WEB 2022/6/27

259 森本 勝哉
川崎重工業
（株）

国際水素サプライチェーンに向けた取り組み
日本学術振興会製銑第 54 委員会
令和 4年度 6月期本委員会（第 200 回）プロ
グラム

京都府 2022/6/30

260 森本 勝哉
川崎重工業
（株）

International Liquefied Hydrogen
Supply Chain

第75回 IIW2022年次大会・国際会議 2022/7/18

261 本井 達哉
川崎重工業
（株）

Carriage of Next-generation Energy,
"Hydrogen" -Development of
Liquefied Hydrogen Carrier -

Capital Link社主催 Decarbonization in
Shipping Forum

WEB 2022/7/21

262 森本 勝哉
川崎重工業
（株）

International Liquefied Hydrogen
Supply Chain

Asian Congress on Gas Turbines 2022
(ACGT 2022)

WEB 2022/8/24

263 山本 滋
川崎重工業
（株）

国際水素サプライチェーン構築への取り組み
第2回 FC EXPO【秋】水素・燃料電池展 基調
講演

東京都 2022/9/1

264 西村 元彦
川崎重工業
（株）

Kawasaki's Challenge toward
Carbon Neutrality　-Progress of
International Liquefied Hydrogen
Supply Chain Development-

ICEF2022のサイドイベント 2022/10/6
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番号 発表者 所属 タイトル 講演会・講習会・カンファレンス等の名称 開催地 発表日

265 吉山 孝
川崎重工業
（株）

International Hydrogen Supply
Chain

The 26th Small Powertrains and Energy
Systems Technology Conference:
SETC2022

2022/11/2

266 森本 勝哉
川崎重工業
（株）

水素サプライチェーン構築、商用化に向けた
取組み、課題と今後の展開

日本計画研究所セミナー 2022/11/30

267 千葉 洋 電源開発（株）
日豪水素サプライチェーン実証プロジェクト~
豪州褐炭ガス化による水素製造～

素材プロセシング第69委員会12月5日研究会 2022/12/5

268 森本 勝哉
川崎重工業
（株）

国際水素サプライチェーン構築に向けた取り組
み

化学工学会プラントオペレーション分科会 2022/12/6

269 青木 篤人
川崎重工業
（株）

国際水素サプライチェーン構築に向けた取組
み　－液化水素タンクの溶接技術開発－

一般社団法人 日本溶接協会 溶接・接合プロセ
ス研究委員会　（第8回 溶接・接合プロセス研
究委員会主催シンポジウム）カーボンニュートラル
に貢献する溶接技術

2022/12/9

270 高橋 奈津子
川崎重工業
（株）

水素社会実現に向けた川崎重工の取り組み
一般社団法人　都市環境エネルギー協会主催
都市環境エネルギー技術研修会

WEB 2022/12/13

271 ⾧谷川 卓
川崎重工業
（株）

Demonstrating the Liquefied
Hydrogen Seaborne Supply Chain to
Japan and Development of Future
Commercialization

主催:日本船舶海洋工業会　World NAOE
Forum 2022

2022/12/13

272 青木 篤人
川崎重工業
（株）

国際水素サプライチェーン構築に向けた取組
み　－液化水素タンクの溶接技術開発－

(独)日本学術振興会 プラズマ材料科学　第153
委員会 第160回研究会　『脱炭素社会に向けた
プラズマの役割を考える』

2022/12/15

273 森本 勝哉
川崎重工業
（株）

Kawasaki Hydrogen Road
International Liquefied Hydrogen
Supply Chain

STACY2022 1st. International
Symposium

神戸市 2022/12/15

274 森本 勝哉
川崎重工業
（株）

国際水素サプライチェーン構築に向けた取り組
みと水素事業展開

燃料電池・ＦＣＨ部会 2022年度公開シンポジ
ウム

2023/1/26

275 柏原 宏行
川崎重工業
（株）

カーボンニュートラル実現に向けた川崎重工の
取組み

第7回サステナブル・ブランド国際会議 2023 2023/2/14

276 森本 勝哉
川崎重工業
（株）

液化水素サプライチェーンの現状と商用へ向け
た取り組み

FC Expo. セミナー 2023/3/16

277 孝岡 祐吉 HySTRA
Suiso Frontier, the First LH2 Carrier
- Demonstration of Technologies
and into Operational Phase

33rd　International Ocean and Polar
Engineering Conference

2023/6/19

278 山本　滋
川崎重工業
（株）

Liquefied Hydrogen Supply Chain
Project

JP Morgan Hydrogen Week 2023 WEB 2023/5/16

279 青木 篤人
川崎重工業
（株）

国際水素サプライチェーン構築に向けた取組
み－液化水素タンクの溶接技術開発－

第120回 日本溶接協会 機械部会 2023/5/26

280
Luis
Quadrante

Kawaski Heavy
Industries.,LTD.
(UK)

Challenge to Carbon Neutral -
Kawasaki Liquefied Hydrogen
Carrier -

Nor-Shipping 2023 2023/6/7

281 青木 篤人
川崎重工業
（株）

国際水素サプライチェーン構築に向けた取組
み　－液化水素タンクのMIG溶接技術開発
－

第305回 日本溶接協会 化学機械溶接研究委
員会

2023/6/20

282 亀野 雄一
川崎重工業
（株）

国際水素サプライチェーン実現に向けた川崎
重工業の取り組み

日刊工業新聞主催 グリーンフォーラム 2023/7/6

283 重清 秀雄
川崎重工業
（株）

新たな水素ビジネスのはじまり（国際液化水
素サプライチェーンの構築を目指して）

福岡県水素グリーン成⾧戦略会議 部品研究会 福岡県 2023/7/7

284 ⾧瀬　弘樹 電源開発（株） 水素社会実現に向けた取組みの基礎
一般財団法人カーボンフロンティア機構 (JCOAL)
主催　「石炭基礎講座」

WEB 2023/7/12

285 山口 正人
川崎重工業
（株）

国際液化水素サプライチェーンと中小型水素
ガスタービン発電装置の開発動向

技術情報センターセミナー「水素発電･混焼など燃
料利用と燃料供給に関する技術開発/事業動
向」

東京都 2023/8/24

286 青木 篤人
川崎重工業
（株）

国際水素サプライチェーン構築に向けた取り組
み　―液化水素タンクの溶接技術開発―

溶接学会 東海支部 第104回溶接研究会 2023/9/19

287 柏原 宏行
川崎重工業
（株）

カーボンニュートラル実現にむけた取組
令和５年度とやま成⾧産業創造プロジェクト推進
事業　「水素・燃料アンモニア関連産業研究会」
第３回技術セミナー

WEB 2023/9/21

288 仮屋 大祐
川崎重工業
（株）

国際液化水素サプライチェーンの将来展望と
川崎重工の取り組み

ターボ機械協会創立50周年　記念講演会 東京都 2023/9/22

289 山本　滋
川崎重工業
（株）

Recent Activity toward realization of
carbon neutrality (Aiming to build
an international liquefied hydrogen
supply)

水素輸入への専門家ワークショップ －日独エネルギー
パートナーシップ－

2023/9/27

290 小林 高行
川崎重工業
（株）

水素社会実現とカーボンニュートラルに向けた
取組み

地球温暖化対策技術会 2023/9/29

291 ⾧谷川 卓
川崎重工業
（株）

国際水素サプライチェーンと液化水素技術
(ver.1)

研究会「核融合と水素エネルギー利用社会のある
べき姿」　主催者:核融合研究所、九州大学

2023/10/4

292 大西 慎太郎
川崎重工業
（株）

Towards the Realization of
International Liquefied Hydrogen
Supply Chain

APECシンポジウム 神戸市 2023/10/11
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(イ) - (3) 液化水素の輸送貯蔵機器大型化および受入基地機器に関する開発
①大型輸送・貯蔵技術の開発
番号 発表者 所属 タイトル 講演会・講習会・カンファレンス等の名称 開催地 発表日

1 稲津　晶平
川崎重
工業

次世代エネルギー水素を運ぶ 九州大学 Ship-COREセミナー Web 2021年7月

2 稲津　晶平
川崎重
工業

水素で拓く海事産業の未来Ⅱ
近畿運輸局・神戸運輸監理部 造船
業・舶用工業経営技術セミナー

大阪 2021年12月

3 大橋　徹也
川崎重
工業

Development of new liquefied
hydrogen carrier

IMO (International Maritime
Organization)　Webinar

Web 2022年3月

4 冨永　晴彦
川崎重
工業

Carriage of Next-generation
Energy, “Hydrogen”

SeaJapan 2022　船舶海洋技術セミ
ナー

東京 2022年4月

5 稲津　晶平
川崎重
工業

液化水素運搬船の開発と実用化への
取組み

日本舶用工業会 GHGゼロエミッション
新燃料ワークショップ

Web 2022年9月

6 稲津　晶平
川崎重
工業

液化水素運搬船の開発と実用化への
取組み

日本埋立浚渫協会 講演会 Web 2022年10月

7
ルイス　クア
ドランテ

川崎重
工業

Kawasaki’s technology to
establish hydrogen supply chain

Gastech 2023
シンガ
ポール

2023年9月

8 稲津　晶平
川崎重
工業

水素社会実現に向けたサプライチェーン
の構築と展望

日本海運集会所 セミナー 東京 2023年9月

9 稲津　晶平
川崎重
工業

水素社会実現に向けたサプライチェーン
の構築と展望

近畿高エネルギー加工技術研究所 研
究開発パートナーシップ構築セミナー

尼崎 2023年9月

10 稲津　晶平
川崎重
工業

液化水素運搬船について 海上交通システム研究会 神戸 2023年9月

(イ) - (4) 液化水素貯槽の大型化に関する研究開発
番号 発表者 所属 タイトル 講演会・講習会・カンファレンス等の名称 開催地 発表日

1 大江　知也
トーヨーカネツ
株式会社

大型液化水素タンクの開発
（一社）日本高圧力技術協会 オンライン技術
セミナー　エネルギー貯槽技術の最新動向

オンライン 2021年11月18日

(イ) - (5) 液化水素用大口径バタフライバルブの技術開発
番号 発表者 所属 タイトル 講演会・講習会・カンファレンス等の名称 開催地 発表日

1 小野賢二
株式会社
中北製作所

液化水素用大口径バタフライ
バルブの技術開発の取り組み

近畿経済産業局「水素エネルギー広域
連携推進セミナー」

大阪 2022/3/14

2 秋山善克
株式会社
中北製作所

数値解析を活用した液体水
素用バタフライバルブの開発

IDAJ「Solution Seminar Vol.106
SIMULIA Abaqus事例紹介セミナー」

オンライン 2022/9/14

3 秋山善克
株式会社
中北製作所

数値解析を活用した液体水
素用バタフライバルブの開発

IDAJ「Solution Seminar Vol.106
SIMULIA Abaqus事例紹介セミナー」

オンライン 2022/11/8
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(ロ) - (1) ドライ低ＮＯｘ 水素専焼ガスタービン技術開発・実証事業
番号 発表者 所属 タイトル 講演会・講習会・カンファレンス等の名称 開催地 発表日

1 堀川　敦史
技術開発本部
技術研究所　熱
システム研究部

水素燃料に対応する燃焼技術とガス
タービン開発状況

技術情報センター主催セミナー「低炭素発電
と燃料供給に関する要素技術・事業動向」

東京・新
お茶の水
連合会
館

2019年4月24日

2 緒方　正裕
Kawasaki Gas
Turbine
Europe

Kawasaki’s Activity for
Hydrogen Supply Chain and
Hydrogen Gas Turbine

Parlamentarischer Abend des
Bundesverband Bioenergie e.V. und
der Botschaft von Japan in
Deutschland

Deutsc
hland

2019年5月15日

3
足利　貢
山口　正人
小浜　範芳

技術開発本部
水素チェーン開
発センター　プロ
ジェクト管理部

Development and Evaluation
of a Combined Heat and
Power Supply System using a
Hydrogen Gas Turbine

World Hydrogen Technologies
Convention (WHTC) 2019
（東京国際フォーラム）

2019年6月5日

4 西村　元彦
技術開発本部
水素チェーン開
発センター

International Liquefied
Hydrogen Supply Chain and
Hydrogen Gas Turbine

World Hydrogen Technologies
Convention (WHTC) 2019
（東京国際フォーラム）

2019年6月4日

5 千代　亮

技術開発本部
水素チェーン開
発センター　プロ
ジェクト推進部
水素エネルギー
利用推進課

国際水素サプライチェーン構築への取
組

第１４回再生可能エネルギー世界展示会
＆フォーラム

2019年7月10日

6 原田　英一 技術開発本部
国際水素サプライチェーンの実現に向
けた川崎重工の取組み

日本社会イノベーションフォーラム2019 2019年7月24日

7 西村　元彦
技術開発本部
水素チェーン開
発センター

国際水素サプライチェーン構築に向け
た川崎重工の取組

敦賀商工会議所主催「第3回　"水素エネル
ギー産業"勉強会」

2019年8月7日

8 西村　元彦
技術開発本部
水素チェーン開
発センター

川崎重工業「国際液化水素サプライ
チェーン構築」の進捗と今後のさらな
る展開について

日本計画所研究所主催セミナー 2019年8月20日

9 吉山　孝

技術開発本部
水素チェーン開
発センター　プロ
ジェクト推進部
水素チェーン推
進二課

水素ガスタービン発電の実現に向け
た取組み

福岡水素エネルギー人材育成センター主催
「水素入門コース」

2019年9月11日

10 山口　正人

技術開発本部
水素チェーン開
発センター　プロ
ジェクト管理部

CO2フリー水素サプライチェーンと水素
コージェネレーションシステムの開発状
況

日本伝熱学会主催「第16回関西伝熱セミ
ナー」

2019年9月13日

11 吉山　孝

技術開発本部
水素チェーン開
発センター　プロ
ジェクト推進部
水素チェーン推
進二課

国際水素サプライチェーン構築と水素
ガスタービン開発への取組み

関西火力発電EXPO技術セミナー 2019年9月27日

12 緒方　正裕
Kawasaki Gas
Turbine
Europe GmbH

The actions of Kawasaki –
Hydrogen Technologies in
Japan and Germany

日独産業協会主催「Asa No Kai 朝の会」 2019年9月12日

13 吉野　泰

技術開発本部
水素チェーン開
発センター　プロ
ジェクト推進部

Hydrogen Energy Supply
Chain Project

Regional Workshop on Green and
Low Carbon Hydrogen Energy

2019年9月27日

14 金花　芳則 本社
New Partnership for the
Future

第57回 日豪経済合同委員会議 2019年10月8日

15 鈴木　啓真

技術開発本部
水素チェーン開
発センター　プロ
ジェクト推進部
水素チェーン推
進二課

International Liquefied
Hydrogen Supply Chain

International Conference on Power
Engineering-2019

2019年10月25日

16 吉山　孝

技術開発本部
水素チェーン開
発センター　プロ
ジェクト推進部
水素チェーン推
進二課

国際水素サプライチェーン構築と水素
ガスタービン開発への取組み

大阪産業技術研究所 森之宮センター 2019年12月12日
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番号 発表者 所属 タイトル 講演会・講習会・カンファレンス等の名称 開催地 発表日

17 西村　元彦
技術開発本部
水素チェーン開
発センター

国際水素エネルギーサプライチェーン
構築に向けた取り組み

JXTG・NHKエンタープライズ社主催シンポジ
ウム

2019年12月

18 千代　亮

技術開発本部
水素チェーン開
発センター　プロ
ジェクト開発部
水素エネルギー
利用推進課

International Liquefied
Hydrogen Supply Chain

Energy Workshp ADNOC&JCCME 2020年1月15日

19
新道　憲二
郎

技術開発本部
水素チェーン開
発センター　プロ
ジェクト推進部

国際水素サプライチェーン構築に向け
た川崎重工の取り組み

NIRO主催 第3回セミナー・見学会「水素サ
プライチェーン構築に向けた取り組み」

2020年1月29日

20 足利　貢

技術開発本部
水素チェーン開
発センター　プロ
ジェクト管理部

Demonstration Project of
Smart Community using
Hydrogen Co-generation
System

Hydrogen Safety Conference Osaka
2020

2020年3月16日

21 森本　勝哉
技術開発本部
水素チェーン開
発センター

Status of the Hydrogen
Energy Supply Chain Project

Japan-Norway Hydrogen Seminar
2020 "Innovative Hydrogen End-
Use in Global Supply Chains"

2020年2月25日

22 足利　貢

技術開発本部
水素チェーン開
発センター　プロ
ジェクト管理部

水素ガスタービンの開発および水素
コージェネレーションシステムによる熱
電供給実証

第27回 燃料電池シンポジウム 2020年5月中旬

23 原田　英一 技術開発本部
水素エネルギー社会の実装とグローバ
ル連携

日経 社会イノベーションフォーラム 2020年5月15日

24 川副　洋史

Hydrogen
Engineering
Australia Pty
Ltd (HEA)

Hydrogen Energy Supply
Chain (HESC)

メルボルン大学教員、学生向けセミナーでのラ
イブ中継

2020年6月10日

25
Nurettin
Tekin

Kawasaki Gas
Turbine
Europe

DEVELOPMENT OF
INNOVATIVE HYDROGEN
COMBUSTION SYSTEMS FOR
INDUSTRIAL GAS TURBINES

23rd World Hydrogen Energy
Conference

2020年7月5日～
9日

26 重清　秀雄

技術開発本部
水素チェーン開
発センター　プロ
ジェクト開発部
水素事業開発
課

国際水素サプライチェーンの実現に向
けた取組み

グローバルCCSインスティテュート日本事務所
主催　第32回勉強会

2020年7月9日

27 堀川　敦史
技術開発本部
技術研究所　熱
システム研究部

水素燃料に対応する燃焼技術とガス
タービン開発状況

㈱技術情報センター主催　セミナー
-アンモニア利用発電、水素発電、超臨界
CO2サイクルなど- 低炭素発電と燃料供給
に関する要素技術と事業動向

2020年8月19日

28 原田　英一 技術開発本部
International Liquefied
Hydrogen Supply Chain
Utilizing Brown Coal

2020年度/第29回クリーン・コール・デー国
際会議
(Web形式にて実施)

2020年9月10日

29
水素インフラ
研究会

一般財団法人
エンジニアリング
協会

ENAA研究成果発表会2020　F-
2:「水素インフラ研究会」活動報告

ENAA研究成果発表会2020 2020年9月4日

30 森本　勝哉
技術開発本部
水素チェーン開
発センター

「水素サプライチェーン」の技術開発
及び世界初:日豪パイロット実証プ
ロジェクトの進展と商用への道筋

㈱日本計画研究所主催のセミナー 2020年10月6日

31 金花　芳則 本社
Way to Decarbonization
Kawasaki Hydrogen Road

White&Case主催
Tokyo Back-to-Business Program
Series 2020(Webinar方式)

2020年10月7日

32 金花　芳則 本社
KHI's Activity for
International Liquefied
Hydrogen Supply Chain

NEDO、経済産業省主催 水素閣僚会議
2020(オンラインでの動画配信)

2020年10月14日

33 足利　貢

技術開発本部
水素チェーン開
発センター　プロ
ジェクト管理部

国際水素サプライチェーンの構築とガ
スタービン発電での水素利活用

第48回日本ガスタービン学会定期講演会
先端技術フォーラム「脱炭素社会実現に向
けた水素利用技術の動向」

2020年10月15日

34
新道　憲二
郎

技術開発本部
水素チェーン開
発センター　プロ
ジェクト推進部

国際水素サプライチェーン構築に向け
た取組み

エネルギー総合工学研究所主催 第404回
月例研究会(Web会議方式)

2020年11月13日
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番号 発表者 所属 タイトル 講演会・講習会・カンファレンス等の名称 開催地 発表日

35
新道　憲二
郎

技術開発本部
水素チェーン開
発センター　プロ
ジェクト推進部

国際水素サプライチェーン構築に向け
た取組み

日本船舶機関士協会主催 京浜地区技術
講演会(Microsoft TeamsでのWeb会議
方式)

2020年11月11日

36 角田　俊也

技術開発本部
水素チェーン開
発センター　プロ
ジェクト開発部
水素エネルギー
利用推進課

KHI's Activity for
International Liquefied
Hydrogen Supply Chain

東海大学-デンマーク工科大学「エネルギーセ
ミナー」(Web会議方式)

2020年12月10日

37 足利　貢

技術開発本部
水素チェーン開
発センター　プロ
ジェクト管理部

国際水素サプライチェーンの構築とガ
スタービン発電での水素利活用

日本ガスタービン学会主催 第49回ガスター
ビンセミナー(ZoomによるWebinar+予稿
集)

2021年1月29日

38 久保　博史

エネルギー・環境
プラントカンパニー
エネルギーディビ
ジョン　エネルギー
システム総括部
ガスタービン開発
部　第二開発課

高効率ガスタービンコージェネレーショ
ン開発への取り組み

(公社)日本ガスタービン学会主催 ガスタービ
ン学生フォーラム２０２１(Zoomでのオンラ
イン方式にて実施(Youtube限定配信も予
定))

2021年1月28日

39 柏原　宏行
技術開発本部
技術研究所　熱
システム研究部

国際水素サプライチェーンの構築とガ
スタービン発電での水素利活用

東京都市大学主催 総研セミナー 2021年2月19日

40 小浜　範芳

技術開発本部
水素チェーン開
発センター　プロ
ジェクト開発部
水素エネルギー
利用推進課

International Liquefied
Hydrogen Supply Chain

大阪ガス本社、Zoomでシンガポールの
Keppel Corporation Limitedに接続

2021年2月4日

41 角田　俊也

技術開発本部
水素チェーン開
発センター　プロ
ジェクト開発部
水素エネルギー
利用推進課

国際水素サプライチェーン構築に向け
た川崎重工の取り組み

水素・次世代エネルギー研究会主催 水素・
次世代エネルギー研究会セミナー2020
Vol.2(Web会議方式)

2021年3月17日

42 -

技術開発本部
水素チェーン開
発センター　プロ
ジェクト推進部
水素渉外課

Kawasaki Hydrogen Road
World Hydrogen Technologies
Convention (WHTC) 2019
（東京国際フォーラム）

2019年6月4日
～ 6月5日

43
井本　有太
郎

技術開発本部
水素チェーン開
発センター　プロ
ジェクト推進部
水素渉外課

次世代火力ボイラ/CGSコージェネ
レーションシステム

次世代火力発電EXPO
2020年2月26日
～2月28日

44
井本　有太
郎

技術開発本部
水素チェーン開
発センター　プロ
ジェクト推進部
水素渉外課

スマートコミュニティ技術開発事業
水素ガスタービンによるコージェネレー
ションシステムを活用した実証事業

次世代火力発電EXPO
2020年2月26日
～2月28日

45
井本　有太
郎

技術開発本部
水素チェーン開
発センター　プロ
ジェクト推進部
水素渉外課

CGSコージェネレーションシステム
THE NEXT 火力発電

次世代火力発電EXPO
2020年2月26日
～2月28日
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(ロ) - (3) 低炭素社会実現に向けた水素専焼対応型 DryLowNOx 高温ガスタービン発電設備の研究開発
番号 発表者 所属 タイトル 講演会・講習会・カンファレンス等の名称 開催地 発表日

1 斉藤 圭司郎
三菱重
工業

大型ガスタービンにおける水素エネ
ルギー利用の取組み

(株)技術情報センターセミナー 東京 2020年8月19日

2 六山 亮昌
三菱パ
ワー

Hydrogen FURURE
STREAM

水素閣僚会議 東京 2020年10月14日

3 谷村 聡
三菱パ
ワー

大型水素ガスタービンの開発
日本ガスタービン学会　定期講演会先
端技術フォーラム

オンライ
ン

2020年10月15日

4
Bulent
Mehmetli

三菱パ
ワー

MITSUBISHI POWER’S JAC
SERIES GAS TURBINES

ICCI2020
オンライ
ン

2020年10月16日

5 西海 高史
三菱パ
ワー

発電用大型ガスタービン における
水素利用

火力原子力発電技術協会 九州支部
講演会

福岡 2020年10月26日

6 川上 朋
三菱パ
ワー

発電用大型ガスタービン における
水素利用

火力原子力発電技術協会 関東支部
講演会

東京 2020年10月29日

7 谷村 聡
三菱パ
ワー

水素焚きガスタービンの開発状況
について

日本機械学会　動力エネルギーシステム
部門

オンライ
ン

2020年11月6日

8 谷村 聡
三菱パ
ワー

水素焚きガスタービンの開発 第3回水素エネルギーテクノシンポジウム 滋賀 2020年11月27日

9 川上 朋
三菱パ
ワー

発電用大型ガスタービンにおける
水素利用

火力原子力発電技術協会大学講座 東京 2021年1月16日

10 西岡映二他
三菱パ
ワー

カーボンニュートラルに向けたエネル
ギートランジション技術

環境省「ヴァーチャル・ジャパン・パビリオ
ン」

東京 2021年3月

11 谷村 聡
三菱パ
ワー

大型水素ガスタービンの最新開
発状況

スマートエネルギーWeek2021セミナー 東京 2021年3月4日

12 松田順一郎
三菱パ
ワー

持続可能社会実現に向けた先
進発電技術の取組み

次世代火力Expoセミナー 東京 2021年3月5日

13 谷村 聡
三菱重
工

Hydrogen ･Power
Generation towards  ･
“Beyond Zero Society”

NEDO講演会「東南アジアにおける水素
エネルギーの将来展望」

東京 2021年4月21日

14 谷村 聡
三菱重
工

Mitsubishi H2 Gas Turbine
ERIA（Economic Research
Institute for ASEAN and East
Asia）第2回水素WG会合にてプレゼン

東京 2021年6月

15 谷村 聡
三菱重
工

Mitsubishi H2 Gas Turbine 日EUオンラインワークショップ 東京 2021年9月9日

16 正田淳一郎
三菱重
工

Hydrogen Power
Generation
towards “Beyond Zero
Society”

水素閣僚会議2021公式サイトへの講
演動画掲載

東京 2021年10月4日

17 西岡映二他
三菱重
工

Hydrogen Gas Turbine
Technologies Paving the
way towards carbon
neutral society.

COP26ジャパンパビリオン
グラス
ゴー

2021年10月31日

18 岡崎輝幸
三菱重
工業

脱炭素社会に向けた発電分野に
おける水素燃焼技術の開発

日本燃焼学会 第59回燃焼シンポジウ
ム

オンライ
ン

2021年11月23日

19 西岡映二
三菱重
工

Hydrogen Power
Generation
towards “Beyond Zero
Society”

IEEJ 中南米水素WS 東京 2021年12月10日

20 中村 聡
三菱重
工業

水素およびアンモニア焚きガスター
ビンの開発

発電エネルギー未来技術シンポジウム 宮城 2021年12月13日

21 谷村 聡
三菱重
工

ゼロエミッション社会に向けた水素
発電の取り組み

日中省エネルギー・環境総合フォーラム 東京 2021年12月26日

22 喜田英之他
三菱重
工

World Future Energy Summit
2022

UAEア
ブダビ

2022年1月17日

23 喜田英之他
三菱重
工

iktva 2022 Forum & Exhibition

サウジア
ラビア
Dam
mam

2022年1月24日

24 谷村 聡
三菱重
工

ゼロエミッション社会に向けた水素
発電の取り組み

川崎臨海部水素ネットワーク協議会 東京 2022年2月24日
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番号 発表者 所属 タイトル 講演会・講習会・カンファレンス等の名称 開催地 発表日

25 正田淳一郎
三菱重
工

火力発電の脱炭素化
-水素技術実証の進捗と展望

第6回ゼロエミッション 火力EXPO 基調
講演

2022年3月16日

26 正田淳一郎
三菱重
工

MHI‘s approach to zero
emissions

日ASEANビジネスウィークパネルディスカッ
ション

東京 2022年6月1日

27 川上 朋
三菱重
工業

大型ガスタービンにおける水素エネ
ルギー利用の取組み

(株)技術情報センターセミナー 東京 2022年8月26日

28 谷村 聡
三菱重
工

MHI H2/NH3 Gas Turbine IEEJ主催南米水素ワークショップ 東京 2022年8月31日

29 辻川　寛
三菱重
工

MHI H2/NH3 Gas Turbine IEEJ主催ASEAN水素ワークショップ 東京 2022年10月31日

30 西岡映二他
三菱重
工

Hydrogen Gas Turbine COP27ジャパンパビリオン

エジプト
Shar
m El-
Sheik
h

2022年11月7日

31 小山 敦史
三菱重
工業

水素焚きガスタービンの開発
日本材料学会　X線材料強度 部門委
員会

茨城 2022年11月14日

32 道免 昌平
三菱重
工業

発電用ガスタービンにおける水素
利用について

火力原子力発電技術協会 九州支部
沖縄地区講演会

オンライ
ン

2022年11月17日

33 飯尾 剛範
三菱重
工業

アンモニア焚きガスタービンの技術
開発

火力原子力発電技術協会 九州支部
福岡地区講演会

福岡 2022年11月28日

34 谷口 健太
三菱重
工業

発電用大型ガスタービンにおける
水素利用の取組み

素材プロセシング第69委員会　第3分
科会 研究会

東京 2022年12月5日

35 谷村 聡
三菱重
工

MHI Hydrogen Gas Turbine QUAD水素ワークショップ 京都 2022年12月9日

36 ⾧橋 裕明
三菱重
工業

発電用ガスタービンにおける水素
利用について

2022年度火力原子力発電技術協会
大学講座

東京 2022年12月17日

37 安部 直樹
三菱重
工業

アンモニア焚きガスタービンの技術
開発

九州産業保管監督部「令和4年度ボイ
ラー・タービン主任技術者会議(九州)

オンライ
ン

2023年2月14日

38 和田 康弘
三菱重
工業

Technology Development
of Hydrogen and Ammonia
Power Generation

公益財団法人北九州国際技術協力協
会「水素エネルギー利用の推進」研修

東京 2023年2月21日

39 三谷 真規
三菱重
工業

アンモニア焚きガスタービンの技術
開発

火力原子力発電技術協会　関西支部
講習会

大阪 2023年3月8日

40 正田淳一郎
三菱重
工

水素製造発電一貫システムによ
る･ゼロエミッション火力開発と･実
証への取り組み

ゼロエミッション火力EXPO 東京 2023年3月17日

41 寺内方志
三菱重
工

水素ガスタービンへの取り組み状
況

第29回水素・燃料電池戦略協議会 東京 2023年3月24日

(ロ) - (4) 高濃度水素混焼／水素専焼焚きボイラ・発電設備の技術開発

番号 発表者 所属 タイトル
講演会・講習会・カンファ

レンス等の名称
開催地 発表日

1 津村俊一 三菱重工パワー
インダストリー㈱

産業ボイラ用水素焚きガスバーナ
の開発

日本技術士会（機械部
会例会で講演）

東京 2021.12.10

2 津村俊一 三菱重工パワー
インダストリー㈱

産業ボイラ用水素焚きガスバーナ
の開発

室蘭脱炭素社会創造協
議会

東京 2022.7.20

3 上妻富明 三菱重工パワー
インダストリー㈱

産業ボイラ向け高性能水素バー
ナの開発

日本ボイラ協会（全日
本ボイラ大会）

広島 2022.11.24

4 津村俊一 三菱重工パワー
インダストリー㈱

産業ボイラ用水素焚きガスバーナ
の開発

一般企業向けウエビナー 横浜 2023.2.8

5 高嶋洋平 三菱重工パワー
インダストリー㈱

水素の拡散燃焼バーナにおける
燃焼技術開発とボイラへの適用

技術情報センター 東京 2023.8.24
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(ロ) - (5) 大出力水素燃焼エンジン発電システムに関する技術開発

番号 発表者 所属 タイトル
講演会・講習会・カンファレンス

等の名称
開催地 発表日

1 宮本 世界
技術開発
本部

発電効率51%を達成した大型ガスエン
ジンと･将来の脱炭素に向けた取組み

（株）技術情報センター
　「ガスエンジン／コージェネの
技術開発動向･取組み」

東京 2023/8/23

(ロ) - (6) 液化水素冷熱の利用を可能とする中間媒体式液化水蒸気気化器の開発
番号 発表者 所属 タイトル 講演会・講習会・カンファレンス等の名称 開催地 発表日

1 竹内　正道 株)神戸製鋼所
工場における水素利活用の取組み
（熱利用など）

兵庫県主催の「ひょうご水素社会推進
シンポジウム」

兵庫 2023.1

2 野一色　公二 株)神戸製鋼所
工場の脱炭素化に向けた水素利活
用の取組み

第２回　水素産業ニーズ・ウォンツ発表
会（近畿経済産業局）
～中業企業の参入に向けたマッチング
～

オンライン2022.1

3 野一色　公二 株)神戸製鋼所
Hydrogen utilization activity
for decarbonization of plants

神戸市　国際課の依頼でシアトル訪問
団への講演

兵庫 2022.1

4 野一色　公二 株)神戸製鋼所
高砂製作所における脱炭素化に向
けた工場の水素利活用の取組み

高砂商工会議所依頼のＳＤＧ’ｓ脱
炭素セミナー

兵庫 2022.1

5 野一色　公二 株)神戸製鋼所
Hydrogen utilization activity
for decarbonization of plants

神戸市の依頼でドイツＷＥＢセミナー
（Ｍｉｒｏｒｉ５）

兵庫 2023.2

6 小林　祐之輔 株)神戸製鋼所 水素利活用の取組紹介

第３回　水素産業ニーズ・ウォンツ発表
会（近畿経済産業局）
～中業企業の参入に向けたマッチング
～

オンライン2023.2

7 野一色　公二 株)神戸製鋼所

神戸製鋼所高砂製作所における工
場の脱炭素化に向けた水素利活用
の取組み

第１４回神戸ものづくり中小企業展示
商談会

兵庫 2022.6

8 野一色　公二 株)神戸製鋼所
Hydrogen utilization activity
for decarbonization of plants

Ｌａｔｉｎ　Ａｍｅｒｉｃａ－Ｊ
ａｐａｎ　Ｈｙｄｒｏｇｅｎ　Ｗｏ
ｒｋｓｈｏｐ　２０２２

東京 2022.8

9 野一色　公二 株)神戸製鋼所
工場の脱炭素化に向けた水素利活
用の取組み

未来社会にむかう理研放射光セン
ター・産業界連携シンポジウム
第１回カーボンニュートラルにむけた水
素利用など

兵庫 2022.8

10 野一色　公二 株)神戸製鋼所
工場の脱炭素化に向けた水素利活
用の取組み

第１０回ＪＨ２Ａ会員セミナー オンライン2022.8

11 野一色　公二 株)神戸製鋼所
工場の脱炭素化に向けた水素利活
用の取組み

第２回ＧＸスタジオ オンライン2022.9
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【外部発表】(D)メディアでの取上げ
(イ) - (1) 有機ケミカルハイドライド法による未利用エネルギー由来水素サプライチェーン実証
番号 タイトル 媒体 公表日時

1
松本真由美の環境・エネルギーDiary 　「水素社会」の実現
に近づく!　水素を常温で安全に大量輸送へ

日本工業新聞社「月刊ビジネスアイ エネ
コ」雑誌とweb　（取材）

2017/6/1

2
世界に先駆けて国際間水素サプライチェーン実証事業に本
格着手

各種メディア（プレスリリース） 2017/7/27

3
SPERA水素事業の全体像、今後の展望について（特に水
素の小型ステーションにつき、詳細取材希望）その1

化学工業日報 2017/8/21

4
SPERA水素事業の全体像、今後の展望について（特に水
素の小型ステーションにつき、詳細取材希望）その2

化学工業日報 2017/8/23

5
有機ケミカルハイドライト法を用いた国際間大量水素サプライ
チェーン実証段階へ

ガスレビュー 2017/9/1

6 水素社会、実現迫る 日経ヴェリタス 2017/9/3

7
SPERA水素事業の全体像、今後の展望について（特に水
素の小型ステーションにつき、詳細取材希望）その3

化学工業日報 2017/9/5

8 水素のサプライチェーンに関する特集記事 ガスエネルギー新聞 2017/9/18

9
ブルネイ国－川崎 世界に先駆け国際間水素サプライチェー
ン実証

ジェトロセンサー（取材） 2017/10/1

10 弊社ウェブサイトの改訂 千代田化工建設HP 2017/10/5

11
ブルネイ国－川崎 世界に先駆け国際間水素サプライチェー
ン実証

エネルギージャーナル 2017/10/15

12
ブルネイ国－川崎 世界に先駆け国際間水素サプライチェー
ン実証

エネルギーの新潮流、およびエネルギー総
工研web

2017/11/1

13 世界に先駆け、国際間水素サプライチェーン構築へ 投資経済 2017/11/10

14 水素社会を支え、世界のサスティナビリティに貢献!
川崎市環境技術紹介パンフ「エコテック
ウォーカー」

2018/2/1

15
技術研究組合の設立と取り組み－世界に先駆けた有機ケミ
カルハイドライド法の水素サプライチェーン実証－

月刊クリーンエネルギー 2018/1/30

16
世界に先駆けた国際実証を通じて水素の大量輸送・供給
技術を確立

日本海運集会所 KAIUN 2018/2/5

17 有機ハイドライド法は水素エネルギー社会の〝希望〟である 株式会社ガスレビュー発行 ハイドリズム8 2018/2/1

18 水素サプライチェーン実証 WEBおよび小冊子（CSR） 2018/2/1

19 水素事業全般
武蔵野大学西脇教授 水素エネルギーで
飛躍するビジネス

2018/1/23

20 INVESTOR’S BRIEF 2018 機関投資家向けIR資料 2018/5/1

21 NEDO助成事業での圧縮機の受注 加地テックWEB 2018/4/10

22 世界に先駆けた国際間水素サプライチェーン実証のご紹介 決算発表 2018/5/11

23 次世代水素エネルギーチェーン技術研究組合について 京浜臨海部ニュース8月号 2018/7/12

24 川崎市と取り組む脱炭素社会への貢献 2018サステナビリティレポート 2018/9/1

25
OCHを用いた水素サプライチェーン構築へ…千代田化工建
設の取り組み

月刊ビジネスアイ エネコ 2018/8/28

26 SPERA水素　千代田の水素供給事業 電気新聞 2018/8/7

27
Development of Novel Dehydrogenation
Catalyst for Hydrogen Carrier

8th Tokyo Conference on
Advanced Catalytic Science and
Technology

2018/8/9

28 国際間水素サプライチェーンにおける水素源ブルネイ紹介 NHK 2018/9/1

29 千代田の水素供給事業
日刊工業新聞、エネルギージャーナル、エ
ネ総工研web
（2018/11/1・11/15・2019/1/30）

2018/11/1

30 国際間水素サプライチェーン実証事業の起工式 HP 2018/11/1

31 千代田の水素供給事業 日経産業新聞コラム　「グリーン技術」 2018/11/27

32 東亜石油殿（川崎京浜製油所内）にて起工式典を開催 社内報 2019/1/30

33 脱水素プラント建設工事起工式 社内報 2019/1/7

34 千代田の水素供給事業 読売新聞神奈川版 2018/1/10
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番号 タイトル 媒体 公表日時
35 水素社会に向けた日本の取組み ソウル経済新聞 2019/2/25

36 Hydrogen Supply Business Investor’s Brief 2019 2019/5/1

37 「水素って何?」 市民向けパンフレット 2019/7/1

38
有機ケミカルハイドライド法による未利用エネルギー由来水素
サプライチェーン

世界水素技術会議（WHTC）2019で
の広報展示およびガイドブックへの広告

2019/6/4

39 Hydrogen Supply Chain Chiyoda in Brief 2019/6/1

40
有機ケミカルハイドライド法による未利用エネルギー由来水素
サプライチェーン

G20軽井沢大臣会合、屋外展示会場で
の展示

2019/6/14

41 中国でも注目しているSPERA水素技術 朝日新聞電子版 2019/7/4

42 千代田化工建設の水素の取り組み 化学工業日報 2019/7/22

43 有機ハイドライド法水素貯蔵輸送技術と将来の展望 「火力原子力発電」2019年10月号 2019/8/19

44 三菱商事 三菱商事会社案内パンフレット 2019/9/1

45 水素サプライチェーン事業　脱水素プラント完成 株主向け資料 2019/3/1

46 水素サプライチェーンへの協力 サスティナビリティレポート 2020/1/30

47 水素サプライチェーン実証　水素輸送の開始 日経産業新聞 2020/2/20

48 水素サプライチェーン実証　水素輸送の開始 電気新聞 2020/2/20

49
千代田化工 、水素製造コスト低減へ触媒研究／量産見
据え耐久性向上

電気新聞 2020/3/16

50 水素サプライチェーン実証 月刊誌「KAIUN」5月号 2020/5/1

51 水素は、“ごく普通のタンクローリー”　で輸送できる?! 日経ビジネス電子版 2020/4/1

52 水素サプライチェーン実証稼働開始 「海事プレス」 2020/4/28

53 水素サプライチェーン実証稼働開始 「日本海事新聞」 2020/4/28

54
SPERA Hydrogen / The World’s First Global
Supply Chain Transportation Project

Investor’s Brief 2020 2020/5/29

55 輸入水素の発電利用開始 HP 2020/5/25

56
【世界初国際間水素サプライチェーン】海外から輸送した水
素による国内初の発電開始

HP 2020/5/26

57 水素サプライチェーン実証概要説明 報道関係者様向けプラント見学会、HP 2020/6/25

58
世界初、水素を輸送する国際実証試験を本格開始
～水素サプライチェーンの循環に成功、水素社会の実現を目
指す～

HP 2020/6/25

59
特集　【港湾における脱炭素社会の実現に向けて】
「川崎における水素サプライチェーン構築に向けた取組み」

情報誌「港湾10月号」 2020/10/15

60
水素の大量⾧距離輸送技術　SPERA水素Ⓡシステムの開
発-世界初の国際間水素サプライチェーン実証プロジェクト-

配管技術 11月号 2020/11/1

320



 

(イ) - (2) 未利用褐炭由来水素大規模海上輸送サプライチェーン構築実証事業
番号 機関名 タイトル 媒体 公表日時

1 日本海事協会 Guidelines for a hydrogen-powered future 雑誌 2017/5
2 エネルギーフォーラム 次世代「CO2フリー」水素社会の実現を目指して 雑誌 2017/6
3 日刊工業新聞 ― 紙面 2017/7/3

4 EMIRA
未利用資源をエネルギーに!安定供給に向けた水素サプ
ライチェーン構想

WEBメ
ディア

2017/7/26

5 経産新報
水素エネルギーの社会実装を目指す水素サプライチェーン
構想

紙面等 2017/8/30

6 ガスエネルギー新聞 クローズアップ 紙面 2017/9/18

7 投資経済社
資源エネルギー特集  水素実用化に向けた実証試験への
準備加速

雑誌 2017/11

8
毎日経済エコノミー
（韓国）

水素エネルギー最前線を行く 雑誌 2018/1

9 電気評論社 豪州褐炭水素プロジェクトの取り組み 雑誌 2018/1

10 KAIUN
CO2フリー水素チェーンの実現が将来の地球温暖化に大
きく寄与

雑誌 2018/2

11 ガスレビュー 褐炭由来水素は、水素社会のキックスターター 雑誌 2018/2
12 東洋経済 水素が世界を変える日 雑誌 2018/2

13 経産新報
水素エネルギーの社会実装を目指す水素サプライチェーン
構想

紙面等 2018/2/14

14 Wedge 胎動するCO2フリー水素サプライチェーン 雑誌 2018/3
15 日本海事新聞 水素に関する川重の取り組みと液化水素運搬船の開発 紙面 2018/3/27

16 日本海事新聞
脱炭素社会実現に日本の水素テクノロジー　2050年
80％削減へのチャレンジ

紙面 2018/4/9

17 日経ビジネス ― 雑誌
2018年6～7
月

18 エヌ・ティー・エス
水素利用技術集成 vol.5 －施設の安全性と国際規格
－

書籍 2018/10

19 電気新聞 ― 紙面 2018/9/5

20 経産新報
水素エネルギーの社会実装を目指す水素サプライチェーン
構想

紙面 2018/9/5

21 ガスエネルギー新聞 ― 紙面 2019/4

22 日本経済新聞 ― 紙面 2019/5

23 日刊工業新聞 「深層断面」 紙面 2019/8
24 ガスエネルギー新聞 ― 紙面 2019/8/26

25 経産新報
水素エネルギーの社会実装を目指す水素サプライチェーン
構想

紙面 2019/9/5

26
NHK、日本経済新聞
社、日刊工業新聞
社、読売新聞等

―（液水運搬船進水式に関する合同取材） 2019/11/14

27 HySTRA 世界初、液化水素運搬船「すいそ　ふろんてぃあ」が進水
ニュース
リリース

2019/12/11

28 HySTRA
世界初の液化水素運搬船向け「海上輸送用液化水素タ
ンク」の搭載が完了

ニュース
リリース

2020/3/9

29 川崎重工業（株）
世界初の液化水素運搬船向け「海上輸送用液化水素タ
ンク」の搭載が完了

プレスリ
リース

2020/3/9

30 HySTRA
液化水素荷役実証ターミナル（愛称「Hy touch 神
戸」）実証試験開始

ニュース
リリース

2020/6/12

31 海事プレス ー（「COMPASS7月号」（隔月誌）） 雑誌 2020/6/25
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番号 機関名 タイトル 媒体 公表日時

32 時評社
◆海運GHGゼロエミッション政策最前線　　液化水素運
搬船でサプライチェーンを担う

雑誌 2020/8

33 日本経済新聞 脱CO2へ水素で貢献 エネルギー新時代を導く WEB 2020/8/21

34 経産新報
水素エネルギーの社会実装を目指す水素サプライチェーン
構想

紙面 2020/9/28

35 ガスレビュー 雑誌 2020/10/30
36 ガスエネルギー新聞 ― 紙面 2020/11/16

37 川崎重工業（株）
世界初の液化水素荷役実証ターミナル「Hytouch 神
戸」を納入

プレスリ
リース

2020/12/3

38 川崎重工業（株）
世界最大級の「11,200m3球形液化水素貯蔵タンク」の
設計技術を確立

プレスリ
リース

2020/12/24

39 電源開発（株）
日豪水素サプライチェーン褐炭ガス化・水素精製設備にお
ける水素製造開始について

プレスリ
リース

2021/1

40 JCOAL  CO2フリー水素製造に向けた日本の取組 雑誌 2021/2/26

41 HySTRA
豪州褐炭ガス化・水素精製実証設備において水素純度
99.999%(目標値)を達成

ニュース
リリース

2021/4/28

42 クリーンエネルギー
国際水素サプライチェーンの構築とガスタービン発電での水
素利活用

雑誌 2021/6

43
笹川平和財団 海洋
政策研究所 「Ocean
Newsletter」

液化水素運搬船が開く脱炭素社会 雑誌 2021/6

44 The Scientist
Australia-Japan hydrogen supply chain
establishment pilot project

WEB雑
誌

2021/6

45 日刊工業新聞
「電力新時代」Jパワー特集第1回「水素発電に向けての
取り組み」

紙面 2021/6/22

46 日経ESG 「ブルーミッション2050」について 雑誌 2021/7/8

47
火力原子力発電技術
協会

国際水素サプライチェーンと実証試験の状況 雑誌 2021/10

48 HySTRA
液化水素運搬船「すいそ ふろんてぃあ」国内満載試験航
海の完了

ニュース
リリース

2021/10/13

49 HySTRA
液化水素運搬船「すいそ ふろんてぃあ」が日本海事協会
から船級取得

ニュース
リリース

2021/12/3

50 川崎重工業（株）
液化水素運搬船「すいそ ふろんてぃあ」が日本海事協会
から船級を取得

プレスリ
リース

2021/12/3

51 HySTRA
世界初、液化水素の大量かつ⾧距離海上輸送実証試
験を開始
～「すいそ ふろんてぃあ」が豪州へ向けて出港～

ニュース
リリース

2021/12/24

52 日本港湾協会「港湾」 国際水素サプライチェーン構築に向けた取り組み 雑誌 2022/1
53 ガスエネルギー新聞 ー 紙面 2022/1/10

54
日本船舶技術研究協
会「Shipbuilding in
Japan」

Hydrogen Transportation Begins 雑誌 2022/2

55 HySTRA
豪州褐炭由来液化水素を積載した「すいそ ふろんてぃあ」
が神戸に帰港

ニュース
リリース

2022/2/25

56 月刊ニューメディア ー 雑誌 2022/3/1
57 産経新聞 ー（日豪サプライチェーン完遂イベント関連） 紙面 2022/3/9
58 日刊工業新聞 ー（日豪サプライチェーン完遂イベント関連） 新聞 2022/3/9
59 日本経済新聞社 ー（日豪サプライチェーン完遂イベント関連） 紙面 2022/3/10

60
川崎重工業、岩谷産
業、電源開発、シェル
ジャパン

世界初、褐炭から製造した水素を液化水素運搬船で海
上輸送・荷役する実証試験の完遂式典を開催

プレスリ
リース

2022/4/9
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番号 機関名 タイトル 媒体 公表日時

61 HySTRA 日豪サプライチェーン完遂記念式典の開催について
ニュース
リリース

2022/4/9

62 日刊工業新聞 ー 紙面 2022/5
63 日本経済新聞 水素サプライチェーン参入企業について WEB 2022/6

64
HySTRA、川崎重工
業、大林組、関西電
力、神戸市

水素発電にオーストラリアから輸送した水素を使用
～水素を「つくる」「はこぶ」「ためる」「つかう」がひとつなぎの
道になる～

プレスリ
リース

2022/6/23

65
燃料電池開発情報セ
ンター

水素社会実現に向けた川崎重工業の取組 雑誌 2023/1

66 日経BP 川崎重工「すいそ ふろんてぃあ」開発物語 WEB 2023/2/21
67 日本港湾協会 液化水素サプライチェーンの構築 雑誌 2023/3/15

68 水素エネルギー協会
国際水素サプライチェーンの構築に向けた川崎重工業の
取り組みについて

雑誌 2023/3

69
都市環境エネルギー協
会

ー 雑誌 2023/3

70 ショット日本（株）
世界初の液化水素運搬船にショットの封止構造ガラス
Eternaloc?フィードスルーを採用

プレスリ
リース

2023/3

71 HySTRA
「世界初、液化水素用鋼管型ローディングアームによる船
陸間荷役実証試験に成功

ニュース
リリース

2023/4/18

72
東京貿易ホールディン
グス（株）

TBグローバルテクノロジーズ株式会社
世界初!
液化水素用鋼管型ローディングアーム実証荷役に成功!

プレスリ
リース

2023/4

73
EURONEWS内番組
「SPOTLIGHT」

ー
WEBテ
レビ

2023/5/16

74
 火力原子力発電技
術協会

国際水素サプライチェーン実証事業における豪州褐炭ガス
化・水素製造について

雑誌 2023/7

75 神戸市「KOBECCO」 ー 雑誌 2023/8/1

76
TOKYO MX番組「も
もいろインフラーZ」

ー テレビ 2023/8/6

77 産経ニュース
'石炭''が創る水素社会の未来　「石炭の日」に想う復権
までのロードマップ

WEB 2023/8/30

78 経産新報
水素エネルギーの社会実装を目指す水素サプライチェーン
構想

紙面 2023/9/5

79 テレビ朝日 ー テレビ 2023/9

(イ) - (3) 液化水素の輸送貯蔵機器大型化および受入基地機器に関する開発
①大型輸送・貯蔵技術の開発
番号 機関名 タイトル 媒体 公表日時

1
川崎重
工業

水素をためる－液化水素基地の開発－ 川崎重工技報182号 2020年8月

2
川崎重
工業

世界最大容積の大型液化水素運搬船用貨物格納設備
を開発～日本海事協会より設計基本承認を取得～

川崎重工業（株）HP 2021年5月

3
川崎重
工業

160,000m3型液化水素運搬船の基本設計承認を取得 川崎重工業（株）HP 2022年4月

4
川崎重
工業

大型液化水素運搬船用貨物タンクの技術開発を完了 川崎重工業（株）HP 2023年6月
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(イ) - (3) 液化水素の輸送貯蔵機器大型化および受入基地機器に関する開発
④ 液化水素昇圧ポンプの開発
番号 機関名 タイトル 媒体 公表日時

1 荏原製作所ウェブサイト 液体水素昇圧ポンプ WEB 2022/8/29

2
第2回 FC EXPO【秋】ー【国際】水素・燃
料電池展ー

液体水素昇圧ポンプ 展示会 2022/8/31

3
Gastech Exhibition & Conference
2022

Liquid Hydrogen Booster Pump 展示会 2022/9/5

4 Oil & Gas Asia(OGA) 2022 Liquid Hydrogen Booster Pump 展示会 2022/9/13

5
Turbomachinery & Pump
Symposium 2022

Liquid Hydrogen Booster Pump 展示会 2022/9/13

6
WETEX and Dubai Solar Show
2022

Liquid Hydrogen Booster Pump 展示会 2022/9/27

7 ADIPEC 2022 Liquid Hydrogen Booster Pump 展示会 2022/10/31

8 荏原製作所ウェブサイト
世界初の液体水素昇圧ポンプの開発
に成功

WEB 2023/2/24

9 環境ビジネスオンライン
水素社会の点と点をつなぎ、世界の水
素サプライチェーンを担う荏原製作所

WEB
雑誌

2023/3/1

10
The 11th China International
Fluid Machinery Exhibition

Liquid Hydrogen Booster Pump 展示会 2023/3/7

11
第19回 FC EXPO【春】ー【国際】水素・
燃料電池展ー

液体水素昇圧ポンプ 展示会 2023/3/15

12
ターボ機械協会月刊「ターボ機械」(第51
巻7号)

水素・アンモニア発電に用いられるポン
プとその技術

協会誌 2023/7/1

(イ) - (4) 液化水素貯槽の大型化に関する研究開発
番号 機関名 タイトル 媒体 公表日時

1 産報出版 液化水素貯蔵タンクの実用化研究進む 新聞（溶接ニュース）2022年8月2日

(イ) - (7) 液化水素用大型バルブの技術開発
番号 機関名 タイトル 媒体 公表日時

1 信濃毎日新聞 液化水素向けバルブ参入 新聞 2023/3/31
2 日刊工業新聞 液化水素向けバルブ 新聞 2023/7/26
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(ロ) - (1) ドライ低ＮＯｘ 水素専焼ガスタービン技術開発・実証事業
番号 機関名 タイトル 掲載誌名 媒体 公表日時

1
技術開発本部　水素
チェーン開発センター
プロジェクト管理部

水素専焼／混焼ガスタービンによる熱・電供給実
証事業の紹介

日本動力協会「エネルギーと動
力」第２９２号

機関紙 2019年5月15日

2
本社　総務本部
CSR部　CSR企画課

川崎重工業株式会社におけるSDGsへの取組み
一般社団法人 日本電気工
業会　機関紙「電機」

機関紙 2019年6月1日

3
技術開発本部　水素
チェーン開発センター
プロジェクト管理部

神戸港産「水素エネルギー」
～国際液化水素サプライチェーンの実現に向けた
取り組み～

（公）日本港湾協会「港湾」
６月号　「港の現場最前線」

機関紙 2019年6月中旬

4
エネルギー・環境プラン
トカンパニー　エネルギー
システム統括部

高効率５MW級ガスタービンコージェネの開発と水
素燃料タービンの技術開発状況

省エネルギーセンター「月刊省
エネルギー誌7月号」

機関紙 2019年7月1日

5
技術開発本部　水素
チェーン開発センター

川崎重工業　西村元彦技術開発本部水素
チェーン開発センター⾧に聞く

エネルギー総合工学研究所
「エネルギーの新潮流9月号」

機関紙 2019年8月1日

6
技術開発本部　水素
チェーン開発センター
プロジェクト管理部

水素専焼／混焼ガスタービンによる熱・電供給実
証事業の紹介

日本機械学会「ニュースレター
第62号」

機関紙 2019年9月

7
技術開発本部　水素
チェーン開発センター

水素エネルギーの社会実装を目指す水素サプライ
チェーン構想

経済産業新報2019年9月9
日号

新聞 2019年9月9日

8
技術開発本部　水素
チェーン開発センター

International Liquefied Hydrogen Supply
Chain

Financial Times社出版物 新聞 2019年9月

9
技術開発本部　水素
チェーン開発センター
プロジェクト管理部

水素専焼／混焼ガスタービンによる熱・電供給実
証事業の紹介

日本機械学会動力エネルギー
システム部門　ニュースレター第
62号

機関紙 2019年9月

10
技術開発本部　技術
研究所　熱システム研
究部

川崎重工における水素焚きガスタービンの開発状
況

火力原子力発電技術協会
「火力原子力発電10月号」

機関紙 2019年10月20日

11
技術開発本部　水素
チェーン開発センター

HYDROGEN ENERGY SUPPLY CHAIN
FOR DECARBONIZATION

ASME「Mechanical
Engineering 3月号」

機関紙 2020年3月

12

技術開発本部
水素チェーン開発セン
ター　プロジェクト推進
部　水素渉外課

変わりゆく万博　３ 読売新聞 新聞 2020年3月28日

13

エネルギー・環境プラン
トカンパニー　エネルギー
ディビジョン　エネルギー
システム総括部　ガス
タービン技術部

水素ガスタービンについて
ENN-エンジニアリングネットワー
ク

機関紙 2020年7月25日

14
技術開発本部　水素
チェーン開発センター

川崎重工業　西村元彦技術開発本部水素
チェーン開発センターセンター⾧（プロジェクト総括
担当）准執行役員に聞く

エネルギー総合工学研究所
「エネルギーの新潮流9月号」

機関紙 2020年9月

15 株式会社大林組
水素専焼／混焼ガスタービンによる熱・電供給実
証事業の紹介

日本動力協会『エネルギーと動
力』

機関紙 2019年4月18日

16 株式会社大林組 水素CGS活用スマートコミュニティ実証事業

一般社団法人　水素エネル
ギー協会（HESS）協会誌
「水素エネルギーシステム」
（Hydrogen Energy
Systems Society of
Japan）
協会誌「水素エネルギーシステ
ム」
Vol.44, No.2(2019)

機関紙 2019年6月1日

17
一般財団法人　エンジ
ニアリング協会

ENAA研究成果発表会2020　F-2:「水素インフ
ラ研究会」活動報告

ENAA研究成果発表会2020 機関紙 2020年8月1日

18
技術開発本部　技術
企画推進センター　知
的財産部

カワる、サキへ。Changing Forward
日本知的財産協会(JIPA)
「季刊じぱ2020年秋号」

機関紙 2020年10月15日

19
技術開発本部　水素
チェーン開発センター

JPIがセミナーを開催「水素専焼GT発電」で脱炭
素へ

(一社)日本内燃力発電設備
協会「内発協ニュース11月
号」

機関紙 2020年11月17日

20
技術開発本部　技術
研究所　熱システム研
究部　研究一課

水素利用技術の紹介　ガスタービンを用いた水素
発電(仮題)

日本船舶海洋工学会
「KANRIN 95号」

機関紙 2021年3月
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番号 機関名 タイトル 掲載誌名 媒体 公表日時
21 株式会社大林組 水素でエネルギー危機に備える 新建築社　ja　118号 機関紙 2020年11月1日

22
エネルギー・環境プラン
トカンパニー　エネルギー
システム統括部

高効率５MW級ガスタービンコージェネの開発と水
素燃料タービンの技術開発状況

省エネルギーセンター「月刊省
エネルギー誌7月号」

機関紙 2020年10月上旬

23

技術開発本部
水素チェーン開発セン
ター　プロジェクト推進
部

国際水素サプライチェーン構築に向けた取組み

国土交通省地方整備局主催
神戸港 カーボンニュートラル
ポート(CNP)検討会(オンライ
ン方式にて実施)

機関紙 2021年1月28日

24

技術開発本部
水素チェーン開発セン
ター　プロジェクト管理
部

国際水素サプライチェーンの構築とガスタービン発
電での水素利活用

日本ガスタービン学会「日本ガ
スタービン学会誌3月号（第
49巻2号)」(会員向けHPにも
掲載)

機関紙 2021年3月

25

エネルギー・環境プラン
トカンパニー　エネルギー
ディビジョン　エネルギー
システム総括部　ガス
タービン技術部　燃焼
器技術課

水素焚きガスタービン発電装置の紹介
電気設備学会「電気設備学
会誌2021年5月号」(会員向
けHPにも掲載)

機関紙 2021年5月

26
技術開発本部　水素
チェーン開発センター

国際水素サプライチェーン構築に向けた取組み

TBSテレビの以下のニュース番
組にて放映(予定)
11/24 or 11/25 JNNニュー
ス、Nスタ(尺:1～1分半)、
12月初旬　News23(尺:2
分)

テレビ

2020年11月24日
or
2020年11月25日
2020年12月初旬

27

技術開発本部　水素
チェーン開発センター
プロジェクト管理部　ソ
リューション課

世界初、ドライ低NOx水素専焼ガスタービンの技
術実証試験に成功～水素社会の実現に向けて
水素発電の性能を向上～

HP掲載（マスコミへのメール配
信有り）

電子 2020年7月21日

28

技術開発本部　水素
チェーン開発センター
プロジェクト管理部　ソ
リューション課

World's First Successful Technology
Verification of 100% Hydrogen-fueled
Gas Turbine Operation with Dry Low
NOx Combustion Technology Improving
Power Generation Performances to
Realize a Hydrogen Society

HP掲載 電子 2020年8月17日

29 株式会社大林組

世界初、ドライ低NOx水素専焼ガスタービンの技
術実証試験に成功
～水素社会の実現に向けて水素発電の性能を
向上～

大林組ホームページ 電子 2020年7月21日

30 株式会社大林組

World's First Successful Technology
Verification of 100% Hydrogen-fueled
Gas
Turbine Operation with Dry Low NOx
Combustion Technology

大林組ホームページ 電子 2020年7月21日

31 株式会社大林組
神戸・関西圏水素利活用協議会の設立と参画
について

大林組ホームページ 電子 2020年9月4日

32
本社　コーポレートコミュ
ニケーション部

水素CGS活用スマートコミュニティ技術開発事業
神戸ポートアイランド

当社ホームページ 電子 2019年5月10日

33
本社　コーポレートコミュ
ニケーション部

水素CGS活用スマートコミュニティ技術開発事業
神戸ポートアイランド

インターネット動画サイト
YouTube

電子 2019年5月10日

34 総務本部　CSR部 Kawasaki Report（統合報告書）2019 当社冊子、当社ホームページ 電子 2019年9月、12月

35
コーポレートコミュニケー
ション部
メディア・ブランド課

焦点:日本の水素戦略で鍵握る川重、供給網
構築へ　運搬船で実証試験

ロイター通信社のHP 電子 2021年1月26日

36
コーポレートコミュニケー
ション部
メディア・ブランド課

水素を大量に輸入せよ～CO2削減への挑戦 日テレNEWS24のHP 電子 2021年2月7日

37

エネルギー・環境プラン
トカンパニー　営業本部
国内常用発電営業部
第一営業課

カワサキガスタービン　コージェネレーションシステム 当社カタログ カタログ 2019年11月

38

技術開発本部　水素
チェーン開発センター
プロジェクト推進部　水
素渉外課

Development of Smart Community
Technology by utilization of Hydrogen
CGS

WFES2019 カタログ
2020年1月13日～
1月16日
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番号 機関名 タイトル 掲載誌名 媒体 公表日時

39 株式会社大林組
世界初、市街地で水素100％による熱電供給を
達成

大林組 大阪本店 営業用パ
ンフレット

カタログ 2020年3月1日

40

技術開発本部
水素チェーン開発セン
ター　プロジェクト推進
部　水素渉外課

水素CGS活用スマートコミュニティ技術開発事業 エネルギーの創造 カタログ 2020年3月末

41 企画本部
地域活性化に資する持続可能なエネルギー・環
境エンジニアリングの調査研究（仮題）

水素CGS実証プロジェクト視
察

カタログ 2020年4月1日

42

技術開発本部
水素チェーン開発セン
ター　プロジェクト推進
部　水素渉外課

Smart community technorogy
development project utilizing Hydrogen
Cogeneration Systems

HYDROGEN ENERGY-
RELATED FACILYTIES
(for Transformation,
Storage, and
Utilization）

カタログ 2020年4月28日

43

①技術開発本部
②技術開発本部　水
素チェーン開発センター
③技術開発本部　技
術研究所　熱システム
研究部

①脱炭素社会構築に不可欠な水素エネルギー導
入に向けた開発と実証
②国際液化水素サプライチェーン構築への取組み
③水素をつかう -水素発電技術の開発-

川崎重工技報
182号

カタログ 2020年8月

44

エネルギー・環境プラン
トカンパニー　企画本部
プラント人事総務部
人事総務課

Kawasaki Hydrogen Road
川崎重工業株式会社　エネル
ギー・環境プラントカンパニーパ
ンフレット

カタログ 2020年8月

45
サステナビリティ推進本
部　CSR部

Kawasaki Hydrogen Road Kawasaki Report 2020 カタログ
2020年10月末～
11月

46
サステナビリティ推進本
部　CSR部

Kawasaki Hydrogen Road Kawasaki Report 2020 カタログ 2020年11月

47

①技術開発本部
②技術開発本部　水
素チェーン開発センター
③技術開発本部　技
術研究所　熱システム
研究部　研究一課

①Development and Demonstration
toward Hydrogen Energy Introduction
Essential for Establishing a
Decarbonized Society
②Activities for Realization of
International Liquefied Hydrogen
Energy Supply Chain
③Hydrogen Utilization - Development
of Hydrogen Fueled Power Generation
Technologies

川崎重工技報
182号

カタログ 2021年2月
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(ロ) - (3) 低炭素社会実現に向けた水素専焼対応型 DryLowNOx 高温ガスタービン発電設備の研究開発
番号 機関名 タイトル 媒体 公表日時

1
東京湾岸ゼロエミッショ
ンイノベーション協議会

水素GT
東京湾岸ゼロエミッションイノ
ベーション協議会ホームページ

2020年11月

2 三菱重工業

世界初となるアンモニア焚き4万kW級ガス
タービンシステムの開発に着手
カーボンフリー発電のラインアップを拡充、
2025年以降の実用化目指す

当社ホームページ 2021年3月1日

3 Nature
Turbines driven purely by
hydrogen in the pipeline

Nature 2021年3月24日

4 三菱重工業
2020年度決算説明及び2021事業計画
推進状況

説明資料 2021年5月10日

5 三菱重工業 水素技術バーチャル工場見学説明会 説明資料 2021年6月14日

6
火力原子力発電技術
協会

発電用大型ガスタービンにおける水素利用
会誌「火力原子力発電6月
号」

2021年6月18日

7
火力原子力発電技術
協会

ガスタービンの特徴と構造
会誌「火力原子力発電6月
号」

2021年6月18日

8 三菱重工業
脱炭素社会に向けた水素・アンモニア焚き
ガスタービンの開発

三菱重工技報 Vol.58 NO.3 2021年7月29日

9 日刊工業出版 アンモニア利用ガスタービン発電システム 雑誌「配管技術」 2022年3月1日

10
火力原子力発電技術
協会

発電用大型ガスタービンにおける水素利用
会誌「火力原子力発電5月
号」

2022年5月18日

11 石油学会
脱炭素社会に向けたアンモニア利用ガス
タービン発電システム

情報誌「ペトロテック」2022年
8月号

2022年8月1日

12 内閣府
HYDROGEN POWER GENERATION
FOR A ZERO-CARBON WORLD

内閣府広報室機関紙
KIZUNA

2022年8月29日

13 関西電力
製造から発電までの技術一貫して検証す
る「高砂水素パーク」

関西電力機関紙YOU'S　5巻 2022年9月30日

14 三菱重工業
カーボンニュートラルに貢献する水素/アンモ
ニア焚きガスタービンの開発状況

三菱重工技報 Vol.59 NO.4 2022年10月31日

15 日本ガスタービン学会
脱炭素社会を目指した水素・アンモニアガ
スタービンの開発について

会誌50巻6号 2022年11月1日

16 日本ガスタービン学会
発電用ガスタービンの高温・高効率化の進
展と将来展望

会誌51巻1号 2023年1月1日

(ロ) - (4) 高濃度水素混焼／水素専焼焚きボイラ・発電設備の技術開発
番号 機関名 タイトル 媒体 公表日時

1
三菱重工プ
レスリリース

産業用ボイラ-向け水素焚きバーナー技術の実用化にめど プレスリリース 2022.2.28

2
ガスレビュー
誌

産業用ボイラのCO2排出削減できる水素バーナ開発
インタビュー
＆雑誌掲載

2022.5.1

3 ボイラ研究 産 業 ボ イ ラ ー 向 け 高 性 能 水 素 バ ー ナ の 開 発 論文掲載 2023.4.15

→日本ボイラ協会より今年度の技術高度化奨励賞を授与
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